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1. 序論 

 

1.1 まえがき 

使用済燃料の再処理に伴い発生する高レベル放射性廃棄物等については、地表面から 300m

より深い安定した地層へ埋設し、埋設地周辺の地質環境による障壁（以下「天然バリア」とい

う。）及び人工構造構築物による障壁（以下「人工バリア」という。）等によって隔離する処分

（以下、「地層処分」という）が想定されている。 

この地層処分の事業許可申請に際しては、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律（以下「原子炉等規制法」という。）に基づき、国が安全審査を行う際には、事業者が行

う安全評価の妥当性について判断しなければならない。国は、原子炉等規制法に基づく安全審

査を行う際に必要となる安全評価手法及び安全評価データを整備するとともに、安全審査に向

けた基本的考え方の整備や判断指標を策定することとしている。 

特に地層処分の安全評価では、廃棄物埋設施設の人工バリアや周辺の地質環境の天然バリア

等の廃棄物埋設施設全体について、放射性物質の閉じ込め機能並びに移行抑制機能等を適切に

評価することが必須であるとともに、閉鎖後の長期安全性についての安全評価の対象期間が数

千年から数十万年程度と非常に長いこと、及びこの長期性に起因する不確実性が避けられない

ことから、長期性と不確実性を考慮することが重要となる。 

以上のことを踏まえ、本事業では、特に人工バリアに焦点を当て、地層処分にかかる事業許

可申請に対する安全審査において、地質環境、人工バリア、廃棄体を組み合わせた処分システ

ムの安全評価を行うことを踏まえた「安全評価の基本的考え方の整備」や、「地層処分の安全評

価手法の整備」を実施する。 

 

1.2 実施内容 

地層処分の安全評価では、廃棄物埋設施設の人工バリアや周辺の地質環境の天然バリア等の

廃棄物埋設施設全体について、放射性物質の閉じ込め機能並びに移行抑制機能等を適切に評価

することが必須である。さらに、安全評価の対象期間が数千年から数十万年と非常に長いこと、

及びこの長期性に起因する不確実性が避けられないことから、長期性と不確実性を考慮するこ

とも重要となる。 

本事業では、地層処分にかかる事業許可申請に対する安全審査において、地質環境、人工バ

リア、廃棄体を組み合わせた処分システムの安全評価を行うことを踏まえ、以下の項目（１）

において地層処分の安全規制に活用するために安全性を確保するための考え方を整理した。ま

た、以下（２）（３）（４）の項目の調査により、日本全国を対象にサイトを特定しないものの、

文献調査対象地区及び概要調査地区の選定によって今後定まる我が国において想定される代表

的な地質、水理、熱及び化学環境を踏まえた、放射性核種の移行や人への被ばくに与える影響

を評価することのできる体系的な安全評価手法（シナリオ、モデル、解析コード、パラメータ

評価手法）を整備した。 

なお、地層処分事業では文献調査の対象となる地区が決まっていないため、以下記述した研

究の内容は、現時点では対象地区を特定しないものを想定している。 

 

（１）安全設計の基本要件及び安全評価の基本的考え方の整理 

地層処分事業における安全審査段階で必要となる、地層処分施設の閉鎖後を対象にした「安

全設計の基本要件及び安全評価の基本的考え方」を整理した。そのためには、我が国の処分環

境や処分システム構成を考慮した上で事業者の安全評価に対する安全規制上の要求事項やレビ
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ューにおける重要項目などの考え方を示すことが重要である。ここでは閉鎖後の安全評価を対

象に、我が国における地層処分システムの基本構成（天然バリアと人工バリアの組み合わせ）

と多重安全機能としてのバリアシステムのあり方（安全を担保するための特性や構造）につい

ての検討を行った。 

なお、本項目については、安全設計の基本的要件や安全評価の基本的考え方等の、安全審査

に向けた基本的考え方を精密調査地区選定開始時期までに取りまとめることを見据え整備した。 

平成 23 年度は、我が国の地層処分の安全評価において想定される評価シナリオ（地質環境、

地質気候関連事象の処分システムへの影響や人工バリアの寿命など）を設定した上で、評価モ

デルの不確実性及び評価パラメータの変動を考慮した感度解析を実施し、評価解析結果より安

全解析で活用される線量やリスク等の指標、核種濃度やフラックス等の代替的指標の変化を評

価シナリオ設定や評価モデル、評価パラメータの変動との関係で整理し、それらの重要度を示

した。また、これらの評価シナリオ及び評価パラメータの重要度分析結果に基づき、事業者の

基本設計ないし基本設計方針の妥当性を判断するための論点や課題を整理した。 

平成 24 年度は、平成 23 年度に実施した重要度分析をより進め、多重バリアの核種閉じ込め

機能の要件を検討するために、想定される処分場の地下水流速、化学環境及び地質環境等を考

慮したモデルを設定し、我が国の地層処分サイトにおいて想定される評価シナリオを設定した

上で、評価パラメータの変動を考慮した感度解析（たとえば処分バリアの一つの機能であるオ

ーバーパック機能が喪失したというシナリオの影響を解析することにより、オーバーパックの

安全性の重要度を評価すること、緩衝材の移行遅延機能を評価すること、隆起・侵食速度が地

下の地下水流速変化、化学環境変化として安全評価指標、代替指標へ及ぼす影響を評価するこ

と）を実施した。評価解析結果より安全解析で活用される指標や代替指標の変化を評価シナリ

オ設定や評価パラメータの変動との関係で整理し、それらの重要度を分析した。その結果を基

に、事業者の安全評価に対する安全規制上の要求事項やレビューにおける重要項目などの検討

を行った。これらの検討結果から、処分施設の位置や深度によって定められる天然バリアや想

定される処分施設（特に人工バリア）の安全上重要な特性や構成等の基本的要件を検討・整理

した。検討に当たっては利用可能な最善の技術（BAT）といった定性的な指標の意義等につい

ても検討した。（８章） 

 

（２）時間スケールや処分環境を考慮した廃棄体・人工バリアの挙動モデルの整備とその適用

条件・適用範囲と不確実性の把握 

１）廃棄体・人工バリア材の性能評価モデルの整備 

「安全規制に活用可能な国内外の研究成果の蓄積」事業の一部としての地層処分共有デー

タベースでの運用を念頭に、（ⅰ）から（ⅴ）までの結果を踏まえて性能評価に適用可能な廃

棄体・人工バリア材の評価モデルや評価パラメータに係るデータセットなどを、必要に応じ

て、規制側としての品質評価を経てデータベース上に作成した。 

なお、本項目については、安全設計の基本的要件や安全評価の基本的考え方等の、安全審

査に向けた基本的考え方を精密調査地区選定開始時期までに取りまとめることを見据え、サ

イト特性に依存しない廃棄体・人工バリア材の性能評価モデルの整備を平成 24 年度までに整

備した。 

 

（ⅰ）時間スケールに応じた工学的信頼性、処分環境の変遷等による不確実性の整理 

地層処分においては超長期間に亘っての安全性を確認する必要があるが、時間スケール

や処分環境により不確実性の内容や大きさが変化することから、対象とする時間スケール
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や処分環境を踏まえた安全評価手法を用意しておく必要がある。ここでは我が国及び諸外

国での人工バリアの工学技術における初期欠陥（オーバーパックの溶接不良や緩衝材の不

均一施工、プラグの施工不良、埋め戻しのシーリングミスなど）とそれらの安全機能への

影響について、人工バリアの施工方法や品質管理などに内包される発生要因との関係にお

いて調査し整理した。これらより、一連の処分に用いられる工学技術が閉鎖後の安全へ与

える影響について、時間スケールに応じた工学的信頼性と不確実性の整理を行った。 

平成 23 年度は、廃棄物処分システムにおいて想定される工学技術の初期欠陥の要因と処

分場閉鎖後の安全機能の関係性及び工学技術とその事業期間中の安全確保との関係性につ

いて整理し、TRU 廃棄物に関わる初期欠陥としての評価シナリオを作成し、各シナリオの

パラメータの不確実性を考慮した核種移行感度解析を行った。各初期欠陥シナリオについ

ての感度解析結果は、時間スケールに応じた工学的信頼性と不確実性の観点から取りまと

めた。 

平成 24 年度は、工学技術の品質管理や人工バリア変遷シナリオに係る不確実性の整理と

して、建設・操業・閉鎖段階の地層処分事業期間中に、処分施設（特に人工バリア）が、

地質・気候関連事象の影響を受けた場合を想定し、既往知見を基に、処分場閉鎖前の人工

バリアの材料特性に与える影響及び処分場閉鎖後の安全機能との関連性について取りまと

めた。（３章） 

 

（ⅱ）ガラス固化体の溶解モデルの作成 

我が国の地層処分で想定される地下水環境（淡水、塩水、酸化状態、還元状態など）を

考慮し、ガラス固化体の溶解メカニズムや溶解反応速度等に着目した溶解特性試験を実施

し、ガラス固化体の溶解に及ぼす地下水環境の影響を検討した。 

平成 23 年度は、ガラス固化体の溶解における鉄イオンの影響を評価するために、鉄ケイ

酸塩鉱物の生成に関する Eh-pH 相図を作成し、それに基づく実験を行い固相生成の可能性

を示した。また、これらの実験で得た知見をベースに溶解速度評価モデルの改良を行い、

モデル計算を実施し、我が国の想定される処分環境へ適用可能な手法としてその適用範囲

と適用限界を提示した。 

平成 24 年度は、平成 23 年度に室内実験で確認されたガラス固化体の溶解速度評価モデ

ルの実環境への適用性を向上させるために、我が国で想定される処分場の化学環境（温度、

塩分濃度等の水質）を対象としたガラス固化体の溶解速度評価モデルの改良を行った。特

に、沿岸立地された処分場におけるシナリオで想定される化学環境や、長期にわたりガラ

ス固化体に接触する可能性のある高濃度のイオン種に着目した検討を行った。さらに、モ

デル計算を実施し、改良された溶解速度評価モデルの適用性とその適用限界を提示した。

（２章） 

 

（ⅲ）放射化金属の腐食モデルの作成 

TRU 廃棄物に分類されるハル・エンドピースの溶解挙動評価等を目的とした放射化金属

の腐食に係る現象論や機構論を考慮した溶解速度評価手法に係る検討を実施した。 

平成 23 年度は、プレス処理したジルカロイ試料を用いた腐食速度の測定や表面皮膜の分

析、高濃度硝酸中に浸漬させたジルカロイに形成される表面皮膜の特性についての分析等

を行い、これら化学的力学的因子の影響を明らかにするためのデータを、既往の試験より

も高い温度（80～120℃）で取得した。この結果等を踏まえ、ジルカロイの腐食速度につい

ての既往の経験則モデルの適用範囲を設定するとともに、処分条件において既往のモデル
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を適用するに当たって必要と考えられる確認事項を明らかにした。 

平成 24 年度は、ジルコニウム系金属の腐食速度に関して、我が国で想定される地化学環

境下での既往の経験則モデルの適用性を検討するために、地下水の化学環境（塩分濃度、

酸化還元電位、温度等）を変化させた室内実験及び解析を実施してモデルの検証を行うと

ともに、必要に応じて安全評価に使用可能なモデルへの改良を行った。特に、沿岸立地さ

れた処分場におけるシナリオで想定される化学環境や、ジルカロイの腐食速度に影響を及

ぼす可能性のある因子に着目した検討を行った。（２章） 

 

（ⅳ）オーバーパックの腐食モデルの作成 

我が国の地層処分で想定される地下水環境（淡水、塩水、酸化状態、還元状態など）を

考慮し、オーバーパックの腐食特性試験（腐食メカニズム、腐食形態や腐食速度等）を実

施し、オーバーパックの腐食に及ぼす地下水環境の影響を検討した。 

平成 23 年度は、緩衝材が共存する系においてオーバーパック腐食試験を実施し、諸条件

における腐食形態の発生や進展の状態を比較することにより、経験則モデルが適用できる

範囲を提示した。また、既往知見に基づいて水素の影響による割れの発生要因及び発生条

件を整理した結果、水素の影響は性能評価上考慮すべき事象であると判断した。また、こ

れらの知見をベースに腐食寿命評価モデルの改良を行い、モデル計算を実施し、我が国の

想定される処分環境（淡水、塩水、酸化還元状態）へ適用可能な手法としてその適用範囲

と適用限界を提示した。 

平成 24 年度は、実際の処分場環境で想定される温度、地下水化学環境下（淡水、塩水、

酸化還元状態）での室内実験を行い、最新知見も踏まえて腐食モデルの検証を行った。こ

れらを踏まえてモデルの改良を行うことによって、実環境下で適用可能なモデルを構築し

た。（２章） 

 

（ⅴ）緩衝材の劣化モデルの作成 

我が国の地層処分で想定される地下水環境（淡水、塩水、酸化状態、還元状態など）を

考慮し、緩衝材及びセメントの変質特性試験（変質メカニズムや変質速度等）や長期透水

特性試験（透水特性変化メカニズムや透水係数の時間変化等）を実施し、緩衝材の劣化に

及ぼす地下水環境の影響を検討した。 

平成 23 年度は我が国で想定される処分環境を想定したベントナイト圧縮成型体のアル

カリ変質試験、長期的なセメント浸漬試験、長期間変質させたベントナイト試料の透水試

験を実施し、鉱物組成や元素量などの固相及び液相、透水係数などの経時変化についてデ

ータを取得し、緩衝材劣化モデルの適用性を確認した。整合性を向上させるために必要な

モデルの改良を図るとともに、今後、オーバーパックを含めた人工バリア体系への適用性

を図るための解析手法整備の課題を抽出した。また、地下水水質やモデル不確実性等が緩

衝材劣化に与える影響に関する数値解析を実施し、我が国で想定される処分環境（水素イ

オン濃度、酸化還元環境等）へ適用する場合の適用限界や適用範囲についての知見を提示

した。 

平成 24 年度は、実際の処分場環境で想定される温度、地下水化学環境下（水素イオン濃

度、塩分濃度）での室内実験を行い、緩衝材劣化モデルの検証を行い、検証結果に基づき

改良を行うことによって実環境下で適用可能なモデルを構築した。 

特に、過度に変質させたベントナイト試料を用いた透水試験等を実施し、当該評価モデ

ルの改良及び安全評価への反映方法について検討した。また、オーバーパックを含めた人
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工バリア体系への適用を図るための対応として、温度変遷を考慮可能な解析手法の整備を

行った。（２章） 

 

２）熱-水-応力-化学連成モデルの整備 

地層処分の一部の事象においては熱、水、応力、化学の中の複数の因子が相互に作用する

場合が想定される。ここでは廃棄体を含む人工バリア内とその近傍で起きる諸現象の長期的

挙動を評価するために安全評価上考慮すべき熱、水、応力、化学の中の複数の因子が相互に

作用する事象の抽出と必要な連成モデルの構築を行った。 

なお、本項目については、安全設計の基本的要件や安全評価の基本的考え方等の、安全審

査に向けた基本的考え方を精密調査地区選定開始時期までに取りまとめることを見据え、サ

イト特性に依存しない熱－水－応力－化学連成モデルの整備を平成 24 年度までに行った。 

平成 23 年度は、連成解析で取り扱うべき現象を把握するために有効な、シナリオシミュレ

ーション技術を整備するとともに、シミュレーション事例の蓄積を行った。また、熱－水－

応力－化学が関係したニアフィールド環境の変遷を定量的に取り扱い可能な連成解析モデル

を整備し、このモデルを用いた試解析を実施し、人工バリア内における熱-水-応力-化学連成

モデルの適用限界や問題点を整理するとともに、安全機能が発揮されないようなニアフィー

ルド環境変遷をもたらす要因を例示的に示した。 

平成 24 年度は、想定される温度、化学環境（塩分濃度等水質、水素イオン濃度、酸化還元

環境）、水分量等の処分環境と長期的変動に対する人工バリアの応答に関するモデル解析を実

施し、国内外の既往研究成果との比較検討を行った。また、モデル解析結果から、安全評価

上の人工バリアへの影響の留意点を抽出した。（４章） 

 

（３）リスク論的考え方に基づく安全評価シナリオ設定手法の整備 

OECD/NEA による国際 FEPs（特徴：Feature・出来事：Event・プロセス：Process）を踏まえ、

これまで整備してきた FEPs や安全評価上重要なシナリオについての検討、また、国内外のリ

スク論的扱いの方法論に関する情報などを踏まえ、リスク論的に評価すべき地質・気候関連事

象とそれらが生起した場合の処分システム領域への影響に係る安全評価シナリオについて、事

象生起確率などの観点で検討・整理を行った。また、高レベル放射性廃棄物（HLW）及び長半

減期低発熱放射性廃棄物（TRU）の地層処分を対象に、「（２）時間スケールや処分環境を考慮

した廃棄体・人工バリアの挙動モデルの整備とその適用条件・適用範囲と不確実性の把握」に

おいて想定される人工バリア材長期変遷事象（発生確率を考慮したオーバーパック早期破損や

緩衝材の変質）などを考慮したシナリオ設定を行い、安全評価に係る事象発生シナリオの重要

性について整理を行った。 

なお、本項目については、安全設計の基本的要件や安全評価の基本的考え方等の、安全審査

に向けた基本的考え方を精密調査地区選定開始時期までに取りまとめることを見据え、サイト

特性に依存しないリスク論的考え方に基づく安全評価シナリオ設定手法の整備を平成 24 年度

までに整備するものである。平成 23 年度には、地質・気候関連事象の FEPs に関して、各事象

とその事象発生に伴う影響の連鎖に関係のある最新知見を拡充し、地下の水理－熱－力学－化

学の特性変化に関する情報収集を行った。また、地質・気候関連事象の発生に伴う水理－熱－

力学－化学特性変化と人工バリア及び天然バリアの安全機能との関連性、ならびに水理－熱－

化学の特性変化に着目したモデル構造を整理した。また、地形・地質構造の変化の発生確率の

推定方法を提示し、試行した。一方、人工バリア材長期変遷事象に係るシナリオに関しては、

ガラス固化体、オーバーパック及び緩衝材を対象に、安全規制の観点からシナリオ設定の妥当
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性を判断するための指標を提案した。 

また、地質・気候関連事象による地形・地質構造の変化の感度解析、隆起侵食現象、気候変

化による海水準変動が地下水流速・移行距離に与える影響を把握するための不確実性解析及び

人工バリア材の変遷による内的要因と地質・気候関連事象の外的要因を考慮した複合シナリオ

に対する不確実性解析を行い、それらの解析結果から安全評価上の重要な要因、シナリオ、パ

ラメータの抽出も行った。さらに、これまでの知見を統合し、地質・気候関連事象及び人工バ

リア材長期変遷事象について、リスク論的考え方に基づく安全評価シナリオ設定手法及び実サ

イトへの適用においてシナリオ設定上の解決すべき課題を取りまとめた。 

平成 24 年度は、安全評価で用いられる地質・気候関連事象（火山、地震、地質構造の変形な

ど）の影響量の不確実性、周辺環境への影響等に関する既往の地質学的研究成果及び人工バリ

アの長期変遷事象（オーバーパックの早期破損、緩衝材の地下水流動抑制機能の喪失、緩衝材

の核種移行遅延性能の変化など）のリスク論的扱い、核種移行経路や移行速度の長期変遷のリ

スク論的扱いの最新事例などその方法論に資する情報を収集し、我が国で必要となるリスク論

的考え方に基づく核種移行シナリオを整理した。 

具体的には、地質・気候関連事象に関するシナリオ設定手法の整備として、影響量の不確実

性を評価するためのモデルに関する最新知見を収集するとともに、既往知見を基に、定量的な

影響量の評価が必要と考えられる母岩に THMC の影響が及ぶ事象について、影響の規模、継続

性のパターンに関する情報を整理した。さらに、HLWを対象に処分場閉鎖後に地質・気候関連

事象が発生した場合を想定し、天然バリア及び人工バリアに対する THMC 特性変化と安全機能

の関係整理を行った。人工バリアの長期変遷事象及び核種移行に関するリスク論的扱いなどそ

の方法論に関して、諸外国等の評価手法の情報を収集し、整理した。 

さらに、地形・地質構造の変化量の評価モデルに関し、位置が不特定な地震等の確率モデル

が考慮できるように改良するとともに、地形・地質構造の変化から地下水流動の変化に至る力

学及び水理に係るモデル構造に関する試解析を行い、地質・気候関連事象が人工バリアの隔離

機能、核種移行経路の変動に与える影響の評価手法を検討した。 

なお、本検討においては、別途国の委託事業である「地層処分に係る地質評価手法等の整備」

で実施される地質環境条件に影響を与える各種の自然事象の発生確率の取り扱いについての検

討を考慮して行った。（５章、６章） 

 

（４）人工バリア及び天然バリア中の核種移行評価手法の整備 

一連の核種移行評価においては、具体的な核種の収着、拡散、溶解特性等に係るデータが必

要とされる。そこで、過年度の保安院の委託事業において構築された核種移行評価データベー

スに、国内外の最新知見を加え、データの変動要因やパラメータの設定値や変動幅などの不確

かさに係る情報とともに整備した。 

平成 23 年度は、核種－バリア材－処分環境下での水質条件の組合せに応じた Se、Np を含む

安全評価に重要な核種に対する分配係数の拡充と Csを対象とした収着モデルの構築を進めた。

還元的処分環境下における水質条件の変動を考慮した分配係数データが不足していることから、

データ取得にあたっての試験の成立条件を予備的な試験で把握した。また、規制側として必要

な現実的に利用可能な天然バリアに係る分配係数の設定の考え方を整理した。 

平成 24 年度は、パラメータの設定値や変動幅、変動要因などの不確かさに係る情報を追加し

データベースの充実を図った。また、地下の水理－熱－化学環境の変動の範囲を考慮した実験

系において、安全評価上重要な核種移行データの収得を行い、国内外で新たに収得された核種

の収着、拡散、溶解等に係る最新知見の収集と併せてデータベースを更新した。（７章） 
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また、地層処分の安全評価においては地質・気候関連事象を考慮した地下水流動条件を設定

した上で、廃棄体から人工バリア、天然バリアを経由して放出される放射性核種のフラックス

及び生物圏における被ばく量を一連で評価する必要がある（核種移行評価）｡ここでは､（２）

及び（３）の結果を考慮し、①人工バリアの各評価モデルの適切なリンケージの方法、②リス

ク論的考え方に基づく安全評価シナリオとそれらの長期評価における不確実性への対応などを

検討し、我が国で想定される地層処分地下環境へ適用可能な総合的な安全評価手法としての方

法論の全体取りまとめを行った。 

平成 23 年度は、処分システムにおける影響因子と適用範囲を踏まえた人工バリアの変遷に関

する各評価モデルの入出力と確率論的安全評価コードとのリンケージの方法の整理として、地

質気候関連事象による地形・地質構造の変化の感度解析のために母岩への水理学・力学的影響

の評価に適用可能な複数の既存モデルを用い地形・地質構造の変化量の計算用コード及び人工

バリアの変遷に関する評価モデルの出力結果を入力値とするための、処分施設周辺のサイトス

ケールでの地下水流動・核種移行解析コードの改良、ならびに人工バリアの変遷事象と地質・

気候関連事象の複合シナリオの評価に必要な確率論的安全評価コード（GSRW-PSA）(1)(2)の改良

を行い、総合的な核種移行評価手法として全体像を示した。 

平成 24 年度は、我が国で想定される地下の水理、熱、化学環境の差異による安全評価上設定

すべきシナリオに基づく総合的な核種移行解析を行い、想定される地下の水理、熱、化学環境

の範囲内での人工バリアと天然バリアの総合的な解析によって、長期的な隔離機能の変化、核

種遅延効果の変化に関する不確実性の評価を行った。（８章） 

 

1.3 成果概要 

平成 24 年度の各実施項目の研究成果については、2 章～8 章において取りまとめた。各章に

おける実施項目の成果概要は、以下のとおりである。 

 

1.3.1 廃棄体・人工バリア材の性能評価モデルの整備 

（１）ガラス固化体の溶解モデルの作成 

地層処分で想定されるような地下水の流れが遅い条件では、短期的にはガラス固化体は主構

成元素である Si の溶出にともないマトリクス溶解するものの、長期的にはガラス固化体周辺の

液中 Si が高い濃度で維持されることによって Stage II の状態が成立し、マトリクス溶解が抑制

され、いわゆる“残存溶解速度”で溶解／変質がゆっくりと進行することが知られている（図 

1.3-1 参照）。 

ただし、ガラス固化体は水溶液中で熱力学的平衡にはならないことから、ガラス固化体から

溶出した Si は熱力学的により安定なケイ酸塩として析出する。ガラス固化体表面近傍において、

ケイ酸塩が二次相として生成し Si が速やかに消費されると、ガラス固化体の溶液に対する化学

親和力の大きい状態が維持されることにより、ガラス固化体のマトリクス溶解が抑制されない

現象が生じる。これは、有限の溶液中においてガラス固化体の溶解速度がいったん減少した後、

再び急激に増加する現象（resumption）として知られている。ガラス固化体の性能評価の妥当性

を判断する際には、処分環境を考慮して、resumption が長期にわたって生じる可能性の有無を

判定することがきわめて重要であり、そのためには、ガラス固化体の溶解／変質に伴い生成す

るケイ酸塩の特性を把握することが必要となる（図 1.3-1 参照）。 
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図 1.3-1 （左）有限量の水溶液中でのガラス固化体の溶解量と時間の関係と 

（右）ケイ酸塩の生成によるガラス固化体の溶解／変質の促進 

 

今年度は、沿岸立地された処分場におけるシナリオで想定される化学環境を考慮して、海水

成分の一つであるマグネシウム（Mg）イオンに着目し、ガラス固化体の溶解／変質挙動に及ぼ

す影響について検討した。 

また、長期にわたりガラス固化体に接触する可能性のある高濃度のイオン種として、処分場

の支保工などの構造材に使用されるセメント系材料を起源とするカルシウム（Ca）イオンと、

オーバーパック（OP）を起源とする鉄（Fe）イオンに着目し、ガラス固化体の溶解／変質挙動

に及ぼす影響について検討した。このうち Feイオンについては、平成 23 年度に実施した 25℃

における Si と Feのみの系に加えて、ガラス固化体やベントナイト、地下水中に含まれる成分

が共存する系における鉄ケイ酸塩の生成条件とその温度依存性について熱力学的検討を行った。 

 

Mg イオンの影響 

図 1.3-2 に示すように、初期 Mg 濃度が濃い（0.04 mol/l）の溶液中では、浸出液中 Mg イオ

ン濃度が速やかに減少しており、試験開始から 36 日目には浸出液中からほとんどの Mg イオン

が失われていることがわかる。また、浸出液中の Mg イオンが失われた後は、Bの規格化質量

損失（NL）の増加速度（ガラス固化体の溶解／変質速度の指標）が低下しており、マトリクス

溶解が抑制された Stage II が観察される。一方、初期 Mg濃度が薄い（0.004 mol/l）溶液中では、

濃い溶液中に比べてガラス固化体の溶解／変質量は少なく、試験開始後約 3 日目には浸出液中

からほとんどの Mg イオンが失われ、その後は Stage II が観察される。 

これらの結果から、液中 Mg イオンがガラス固化体の溶解／変質を促進していることが明ら

かになった。また、浸出試験後のガラス固化体表面を分析したところ、Si と Mg を豊富に含む

マグネシウムケイ酸塩析出物の生成が認められたことから、Mg イオンを含む溶液中では、液

中 Mgイオンがガラスの Si を消費してマグネシウムケイ酸塩を生成・析出することによって、

図 1.3-2（左図）に示したように、ガラス固化体のマトリクス溶解が促進される状態が続いた

ものと考えられる。 
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図 1.3-2 初期濃度の異なる Mg 溶液中でのガラス固化体の浸出試験結果 

（●：B の NL（○：脱イオン水中） ▲：Mg 濃度） 

 

Ca イオンの影響 

Ca イオンを含む溶液中におけるガラス固化体の浸出試験をアルゴン（Ar）雰囲気中にて 60℃

で実施した。試験溶液として、脱イオン水に塩化カルシウム（CaCl2）を加えて Ca 濃度が 0.1 mol/l

になるように調製した溶液（以下「Ca-N」）の他に、CaCl2と水酸化カルシウム（Ca(OH)2）を

用いてCa濃度を 0.1 mol/l 、pHを 11及び 12にそれぞれ調整した溶液（以下「Ca-11」及び「Ca-12」）

の合計 3 種類の Ca 含有溶液を用意した。 

各溶液中における B の NL の時間変化を比較した結果を図 1.3-3（左）に示す。図 1.3-3（左）

より Ca-N と Ca-11 溶液中では、脱イオン水中に比べてガラス固化体の溶解／変質量が著しく

少ないことがわかる。また、Ca-12 溶液中については、試験初期においては脱イオン水中に比

べて速い速度でガラス固化体が溶解／変質しているものの、試験開始後 16 日目以降は溶解／変

質速度が低下していることがわかる。 

このような Ca イオンによるガラス固化体の溶解／変質抑制の要因としては、Ca がガラス表

面に形成される保護的な役割をする変質層を緻密化している可能性に加えて、Ca-12 溶液中で

は、生成したカルシウムケイ酸塩によってガラス固化体が覆われること（図 1.3-3（右）参照）

が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-3 （左）各溶液中でのガラス固化体の溶解／変質量と 

（右）Ca-12 溶液中で溶解／変質させたガラス固化体表面の写真 
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Feイオンの影響 

熱力学的検討を行うにあたって、鉄ケイ酸塩を始めとする鉄を含む鉱物（以下「鉄鉱物」）の

うち、これまでに処分環境に近い条件で生成・観察された鉄鉱物を選定し、これらについての

み熱力学的に生成を考慮するものとした。鉄のケイ酸塩、アルミノケイ酸塩については、生成・

観察の報告例が少なく、定説にはなっていない。そこで本検討では、鉄ケイ酸塩の代表として

比較的低い温度で生成することが知られている greenalite（Fe3Si2O5(OH)4）、鉄アルミノケイ酸

塩の代表として berthierine（(Fe2Al)(SiAl)O5(OH)4）を選定し、もしこれらが熱力学的に安定にな

る場合には、他の鉄ケイ酸塩や鉄アルミノケイ酸塩も安定になる可能性があると判断すること

とした。 

また、地球化学解析によって計算した、OP 破損後から 10 万年間にわたってガラス固化体に

接触する地下水の pH、Eh 及び溶存する地下水中元素濃度と、選定した鉄鉱物等の熱力学デー

タに基づいて計算した 60℃での pH/Eh 相図を図 1.3-4（左）に示す。図 1.3-4（左）から、広

い範囲で berthierine の安定領域が認められる。一方、熱力学的に berthierine の生成を考慮しな

い条件では、greenaliteの生成が認められる（図 1.3-4（右）参照）。 

これらの結果から、ガラス固化体近傍においては、長期にわたって鉄アルミノケイ酸塩や鉄

ケイ酸塩が安定な条件に維持される可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-4 液中 Si 濃度、炭素濃度、硫黄濃度及び Al 濃度が 10-3 mol/l、10-3 mol/l、10-4 mol/l、

10-6 mol/lの場合における 60℃での pH/Eh 相図と 10 万年間の pH/Eh（赤丸） 

（（左）全ての鉄鉱物の生成を考慮する場合と（右）berthierine の生成を考慮しない場合） 

 

ガラス固化体の溶解速度モデルと適用範囲及び安全評価における判断指標 

今年度までの検討結果（表 1.3-1）をふまえて、我が国の想定される処分環境へ適用可能な

溶解速度モデルの適用範囲や限界・課題を整理した。整理した結果については、安全評価にお

けるガラス固化体の溶出抑制機能評価の妥当性を初期条件やモデル、パラメータ設定の観点で

判断するための指標（判断指標）とともに示した。 
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表 1.3-1 ケイ酸塩の生成とガラス固化体の溶解／変質に及ぼす影響 

 

 

（２）放射化金属の腐食モデルの作成 

再処理工程で発生する使用済みの燃料被覆管（ハル）には放射化によって生成した炭素-14

などの核種が含まれるが、地層処分後、ハルに地下水が接触しても、ハル内部に含まれる核種

は直ちに溶出することはなく、母材であるジルコニウム系金属（ジルカロイ）の腐食とともに

溶出すると考えられることから、ハルには核種の溶出抑制機能が期待されている。ハルの溶出

抑制機能をふまえた核種放出評価を行うためには、炉内での放射化によって生じた核種のイン

ベントリ評価に加えて、処分環境におけるジルカロイの腐食速度を評価する必要がある。 

昨年度までに、主に原子炉の炉水条件を対象とした 300℃程度の温度域（以下「高温域」）に

おけるジルカロイの腐食に関する既往の経験則モデル（図 1.3-5 参照）が、処分環境で想定さ

れる 100℃以下を含む温度条件（以下「低温域」）にも適用可能かどうかを検討するため、水素

発生量測定法によって低温域でのジルカロイの腐食データを取得した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-5 高温域で提唱されている経験則モデルの概略 

 

その結果、80℃、100℃及び 120℃において、ジルカロイの腐食速度は腐食時間とともに減少

しており、高温域の経験則モデルと同様に、腐食量と腐食時間の立方根との間にほぼ比例関係

（以下「三乗則」）が認められた。さらに、三乗則に基づいて算出した 80℃～120℃の腐食速度

定数をアレニウスプロットしたところ、高温域での腐食速度定数のほぼ外挿直線上に位置した

ことから、低温域での腐食速度定数は高温域に比べて 5 桁ほど低いものの、腐食メカニズムは

同じであり、高温域の経験則モデル（三乗則）を低温域にも適用できる可能性が示唆された。 

今年度は、沿岸立地された処分場におけるシナリオで想定される化学環境や、ジルカロイの

腐食速度に影響を及ぼす可能性のある因子に着目し、地下水の化学環境（温度、塩分濃度、酸

化還元電位）を変化させた系でジルカロイの腐食データを取得した。これらの結果をふまえて、

誘因物質 ケイ酸塩 生成 マトリクス溶解を維持

Na, Al

（ガラス成分など）

スメクタイト ○ No

ゼオライト × （Yes）

Mgイオン
（海水成分など）

Mgケイ酸塩 ○ Yes

セメント成分
（支保工など）

C-S-H（pH>11） ○ No

Feイオン
（OP）

鉄ケイ酸塩
鉄アルミノケイ酸塩

△ ？

① 腐食量∝t1/3（三乗則）
 酸化皮膜が厚く緻密になるためと推定
 初期においては、放物線則（腐食量∝t1/2）

ステージが存在することも考えられる

② 「遷移」を経た後に三乗則を繰り返す
 酸化皮膜がある程度厚くなると壊れるため
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②
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経験則モデルの検証を行うとともに、我が国で想定される地化学環境下への経験則モデルの適

用性を検討した。また、現状の知見をふまえて、安全評価に使用可能なジルカロイの腐食速度

モデルについて検討した。 

 

経験則モデルの検証 

 1970 年代までのジルカロイの腐食データに基づく高温域の経験則モデルを検証し、低温域に

外挿するにあたり、その信頼性を確認するために、平成 23 年度に実施した腐食試験に供したジ

ルカロイ試料と同じ組成の試料を用いて、やや高温の 180℃での腐食速度データを水素発生量

測定法及び腐食増量測定法によって取得した。 

その結果、180℃においてもジルカロイの腐食量と腐食時間との関係を三乗則で整理すること

が可能であり、三乗則に基づいて算出した 180℃の腐食速度定数は、高温域での腐食速度定数

のアレニウスプロットのほぼ外挿直線上に位置していることから（図 1.3-6 参照）、高温域に比

べてより低温域に近い温度である 180℃の条件においても、ジルカロイの腐食メカニズムは高

温域と同じである可能性が示唆された。さらに、今回腐食試験に用いたジルカロイ試料は平成

23 年度に実施した腐食試験に供したジルカロイ試料と同じ組成のものであることをふまえる

と、1970 年代までのジルカロイの腐食データに基づく高温域の経験則モデルを低温域に外挿す

るにあたり、その信頼性を確認することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3-6 三乗則に基づいて算出した 180℃及び 80℃～120℃（H23 年度に取得） 

のジルカロイの腐食速度定数のアレニウスプロット 

 

塩分濃度、酸化還元電位の影響 

塩分濃度と酸化還元電位がジルカロイの腐食に及ぼす影響を確認するため、NaCl 溶液中及び

大気平衡条件でのジルカロイの腐食試験を行った。その結果、NaCl成分は、温度ほどはジルカ

ロイの腐食に影響を及ぼさないこと、有意な溶存酸素が存在する大気平衡条件における 80℃～

120℃での 121 日間までの範囲におけるジルカロイの腐食量の程度は、脱酸素条件とは大きく異

ならないことをそれぞれ確認した。 

  

1.E-06

1.E-04

1.E-02

1.E+00

1.E+02

1.E+04

0.0015 0.0020 0.0025 0.0030

腐
食

速
度

定
数

（
(m

g
/d

m
2
)3

/d
ay

）

絶対温度の逆数（1/T）

高温域

80-120℃

180℃

180℃の腐食速度定数 

■：水素発生量測定法 

□：腐食増量測定法 



 

 

- 1-13 - 

安全評価に使用可能なジルカロイの腐食速度モデルの検討 

経験則モデル（三乗則）が長期評価にも使用可能であるとして、今年度までに得られた低温

域での腐食速度定数を用いて計算すると、図 1.3-5 に示した遷移が生じる腐食量（約 1.3 mの

腐食深さ）に達するまでに、120℃では約 7 万年、80℃では約 60 万年かかる。 

しかしながら、経験則モデルを安全評価に使用するためには、数千年あるいは数万年といっ

た長期におけるジルカロイ腐食速度の設定が確からしい、あるいは少なくとも保守側であるか

どうかを判断することが必要であり、そのためには、腐食速度の律速プロセスを含めた腐食メ

カニズムを明らかにすることが不可欠である。低温域におけるジルカロイ腐食の律速プロセス

となっている可能性の高い因子としては、ジルカロイ表面に形成される酸化皮膜の構造や酸化

皮膜中の酸素の拡散が挙げられるが（表 1.3-2 参照）、現状では明らかになっていない。加えて、

地層処分されるハルの腐食速度評価を行うために必要な、炉水中での履歴による腐食への影響

についても十分把握されていない。以上のことから、現状では経験則モデルをそのまま安全評

価に使用することは不適と考える。 

 

表 1.3-2 ジルカロイの酸化皮膜中における酸素の拡散種についての仮説 

 

 

（３）オーバーパック腐食モデルの作成 

オーバーパック（OP）の閉じ込め性能を評価するためには、処分環境下での腐食進展量評価

が必要である。OPの候補材料である炭素鋼の腐食進展速度は腐食形態によって大きく異なり、

腐食形態は溶液組成や pH、溶存酸素濃度等に依存することが知られている（表 1.3-3 参照）。

したがって、OP の性能評価にあたっては、OP 近傍における地下水環境条件の変遷を適切に評

価するとともに、環境条件に応じた腐食形態や各腐食形態における腐食進展速度を設定する必

要がある。 

 

表 1.3-3 炭素鋼の腐食形態と pH、溶存酸素濃度との関係 

 pH 低 pH 中 pH 高 

溶存酸素濃度が高い GC GC, LC, SCC LC, SCC 

溶存酸素濃度が低い GC, HE GC, SCC,HE GC, SCC 

GC：全面腐食 LC：局部腐食 SCC：応力腐食割れ HE：水素脆化 

①O2- の伝搬が支配的（高温域での知見） ②H2Oの拡散が支配的

ソース 酸化皮膜／水界面でのH2Oの分解／解離 液中に豊富にある

酸化皮膜の特徴
ほぼ完全なZrO2結晶で
H2Oが入り込む余地なし

H2Oが入り込めるほどの
空隙がある

金属表面への
拡散種の移動

ZrO2結晶内（O2--Zr4+-O2-）でO2-が熱運動して
隣のZr4+に飛び移る（アニオン空孔の伝搬）

酸化皮膜中の細孔拡散

酸化皮膜中の
酸素濃度

プロファイル
酸素の濃度勾配はない

外表面だけがZrO2で
その内側にはZrOx

(0<x<2)が分布

Zrとの反応で
余る電子（e-）

その場にH+はおらず、余ったe-は電流を生じて
酸化皮膜／水界面でH+を得てH2に

その場で反応するので
余らない

水素の発生場所 酸化皮膜／水界面 ZrOxが酸化される現場
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これまでに、全面腐食に比べて腐食進展速度が著しく大きくなる局部腐食や応力腐食割れ

（SCC）といった腐食形態となる条件を把握するための検討を行ってきた。加えて、想定され

る処分環境で最も起こりえると考えられている全面腐食の腐食進展速度に関する検討について

も実施した。 

局部腐食に関しては、地下水組成や温度などの変遷に応じた炭素鋼の腐食形態を判定する経

験則モデル（以下「局部腐食判定モデル」）を整備した。このモデルは、炭素鋼の局部腐食発生

の必要条件である不動態化挙動が接触溶液の pH に依存することと、炭素鋼が自己不動態化す

る酸性側の臨界 pH（pHd）が存在することをふまえて、溶液 pH が pHdよりも大きい場合に炭

素鋼は自己不動態化すると判定するものである。さらに、我が国の地層処分環境で想定される

地下水環境（淡水・塩水成分など）を模擬した系での炭素鋼の浸漬・腐食試験を実施し、腐食

形態判定モデルを検証した。その結果、ある濃度以上の溶存酸素条件などでは、当該モデルに

よる判定結果とデータが良い一致を示すことを確認した。 

SCC に関しては、溶存酸素濃度が高い中性域の炭酸共存条件を対象に、ある幅の電位領域に

おいて SCC が発生しやすくなる（割れ感受性をもつ）特性をふまえた、SCC 発生判定モデル

を整備した。さらに、これまでに殆ど知見が得られていない高 pH 環境下での SCC 発生可能性

（割れ感受性）について検討するため、80℃の溶液中で炭素鋼の定ひずみ速度試験を行い、溶

液の NaOH 濃度が 2 mol/lを超えない条件においては SCCに典型的に見られる粒界割れが生じ

ないことを確認した。 

また、全面腐食の進展速度を評価するためのモデル（以下「全面腐食速度モデル」）に関する

検討として、全面腐食速度に大きく寄与すると考えられる表面皮膜の保護性に及ぼす温度の影

響を調べた結果、温度上昇にともない皮膜の保護性が向上する傾向が認められた。 

今年度は、局部腐食判定モデルについて、実際の処分環境で想定される温度、地下水化学環

境下（淡水、塩水、酸化還元状態）を考慮した室内実験を行い、昨年度までに未検証となって

いた条件での検証を行うとともに、当該モデルの改良を行うことによって処分環境で適用でき

るようにした。また、SCCについて、割れ感受性に及ぼす温度の影響を調べるとともに、全面

腐食速度モデルについては、1年間までの炭素鋼の腐食試験データを取得して、腐食性と表面皮

膜の保護性に及ぼす温度の影響を整理した。全面腐食速度モデルについては、炭素鋼の表面に

生成する腐食生成物中の水の拡散が腐食速度を律速すると仮定した新たな腐食速度モデルを提

案した。さらに、炭素鋼の水素脆化の起因となる水素吸収挙動についての実験的検討を行った。

これらに加えて、炭素鋼以外のオーバーパック候補材の腐食現象についての検討も実施した。 

 

局部腐食判定モデルの検証と改良 

これまでに実施した浸漬試験法では腐食形態（全面腐食／不動態）を判定できず、当該モデ

ルの検証に至らなかった溶液条件について、アノード分極試験法による検証を行った。その結

果、溶液中の溶存酸素濃度や pH 等の条件によっては、当該モデルによる腐食形態判定結果と

観察結果とが整合せず、このような溶液条件は当該モデルの適用範囲外となることがわかった。

そこで、当該モデルを処分環境で適用できるよう判定基準を改良し、具体的には、溶液中の溶

存酸素濃度が大気平衡濃度の 1/100 以上かつ pH≧9.8 の条件では不動態化、無酸素条件下では

全面腐食と判定することとした。 

 

全面腐食速度モデルの検討 

炭素鋼の全面腐食進展速度に及ぼす温度の影響を明らかにするために、処分環境を模擬した
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緩衝材共存下において炭素鋼の浸漬試験を行い、50℃の条件で 1 年間までの全面腐食量データ

を取得した。昨年度までに取得した 30℃及び 40℃でのデータや高温下における既往データもふ

まえて、腐食量の経時変化から環境の腐食性と皮膜の保護性に及ぼす温度の影響を検討した結

果、環境の腐食性は温度が高いほど大きく、皮膜の保護性は温度の低いほうが小さくなる傾向

が見られた。 このうち皮膜の保護性は、鉄腐食生成物の siderite（FeCO3）の沈殿のしやすさに

関連している可能性があり、長期における高温条件での全面腐食量が必ずしも低温条件よりも

多くならない可能性が示唆された。 

また、これまでに整備した炭素鋼の全面腐食速度モデルでは、時間に依存せず一定速度で腐

食が進行するものとしているが、全面腐食速度は時間とともに低下することが知られている。

そこで、当該モデルを現象に則したモデルに改良することを目的として、炭素鋼の腐食にとも

ない生成・成長する腐食生成物中の水の拡散速度が全面腐食速度を律速すると仮定した腐食速

度モデルを提案し、実験室における実測データや考古学データとの比較により検証した。 

その結果、実測データが取得された 80℃における水の自己拡散係数に、腐食生成物の間隙率

を約 14％と仮定すると、実測データや考古学データとモデルによる計算結果が良い一致を示し

た（図 1.3-7 参照）。腐食生成物の間隙率や長期安定性、水以外の物質拡散が律速プロセスとな

っている可能性など、安全評価に使用可能なモデルとするまでには検証すべき点は多いが、現

象に則した確からしいモデル構築のベースとなることが期待できる。 

 

 
 

図 1.3-7 腐食進展量のモデル計算結果と実測データとの比較 

 

高pH条件における炭素鋼のSCC 

炭素鋼の割れ感受性に及ぼす温度の影響を調べるため、50℃および100℃で定ひずみ速度試験

を行った。試験液としては、①0.56 mol/lのNaClに2 mol/lのNaOHを添加した溶液と②0.56 mol/l 

のNaClに5 mol/lのNaOHを添加した溶液を用いた。その結果、溶液①ではいずれの温度におい

ても明瞭な粒界割れは観察されなかった。溶液②では、50℃で試験片側面に微細な亀裂状の凹

凸が観察され、割れの兆候が示唆されたものの、80℃で観察されたような粒界破面や破断歪み

の低下は認められなかった。 

本試験結果とこれまでに取得した試験データを合わせて温度と OH-イオン濃度に対して整理

し、苛性ソーダ環境での SCC 発生事例と比較した結果を図 1.3-8 に示す。2 mol/l の NaOH 溶液

中における本試験結果では割れ事例から推察される下限界以上の温度でも明瞭な割れが認めら



 

 

- 1-16 - 

れておらず、やや異なる結果となっているものの、高温、高濃度ほど割れが発生しやすい傾向

は概ね一致した。いずれのデータにおいても、アルカリによる粒界割れが発生するのは 2 mol/l

を超える OH-イオン濃度でかつ約 50℃以上の場合と推定される。一方、実際の処分環境で想定

される OH-イオン濃度の上限は、普通セメントを用いたコンクリート中の細孔水で想定される

約 0.3 mol/l 程度 （pH 約 13.5）であり温度の上限も 100℃とされている。以上のことから、実

際の処分環境で炭素鋼 OP にアルカリによる粒界割れが生じる可能性は低いと考える。 
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温
度
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図 1.3-8 温度と OH-イオン濃度に対する割れ発生条件 

 

炭素鋼の水素吸収量についての検討 

炭素鋼の水素吸収量を調べるため、30℃、40℃及び 50℃の条件で、処分環境を模擬した緩

衝材共存下において炭素鋼の浸漬試験を行い、最大 90 日間の拡散性水素濃度を測定した。その

結果、昨年度までに得られた浸漬 30 日間の結果に比較して水素濃度は小さく、試験前と同等も

しくかそれ以下であり、明瞭な温度依存性も確認されなかった。また、炭素鋼中の水素濃度は

脆化の問題になる濃度よりも十分小さいことが確認された。 

 

（４）緩衝材の劣化モデルの作成 

処分場の支保工等に使用されるセメント系材料を起因とする高アルカリ性地下水により、ベ

ントナイト系緩衝材が変質・劣化し、その止水性が低下することが懸念されている。 

緩衝材の長期的な止水性の変化を評価するため、これまでに、処分場での使用が想定される

ベントナイト－砂混合土圧縮成型体を用いて、ベントナイトの変質に係る諸現象や変質にとも

なう止水性（透水係数が指標）の変化を実験的に定量化、評価モデル（評価式も）を整備する

とともに、これらの評価モデルから構成される物質移行-変質連成解析コード“MC-BENT”を

整備した。また、アルカリの放出源であるセメント系材料の変質にともなう固相および液相成

分の変化等を評価するためのモデルとこれらモデルから構成されるコード“MC-CEMENT”も

整備した。さらに、ベントナイト／セメントからなる複合的な人工バリアの変質にともなう止



 

 

- 1-17 - 

水性の変化を評価するため、MC-BENT と MC-CEMENT を統合した MC-BUFFER を整備した。

（図 1.3-9 参照）。 

 

 
 

図 1.3-9 緩衝材の止水性の変遷評価を行うための解析コードと評価モデルの体系 

 

今年度は、評価体系の観点から、セメント系材料からのアルカリ成分溶出に係る総合的な評

価手法の適用性を確認した。透水係数評価モデルについては、変質が過度に進んだベントナイ

ト試料に対する透水試験データを取得し、その適用性を確認するとともに、当該モデルの安全

評価への反映方法案を提示した。また、透水試験における動水勾配の影響を把握した。さらに、

海外の地下施設で採取された粘土層とセメント系材料が接触した試料を用いて、解析手法の検

証を行った。 

統合コード MC-BUFFER については、熱解析やリスタート計算を行う機能を拡充することに

より、解析における再現性や利便性を向上させた。 

 

セメント劣化の評価手法における計算体系に係る検討 

平成 24 年度は、平成 23 年度実施した OPC 硬化体の人工淡水、人工海水への浸漬試験の再現計

算において未検討であった評価体系（メッシュ幅、タイムステップ）の設定に係る検討を行っ

た。その結果、評価体系の設定を細かくしても、計算結果には大きな違いは見られず、本解析

においては評価体系の影響は小さいことが分かった。また、試験結果と計算結果の比較により、

主な事象については良く一致していること、および知見不足故に現状モデルに反映できていな

い事象も残されていることを確認した。  

 

ベントナイト透水係数評価モデルの適用性確認 

NaOH 溶液中で過度に変質させたベントナイト試料に対して、イオン強度の異なる数種類の

通水液を用いた透水試験を実施した。得られた透水係数は、通水液のイオン強度に関わらず一

定であったことから、ベントナイトの主成分であるモンモリロナイトの残存量が著しく低下し

た条件においては、当該モデルで考慮しているイオン強度の依存性がなくなり、当該モデルの

適用外となることを確認した。 

これをふまえて、有効モンモリロナイト密度が 40 kg m-3未満のベントナイトの透水係数（K）

については、当該モデル式の最大値である K =1.2×10-7・(7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) m s-1を

1
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設定値（T は絶対温度）とすることとした。また、溶液のイオン強度が 0.1 mol dm-3未満領域で

は、ベントナイトから溶出する Na+等の影響により当該モデルが直接適用できないことをこれ

まで確認してきた。そこで、この領域の透水係数については、変質試料を用いた透水試験結果

を参考に、暫定値として当該モデルのイオン強度を 0.1 mol dm-3としたときの値に設定するこ

ととした。 

また、ベントナイトの透水試験における試験条件のうち、動水勾配の影響を把握するため、

これまでに実施した透水試験よりも低い動水勾配条件で試験を行った。その結果、いずれの動

水勾配条件でもダルシー則が成立したことから、従前の透水試験データの信頼性を確認するこ

とができた。 

 

地下施設の試料を用いた検証 

仏国 Tournemire の地下施設において、Argillite と呼ばれる粘土層とセメント系材料（コンク

リート）が 15 年間接触した試料の観察データを用いて、解析計算による再現を試みた。 

その結果、Argillite 領域における一部鉱物の溶解や生成は再現できなかったものの、Argillite

領域における Calcite や C-S-H の生成および Quartz の溶解、ならびに変質厚さが 1cm 以内とい

った観察データは良く再現することができた。加えて、Argillite 領域での間隙率低下や、コン

クリート領域での間隙率増加の傾向についても再現できた。 

以上のように、粘土系材料とセメント系材料が共存する系での比較的長期の相互作用につい

ては概ね再現できており、本解析の妥当性を確認することができた。 

 

MC-BUFFER の機能拡充 

人工バリアの性能評価や核種移行評価において重要なパラメータの一つである温度について、

これまでMC-BUFFERでは境界条件に一定温度としてのパラメータ設定しかできなかったこと

から、温度境界条件の時間的変化を考慮できる熱解析機能の拡充を行った。これにより、人工

バリア体系での解析において熱源となるオーバーパック領域の経時的な温度変化を再現できる

ようになった。 

また、10 万年以上の解析を行うにあたって、評価時間の延長や解析途中での条件設定変更が

可能となるように、リスタート計算機能を整備した。これにより、隆起・侵食等を考慮した人

工バリア評価における時間変化による地下水質の変更が再現可能となるとともに、透水試験に

おける試験条件の変更などにも容易に対応できるようになった。 

 

1.3.2 時間スケールに応じた工学的信頼性、処分環境の変遷等による不確実性の整理 

地層処分場の閉鎖後の長期安全性を確保するためには、人工バリアと天然バリアを含めた処

分システムが適切に機能することが重要となる。そこで、規制の観点から、工学技術の適用に

関連したシナリオ整備を行っている。平成 22 年度および平成 23 年度には、HLWおよび TRU

廃棄物を対象に処分場の建設・操業・閉鎖段階における工学技術適用上のヒューマンエラーに

よる人工バリアやその周辺母岩の特性および安全機能への影響に関するシナリオ整備を行った。 

一方、建設・操業・閉鎖段階において地質・気候関連事象が発生した場合の人工バリアやそ

の周辺母岩の特性および安全機能への影響に関するシナリオ整備についても閉鎖後の長期安全

性の観点から重要である。そこで、図 1.3-10 に示した手順で地質・気候関連事象が発生した場

合を想定したシナリオを整備することとした。図 1.3-10 に示すように、網羅的にシナリオを整

備するためには、どの作業段階で地質・気候関連事象が発生したのか、サイトの地質条件・設

計条件、被害に対する工学的対策の違いなどを把握する必要がある。しかし、サイトが決まっ
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ていない現状では、まず、既往知見や被害事例などから想定可能な範囲でシナリオ整備を行い、

その後の NUMO による処分工学技術の信頼性向上やサイト条件および大深度トンネルでの特

性変化に関する理解の向上に伴い、それぞれの情報を反映させてシナリオの現実性や網羅性を

高めていくこととした。 

 

 

図 1.3-10 建設・操業・閉鎖段階で地質・気候関連事象が発生した場合を想定したシナリオ作

成の流れ 

 

平成 24 年度の実施対象は、地質・気候関連事象のうち、地層処分場の建設・操業・閉鎖段階

の百数十年間の期間でサイトに影響を及ぼす可能性のある事象（処分場の地下施設が開放され

た状態の期間でサイトに影響を及ぼす可能性がある事象）の一つである地震活動を起因事象と

する人工バリアやその周辺母岩への影響とした。 

本研究の実施方法について以下に示す。地震による地下施設の被害事例を収集し、各被害を

もたらした条件の分析をした。その被害事例の分析結果、処分工学技術のヒューマンエラーに

よる人工バリア・天然バリアの THMC および安全機能への影響に関する情報、および地震によ

るサイトの THMC への影響に関する FEP 情報を踏まえ、地震により人工バリアおよびその周

辺母岩に被害を及ぼし、さらに閉鎖後の長期安全性に影響を及ぼす可能性のある事象（地震に

よる考慮すべき事象）を抽出した。さらに、その地震による考慮すべき事象と処分場閉鎖後の

安全機能との関係について整理したシナリオを作成した。 

上述の整理の結果、地震による考慮すべき事象を 17 事象想定した（表 1.3-4）。さらに、地

震による考慮すべき事象を受けて連鎖的に発生すると考えられる人工バリアやその周辺母岩の

特性および安全機能までの影響の連鎖を建設・操業・閉鎖の各作業段階および構成部材ごとに

整理した（一例を図 1.3-11 に示す）。その結果を成文化し、109 通りのシナリオを作成した（第

３章の表 3.2-4 参照）。 

 

 

 

 

 

各作業段階で地質・気候関連事象が発生した場合の地層処分場への影響に関するシナリ
オを現状の知見で想定可能な範囲で作成

影響の程度や工学的対策技術の信頼性を踏まえた上で、重要なシナリオを選別
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表 1.3-4 地震による考慮すべき事象の抽出・想定結果 

 

 

 

図 1.3-11 建設段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による母岩の特性や安全

機能への影響(a-1-H1) 

 

1.3.3 熱-水-応力-化学連成モデルの整備 

廃棄体を含む人工バリアとその近傍の岩盤で構成されるニアフィールドの環境状態の変遷は、

処分場の設計条件やサイトの地質環境に応じて、熱(Thermo)、水理(Hydro)、応力(Mechanical)

および化学(Chemical)といった多様な現象の相互作用によってもたらされる。特に、処分場閉鎖

後の初期においては、ガラス固化体の発熱が比較的高く、周辺岩盤の地下水による再飽和、緩

衝材の冠水・膨潤といった過渡的な現象が発生し、THMC が相互に影響を及ぼしあう非定常の

状態が継続することが想定される。一方、安全評価では、核種移行の開始時点およびそれ以降

において、ニアフィールドの環境は、温度は初期地温に近く、還元状態が回復し、緩衝材は地

下水で飽和し膨潤することで低透水性等の所期の機能を発揮する、といった評価上の前提とな

る基本状態（リファレンス状態）を仮定している。このため、核種移行が開始する時点までに、

処分場の閉鎖後に生じる非定常状態のニアフィールド環境が時間の経過とともにリファレンス

状態に至ることを確かなものとして示す必要がある。安全規制の観点からは、ニアフィールド

環境が処分場閉鎖後、安全評価上前提としている上述した状態になることについて論証の正当

性を検証することが重要となると考えられる。 

平成 22 年度の検討において、このためには、ニアフィールド環境の長期変遷における特徴で

ある非線形性等を考慮し、幅広い初期状態を想定した場合に、どのようなシナリオ（現象の推
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移）が考えられるのかを網羅的に抽出するとともに、シナリオが分岐する臨界条件を把握する

ことが重要であることを示した。このためには、従来の専門家の知見に基づくシナリオ抽出を

補完するものとして、マルチエージェントシミュレーションや多変量セルラーオートマタなど

複雑系工学による手法を用いることがシナリオ解析の網羅性や客観性の向上に有効であるとし

た。さらに、抽出されたシナリオに対しては、詳細な THMC 連成解析を実施することが必要で

あるが、この際には、解析モデルやツールによる結果の不確実性を適切に評価可能であること

が重要であり、固定した一つの解析ツールに依拠するのではなく、汎用マルチフィジックスモ

デル開発環境により幅広いモデルオプションを検討し、より頑健な解析結果を得ることが有効

であるとの結論を得た。このような検討に基づいて、本研究で取り組むべき技術課題として、 

 ・専門家の知見に基づくシナリオ解析を補完するシナリオシミュレーション技術の開発 

 ・特定のモデルオプションに依存しない包括的な連成解析技術の開発 

を設定した。 

平成 23 年度より、シナリオシミュレーション技術の開発として、マルチエージェントシミュ

レーションと多変量セルラーオートマタを組み合わせた新たな解析用ツールの作成を開始する

とともに、開発したツールを用いた解析の試行を進めてきた。また、特定のモデルオプション

に依存しない包括的な連成解析技術の開発として、マルチフィジックスモデル開発環境である

QPAC を用いた開発環境の整備と解析を進めてきた。 

平成 24 年度は、上記のそれぞれの技術課題について、解析ツールの整備を進めるとともに、

いくつかの具体的な事例の解析を進め、手法の有効性の確認を行うとともに、安全評価の観点

からの留意点の抽出を行った。 

 

（１）シナリオシミュレーションシステムの整備と解析の実施 

 平成 23 年度から開始した、マルチエージェントシミュレーションと多変量セルラーオートマ

タの両方を連結して取り扱うことができるシミュレーションモデル構築ツールの開発を進め、

GUI ベースの JAVA 開発環境を組み合わせることにより、プログラムレスで新たなシナリオシ

ミュレーションモデルを構築することができる CAYMANS（Cellular Automata sYstem for 

Multi-AgeNt Simulations）を作成した。 

 CAYMANS を用いて、図 1.3-12 に示す体系に対して、表 1.3-5 に示すプロセスや相互作用を

ルールとして設定し、坑道閉鎖後のニアフィールドで想定される温度，水分量，化学環境（pH

等）等の THMC の変遷に関するモデル解析を実施し，安全評価の観点からの留意点の抽出を行

った。 
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図 1.3-12 シナリオシミュレーション（多変量セルラーオートマタ）の解析体系 

 

表 1.3-5 シナリオシミュレーションにおいて取り扱った基本プロセス及び相互作用 

 

 

表 1.3-6 は、シナリオシミュレーション結果から得られる THMC の環境条件の変化を、ニア

フィールドの状態の変遷を示すストーリボードに類似した形式として時間区分に対応して表示

したものである（一部抜粋）。シナリオの検討過程において、このような情報の提供を行うこと

は、ニアフィールドの現象の複雑さに起因する、従来のヒューリスティックに依存するシナリ

オ解析の困難さや限界に対して、状態設定における検討過程の透明性や追跡性を向上されるも

のと期待できる。本研究では、さらに、シミュレーション結果を整理し直すことで、安全機能

への影響の観点から懸念事象として、“オーバーパックの不動態化と局部腐食”、“オーバーパッ

クのマクロセル腐食”、“モンモリロナイトの溶解と沈殿”等の可能性に着目し、考察を行った。

その上で、現象理解の不足による不確実性や、本手法におけるルールの簡略化等によりもたら

される不確実性が安全機能へ及ぼす影響について調べるために、パラメータを変動させてシナ

リオ分岐の可能性に関する検討を実施した。 
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表 1.3-6 シナリオシミュレーション結果に基づき作成した状態の時間変化（THM） 

 

 

（２）熱-水-応力-化学連成解析ツールの整備と解析の実施 

汎用性の高いマルチフィジックスモデル開発環境であるQPACを用いた連成解析モデルの作

成を行うとともに、QPAC によって作成した具体的なモデルの実行形である QPAC Player の機

能を用いて複数の解析体系、プロセス、及び各プロセスについてのモデルオプションをライブ

ラリやケースファイルとして整備しておき、これらの中からユーザが選択して組み合わせるこ

が可能なツールの開発を行った。 

解析の対象として、国外の地下研究施設で実施された原位置試験の調査を実施し、スウェー

デンのエスポ硬岩研究所（HRL）で実施された CRT（Canister Retrieval Test）を選定し、既往の

連成解析結果との比較検討を通じて、緩衝材中の水の移動に関するモデルの改良を行った。さ

らに、処分環境を考慮した緩衝材の冠水挙動等の詳細解析を実施した。本解析では、地質環境

での透水亀裂の存在を考慮して、緩衝材への給水地点を限定した境界条件を与えた。その結果、

従来の緩衝材外側全周から地下水が均等に浸潤する評価と比べ、飽和に到るまでの緩衝材中の

水分飽和度や乾燥密度に不均質な分布が認められるとともに、飽和に要する時間が著しく異な

ることが明らかとなった（図 1.3-13）。 

さらに、シナリオシミュレーション結果の考察において抽出された“オーバーパックのマク

ロセル腐食”等の懸念事象に対して、定量的な連成解析結果を用いた再検討を行った。 
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  水分飽和度           温度                  乾燥密度 

         

10 年後    

50 年後    

100 年後    

図 1.3-13 亀裂からの水の供給を仮定した 3 次元熱－水―応力連成解析モデル結果 

 

（３）結論および今後の課題 

平成 22 年度に提示した THMC 連成現象を取り扱うモデル体系に沿って、前述の２つの技術

課題に取り組み、シナリオシミュレーション技術と連成解析技術のそれぞれについて、ツール

を開発し、試行を通じて手法の有効性を示すことができた。また、具体的な試行の中から、安

全評価の観点からのいくつかの留意点の抽出を行った。 

ただし、本研究のテーマに対応する幅広い問題領域に比して、これまでに本研究で実施した

例題は限られたものであり、今後、検討範囲を拡大して行くことが必要と考えられる。また、

現時点で認識している問題領域も未だ網羅的なものではなく、検討を重ねるにつれて新たな懸

念や問題が追加されていくものと予想される。これらも含め、今後も継続的な検討を行う必要

があるものと考えられる。 

 

1.3.4 リスク論的考え方に基づく安全評価シナリオ設定手法の整備 

（地質・気候関連事象） 

HLW、および TRU 廃棄物の地層処分では、地震、火山、隆起・侵食、気候変動などの地質・

気候関連事象による処分施設の破壊や著しい特性の変化の影響はサイト選定により回避され、
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あるいは、処分場レイアウトの検討や適切な施設設計により、このような地質・気候関連事象

による処分システム（母岩および人工バリア）内の特性変化への影響を極力抑えなければなら

ない。そのため、事業者の実施する地層処分の安全評価では、地質・気候関連事象の発生が処

分システム内の熱、水理、力学、化学（THMC）の特性変化に与える影響を評価することは必

要となる。規制の観点からは、サイト選定による回避の妥当性判断の方法のほかに、回避され

ない地質・気候関連事象の発生から特性変化に至るまでの影響の連鎖を把握し、それらの影響

の連鎖を定量的に評価する方法が必要となる。 

日本原子力研究開発機構では、このうち後者の回避されない地質・気候関連事象による影響

の連鎖の把握とその影響評価手法の整備（以下、シナリオ設定手法の整備）を対象として、本

受託研究を平成 19 年度より進めている。また、シナリオ設定手法の整備では、今後実施される

段階的サイト選定に対応するため、我が国を概観したジェネリックな地質・気候関連事象の発

生が処分システムのうち、まずは母岩の THMC の特性に影響を与える事象を対象とし、その手

法整備を踏まえて、母岩の内側の人工バリアへの影響を対象としたシナリオ設定手法を検討す

ることとした。図 1.3-14 に地質・気候関連事象のシナリオ設定手法の整備の流れを示す。平成

23 年度までに、地質・気候関連事象による影響の連鎖は、細分化して 177 の事象として整備（以

下、FEP データベース整備）しており、さらに、177 事象の影響量の計算に適用可能な既存モ

デル（数式）を組合せ、177 事象の影響を評価するためのデータの入出力関係を整理・統合し

たモデル構造（影響計算に必要な数式・データとその組合せ、および条件等の情報）を整備し

た（以下、母岩の影響評価手法の整備）。なお、この 177 事象は、産業技術総合研究所が示した

我が国において発生しうる 46 の事象を基に作成したものであり 、回避の対象と考えられるも

のも現状含めて整備を進めている。 

 

 

図 1.3-14 地質・気候関連事象の発生に関連したシナリオ整備の流れ 

 

●FEP データベースの整備 

 安全機能の観点から見た地質・気候関連事象の整理：177 事象のうち 126 事象を対象と

して、母岩に与える影響として考慮すべき重要な地質・気候関連事象の検討のために、

モデル解析を含む既往知見を基に母岩の THMC の影響の規模、継続性のパターンに係る

情報を整理した。 
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 地質・気候関連事象の発生からバリア内の THMC の特性変化に至る影響の連鎖の整理：

地質・気候関連事象の影響の連鎖の範囲を天然バリアおよび人工バリア内まで拡張する

ために、FEP データベースの情報を基に、HLWを対象に、地質・気候関連事象の発生に

伴う THMC の特性変化と人工バリア及び天然バリアの安全機能との関連性を整理した。 

●母岩の影響評価手法の整備 

 母岩の影響量の不確実性の評価手法の検討：情報が不足していた不連続な構造である亀

裂に関する既存モデル（地震と母岩の亀裂との関係、亀裂の力学的構造、亀裂の水理学

的構造、および地震と水理特性の変化）の最新知見を収集し、新たにモデル構造の情報

として整備した。また、モデル構造内に収録されている既存モデルによる影響評価を進

めるにあたって、既存モデルを評価対象に適用する際のモデル、およびパラメータに関

する不確実性や適用上の課題点を整理しておくことは、その影響量の不確実性を検討す

る際に有用になると考えられる。そこで、今後の既存モデルによる影響量の不確実性評

価を進めるための基礎情報とするため、文献情報を基に、各既存モデルを評価対象に適

用する際の不確実性や適用上の課題について分析・整理した。 

 母岩の影響の感度解析：整備したモデル構造のうち、「地震発生により地形・地質構造が

変化し、水理特性の変化から地下水流動の変化に至る影響の連鎖」を対象とした複数の

既往モデルの組み合わせを用いて、影響量の試解析を行った。また、地震による変位速

度の不確実性の定量化のために、モンテカルロ法による地表の変位速度の確率分布を推

定するモデルを検討して、試解析を実施した。 

以下、上記の項目別に、主な研究成果の概要を示す。なお、一連の研究成果の詳細を第 5 章

に示す。 

 

（１）FEP データベースの整備 

安全機能の観点から見た地質・気候関連事象の整理 

平成 23 年度報告書において整備した FEP データベースの事象のうち、地震・断層活動、隆

起・沈降、気候変動に関する事象を対象に母岩領域に与える影響を安全機能のうち、「隔離」、

「閉じ込め」に関わる THMC の時間的、空間的変化の整理を行った。安全機能に与える影響の

特徴の観点から、特に、「閉じ込め」のみに影響を及ぼす“地質・気候関連事象発生に伴うサイ

ト周辺の地下環境の変化”と「閉じ込め」だけでなく、「隔離」にも影響を及ぼす“侵食・堆積

による相対的なサイトの対地深度の変化による母岩の THMC の変化”について対象領域におけ

る母岩への時間的影響について整理した。 

平成 24 年度の母岩への影響の特徴に関する調査の結果、事象発生に伴う THMC の時間的変

化を整理すると下記の 4 ケースに整理される。ただし、影響の規模は本調査による事例に基づ

くデータを参考としており、その範囲内における最大規模を表している。影響大とは、事象発

生前に比べて 1 桁程度の変化量を目安に便宜上、ここでは影響大としている。また、影響の継

続性については、数千年～1 万年以上同じ状態が継続する場合を継続性ありとし、数千年以下

で影響が低減し、事象発生前の状態に戻る場合を継続性なし（短期的）とした。 

Case-1：対象母岩への影響が大であり、かつ時間的にも継続性のある事象 

Case-2：対象母岩への影響が大であるが、時間的継続性の無い（短期的な）事象 

Case-3：対象母岩への影響が小であるが、時間的継続性のある事象 

Case-4：対象母岩への影響が小であり、時間的継続性の無い（短期的な）事象 

 

表 1.3-7 母岩への影響の規模、継続性に関する特徴 
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ケース. 影響の規模 継続性 事象 No.(THMC) 
 

備考 

Case-1 
影響大 

有 E2-3(M,C), C3(H, C), C5(H,C) C5(H,C)：C5 のうち、気

候変動のうち、周氷河現

象に関連する水理、化学

への影響、C5(H):気候変

化のうち、降雨による水

理への影響 

Case-2 無 E5-1(C), E5-2(H), E6(T),  

Case-3 
影響小 

有 
E2-3(T,H), E3(H),E4(H), C1-3(T,H,M,C), C3(H,⊿k), C4(H), 

C5(H), C5(C) 

Case-4 無 E5-1(H), E5-3(H), E6(C),  

 

表 1.3-7に示す通り、Case-1とした影響の規模が大きく、継続性が大とした事象はE2-3、C3、

C5であり、このうち、C5(H,C)は、周氷河現象を問題とする北海道や本州の高標高地域におい

ては想定すべき地域限定の事象である。また、C3のような海面変化に伴う影響は、処分場が沿

岸立地である場合多くの場所において考慮すべき重要な事象であり、またE2-3は侵食に伴う対

地深度の変化に関する事象であり、侵食速度の大きい中～高地においては「隔離」「閉じ込め」

の両方に影響を与える重要な事象として想定しておかなくてはならない。一方、Case-2はいず

れも地震活動に伴う事象であり、短期的な現象ではあるが、とくに水理に関しては、仮に震源

から数km離れた処分深度に相当する地下深部（地下300ｍ以深）においても地下水流速が1桁程

度増大する可能性があることから、「閉じ込め」に影響を与えるという観点から、E5-2（H）は

考慮すべき重要な事象であると考えられる。また、処分場を含む地下環境は周辺の地形・地質

条件等の境界条件にも左右されるため、処分サイトがある程度絞り込まれ評価シナリオが設定

された段階において、海面変化速度、侵食速度、あるいは融氷による涵養速度、地震規模等の

うちいずれが安全評価上重要項目となるかが推定されることになるものと考えられる。 

今後の課題として、火山活動やその他の事象については、母岩領域の影響の規模、継続性に

ついては未整理であり、同様な調査、整理を今後行っていく必要がある。 

 

地質・気候関連事象の発生からバリア内の THMC の特性変化に至る影響の連鎖の整理 

地質・気候関連事象の発生から THMC の特性変化に至る影響の連鎖の整理は、母岩までを対

象として進めていたが、人工バリアに与える影響の連鎖としての整理は未実施であった。そこ

で、地質・気候関連事象の発生による母岩までの特性変化が、人工バリアに与える影響の連鎖

を明らかにするために、地質・気候関連事象発生から母岩の特性変化に至る影響の連鎖の整理

結果と、既往の HLWの人工バリアの FEP データベースに収納されている安全性への影響の可

能性の情報（ある起因事象とそれらを受けて発生する影響の連鎖を成文化したもの）を用いて、

それらの関係を整理した。 

なお、平成 23 年度には、地震活動、隆起・沈降に関して、HLW処分システムへの影響を整

理しているため、平成 24 年度は、気候変動、泥火山、火山・マグマ活動、深部流体を整理の対

象とした。また、177 事象のうち“自然現象の著しい影響の回避”に該当する事象は、バリア

内の特性変化に至る影響の連鎖の整理の対象から除いた。 

地質・気候関連事象発生に伴う地下環境の変化を要因として、母岩領域→掘削影響領域→緩

衝材領域→オーバーパック領域→ガラス固化体領域へとその影響が天然バリアから人工バリア

の内側へと伝搬していく。“自然現象の著しい影響の回避”に該当する地質・気候関連事象を除

くと、母岩領域の特性変化を介さずに、直接的に人工バリアに影響を及ぼすことは無い。その

ため、母岩領域は、地質・気候関連事象発生に伴う地下環境の変化が人工バリア内の特性に影

響を及ぼす際の接続ポイントになるものと考えた。 

地質・気候関連事象の発生に伴う母岩領域に与える特性変化は、「温度変化」、「水理特性や地

下水流動現象の変化」、「応力状態の変化」、「地下水組成の変化」の４つに集約される。そこで、
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これらの特性変化をキーワードとして、人工バリアの FEP データベースの母岩領域の「安全性

への影響の可能性」に示された事象の連鎖から接続ポイントを特定した。特定した「安全性へ

の影響の可能性」に起因事象の一つとして、それぞれの地質・気候関連事象発生に伴う地下環

境の変化を追加した（表 1.3-8）。さらに、地質・気候関連事象を起因事象とした人工バリア内

の影響の連鎖が、既往の人工バリアの「安全性への影響の可能性」に示された影響の連鎖と同

等に取り扱えるものかについての確認を行った。その結果、概ね既往の人工バリア内の影響の

連鎖と同等に取り扱えることが確認できた。しかし、母岩領域に与える「温度変化」に対して、

新たに母岩から人工バリアの内側への温度影響の連鎖を作る必要が分かり、母岩領域からガラ

ス固化体に向かう温度影響の安全性への影響の可能性を成文化した。 

 

表 1.3-8 既存火山の噴火によって発生する事象の「安全性への影響の可能性」（影響事象No.V8） 
影響事象 HLWの FEPデータベースの「安全性への影響の可能性」への対応付け※ 

【V8】：既存火山の噴火が発生する

ことによって、広域地下水流動領域

の THMC が変化 

 

火山・マグマ活動（既存火山の噴火）

→水文地質学的変化→サイト 

【地質・気候関連事象から母岩領域への接続ポイント】 

H1⑨：人工バリアから掘削影響領域に伝搬した熱、および、【V8】を要因とした既存火山の

噴火に伴う温度変動が、掘削影響領域外部の母岩の温度上昇や、時間的・空間的な温度変動

をもたらす可能性。 

【母岩→掘削影響領域】 

H1①：人工バリア材などの熱特性や地中温度に依存して伝搬した崩壊熱、および、H1⑨を要

因とした母岩の温度変動が、掘削影響領域の温度上昇や、時間的・空間的な温度変動をもた

らす可能性。 

【掘削影響領域→緩衝材】 

B1①：H1①を要因とした掘削影響領域の温度変動、および、ガラス固化体の崩壊熱のオーバ

ーパックや緩衝材への伝搬が、緩衝材領域の温度上昇や、時間的・空間的な温度変動をもた

らす可能性。 

 【緩衝材→オーバーパック】 

OP1①：B1①を要因とした緩衝材領域の温度変動、および、ガラス固化体の崩壊熱のオーバ

ーパックへの伝搬が、オーバーパック領域の温度上昇や、時間的・空間的な温度変動をもた

らす可能性。 

 【オーバーパック→ガラス固化体】 

G1①：OP1①を要因とした緩衝材領域の温度変動、および、ガラス固化体の崩壊熱が、ガラ

ス固化体領域の温度上昇や、時間的・空間的な温度変動をもたらす可能性。 

 【地質・気候関連事象から母岩領域への接続ポイント】 

H3⑨：応力再配分に伴ったクリープ、掘削影響領域の亀裂の進展、および、【V8】に示した

既存火山の噴火に伴う広域地下水流動領域の応力状態の変化が、母岩へ作用する外力や反力

の状態を変化させる可能性。 

 【地質・気候関連事象から母岩領域への接続ポイント】 

H2⑨：掘削影響領域の地下水流動現象、および、【V8】に示した広域地下水流動領域の水理

特性や地下水流動現象の変化が、母岩の水理特性や地下水流動現象に影響を及ぼす可能性。  

 【地質・気候関連事象から母岩領域への接続ポイント】 

H4⑬：H4②に示した掘削影響領域の地下水化学の変化、および、【V8】に示した既存火山の

噴火に伴う広域地下水流動領域の地下水化学組成の変化が、母岩中の地下水と混じることに

より、母岩領域の地下水化学を変化させる可能性。 

 

 

（２）母岩の影響評価手法の整備 

母岩の影響量の不確実性の評価手法の検討 

今後の既存モデルによる影響量の不確実性評価を進めるための基礎情報とするため、文献情

報を基に、各既存モデルを評価対象に適用する際の不確実性や適用上の課題について分析・整

理した。水理と力学に関連する既存モデルを対象とした。不確実性の要因として、表 1.3-9 に

示すモデルの入力パラメータ、空間的・時間的な外挿および内挿に関するモデルの不確実性の

5 種類を設定した。さらに、モデル検証としての観測値の再現状況を合わせて整理した。 

※HLWの FEPデータベースの「安全性への影響の可能性」への対応付け：平成 21 年度 放射性廃棄物処分の長期的評価手法

の調査 報告書[添付資料編] Appendix-Ⅱ HLW 及び TRU 廃棄物の地下水移行シナリオの整備 Ⅱ-A ガラス固化体、オーバ

ーパック、緩衝材、母岩における安全性への影響の可能性（HLW）に対応記号番号有り 
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表 1.3-9 モデル不確実性の種別 

種 別 内 容 

①パラメータの不確実性 モデルの入力値の中に、現時点で観察や観測で直接求めることのできないモデル

固有のパラメータがあることに伴う不確実性 （計算結果の値に関わる不確実性） 

②空間軸上の外挿を要因 

とする不確実性 

ある地域の影響の観察や観測を用いたモデルを、その他の地域に適用することに

伴う不確実性 （汎用性･空間的代表性に関する不確実性） 

③空間軸上の内挿を要因 

とする不確実性 

統計や数学的な取り扱いから、本来は不均一である空間の条件（地形の不陸、地

盤の物性値など）を単純化したことに伴う不確実性 （空間分解能･不均一性に関

する不確実性） 

④時間軸上の外挿を要因 

とする不確実性 

短期間の影響の観察や観測を用いたモデルを長期間に外挿することに伴う不確実

性 （時間的な汎用性・発生時期に関する不確実性） 

⑤時間軸上の内挿を要因 

とする不確実性 

長期間において時間軸上の数点の影響差の観察や観測を用いたモデルから、その

期間内の変化を一律として扱うことに伴う不確実性 （時間分解能・変化の速さ

の不確実性） 

影響の再現性（検証） 
不確実性の程度は影響の観測値の再現計算により確かめられるとし、再現計算に

よるモデルの不確実性の現状と、再現計算の阻害要因を記載。 

 

既存モデルを影響評価に適用する際の不確実性の整理の結果は、以下のようにまとめられる。 

 既存モデルの全体を俯瞰すると、モデルパラメータや空間的外挿・内挿による不確実性

が多く、時間的外挿・内挿による不確実性は比較的少ないことがわかった。 

 不確実性の種別が比較的多いモデルとしては E6（地震動→泥火山）（表 1.3-10）があげ

られた。 

 モデル検証としての観測値の再現状況の整理の結果、既存モデル 27 個に対し、「再現例

あり」11 個、「再現可能（再現が期待できるもの）」9 個、「再現難 A（低頻度または緩慢

な事象であるため、観測値がいつ得られるか不明なもの）」2 個、「再現難 B（対象事象

の測定が困難なもの）」5 個に分類された。 

 「再現難 A」に属するものは、M1（弾性力学モデル：マスムーブメントによる自然の侵

食･除荷は極めて遅く､大規模崩壊が発生するか否かも不明）、E6（地震による泥火山活

動：規模の異なる泥火山の活動の有無や時期は不明）である。「再現難 B」に属するもの

は、M5（噴煙柱モデル）、H2（水収支式等による涵養量算定）、TH3（気温と蒸発散の関

係）、TH5（永久凍土の分布と涵養量の関係）、H5（泥火山による水圧上昇）である。 
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表 1.3-10 既存モデルの不確実性の整理結果（E6） 

 

 

母岩の影響の感度解析 

整備したモデル構造のうち、「地震発生により地形・地質構造が変化し、水理特性の変化から

地下水流動の変化に至る影響の連鎖」を対象とした複数の既往モデルの組み合わせを用いて、

影響量の試解析（試解析 I）を行った。また、地震発生による地形変化の事象を対象に、断層

パラメータと地震の平均活動間隔に対するパラメータの不確実性が、水平および鉛直の変位速

度に与える影響を、モンテカルロ法による確率論的解析により検討した（試解析 II）。各試解析

による結果は以下のようになる。 

（ａ）試解析Ⅰ 

試解析Ⅰでは、逆断層型の陸域の地震（Mw6.8；陸域の固有地震の最頻値）が１回生じたと

きを想定し、モデル構造に基づいて 5 種類の既存モデルを選択してこれを定式化し、事象「地

震の発生→地形・地質構造の変化（変位）→歪み変化→透水係数・間隙水圧変化→地下水流動

の変化」の各々の影響量を試解析した。水理、および力学に関するパラメータは、我が国の地

質環境条件を踏まえた現実的な条件を設定した。 

本試解析の結果、図 1.3-15 に示すように間隙水圧の変化の大きな位置は、断層上端から、地

表にかけての震源断層の延長線上にあり、この位置は地震による体積歪み量の変化の大きな位

置と一致している。 

 

 

図 1.3-15 地震による間隙水圧の変化（間隙水圧の変化は-60～20m、黒太線は震源断層） 

モデル   E6　地震動による泥火山の活動

モデルパラメータを要因と
する不確実性

震源からの距離・規模と泥火山の噴出量等との関係はよくわかっておらず、パラ
メータを用いて表されていない。

空間軸上の外挿を要因とす
る不確実性

・指定された位置（国内で１地区）に限定された関係であり、他の地域への適用性
については保証されない。

空間軸上の内挿を要因とす

る不確実性

・国内の１ヶ所（新冠）のみの噴出例であり、他の泥火山に適用する上では空間

分解能は低い。

時間軸上の外挿を要因とす

る不確実性

・泥火山（新冠）の活動は、地震の確率以外に、地震との条件付き確率が必要と

なる。この条件付き確率が不明であるため、外挿が困難。

時間軸上の内挿を要因とす
る不確実性

継続的な活動やその変化を想定していないので、時間分解能の問題はないと思
われる。

事象（プロセス）の観測値に
よるモデル検証の現状と課
題（①事例の有無、②観測

網の整備、③観測の再現の
し易さ

①地震の位置・規模等と噴出量の関係を整理し一般化された観測記録はない

②観測網は整備されていないと思われる
③観測結果の取得できる範囲やモデルとの比較の容易さは、実施例がないため
不明である。

注）ハッチングは不確実性ありと判定した範囲
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よって、体積歪みを計算する既存モデルの入力値である断層パラメータが間隙水圧の変化の

大きな位置を決定づけており、本現象の影響量の評価において重要となるパラメータは、断層

パラメータと間隙水圧を決める既存モデルの入出力関係から体積弾性率と考えられる。なお、

本試解析で対象とした間隙水圧の変化がもたらす母岩の影響は、新たな地下水の流入が発生し

たわけではなく、その水圧増加は時間とともに消散することが確かめられた。また、本事象の

発生に伴う間隙水圧の変化は震源断層の周辺に限定されることから、処分サイトとの有効な距

離が確保できれば人工バリアの隔離機能、および核種移行経路の変動に与える影響は小さく抑

えられる可能性があることが示唆された。なお、本試解析は、あくまで連続体を仮定した場合

の解析であり、亀裂構造を仮定した場合の影響評価は別途必要になると考えられる。 

 

（ｂ）試解析Ⅱ 

試解析Ⅱでは、模擬した地震による地表の水平、および鉛直の変位速度を推定するモデル構

造にモンテカルロ法を適用し、変位速度の確率分布（最小値、最大値、中央値）を試算した。

本試解析では、地震は、断層パラメータと平均活動間隔により特徴づけられ、模擬地震は各パ

ラメータの分布幅（最小値、最大値、分布形状）に基づいて発生させた。また、本解析では、

各パラメータの分布幅と関連する条件（例えば、プレート境界面上で発生、 位置が不明等）が

地震で異なることを踏まえ、「陸域の地震」、「海溝型地震」、「位置が不特定な地震」の 3 タイプ

の地震をそれぞれ模擬できるモデルを整備した。 

モンテカルロ法により変位速度の確率分布を推定する場合、その期待値となる中央値は変位

速度の観測値と一致することにより、推定した変位速度の確からしい最小値・最大値を評価し

ていると考えられる。そのため、確率分布における中央値と観測値との比較・分析が、変位速

度の不確実性評価において重要となる。また、固有地震のときは、その断層パラメータ（以下、

代表値）が既知であり、既存モデル（Okada Model；Okada, 1992 (3)）による解析結果は GPS 観

測値と整合していることから、代表値を既存モデルに入力して決定論的に解析した結果（以下、

決定論）を観測値とした。一方、分布幅については、地震データの統計分析に基づいてモデル

化したが、その一部（断層の起点座標、すべり角、走向角、傾斜角）については、情報がない

ため経験的に設定した。 

上述の条件「中央値が決定論と一致すること」の確認のため、陸域の地震（図 1.3-16）を対

象とした試解析を行った結果、中央値が決定論とは一致しないことがわかった（図 1.3-17）。

この要因を分析するために、断層パラメータの分布幅を設定した項目を一定値にした解析の結

果、「起点座標と走向角を一定値とする場合」に中央値と決定論がほぼ一致した（図 1.3-18）。

また、海溝型地震の試解析では、走向角が一定値、起点座標は陸域の地震に比べて 1/10 程度小

さい分布幅を設定しており、任意の評価地点（10 点）の全てで決定論と中央値が一致する結果

となった。 

以上から、変位速度の推定においてモンテカルロ法を適用するには、経験的に設定した分布

幅のうち起点座標と走向角については一定値、または、これに準ずるように分布幅をかなり小

さく設定する必要があると考えられた。起点座標等の分布幅の制限の理由については、変位速

度の空間分布形状が x=0（断層上端；図 1.3-16）を境に上盤側（x≧0）と下盤側（x＜0）にお

いて全く異なる（例えば、図 1.3-18 の決定論参照）ことによるものと考えられる。今後の課題

としては、断層パラメータの分布幅の設定に関する詳細な条件を分析すること、および変位速

度の確率分布を変位に換算して試解析Ⅰのような地形・地質構造の変化を使用する感度解析に

反映することがあげられる。 
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図 1.3-16 陸域の地震（代表値 Mw6.8）の試解析で用いた震源断層と計算点の配置図 

 

 

図 1.3-17 陸域の地震による変位速度の確率分布 

 

 

図 1.3-18 陸域の地震による変位速度の確率分布（起点座標と走向角は一定値） 

 

1.3.5 リスク論的考え方に基づく安全評価シナリオ設定手法の整備 

（バリア材長期変遷事象） 

バリア材長期変遷事象に関する安全評価シナリオ設定手法の整理では、過年度までに HLW

および TRU 廃棄物を対象とした FEP データベースとして、処分システム内における、熱、水

理、応力、化学、放射線、核種移行/物質移動の現象や特性などを FEP としてリスト化し、それ

ら起因事象とそれらを受けて発生する派生事象の関係を可能な限り網羅的に、「安全性への影響

の可能性」として整理している。さらに、我が国や諸外国の研究機関による地層処分に関する

実験的・解析的知見の拡充に伴い、FEP データベースの更新を行っている。加えて、「安全機能」

と「安全性への影響の可能性」の関係整理を行い、その情報を FEP データベースに収録した。

これらにより、処分場閉鎖後の安全機能に影響を与える可能性のある事象の連鎖を定性的に示
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すことができた。原子力安全委員会(4)は、シナリオの起こる可能性と影響を組み合わせたリス

ク論的な評価を示しており、安全機能に影響を与える可能性のあるバリア材の長期変遷の事象

に対し、原子力安全委員会が示しているシナリオの起こる可能性と影響を組み合わせたリスク

論な評価手法の検討が必要である。そこで、平成２４年度は、安全評価上重要となる長期変遷

事象（オーバーパックの早期破損、緩衝材の地下水流動抑制機能の喪失、緩衝材の核種移行遅

延機能の変化）に対する具体的なリスク論的取り扱いについての方法論について、諸外国の安

全評価事例（米国：DOE, DOE/RW-0573, 2008(5) 、英国：NDA, NDA/RWMD/021, 2010(6) 、スウ

ェーデン：SKB, SR-Site, TR-11-01, 2011(7) 、スイス：NAGRA, NTB02-05, 2002(8) 、フィンラン

ド：POSIVA, POSIVA 2010-02, 2010(9) 、フランス：ANDRA, Dossier 2005, 2005(10)および、それ

ぞれに付随するサブレポート）を収集・分析した。 

オーバーパックの早期破損および緩衝材の地下水流動抑制機能の喪失のリスク論的な評価方

法をまとめると以下のようになる。 

「オーバーパックの早期破損」 

・ 早期破損の発生確率または影響の程度を定量的に算出し、基準と比較することで性能評

価に含める事象と含めない事象に区分する方法（米国） 

・ 廃棄体容器が破損する時期を変化させた感度解析により、それぞれの影響の大きさにつ

いて比較する方法（英国、スイス、フィンランド） 

・ 廃棄体容器の安全機能が喪失するケースとして腐食、等圧負荷、せん断を取り上げ、各

ケースによる廃棄体容器の破損に影響する因子を列挙する。等圧負荷およびせん断につ

いては、各ケースの判断指標と、処分環境で想定される極端な条件を比較することで、

安全機能が喪失する可能性を判断する方法。一方、腐食については緩衝材が移流状態に

なることが前提条件であるため、様々な移流状態での廃棄体容器の寿命評価を行い腐食

による廃棄体容器の早期破損（主要シナリオでは最初の 10 万年間は廃棄体容器損傷の発

生はないと想定している）の発生確率を求める方法（スウェーデン） 

・ 廃棄体容器が製造段階で欠陥が発生する確率、欠陥のない廃棄体容器の寿命について定

量的に評価し、その結果を用いて線量の評価を行う方法（フランス） 

「緩衝材の地下水流動抑制機能の喪失」 

・ 緩衝材が移流状態となった場合を想定した感度解析により、それぞれの影響の大きさに

ついて比較する方法（英国、フィンランド、フランス） 

・ 緩衝材の安全機能が喪失するケースとして、緩衝材の移流、凍結、変質を取り上げ、各

ケースによる緩衝材の安全機能喪失に影響する因子を列挙する。変質、凍結については、

各ケースの判断指標（pH、温度など）と処分環境で想定される極端な条件を比較するこ

とで、安全機能が喪失する可能性を判断する方法。一方、移流については、移流状態と

なる緩衝材の流出量を既往知見から求め、緩衝材の流出量に対する感度解析から緩衝材

が移流状態となる定置孔の発生確率を求める方法（スウェーデン） 

本事業において、オーバーパックの早期破損については、腐食寿命の評価モデルにより破損

時期の頻度を算出する手法の開発を進めており、米国、フランスの方法論に近いものである。

緩衝材の地下水流動抑制機能の喪失に対しては、本事業では緩衝材の変質現象をモデル化し、

機能低下を定量的に取り扱った評価手法を整備しているが、各国とも現象論の評価に基づいた

高度化された手法ではなかった。一方、オーバーパックの早期破損や緩衝材の地下水流動抑制

機能の喪失に至る要因を包括的に検討する場合には、スウェーデンが行っている「安全機能に

影響する因子を列挙し、判断指標と処分環境で想定される極端な条件を比較することで安全機

能が喪失する可能性を判断すること」の方法の検討も今後必要と考えられる。 
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1.3.6 核種移行データの取得とパラメータ設定手法の整備 

地層処分の安全評価では、放射性物質を長期間にわたって閉じ込める機能を評価するために、

人工バリアや天然バリア中での収着分配係数（Kd）や拡散係数などの物質移行に関するパラメ

ータを定量的に示す必要がある。特に数千年以上の長期間を対象とした場合には、バリア材の

変質や地下水組成の変化に伴い核種の挙動が変動する可能性があるため、処分環境の変化、つ

まり、地質媒体や地下水組成の時間的・空間的な変遷を考慮してパラメータの変動を評価する

ことが重要である。このようなパラメータの変動要因・変動幅を明らかにするために、これま

で核種移行データベース（DB）の拡充とパラメータ変動要因の検討を行い、不足するデータに

ついては実験的に取得してきた。特に、収着データにおいては、既往の高レベル放射性廃棄物

地層処分の安全評価で線量を支配する Se、Cs、および Th等のアクチニド元素に着目し、地下

水環境の変動として塩濃度、pH および炭酸濃度、地質媒体の変動として岩石の鉱物組成をパラ

メータとした実験的研究を実施してきた。 

平成 24 年度は、平成 23 年度に引き続き DBの拡充を実施した。核種移行データの取得とし

て、花崗岩中で支配的に収着する鉱物である黒雲母を対象とした Seのバッチ式収着試験を実

施し、塩水影響下での Kdの変動幅を取得するとともに、モデルにより収着現象の解明を行っ

た。また、アクチニド元素である Pu の砂岩への収着試験を実施し、炭酸濃度をパラメータと

した Kd データを取得した。処分場サイトの地下水環境下では、一般的に酸化還元電位（Eh）

が低く、アクチニド元素は+IV 価の酸化数で安定であると考えられる。特に+IV 価のアクチニ

ド元素については、溶解度が低いことから収着データを取得するのが困難である。そこで 238Pu

の高い比放射能を利用して、誤差の少ない+IV 価の Kd を取得してモデル化し、他の Th, U, Np

といったアクチニドにも適用することを目標としている。さらに、平成 23 年度に整理した Kd

設定の考え方に基づき、Cs および Seを対象に、処分環境における Kd設定を試みた。 

 

（１）データベースの拡充 

国際原子力情報システム（INIS）のサーチエンジンが、Google ベースに改良され、従来よ

りも効率的に多くの検索結果が得られるようになったことから、最新データの取得に加え、

過年度の再検索を目的として平成23年度は2006 ～ 2011年を対象に、平成24年度は2000 ～ 

2005 年を対象に実施した。その結果、新規に 16 件の文献から Kd データを DB に登録するこ

とができた。 

 

（２）核種移行データの取得 

塩水影響下での Kd の変動幅を取得する目的で、花崗岩中で支配的に Seを収着する鉱物で

ある黒雲母を対象とした Seのバッチ式収着試験を実施した。得られた Kd は 0.002 ～ 0.09 

m3/kg であり、塩濃度依存性は顕著ではなく、pH の上昇にともない低下した。これは、鉱物

の表面水酸基への表面錯体生成によるものであると推定された。 

黒雲母への収着挙動を解析するために電気三重層モデルを用いた。モデルによる解析結果

は実験結果を概ね再現できており、黒雲母に対する Seの収着挙動は表面錯形成により説明で

きることが確認された（図 1.3-19）。 
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図 1.3-19 Seの収着試験結果とモデル解析結果の比較 

 

Pu と砂岩のバッチ式収着試験により得られた Kd を、既往の実験値とともに図 1.3-20 に示

す。実験により取得した Kd は、収着平衡時の炭酸イオン濃度（[CO3
2-]_end）が 1.E-03 M 以

上の領域において、炭酸イオン濃度が高くなるにつれて直線的に減少した。これは、Pu の炭

酸錯体が支配的に存在し、負に帯電した岩石表面に収着しにくくなるためであると考えられ

る。この結果を拡充した DBを用いて既往の Pu と岩石の Kd について比較した。DBには収

着平衡時の pH とその時の（重）炭酸イオン濃度について言及した文献が無いことから、い

くつかの仮定をし、Kdと[CO3
2-]_end を取りまとめた（図 1.3-20）。 

 

 

図 1.3-20 Pu の収着試験結果と既往値の比較 
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図 1.3-20 において、Baston (1995)の値は他のデータに比べ 2 桁程度高いことから、沈殿の

影響が疑われた。それらの値を除くと、Kd は[CO3
2-]_end = 1.E-03 M 以下の領域で濃度依存性

が無く、ほぼ一定の値（1 m3/kg）であった。これは、Pu の溶存化学種について、[CO3
2-]_end 

= 1.E-03 M 以上で炭酸錯体が支配的であったのが、[CO3
2-]の減少により水酸化物錯体が支配

的になったため、炭酸濃度影響がなくなったものと推定された。 

 

（３）安全評価に用いる Kdの設定 

平成 23 年度に構築した Kd 設定の基本的考え方をもとに、Cs の泥岩に対する Kdおよび

Seの花崗岩に対する Kd を設定した。具体的な Kd の設定手順は以下の通りである。 

① Kd の取得方法、品質確認の基準を決定。 

② サイトや処分場設計を踏まえて想定される、環境条件の範囲で取得された既往の Kd

データの中から①の基準を満たすデータを抽出し、その分布を把握。 

③ Kd データの分布に応じて、基本的なシナリオおよび環境変動に対応する確からしい

値と変動要因を決定。 

④ Kd の変動に対し、機構論（イオン交換、表面錯形成）的に説明可能なものについて

は、機構論的説明を付与。 

⑤ サイトの試料を用いて測定されたデータと②の分布を比較し、含まれていれば③で

設定した確からしい値を Kdとして設定し、外れていれば原因を解明して保守的な

値を設定する。 

既往の Kd データからの設定値（①から③）、収着モデル計算値（④）および地層試料を用

いた実測値（⑤）はほぼ整合していることを確認し、Cs の泥岩に対する Kd を 1 m3 kg-1（降

水系）および 0.05 m3 kg-1（海水系）、Seの花崗岩に対する Kd を 0.005 m3 kg-1と設定した。 

 

1.3.7 安全設計の基本要件及び安全評価の基本的考え方の整理 

地層処分の安全評価においては、処分サイトの違いや地質・気候関連事象を考慮した地下水

環境条件を設定した上で、廃棄体から人工バリア、天然バリアを経由して放出される放射性核

種のフラックス（核種移行解析）及びそれに基づく生物圏における被ばく量をひとつながりで

評価する必要がある。つまり、既存の研究やこれまでの検討の結果を考慮し、①人工バリアの

各評価モデルの適切なリンケージの方法、②リスク論的考え方に基づく安全評価シナリオとそ

れらの長期評価における不確実性への対応を総合的に検討し、我が国で想定される地層処分地

下環境へ適用可能な総合的な安全評価手法としての方法論の全体とりまとめ（体系的な安全評

価手法の整備）及び、閉鎖後の安全評価を対象に、我が国における地層処分システムの基本構

成（天然バリアと人工バリアの組み合わせ）と多重安全機能としてのバリアシステムのあり方

（安全を担保するための特性や構造）についての検討を行うことが求められる。 
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図 1.3-21 人工バリアの性能評価モデル等をリンケージさせた評価体系 

 

これまでに、我が国の地層処分の閉鎖後の安全評価において想定される廃棄体・人工バリア

の長期変遷に係るシナリオを対象として、ガラス固化体や各人工バリアの性能評価モデル、人

工・天然バリア中における核種移行パラメータに対する評価手法及び確率論的安全評価コード

GSRW-PSAにおける相互の入出力データをリンケージさせた評価体系を整備し（図 1.3-21）、

1 万年までの解析を試行した。その結果、生態圏におけるフラックスに着目すると、廃棄体・

人工バリアの閉じ込め機能や人工バリア中での核種移行パラメータ、建設に使用されるセメン

ト系材料といった因子の感度は低く、天然バリアに対するパラメータ（例えば亀裂帯中地下水

流速）の特性に依存することがわかった。しかしながら、適用可能な最善の技術（Best Available 

Technique ; BAT）の観点をふまえると、サイトの地質環境等の特性に関わらず、人工バリア

を含めた埋設施設によって、できるだけ長期間放射性核種の漏出を閉じ込める設計とすること

が求められる。そこで、リスクや線量の代替指標として活用される重要核種の濃度フラックス

の変化から、感度解析を行うことによって、評価パラメータ等の重要度分析を行い、ガラス固

化体の溶解速度、緩衝材中の核種分配係数を重要パラメータとして抽出した。 

さらに、その結果を踏まえ、安全評価上重要な廃棄体や人工バリア材の特性や構成等の基本

的要件（安全機能）の観点から、安全評価の妥当性を判断するための判断指標を整理した。こ

のうち、初期条件の設定に係る判断指標は、事業者が申請書に記載すべき埋設施設の基本設計

ないし基本的設計方針の妥当性を判断する上で重要な項目であり、規制庁は廃棄体確認や施設

確認のプロセスにおいて、実際に埋設あるいは施設される廃棄体や人工バリア等が申請書に記

載されたとおりの性能であるか等を確認する必要があるが、目視や書類確認のみでは判定が困

難な事項も含まれるため、事業者においては「申請書どおり」であることを示すための論拠を

準備しておくことが肝要であることを示した。 

 

以下、本年度の成果概要として、人工バリア領域の評価モデル、パラメータ、設定条件の相

互の入出力のリンケージに対しより現実に則した複雑な現象を解析できるようにする改良（ア

ップデート）及びジェネリックな設定に基づく感度解析、重要度分析及びその成果などを踏ま

えた判断指標の整理について（１）で、また、ジェネリックな設定からの拡張として長期的な

地下水の水質、流動の変化に対応可能な天然バリアのリンケージの方法論および隆起侵食シナ

リオの設定に基づく解析について（２）で記述する。 
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（１）人工バリアの変遷のシナリオを対象とした安全評価 

人工バリア領域においては、図 1.3-21 の昨年度構築した人工バリアの性能モデル等をリンケ

ージさせた評価体系に、ガラス固化体の発熱による緩衝材中の温度変遷、オーバーパックの腐

食による溶解速度設定、さらに MC-BUFFER コードへのリスタート機能（何らかのエラーによ

る計算停止や境界条件を変更するための中断状態からの計算の再開機能）の組み込み等のアッ

プデートを実施した。これにより、地下水流速、化学環境及び地質環境等を考慮した我が国の

地層処分サイトにおいて想定されるジェネリックな評価シナリオに基づく 10 万年まで評価期

間を延長した解析を実施可能とするとともに、重要度分析をより進め、多重バリアの核種閉じ

込め機能の要件を検討するために、緩衝材と EDZ 間に支保工が介在しない処分構造や、処分構

造物との反応により高アルカリ化した地下水組成を設定したケースなどを加え、廃棄体・人工

バリアの閉じ込め機能や人工・天然バリア中の核種移行パラメータの変動を考慮した 10 ケース

の総合的な評価計算による感度解析を実施した。なお、解析の詳細は第 8 章に示す。 

これらの総合的評価の結果について、代替指標としての人工バリアから天然バリアへの核種

フラックスに対する重要度分析を行った。下記（２）において、ガラス固化体の溶解速度が人

工バリアからのフラックスに対する重要パラメータであることが示されたことを踏まえると、

ガラス固化体の溶解速度が全ケースで Stage II となったことで、1 つのケースの Cs-135 を除い

てピークフラックスの値に大きな違いが現れなかったが、このことは、逆説的に他のパラメー

タに卓越してガラス固化体の溶解速度がフラックスを支配していることを示していると推察さ

れる。また、それでもなお、1 つのケースの Cs-135 でピークフラックスの値に影響が見られた

ことは、緩衝材中の核種分配係数も重要パラメータであることを示しており、昨年度の結果を

支持する結果が得られた。 

人工バリアからの核種移行フラックスを指標として、それに対する感度が高いことから抽出

されたこれらの安全機能に直結する重要パラメータを判断指標などに反映させるためには、重

要となった原因を遡及し、ブレークダウンした上での検討が重要となる。上記で Cs-135 のピー

クフラックス値に影響したケースについて、このような検討を行った結果を図 1.3-22 に示す。

図中、左図で観察された特徴的フラックス形状は、1 段階目の遡及で緩衝材中の核種分配係数

の違いや、急激な低下に基づくことが示され、さらに 2 段階目の遡及により、これらがイオン

交換反応に基づく分配係数設定モデルやモンモリロナイトの消失に因っていることが分かった。

このような検討を行うことができることは、リンケージをさせた評価手法のメリットの一つに

なると考えられる。 
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図 1.3-22 重要パラメータに対する影響因子の遡及の一例 

 

また、支保工が介在しない処分構造や地下水組成の設定によっては、OP の早期破損が発生

する可能性があることが示された。これは移行フラックスの早期上昇に直結するため、オーバ

ーパックの寿命は重要パラメータとして抽出すべきであると判断された。オーバーパックの寿

命には、処分構造が影響していることが示唆された。一般的に、セメント支保工が緩衝材と接

する処分構造の方が、より緩衝材にアルカリ影響を与えると考えられているが、必ずしもオー

バーパック早期破損というシナリオ分岐に結びつくような影響が生じないことを示している。

また、緩衝材と支保工が接する処分構造では、長期間に亘る緩衝材中の間隙水組成、鉱物組成

の変遷に対して、セメントの物質移行パラメータが重要因子となることが示唆された。これは

支保工が厚いほど顕著になるものと考えられる。このような結果は、リンケージによる一連の

影響の連鎖を、処分システムに対して解析できるようになった大きなメリットと考えられる。 

以上の結果や他の実施項目の結果をふまえて、安全評価上重要な廃棄体や人工バリア材の特

性や構成等の基本的要件（安全機能）の観点から、安全評価の妥当性を判断するための判断指

標について、昨年度示したものをベースに再整理した。このうち、初期条件の設定に係る判断

指標は、事業者が申請書に記載すべき埋設施設の基本設計ないし基本的設計方針の妥当性を判

断する上で重要な項目である。 

 

（２）隆起・侵食のシナリオを対象とした安全評価 

天然バリア領域においては、比較的既往の水理・水質データが多く存在する幌延地下研究施

設周辺の情報を基に、地質環境条件（2 次元の水理、地質・地質構造、隆起・侵食条件、化学

環境等）を設定し、隆起・侵食による地表面の削剥によって処分場の対地深度が変化した場合

の核種移行経路、移行経路中の地下水流速、化学環境（塩水/降水境界）の変化を地下水流動解

析、塩分濃度解析およびトラジェクトリー解析から求めた（図 1.3-23）。さらに、塩水/降水境

界の位置と処分場の対地深度の関係から、処分場内の水質条件（塩水系及び降水系）を決め、
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6は比較的小さなKd設定となった。後期の
処分後期間ではモンモリロナイトが両ケー
ス共に消失してたため、石英と同一のKd設
定となった。

Kd = K ÷ [Na+] ×Cmont×0.68

S-Na+ + Cs+ = S-Cs+ + Na+

(平衡定数：K）

核種移行フラックスの特徴 1段階目の影響の遡及 2段階目の影響の遡及
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その解析結果と、ガラス固化体やオーバーパック及びベントナイト系緩衝材の性能評価、なら

びに核種移行パラメータの評価とのリンケージを図り、人工バリア及び天然バリアにおける核

種移行解析を行った。以上の隆起・侵食を想定したシナリオに対する解析イメージを図 1.3-24

に示す。なお、一連の隆起・侵食シナリオを対象とした解析の詳細は第 8 章に示す。 

 

 

図 1.3-23 トラジェクトリー解析の結果例（6 万年後の流跡線図、Case2：隆起・侵食による処

分場の対地深度の減少及び隆起・侵食に伴う岩盤の応力解放による透水係数の上昇を考慮） 

 

 

図 1.3-24 隆起・侵食シナリオの解析イメージ 

 

天然バリアの地質環境条件、及び核種移行パラメータといった各因子の重要度を分析するた

めに、核種移行解析の結果から人工バリア及び天然バリアからの Se-79 及び Cs-135 の移行フ

ラックスを算出し、それぞれのバリアからの移行フラックスの変化を各因子の変動との関係で

整理した。 

その結果、人工バリア内の水質条件の違い（塩水系/降水系）が、ガラス溶解速度及び Seの

緩衝材中の分配係数を変化させ、人工バリアからの Se-79 及び Cs-135 の移行フラックスを変

動させる可能性があることが示された（図 1.3-25 参照）。特に、塩水系の水質条件では、ガラ
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ス溶解速度が 1 桁増加するため、処分場が塩水系の地下水環境にさらされている継続時間は重

要になると考えられる。また、10 万年の隆起・侵食の進行に伴う処分場周辺岩盤の地下水流速

の増加の影響を考慮したとしても、10 万年間にわたって変質した緩衝材中の地下水流速が移流

支配になることはなかった。以上のことから、人工バリア中の移行フラックスに着目すると、

隆起・侵食のシナリオにおいて、隆起・侵食の進行に伴って 10 万年程度の処分場周辺岩盤の

地下水流速が増加するという因子の感度は低いものの、塩水・降水境界の位置と処分場の対地

深度の関係、特に処分場が塩水系の地下水環境にさらされている継続時間が影響因子として重

要であるといえる。 

 

 

図 1.3-25 隆起・侵食シナリオの処分場位置（P1）における人工バリアからのガラス固化体 1

本当たりの地下水移行による Cs-135 の移行フラックス 

 

隆起・侵食シナリオにおける地質環境条件の変化が、天然バリアからの移行フラックスに与

える影響を見ると（図 1.3-26 参照）、侵食を想定しないケース（Case1）は、侵食を想定した

ケース（Case2 と 3）に比べて数オーダー以上移行フラックスが低下しており、侵食速度は極

めて重要な因子であるといえる。また、隆起・侵食に伴う岩盤の応力解放による透水係数の上

昇については、Case2 と Case3 の比較にあらわれているように、侵食速度ほどの感度はないも

のの影響はあるといえる。処分場深度については、P1 と P2、あるいは P4 と P5 の比較に見ら

れるように、処分場深度のより深い P2 と P5（深度 600m）の方が、移行距離は大きく、地下水

流速はより小さくなり、その効果があらわれている。また、Cs の天然バリア（堆積岩）の分配

係数は、塩水系で 0.05 m3/kg と降水系の 1/20 であり、Cs-135 の結果では、塩水系の移行距離

の長い処分場位置のケースで移行フラックスが高い傾向を示し、塩水・降水境界の位置と移行

経路（距離）との関係も重要な因子であると考えられる。よって、天然バリア中の移行フラッ

クスに着目すると、隆起・侵食シナリオにおいて、侵食速度、隆起・侵食に伴う岩盤の応力解

放による透水係数の上昇、処分場深度、塩水・降水境界の位置と移行経路（距離）との関係が

重要であり、その中でも侵食速度が最も重要であるといえる。 

 

 

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

1E+3

1E+4

1E+5

1E+6

1E+7

1E+8

1E+3 1E+4 1E+5 1E+6 1E+7

ガ
ラ

ス
固

化
体

1
本

当
た

り
の

移
行

フ
ラ

ッ
ク

ス

[B
q/

y]

処分場閉鎖後の時間（年）

隆起・侵食シナリオ：P1、Cs135、人工バリア

Case1

Case2

Case3

Case2とCase3は

重なっている

Case1：隆起のみ考慮（侵食なし） 

Case2：隆起・侵食による処分場の対地

深度の減少、さらに隆起・侵食

に伴う岩盤の応力解放による透

水係数の上昇を考慮 

Case3：隆起・侵食による処分場の対地

深度の減少のみを考慮 



 

 

- 1-42 - 

 
(a) 処分場位置（P1）     (b)隆起・侵食条件、処分場位置による違い 

                     (*)Case1のP1,2,5の移行フラックスは 1E-2Bq/yである。 

 

図 1.3-26 隆起・侵食シナリオの天然バリアからのガラス固化体 1 本当たりの地下水移行によ

る Se-79 の移行フラックス 
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2. 廃棄体・人工バリア材の性能評価モデルの整備 

2.1 全体概要 

本章では、廃棄体や人工バリア材の性能評価手法を整備するために、ガラス固化体の溶解／

変質、放射化金属の腐食、オーバーパックの腐食及び緩衝材の劣化の評価に適用可能な評価モ

デルの検討を行った。 

「ガラス固化体の溶解モデルの作成」では、これまでに整備したガラス固化体の溶解速度モ

デルの処分環境への適用性を向上させるために、我が国で想定される処分場の化学環境（温度、

塩分濃度等の水質）を対象とした検討を行った。具体的には、沿岸立地された処分場における

シナリオで想定される化学環境として、海水成分の一つであるマグネシウムイオンに着目した

検討に加えて、処分場の構造上、長期にわたりガラス固化体に接触する可能性のある高濃度の

イオン種として、セメント構造材やオーバーパックに起因するカルシウムイオンや鉄イオンに

着目した検討を行った。これら検討結果をふまえてガラス固化体の溶解速度モデルを改良し、

処分環境へ適用可能な手法としてその適用範囲と限界を提示するとともに、モデルを用いたガ

ラス固化体からの核種溶出に係る計算を実施した。 

「放射化金属の腐食モデルの作成」では、使用済燃料被覆管（ハル）の母材であるジルコニ

ウム系合金（ジルカロイ）の腐食速度に関して、高温域で提唱されている既往の経験則モデル

の処分環境条件への適用性を検討するために、地下水の化学環境（塩分濃度、酸化還元電位、

温度等）を変化させた室内実験及び解析を実施して経験則モデルの検証を行うとともに、安全

評価への適用可能について検討した。 

「オーバーパックの腐食モデルの作成」では、局部腐食判定モデルについて、実際の処分環

境で想定される温度、地下水化学環境下を考慮した室内実験を行い、昨年度までに未検証とな

っていた条件での検証を行うとともに、処分環境で適用可能となるようにモデル改良を行った。

全面腐食速度に関しては、炭素鋼の腐食試験データから腐食性と表面皮膜の保護性に及ぼす温

度影響の整理及び水素吸収挙動についての実験的検討を行うとともに、律速プロセスを考慮し

た新たな腐食速度モデルを提案した。高 pH環境における SCC に関しては、昨年度までに実施

した試験条件に対して割れ感受性に及ぼす温度の影響を調べた。これらに加えて、炭素鋼以外

のオーバーパック候補材の腐食現象についての検討も実施した。 

「緩衝材の劣化モデルの作成」では、地下環境条件下で適用可能な緩衝材劣化に係るモデル

を構築するため、これまでに「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査」において整備した

評価モデル（セメント間隙変遷モデル、透水係数評価モデル等）の検証を長期な試験データを

用いて行うとともに、当該モデルの安全評価への反映方法に係る検討を行った。さらに、海外

の地下施設で採取された粘土材料とセメント材料が接触した観察データを用いて再現計算を実

施し、複合系材料における長期評価の妥当性を確認した。また、MC-BUFFER の熱解析やリス

タート計算を行う機能を拡充することにより、解析における再現性や利便性の向上を図った。 
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2.2 ガラス固化体の溶解モデルの作成 

2.2.1 背景・目的 

地層処分場の閉鎖後において、ガラス固化体は放射性核種の溶出を抑制する人工バリアとし

ての機能が期待されている。ガラス固化体は、放射性核種を化学的に安定な酸化物であるホウ

ケイ酸ガラスのマトリクス中に固溶し固定化した廃棄体である。したがって、ガラス固化体が

機械的な外力によって損壊した場合でも、放射性核種はガラスマトリクス中に保持され、この

ガラスマトリクスが溶解／変質することによって消失しない限り、核種が外部に放出されるこ

とはない。これは、地層処分において安全機能が期待される他のバリア、例えばオーバーパッ

ク、緩衝材もしくは天然バリアなどとガラス固化体が性質を異にする特徴である。 

ガラス固化体に地下水が接触すると溶解／変質が生じ、それにともない放射性核種が溶出す

ることが想定されるため、ガラス固化体の溶出抑制機能の性能を評価するためには、処分環境

をふまえたガラス固化体の長期的な溶解／変質速度の評価が必要となる。 

ガラス固化体は、シリカ（SiO2）やホウ酸（B2O3）を主成分とした網目と呼ばれる非晶質の

構造を有するホウケイ酸ガラスを母材とし、網目の中にナトリウム（Na）などの修飾元素や廃

棄物元素などが取り込まれている。ガラスの溶解挙動は従来から多くの研究報告のある非晶質

シリカ（SiO2(am)）などのケイ酸塩鉱物の溶解挙動と類似している(1)(2)。すなわち、ガラスから

みて溶液中の溶存 Si が十分未飽和で化学親和力が大きい条件では、網目構造を形成する Si-O

結合の加水分解反応による切断や、ケイ酸（H4SiO4）の脱離などによるガラスマトリクスの溶

解（以下「マトリクス溶解」）が支配的となり、このような溶解が進行する状態は Stage I と呼

ばれている。また、溶存ケイ酸濃度が増加して飽和に近づき、ガラス／溶液間の化学親和力が

減少するとマトリクス溶解は抑制される(1)。 

このような溶解特性をふまえて、ガラス固化体の溶解速度式としては、シリカの一次溶解反

応式を基にした(2.2-1)式で表される速度式が提唱されている(1)。ここで、k+はガラス固化体の組

成や溶液の pH、温度に依存する速度定数であり、Q と K はそれぞれ溶液中のイオン活量積と

飽和における平衡定数、[H4SiO4]と[H4SiO4]satはそれぞれ溶液中のケイ酸活量と飽和における活

量である。 

飽和から遠く化学親和力が大きい条件、すなわち(2.2-1)式の(1–Q/K)が 1 に近い条件における

右辺第１項の pH依存性、温度依存性については、比較的コンセンサスが得られている。 

シリカの場合は、ケイ酸の活量と飽和における活量が等しくなると溶解速度はゼロになる。 

一方、ガラス固化体の場合も、溶液中のケイ酸の活量が高くなると溶解速度は低下し、ガラ

ス固化体からのケイ素（Si）の溶出も止まるが、その後もガラス固化体はホウ素（B）や Na な

どの可溶性元素を放出しながらゆっくりと溶解／変質する（図 2.2-1参照）。これは、ガラス固

化体がシリカのように水溶液中で熱力学的平衡にはならず、(2.2-1)式においてガラス固化体の

Q が K に達することがないためと考えられている。このゆっくりとしたガラス固化体の溶解/

変質速度は“残存溶解速度”（residual rate）とも呼ばれ、時間とともに低下することが知られて

いる。このような溶解/変質が進行する状態は Stage IIと呼ばれており、一般的に、Stage IIにお

ける溶解／変質速度は Stage I のマトリクス溶解速度に比べて非常に小さい(1)。 

 

)
]SiO[H

]SiO[H
-(1 k)

K

Q
-(1 k=k

sat44

44 
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図 2.2-1 有限量の水溶液中でのガラス固化体の溶解量と時間の関係 

 

地層処分で想定されるような地下水の流れが遅い条件では、短期的にはガラス固化体は主構

成元素である Si の溶出にともないマトリクス溶解するものの、長期的にはガラス固化体周辺の

液中 Si が高い濃度で維持されることによって Stage II の状態が成立し、マトリクス溶解が抑制

され、いわゆる“残存溶解速度”で溶解／変質が進行すると考えられている(3)。 

一方、安全規制の視点としては、ガラス固化体の溶解／変質速度の設定が確からしいか、あ

るいは少なくとも保守的な設定であるのかについての妥当性を判断するために、科学的裏付け

のある溶解／変質速度モデル（以下「溶解速度モデル」）を整備しその適用条件・範囲を把握し

ておく必要がある。また、人工バリアあるいは多重バリアを介した核種移行評価結果の妥当性

判断に必要な確率論的安全評価手法を整備するためには、ソースタームとしてのガラス固化体

について、溶解速度モデルをふまえた溶解／変質速度設定が必要である。 

平成 21年度までの検討では、いくつかの仮説への絞り込みとその実験的検証を行うことによ

り、Stage IIにおける溶解／変質速度が時間とともに減少するという溶解速度モデルについては

一定の成立性があると判断された(4)。これにより、Stage II が成り立つ環境であれば、例えばガ

ラス固化体の長期の溶解／変質速度として一定速度を設定することは保守性の観点から妥当で

あるとした。 

平成 22 年度は、ガラス固化体の溶解／変質に関して、pH 及び温度以外の影響因子の有無や

影響程度についての知見が乏しかったことから、我が国の地層処分で想定される地下水を始め

とする処分環境に着目し、淡水、海水及び酸化／還元雰囲気の影響について実験的検討を行っ

た。その結果、海水中では、ガラス固化体のマトリクス溶解が抑制されることなく溶解／変質

が進展したことから、このような溶液環境では、平成 21年度までに整備した Stage IIにおける

溶解速度モデルを適用できない可能性があることが分かった(5)。 

このように、マトリクス溶解が抑制されない原因としては、(2.2-1)式の Qが Kに比べて小さ

い状態、すなわち化学親和力の大きい状態が維持されることが挙げられる。上述したように、

ガラス固化体は水溶液中で熱力学的平衡にはならないことから、ガラス固化体から溶出した Si

は熱力学的により安定なケイ酸塩として析出する。Na 濃度の高いアルカリ条件で生成しやすい

ゼオライト系鉱物の一種の方沸石（analcime）のように、ガラス固化体表面近傍において、ケ

イ酸塩が二次相として生成し Si が速やかに消費されると、ガラス固化体の溶液に対する化学親

和力の大きい状態が維持されることにより、ガラス固化体のマトリクス溶解が抑制されない現

象が生じる。これは、有限の溶液中においてガラス固化体の溶解速度がいったん減少した後、

再び急激に増加する現象（resumption）として知られている。ガラス固化体の性能評価の妥当性

を判断する際には、処分環境を考慮して、resumption が長期にわたって生じる可能性の有無を
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判定することがきわめて重要であり、そのためには、ガラス固化体の溶解／変質に伴い生成す

るケイ酸塩の特性を把握することが必要となる。 

処分環境においてガラス固化体はオーバーパック（OP）に封入された状態で埋設される。オ

ーバーパックの候補材は炭素鋼であることから、ガラス固化体の周りには大量の鉄（Fe）が共

存する環境（OP に含まれる鉄のモル数はガラス固化体に含まれる Si のモル数の約 50 倍）が長

期にわたって維持される。したがって、もしも OP から供給された Feイオンがガラス固化体の

Si を消費して鉄ケイ酸塩を生成する反応が長期的かつ支配的に起こり、resumption が生じると

すると、ガラス固化体のマトリクス溶解が抑制されず、ガラス固化体の溶出抑制機能に及ぼす

インパクトはきわめて大きい。 

これを受けて平成 23年度は、Siと Feのみを考慮した 25℃の系における熱力学的な観点から

の検討や、人工バリア／地下水系の地球化学解析による検討、既往研究における観察結果、な

らびに鉄ケイ酸塩の生成確認試験による検討を行った(6)。 

その結果、地層処分環境においてガラス固化体に接触する地下水特性（pH 及び Eh）を考慮

すると、ガラス固化体と OP の境界付近において鉄ケイ酸塩の生成反応が長期的に維持される

可能性を否定できないことがわかった。これにより、直ちにガラス固化体のマトリクス溶解が

長期的に維持されると結論付けることはできないものの、保守側の考え方に拠れば、鉄ケイ酸

塩の生成の可能性が排除できない場合は、ガラス固化体が一定の速度で溶解／変質するものと

して溶解／変質速度を設定すべきとした(6)。 

また、平成 23 年度までに得られた知見をふまえて、安全評価におけるガラス固化体の溶出

抑制機能評価の妥当性の判断指標を整理した。 

今年度は、これまでに室内実験で確認されたガラス固化体の溶解速度モデルの実環境への適

用性を向上させるために、我が国で想定される処分場の化学環境を対象としたガラス固化体の

溶解速度モデルの改良を行う。 

具体的には、沿岸立地された処分場におけるシナリオで想定される化学環境を考慮して、平

成 22 年度にガラス固化体のマトリクス溶解を抑制しない因子である可能性を指摘した海水成

分の一つであるマグネシウム（Mg）イオンに着目し、ガラス固化体の溶解／変質挙動と溶液中

Mg イオン濃度との関係や、マトリクス溶解が抑制された Stage IIの状態で Mgイオンが加わっ

た場合におけるガラス固化体の resumption の可能性について検討する。 

また、長期にわたりガラス固化体に接触する可能性のある高濃度のイオン種として、処分場

の支保工などに使用されるセメント系材料を起源とするカルシウム（Ca）イオンと、OP を起

源とする Feイオンに着目し、ガラス固化体の溶解／変質挙動に及ぼす影響について検討する。

このうち Fe イオンについては、平成 23 年度に実施した Si や Fe のみの系に加えて、ガラス固

化体やベントナイト、地下水中に含まれる成分が共存する系における鉄ケイ酸塩の生成条件と

その温度依存性について熱力学的検討を行うとともに、ナチュラルアナログデータを用いた検

討を行う。 

上記検討結果をふまえて、これまでに基本構築された現象論や機構論を考慮したガラス固化

体の溶解速度モデルをベースに必要に応じた改良を行い、我が国で想定される処分環境におい

て適用可能な手法としてその適用範囲を限界とともに提示する。適用範囲や限界については、

安全評価におけるガラス固化体の溶出抑制機能評価の妥当性を初期条件やモデル、パラメータ

設定の観点で判断する際の判断指標とともに提示する。さらに、溶解速度モデルを用いてガラ

ス固化体の溶解／変質とそれに伴う人工バリアからの核種溶出等に係る計算を実施する。これ

らの計算については第 8章に示す。 
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2.2.2 ガラス固化体の溶解／変質挙動に及ぼす Mg イオンの影響 

（１）ガラス固化体の溶解／変質量の指標 

ガラス固化体の溶解／変質量は、ガラスマトリクスの構成元素の一つであるホウ素（B）の

浸出量を指標とした。一般的に Bは可溶性であり再析出を生じないため、Bの浸出量を測定す

ることによってガラスの溶解／変質量を定量することが可能である。 

B を始めとする各元素浸出量は、(2.2-2)式で定義される規格化質量損失（Normalized Elemental 

Mass Loss、以下「NL」）によって整理した。これは、各元素の浸出量をガラス固化体中の元素

含有率と表面積で除した値であり、ガラス固化体が均一に溶解し、溶液中で再析出等を生じな

ければ、全ての元素についてこの NLが同じ値となる。 

 

SAi

i
i

f

m
 =NL  (2.2-2) 

 

ここで、 NLi：元素 i の規格化質量損失（g/m2） 

mi：浸出した元素 i の質量（g) 

fi  ：ガラス固化体試料中の元素 iの質量分率 

SA：ガラス固化体試料の表面積（m2) 

 

（２）既往研究 

平成 22年度に、わが国の P0798タイプ模擬ガラス固化体試料（以下「ガラス固化体」、組成

を表 2.2-1 に示す）を用いて人工海水中での浸出試験を行った。その結果、人工海水中に含ま

れるMgイオンがガラス固化体から溶出した Siを消費してマグネシウムケイ酸塩を生成するこ

とによって、ガラス固化体のマトリクス溶解が抑制されることなく溶解／変質が進展する可能

性が示された(5)。 

また、Maeda et al. (7)は、同じ組成のガラス固化体を用いて、初期Mg濃度 1000 mg/l （0.041 mol/l）

の塩化マグネシウム（MgCl2）溶液中におけるガラス固化体の浸出試験を大気雰囲気下にて 60℃

及び 90℃で実施した。浸出試験の概略図と試験条件を図 2.2-2 に示す。具体的には、テフロン

製の試験容器にガラス固化体試料と溶液を入れ密封したものを複数個用意し、重量を測定した

後に所定の温度に調整した恒温器内で静置した。所定の期間ごとに恒温器から取り出した試験

容器を密封したまま室温まで自然放冷した。放冷後、試験容器の重量を測定して、浸出液の漏

れや蒸発による有意な重量減が無いことを確認した後に、試験容器の蓋を開け、浸出液の pH

を pH メータによって測定した。その後，浸出液を孔径 0.45 m のフィルタでろ過し、ろ液を

1.0 %硝酸溶液に調整して元素濃度測定用試料とした。pH測定の際の校正には、6.86および 9.18

（ともに 20℃での値）の pH 標準液を用いた。元素濃度の定量には、誘導結合プラズマ発光分

析装置（ICP-AES）を使用した。 
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表 2.2-1  P0798 タイプ模擬ガラス固化体組成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-2 浸出試験の概略図と試験条件(7) 

 

 

図 2.2-3は、粉末状ガラス固化体を浸漬した 60℃の脱イオン水系と初期 Mg濃度 0.041 mol/l

の MgCl2溶液系での、Bの NLとMgイオン濃度の時間変化を示したものである(7)。 

図 2.2-3 より、初期 Mg 濃度 0.041 mol/l の MgCl2溶液中では、脱イオン水中に比べて B の

NL、すなわちガラス固化体の溶解／変質量が多く、約 100日間の試験期間をとおしてマトリク

ス溶解が抑制された Stage IIは観察されないことがわかる。また、初期 Mg 濃度 0.041 mol/l の

MgCl2溶液中では、ガラス固化体の溶解にともない浸出液中 Mg イオン濃度が減少しているこ

とがわかる。 

 

Heater

Oxide wt% Oxide wt% Oxide wt%

SiO2 46.60 Cs2O 0.75 SeO2 0.02

Al2O3 5.00 SrO 0.30 TeO2 0.19

Fe2O3 2.04 BaO 0.49 Y2O3 0.18

CaO 3.00 ZrO2 1.46 La2O3 0.42

Na2O 10.00 MoO3 1.45 CeO2 3.34

B2O3 14.20 MnO2 0.37 Pr8O11 0.42

Li2O 3.00 RuO2 0.74 Nd2O3 1.38

ZnO 3.00 Rh2O3 0.14 Sm2O3 0.29

P2O5 0.30 PdO 0.35 Eu2O3 0.05

Cr2O3 0.10 Ag2O 0.02 Cd2O3 0.02

NiO 0.23 CdO 0.02

Rb2O 0.11 SnO2 0.02

ガラス：P0798 タイプ模擬ガラス固化体 

 粉末（Φ75-150 m：1.0 g） 

試験溶液（10 mL） 

 MgCl2溶液 

（初期 Mg濃度：0.041 mol/l） 

 脱イオン水 

試験条件 

 S/V：5400 m-1 

 温度：60℃、90℃ 

 大気雰囲気 

 Run数＝3 

Teflon vessel

Powdered glass

MgCl2 solution or DIW
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図 2.2-3 粉末状ガラス固化体を浸漬した 60℃の脱イオン水中及び初期 Mg濃度 0.041 mol/l

の MgCl2溶液中における Bの NL及び Mgイオン濃度と時間の関係(7) 

 

一方、90℃で行った初期 Mg濃度 0.041 mol/l の MgCl2溶液系における Bの NLとMg イオン

濃度の時間変化を図 2.2-4に示す(7)。90℃の条件では図 2.2-3に示した 60℃の初期Mg濃度 0.041 

mol/l の MgCl2溶液系に比べて浸出液中 Mgイオン濃度が速やかに減少しており、試験開始から

36日目には浸出液中からほとんどの Mgイオンが失われていることがわかる。また、浸出液中

の Mg イオンが失われた後は、B の NL の増加速度、すなわちガラス固化体の溶解／変質速度

が低下しており、マトリクス溶解が抑制された Stage II が観察される。 

 

図 2.2-4 粉末状ガラス固化体を浸漬した 90℃の初期 Mg濃度 0.041 mol/l の 

MgCl2溶液中における Bの NL及び Mgイオン濃度と時間の関係(7) 
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（３）試験方法 

（２）項で示した初期Mg 濃度 0.041 mol/l（1000 mg/l）のMgCl2溶液中でのガラス固化体の

溶解／変質挙動との比較を行いMgイオン濃度の影響を確認するため、初期 Mg濃度を 1/10の

0.0041 mol/l（100 mg/l）にした同様の条件でのガラス固化体の浸出試験を実施した。浸出試験

条件を表 2.2-2 に示す。 

 

表 2.2-2 浸出試験の概略図と試験条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）試験結果と考察 

初期Mg濃度 0.0041 mol/lのMgCl2溶液系におけるBのNLとMgイオン濃度の時間変化を図 

2.2-5に示す。図 2.2-4に示した初期 Mg濃度 0.041 mol/l の場合に比べてガラス固化体の溶解／

変質量は少なく、試験開始後約 3 日目には浸出液中からほとんどの Mgイオンが失われ、その

後は Stage IIが観察される。 

図 2.2-4 と図 2.2-5 の結果が得られた浸出試験においては、ガラス固化体試料の種類や形状

を始め、温度や溶液 pHなど、初期 Mg イオン濃度以外の条件は同じであることから、液中Mg

イオンがガラス固化体の溶解／変質を促進していることが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-5 粉末状ガラス固化体を浸漬した 90℃の初期 Mg濃度 0.0041 mol/l の 

MgCl2溶液中における Bの NL及び Mgイオン濃度と時間の関係 

 

ガラス：P0798 タイプ模擬ガラス固化体 

 粉末（Φ75-150 m：1.0 g） 

試験溶液（10 mL） 

 MgCl2溶液（初期Mg 濃度 0.0041 mol/l） 

試験条件 

 S/V：5400 m-1 

 温度：90℃ 

 大気雰囲気 

 Run数＝1 
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図 2.2-4の結果が得られた浸出試験と同様の条件で、初期Mg 濃度 0.041 mol/l の MgCl2溶液

中に 90℃で 64 日間浸出させたガラス固化体粉末の表面について、走査型電子顕微鏡（SEM）

を用いた分析を行った。図 2.2-6に示した SEM写真から、層状に析出した物質（以下「析出層」）

に覆われている領域(a)と、析出層が剥がれている領域(b)が観察できる。 

領域(a)と(b)について、エネルギー分散型Ｘ線分析装置（EDS）を用いた分析を行い、各元素

に対するピークカウントから組成を換算した結果を表 2.2-3 に示す。表 2.2-3 には、比較のた

めに、未変質ガラス固化体についての分析／換算結果も示した。これらのピークカウント数は

相対値であり、定量的な議論はできないものの、表 2.2-3 より、領域(b)の組成は未変質ガラス

固化体に近いことがわかる。 

また、表 2.2-3から、領域(a)では、領域(b)や未変質ガラス固化体に比べて Mg濃度が高く Si

も多く含まれていることがわかる。表 2.2-4 より、同浸出条件では 64 日目には浸出液中に Mg

はほとんど存在しておらず、かつガラス固化体の溶解／変質も進行していることから、試験初

期に液中に存在した 0.041 mol/lのMgイオンの大部分がガラス固化体表面に領域(a)のような析

出層を形成していると推察される。 

この Mg と Si を含む析出物を同定するために、図 2.2-7 に示す方法（以下「標準法」）で X

線回折装置（XRD）を用いて浸出試験後のガラス固化体粉末試料の分析を行ったが、有意な X

線回折ピークは得られなかった。そこで、10×10×1.0 mmに成型したクーポン状ガラス固化体

を用いて、図 2.2-4の結果が得られた試験と同様の条件で浸出試験を行い、初期 Mg濃度 0.041 

mol/l の MgCl2溶液中に 90℃で 100日間浸出させたクーポン状ガラス固化体について、図 2.2-8

に示す薄膜分析法（以下「薄膜法」）で XRD測定を行い、ガラス固化体表面を分析した。XRD

分析結果を図 2.2-9に示す。得られた X線回折ピークより、Mg と Siを含むマグネシウムケイ

酸塩鉱物である saponite-18A（Ca0.3Mg3(Si, Al)4O10(OH)2・6H2O）が生成している可能性が示唆

された。 

 

 

 

図 2.2-6 90℃の条件で初期 Mg濃度 0.041 mol/l の MgCl2溶液中に 

64日間浸出させたガラス固化体表面の SEM 写真 

(b) 

(a) 
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表 2.2-3  EDS 分析で得られた主な元素に対する 

ピークのカウント数から換算した組成割合（%） 

 

化学式 (a) 変質層部分 
(b) 剥がれて 

いる部分 

未変質 

ガラス固化体 

Al2O3 4.32 6.66 6.07 

CaO 2.14 4.41 4.82 

CeO2 3.97 7.66 5.55 

FeO 2.69 4.89 3.13 

MgO 21.4 1.73 0 

Na2O 4.90 13.9 20.0 

SiO2 47.9 48.7 49.3 

ZnO 5.80 2.06 2.68 

ZrO2 1.95 4.55 3.69 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-7 標準法の光学系の概念図と写真 

（X 線が試料中にも深く侵入し、試料表面部のみの情報が得られない。また、ガラス固化体試

料表面の析出物を標準法で測定するとガラス母材のハローピークが妨害線となる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-8 薄膜法の光学系の概念図と写真 

（X線の入射角 2～0.5°で試料表面すれすれに入射し、試料表面部のみに X線を侵入させて表

面部を主体とした分析が可能となる） 

 

X 線発生部 検出部 

X 線発生部 

検出部 
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図 2.2-9 90℃の条件で初期 Mg濃度 0.041 mol/l の MgCl2溶液中で 100 日間浸出させた 

クーポン状ガラス固化体表面のXRD分析結果（比較のため未変質ガラス固化体の結果も併記） 

 

以上の結果から、Mgイオンを含む溶液中では、ガラス固化体の主構成元素である Si と液中

Mg イオンが化合し、二次鉱物としてマグネシウムケイ酸塩を生成・析出しているものと推察

される。この反応により Si が消費され、図 2.2-3 や図 2.2-4（36日目まで）に示したように、

ガラス固化体のマトリクス溶解が促進される状態が続いたものと考えられる。 

ただし、液中Mgイオンが枯渇するなどして、いったんガラス固化体の溶解が抑制されて stage 

II の状態となった後、再び高濃度の Mg イオンが接触した場合に、再び速い速度でガラス固化

体の溶解が生じるかどうかは不明であったため、試験を行い確認した。具体的には、図 2.2-4

において浸出液中 Mgイオンが枯渇しガラス固化体の溶解速度が抑制された 64日目に、浸出液

中 Mgイオン濃度が 0.041 mol/l（1000 mg/l）となるように再度 MgCl2を添加して、液中元素濃

度の変化を観察した。B の NL と Mg イオン濃度の時間変化を図 2.2-10 に示す。B の NL の時

間変化から、MgCl2を添加した64日目から再びガラス固化体の溶解が生じていることがわかる。 

これは、いったん Stage II の状態となったガラス固化体の表面に形成された保護的な役割を

する変質層が、再び添加された Mg イオンによって溶解したことが原因と考えられる。すなわ

ち、Stage IIの状態では、ガラス固化体表面に Si を主成分とした gel と呼ばれる変質層や、ガラ

スマトリクスの骨格をほぼ残したまま B や Na などの可溶性元素が溶出した水和層と呼ばれる

変質層が形成され、これらが物質移行障壁となって“保護膜”として働く可能性が提唱されて

いるが(1)(8)、液中 Mg イオンが枯渇して Si 消費反応が終息した 36 日目から 64 日目までの間に

こうした保護膜が形成されたものの、これらはいずれも Si を主成分としていることから、64

日目に再添加された Mgイオンが保護膜の Si を消費することによって、再びガラス固化体の溶

解が進行したものと考えられる。 

また、図 2.2-10 より、Mg イオン再添加後のガラス固化体の溶解／変質速度は、初期溶解速

度よりも小さくなっていることから、保護膜の溶け残りか、あるいは図 2.2-6 に示した領域(a)

のマグネシウムケイ酸塩と思われる析出層が物質移行の障壁となった可能性が考えられる。 
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図 2.2-10 90℃の初期 Mg濃度 0.041 mol/l の MgCl2溶液系でガラス固化体を浸出させ 

64日目に浸出液中 Mgイオン濃度が 0.041 mol/l となるように MgCl2を添加した条件 

での溶液中 B 及び Mgイオン濃度と時間の関係 

 

2.2.3 ガラス固化体の溶解／変質挙動に及ぼす Caイオンの影響 

図 2.2-11 に示したセメント／ベントナイト／OP から成る支保工と人工バリアの系に、淡水

系及び海水系の地下水が浸入した条件での地球化学解析計算を平成 23 年度に実施した(6)。OP

とベントナイト境界での 1 万年間についての pH と Ca イオン濃度を算出した結果を図 2.2-12

に示す。 

 

 

図 2.2-11 平成 23 年度に実施した人工バリア系の概念図と地球化学解析条件(6) 
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図 2.2-12 図 2.2-11の人工バリア系の概念で淡水系及び海水系地下水がセメントと 

ベントナイトを介して OP に接触した領域における間隙水中 Ca 濃度の時間変化を 

地球化学解析した結果（平成 23 年度に実施した解析）(6) 

 

図 2.2-12 から、処分施設に使用される支保工を始めとするセメント系材料を起源とする Ca

イオンは、長期にわたり最大 0.1 mol/l 程度の濃度でガラス固化体に接触する可能性があること

や、地下水組成によって pHが大きく異なることがわかる。 

単純組成のガラスを用いた既往研究では、ガラスから溶出した Si と Ca イオンが化合してカ

ルシウムケイ酸塩を生成する可能性(9)(10)や、ガラスの溶解／変質を抑える可能性(11)が指摘され

ていたものの、Ca イオンがガラス固化体の溶解／変質に及ぼす影響と pHの関係については検

討されていなかった。 

そこで、pHの異なる条件下で Ca イオン共存下でのガラス固化体の浸出試験を行い、ガラス

固化体の溶解／変質に及ぼす Ca イオンの影響と pH との関係を調べた。 

 

（１）試験方法 

表 2.2-1に示した組成のガラス固化体を用いて、Ca イオンを含む溶液中におけるガラス固化

体の浸出試験をアルゴン（Ar）雰囲気中にて 60℃で実施した。浸出試験の概略図と試験条件を

図 2.2-13に示す。 

試験溶液として、脱イオン水に塩化カルシウム（CaCl2）を加えて Ca 濃度が 0.1 mol/l になる

ように調製した溶液（以下「Ca-N」）の他に、CaCl2 と水酸化カルシウム（Ca(OH)2）を用いて

Ca 濃度を 0.1 mol/l 、pH を 11及び 12 にそれぞれ調整した溶液（以下「Ca-11」及び「Ca-12」）

の合計 3種類の Ca 含有溶液を用意した。Ca 含有溶液の調製に用いた脱イオン水は、Ar 雰囲気

グローブボックス（GB）中で 6時間バブリングして炭酸ガスや溶存酸素を除去したものを用い、

溶液調製作業は全て Ar 雰囲気 GB内で行った。 

ガラス固化体と試験溶液を封入したテフロン製の試験容器は、Ar 雰囲気 GB 内で炭酸ガス吸

収剤（モレキュラシーブス）とともにビニールバックに封入し、GB から取出した後、60℃の

恒温器で所定の期間静置した。試験期間終了後の試験容器の開封や浸出液サンプリングは Ar

雰囲気 GB内で行った。重量測定や浸出液分析は、2.1.2（２）項と同様の手順で行った。 
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図 2.2-13 浸出試験の概略図と試験条件 

 

（２）試験結果と考察 

脱イオン水中、Ca-N溶液中及び Ca-11 溶液中で 64日間浸出したガラス固化体の SEM 写真を

図 2.2-14に示す。図 2.2-14 より、脱イオン水中と Ca-N溶液中では、ガラス固化体表面に析出

物の生成は認められないが、Ca-11 溶液中では斑点状の析出物が生成しているのがわかる。こ

の析出物（(a)で示した領域）について、EDS を用いた分析を行い、各元素に対するピークカウ

ントから組成を換算した結果を表 2.2-4 に示す。表 2.2-4 に示した析出物の元素組成割合と表 

2.2-3 に示した未変質ガラス固化体の組成割合を比較すると、図 2.2-14 の Ca-11 溶液中で生成

した析出物は Ca が濃集したものではないことがわかる。 

 

 

 

図 2.2-14 60℃の脱イオン水中、Ca-N溶液中及び Ca-11溶液中で 

64 日間浸出したガラス固化体表面の SEM 画像 
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表 2.2-4  EDS 分析で得られた主な元素に対するピークのカウント数（図 2.2-14中に示した 

測定点（＋）のカウント数の平均値）から換算した組成割合（%） 

 

 

Ca-12溶液中で 81日間浸出したガラス固化体の SEM写真を図 2.2-15に示す。図 2.2-15より、

ガラス固化体の表面の大部分が析出層で覆われていることがわかる。図 2.2-15 の析出層部(a)

と析出層が剥がれている部分(b)について EDS 分析を行い、各元素に対するピークカウントか

ら組成を換算した結果を表 2.2-5に示す。表 2.2-5 から、析出層は高濃度の Ca の他、Si を多く

含んでいることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-15 60℃の Ca-12溶液中で 81日間浸出したガラス固化体表面の SEM 画像 

表 2.2-5  EDS 分析で得られた主な元素に対するピークのカウント数（図 2.2-15中に示した

測定点（＋）のカウント数の平均値）から換算した組成割合（%） 

 

 

ガラス固化体を浸漬した 60℃の脱イオン水中、Ca-N、Ca-11 及び Ca-12 溶液中における Bの

NL（ガラス固化体の溶解／変質量の指標）の時間変化と浸出液 pHの時間変化を図 2.2-16に示

す。図 2.2-16 から、Ca-N と Ca-11 溶液中では、試験期間をとおして脱イオン水中よりもガラ

ス固化体の溶解／変質が抑制されていることがわかる。一方、Ca-12 溶液中では、試験初期は

脱イオン水中よりも速くガラス固化体が溶解／変質しているものの、16日目以降は速度が低下

しており、浸出液 pHも低下している。 

Ca-12溶液中の B と Si の NL及び Ca 濃度の時間変化を図 2.2-17に示す。図 2.2-17 より、36

日目までのガラス固化体の溶解／変質にともない液中 Ca 濃度が減少している。また、Bの NL

に比べて Si の NLは試験期間をとおして低く維持されており、これはガラス固化体が溶解／変

質した領域に含まれていた Si の大部分が溶存しておらず、ガラス固化体の表面などに析出物等

化学式
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として残存していることを意味する。これらのことから、ガラスの溶解／変質にともなって Si

が液中 Ca イオンと化合しカルシウムケイ酸塩を生成して、図 2.2-15 に示した析出層を形成し

ていることが推察される。これに対して、Ca-N と Ca-11 溶液中では液中 Ca 濃度の減少はほと

んど認められなかった。 

Ca-12 溶液中における Ca の減少量と、B と Si の NL の差から、カルシウムケイ酸塩の Ca／

Si モル比（以下「C／S 比」）を算出した結果を図 2.2-18 に示す。図 2.2-18 から、ガラス固化

体の溶解／変質が抑制される 16日目以降の C／S 比は 1.7～1.8 であった。この値は、カルシウ

ムケイ酸塩水和物（C-S-H）がとり得る C／S 比の範疇であり、C／S 比 1.5以上のものは CSH(II)

と分類されるが(12)、図 2.2-18より 16日目以降の溶液 pHは 11～11.5であり、CSH(II)が生成す

る pH よりも低い値で推移している。さらに、ガラス固化体の溶解／変質した領域には、例え

ば B や Na といった可溶性元素のみが浸出し、Si を構成元素とするガラスマトリクスの骨格が

残存している領域（“水和層”と呼ばれる）も存在している可能性があるが、こうした領域が存

在する場合は、算出される析出層の C／S 比は 1.7～1.8 よりも大きくなり、C-S-H の範疇から

外れる。したがって、図 2.2-15に示したガラス固化体表面を覆うカルシウムケイ酸塩が C-S-H

である確証は、現時点では得られていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-16 （左）60℃の脱イオン水、Ca-N、Ca-11 及び Ca-12溶液中における 

B の NLの時間変化と（右）各溶液中における pHの時間変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-17 Ca-12 溶液中における B、Si の NLと液中 Ca 濃度の時間変化 
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図 2.2-18 Ca-12溶液中における Ca の減少量及び B と Siの NLの差から算出した 

析出層の Ca／Si モル比、ならびに溶液 pHと時間の関係 

 

Ca-N及び Ca-11溶液中では、試験期間をとおして脱イオン水中に比べてガラス固化体の溶解

／変質量が抑えられたが、Ca-12 溶液中で見られたような、ガラス固化体の表面が Ca と Si に

富む析出層で被覆された形跡は認められなかった（図 2.2-14参照）。また、図 2.2-19 に示すよ

うに、Ca-N と Ca-11 溶液中の Si 濃度は脱イオン水中よりも約１桁低くなっていることから、

ガラス固化体にとって、脱イオン水中よりも Ca-N や Ca-11 溶液中の方が飽和から遠く化学親

和力が大きい条件、すなわち 2.2.1 項で示した(2.2-1)式の(1–Q/K)が 1 に近い条件となる。しか

しながら、ガラス固化体の溶解／変質量や速度はいずれも脱イオン水中を下回っている。 

これらをふまえると、Ca-N や Ca-11 溶液中で浸出したガラス固化体には、SEM では判別で

きないものの表面の変質が生じ、これがガラス固化体の溶解／変質を抑制する働きをした可能

性が示唆される。 

Chave, et al.が実施した単純組成のガラスを用いた Ca イオン含有溶液中での浸出試験におい

ても同様の結果が得られており、Chave, et al.はその原因として、溶液から供給された Ca がガ

ラス表面に形成される変質層中のシリカネットワークと反応（(2.2-3)式を参照）することによ

って“PRI（Passivation reactive interphase）”と呼ばれる保護的な役割をする層を緻密化するため、

としている(11)。本試験条件においてもこれと同様に、Ca イオンが保護的な役割に寄与している

可能性が考えられる。ただし、PRI の存在は、ガラス固化体の溶解／変質速度が低下する要因

としての一つの仮説であり、変質層のどの領域がそれに該当するのか、何の物質移行が律速プ

ロセスになっているのかについては、現状では確認されていない。仏国におけるガラス固化体

の溶解速度モデルの中には PRIの考え方がとり込まれているものもあるが、我が国の溶解速度

モデルとして採用するためには、上述の不明な点について明らかにする必要がある。 
  H2Si-O-Ca-O-Si  Si-HO  Ca  OH-Si 2

 (2.2-3) 

一方、Ca-12 溶液中については、試験初期は溶液の pHが高いため脱イオン水中よりも速くガ

ラス固化体が溶解したものと考えられる。16日目以降のガラス固化体の溶解／変質速度が低下

した原因の一つとしては、ガラス固化体の表面を覆った Ca と Si に富む析出層が物質移行の障

壁となった可能性が考えられる。また、図 2.2-16（右）に示すように、16 日目以降の溶液 pH

は 11.5 を下回り約 11 で推移していることから、高 pH によるガラス固化体の溶解が収まり、

Ca-NやCa-11溶液中と同様に、液中Caイオンが保護的な役割に寄与した可能性も考えられる。 

いずれにしても、2.1.2 項で示した Mg イオンがガラス固化体の溶解／変質に及ぼす影響とは
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逆に、Ca イオンが共存する条件では、ガラス固化体の溶解／変質が抑制されることがわかった。 

  

図 2.2-19 60℃の脱イオン水、Ca-N、Ca-11及び Ca-12溶液中における 

浸出液中 Si 濃度の時間変化 

 

2.2.4 ガラス固化体の溶解／変質挙動に及ぼす鉄の影響 

（１）熱力学的検討 

平成 23年度は、OP から地下水中に供給される鉄イオンが溶存 Si を消費し、鉄ケイ酸塩を生

成することによって、ガラス固化体のマトリクス溶解が抑制されない状態が長期的に継続する

可能性について、Si と Fe のみを考慮した 25℃の系における熱力学的な観点からの検討を行っ

た。その結果、地層処分環境においてガラス固化体に接触する地下水特性（pH 及び Eh）を考

慮すると、ガラス固化体と OP の境界付近において、鉄ケイ酸塩の一種である greenalite

（Fe3Si2O5(OH)4）の生成反応が長期的に維持される可能性が示唆された。 

今年度は、Si や Fe に加えて、ガラス固化体やベントナイト、地下水中に含まれる成分が共

存する系における鉄ケイ酸塩の生成条件について 25℃よりも高い温度も対象として熱力学的

検討を行った。 

鉄ケイ酸塩を始めとする鉄を含む鉱物（以下「鉄鉱物」）には様々なものが存在するが、本検

討においては、これまでに処分環境に近い条件で生成・観察された鉄鉱物を選定し、これらに

ついてのみ熱力学的に生成を考慮するものとした。鉄のケイ酸塩、アルミノケイ酸塩について

は、greenalite、cronstedtite（(Fe2Fe(III))(SiFe(III))O5(OH)4）、berthierine（(Fe2Al)(SiAl)O5(OH)4）、

chlorite（(Mg,Fe,Al)6(Al,Si)4O10(OH)8）、Fe-saponite（Na0.35Fe3(Si3.65Al0.35)O10(OH)2）などの生成・

観察の報告があるが(13)(14)(15)(16)、現状では研究例が少なく、定説にはなっていない。そこで本検

討では、鉄ケイ酸塩の代表としてガラス固化体と鉄の境界において観察されている greenalite(13)、

鉄アルミノケイ酸塩の代表としては berthierine（(Fe2Al)(SiAl)O5(OH)4）を選定し、もしこれらが

熱力学的に安定になる場合には、他の鉄ケイ酸塩や鉄アルミノケイ酸塩も安定になる可能性が

あると判断することとした。選定した鉄鉱物の一覧を表 2.2-6 に示す。 

表 2.2-6の熱力学データを用いて、Fe及び Si、炭素（C）、アルミニウム（Al）、イオウ（S）、

水素（H）及び酸素（O）を成分とする計算を行い、水溶液中で安定な固相（鉱物）と pH及び

Eh、温度との関係を調べた。 

●：脱イオン水中
△：Ca-N溶液
□：Ca-11溶液
◇：Ca-12溶液



 

 

- 2
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9
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表 2.2-6 鉄鉱物等の熱力学データ 

 

Minerals 
ΔfGm

0 

 (kJ/mol) 

ΔfHm
0 

 (kJ/mol) 
Reaction logK0 Source 

FeCO3 (siderite) 

Fe2CO3(OH)2 (chukanovite) 

Fe(OH)2 (s) 

FeS2 (pyrite) 

 

Fe3O4 (magnetite) 

FeOOH (goethite) 

FeSO4・7H2O (melanterite) 

(Fe2Al)(SiAl)O5(OH)4 (berthierine) 

 

Fe3Si2O5(OH)4 (greenalite) 

 

NaFeII
6FeIII

3(OH)18(SO4)2 (green rust) 

 

-678.9 

-1186.6 

-491.2 

-160.1 

 

-1012.7 

 

-2510.27 

-3623.161 

 

-3058.135 

 

-6366 

 

-752.0 

-1314 

-573 

-171.5 

 

-1115.7 

 

-3014.57 

- 

 

- 

 

- 

 

Fe2+ + HCO3
- = FeCO3 + H+ 

2Fe2+ + HCO3
- + 2H2O = Fe2CO3(OH)2 + 3H+ 

Fe2+ + 2H2O = Fe(OH)2 + 2H+ 

Fe2+ + 1.75HS- + 0.25SO4
2- + 0.25H+  

= FeS2 + H2O 

Fe2+ + 2Fe3+ + 4H2O = Fe3O4 + 8H+ 

Fe3+ + 2H2O = FeOOH + 3H+ 

Fe2+ + SO4
2- + 7H2O = FeSO4・7H2O 

2Fe2+ + 2Al3+ + SiO2(aq) + 7H2O 

= (Fe2Al)(SiAl)O5(OH)4 + 10H+ 

3Fe2+ + 2SiO2(aq) + 5H2O  

= Fe3Si2O5(OH)4 + 6H+ 

6Fe2+ + 3Fe3+ + Na+ + 2SO4
2- + 18H2O 

= NaFe9(OH)18(SO4)2 + 18H+ 

0.2805 

-9.728 

-12.90 

24.93 

 

-10.3 

-0.4999 

2.768 

-5.038 

 

-22.575 

 

-42.798 

 

(17)(18) 

(19) 

(20) 

(21) 

 

(17)(18) 

(22) 

(23) 

(15) 

 

(22) 

 

(24) 
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Fe/Si/O/H 系 

Fe/Si/O/H 系において、溶存 Si 濃度が 10-5 mol/l の場合における鉄鉱物の安定領域を計算し

た。25℃、60℃及び 100℃の場合の pH/Eh相図を図 2.2-20 に示す。25℃及び 60℃では、鉄ケ

イ酸塩鉱物の一種である greenaliteの安定領域が存在するが、100℃では全て magnetite の安定

領域に入れ替わっており、温度が低いほど greelaliteの安定領域が広がることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-20 （左上）25℃、（右上）60℃及び（下）100℃における 

Fe/Si/O/H 系での pH/Eh 相図（1 気圧、[Si]：10-5 mol/l） 

 

溶存 Si 濃度が 10-4及び 10-2 mol/l の場合における 100℃の条件での pH/Eh相図を図 2.2-21

に示す上述のように、100℃の条件で溶存 Si 濃度が 10-4 M の場合は greenalite の安定領域は現

れない（図 2.2-20（下）参照）が、図 2.2-21 より、溶存 Si 濃度が 10-4 M になると 100℃にお

いても greenaliteの安定領域が現れ、液中 Si 濃度の上昇とともに greenalete の安定領域が広が

ることがわかる。 
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図 2.2-21 溶存 Si 濃度が 10-4及び 10-2 mol/l の場合における 

Fe/Si/O/H 系での pH/Eh 相図（1 気圧、100℃） 

Fe/Si/C/O/H 系 

Fe/Si/C/O/H 系において、炭酸濃度が 10-3 mol/l の場合における 25℃での鉄鉱物の安定領域

を計算した。溶存 Si 濃度が 10-6、10-5mol/l の場合の pH/Eh 相図を図 2.2-22、溶存 Si 濃度が

10-4 mol/l の場合の pH/Eh 相図を図 2.2-23 に示す。図 2.2-22 及び図 2.2-23 より、炭酸共存下

では、greenaliteの安定領域が炭酸鉄鉱物である siderite（FeCO3）や chukanovite（Fe2CO3(OH)2）

の安定領域に置き換わる。しかしながら、溶存 Si 濃度が高くなると、chukanovite の安定領域

が greenaliteの安定領域に置き換わっていくことがわかる。 

 

図 2.2-22 液中 Si 濃度が（左）10-6、（右）10-5 mol/l、炭酸濃度が 10-3 mol/l の場合 

における Fe/Si/C/O/H 系での pH/Eh相図（1 気圧、25℃） 
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図 2.2-23 液中 Si 濃度が 10-4 mol/l、炭酸濃度が 10-3 mol/l の場合 

における Fe/Si/C/O/H 系での pH/Eh相図（1 気圧、25℃） 

 

人工バリア／地下水系の地球化学解析結果との比較による検討 

セメント／ベントナイト／OP から成る支保工と人工バリアの系を図 2.2-24 に示す。この

系に淡水系地下水が浸入した条件での地球化学解析計算を行い、OP とベントナイト境界に

おける OP 破損時から 10 万年までの pH と Eh の値を算出した結果も同図に示す（本解析条

件は一例であり、今年度実施した地球化学解析計算条件のうち Case-9 に相当。地球化学解析

計算についての詳細は第 8 章を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-24 （左）セメント／ベントナイト／OP から成る支保工と人工バリアの系に 

淡水系地下水が浸入した条件における 

（右）OP とベントナイト境界での OP 破損時から 10 万年までの 

pH／Eh の地球化学解析計算結果 
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この条件で計算した結果、10 万年間にわたる OP とベントナイト境界における地下水中の

溶存 Si 濃度と炭素濃度は約 10-3 mol/l、硫黄濃度は約 10-4 mol/l、Al 濃度は約 10-6 mol/l の値

で推移した。これらの地下水中元素等濃度条件と表 2.2-6 の熱力学データに基づいて計算し

た鉄鉱物の 25℃、60℃、100℃における pH/Eh 相図を図 2.2-25 に示す。図 2.2-25 から、い

ずれの温度条件においても、広い範囲で鉄アルミノケイ酸塩鉱物の一種である berthierine

（(Fe2Al)(SiAl)O5(OH)4）の安定領域が認められる。Berthierineの生成については、Wilson, et al.,

により処分環境に近い条件での生成が予想されているが(21)、彼らが行った実験において明確

に同定されるには至っていない。これをふまえて、熱力学的に berthierine の生成を考慮しな

い条件での計算も行った。その結果を図 2.2-26 に示す。 

図 2.2-25 及び図 2.2-26 には、OP とベントナイト境界における地下水の 10 万年間にわた

る pH、Eh（図 2.2-22（右）参照）も併記している。OP 破損後にガラス固化体に接触する地

下水の pH、Eh 及び溶存 Si を始めとする元素等濃度が、OP とベントナイト境界における地

下水と同等と仮定すると、図 2.2-25 及び図 2.2-26 から、図 2.2-22（左）に示した淡水系地

下水の系では、ガラス固化体近傍において長期にわたり berthierine や greenalite といった鉄

（アルミノ）ケイ酸塩が安定な条件に維持される可能性が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-25 液中 Si 濃度が 10-3 mol/l、液中炭素濃度が 10-3 mol/l、液中硫黄濃度が 10-4 mol/l、

液中 Al 濃度が約 10-6 mol/l の場合における 25℃、60℃及び 100℃での 

pH/Eh相図（全ての鉄鉱物の生成を考慮する場合、1 気圧）  
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図 2.2-26 液中 Si 濃度が 10-3 mol/l、液中炭素濃度が 10-3 mol/l、液中硫黄濃度が 10-4 mol/l、

液中 Al 濃度が約 10-6 mol/l の場合における 25℃、60℃及び 100℃での 

pH/Eh相図（berthierineの生成を考慮しない場合、1 気圧） 

 

 

（２）ナチュラルアナログデータの検討 

上述の通り、オーバーパックの腐食に伴い放出される鉄イオンが存在する条件では鉄ケイ

酸塩の生成反応が長期的に維持される可能性がある。ガラス表面に形成される変質層の保護

的効果が十分期待できない場合、条件によってはガラス固化体の溶解速度は鉄ケイ酸塩の生

成による溶存ケイ酸の消費速度に支配されることとなる。Burger ら(25) は、鉄/ガラス共存系

の浸出試験後（試験期間は 756 日）のガラス変質層を分析し、鉄の影響を受けたガラスの変

質層は多孔質であり、保護的効果に寄与する緻密化した領域が認められないと報告している。

Michelin ら(26)は、仏国内の 16 世紀の製鉄遺跡から出土した鉄滓（てつさい）中の鉄とガラス

の接触部を対象とした鉄とガラスの相互作用に関する考古学的アナログ研究を実施し、ガラ

ス表面における非晶質の鉄ケイ酸塩の生成を確認しているが、変質層内の緻密化した領域の

有無については言及していない。このように現時点では、鉄イオンが存在する条件での変質
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層の保護的効果、すなわち変質層内の緻密化した領域の生成を支持する情報は得られていな

い。 

今年度は、鉄イオンが存在する条件での変質層の保護的効果に寄与する緻密化した領域の

生成の可能性に関する基礎情報を得るため、海底遺跡で採取された、鉄と長期間接触してい

た砂試料（微量の火山ガラスを含有）を分析した。 

 

分析試料 

分析試料は、北海道檜山郡江差町の江差沖の海底遺跡「開陽丸遺跡」から出土した鉄製遺

物に付着していた砂（図 2.2-27）である。砂試料と鉄製遺物との接触面（図 2.2-27 左）は暗

褐色から褐色を呈した平滑な面となっている。砂試料の断面（図 2.2-27 右）を見ると、接触

面から離れるに従い、褐色から灰色に色調が変化する。開陽丸は幕末期に徳川幕府が所有し

ていたオランダ製軍艦であり、1868 年（明治元年）11 月 15 日、江差沖にて暴風雪に遭い、

座礁・沈没している(27)。遺物は沈没の約 100 年後の 1975 年から江差町教育委員会が実施し

た発掘調査によって出土したものであり、埋蔵期間は約 100 年間となる。 

 

 

図 2.2-27 開陽丸遺跡出土鉄製遺物に付着していた砂 

（左：鉄との接触面、右：試料断面。鉄との接触面は下方） 

 

分析項目 

 以下に示す分析を実施した。 

 

・蛍光 X 線分析及び X 線回折分析 

接触面における腐食生成物を同定するため、理研計器株式会社製ポータブル X 線回折・蛍

光 X 線分析装置 XRDF（DF-01）を用いた分析を行った。分析条件を表 2.2-7 及び表 2.2-8、

分析条項を図 2.2-28 に示す。分析箇所は暗褐色部と褐色部の 2 か所とした。 
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表 2.2-7 XRF 分析条件 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2-8 XRD 分析条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-28 XRDF による分析状況 

 

・光学顕微鏡観察 

 鉄の分布状況の観察、間隙率の測定等を行うため、光学顕微鏡による観察を行った。なお

間隙の判別を容易にするため、樹脂包埋時に樹脂にブルーレジン染色剤を加え、包埋樹脂を

青色に着色した（図 2.2-29）。 

管球ターゲット Cr 

管電圧 35kV 

管電流 0.8mA 

計数時間 100sec 

測定雰囲気 He 雰囲気 

測定角度 60deg (θ) 

管球ターゲット Cr 

管電圧 35kV 

管電流 0.8mA 

ステップ 0.4deg (2θ) / step 

計数時間 4sec / step 

測定角度範囲 16-120deg (2θ) 
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図 2.2-29 ブルーレジン染色剤を加えて作製した薄片試料 

（間隙率は赤枠で示した A～C の箇所の近傍で測定） 

 

分析結果 

・蛍光 X 線分析及び X 線回折分析 

 蛍光 X 線分析結果を図 2.2-30、X 線回折分析結果を図 2.2-31 に示す。 

 

図 2.2-30 蛍光 X 線分析結果（左：暗褐色部、右：褐色部） 
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図 2.2-31 X 線回折分析結果（左：暗褐色部、右：褐色部） 

 

 蛍光 X 線分析では、Feの他、S、Ca、Si、Cl が検出されている。X 線回折分析では、酸化

的な環境で認められる腐食生成物である針鉄鉱（α-FeOOH）、赤金鉱（β-FeOOH）などの他、

石膏（CaSO42H2O）が検出されている。 

 

・光学顕微鏡観察 

図 2.2-29 の A、B、C の領域の光学顕微鏡写真をそれぞれ図 2.2-32 から図 2.2-34 に示す。

砂は主として、鉱物片や岩片からなり、化石片を伴っている。鉱物片としては、石英、斜長

石、角閃石が認められる。不定形状～破片状を示すものが多い。岩片は少量存在し、砂岩、

頁岩、安山岩、デイサイトなどが確認された。亜角礫様～円礫様を示す。岩片が集中してい

る部分が観察される。その他としては、スポンジ状、多孔質の軽石や軽石型火山ガラスが微

量程度含まれている。また、化石片として、貝殻片、有孔虫や珪藻といったものが微量程度

含まれている。鉄との接触部近傍（領域 A、B）では腐食生成物とみられる不透明鉱物が鉱

物等の粒子の間隙を充填する傾向が認められる。 
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図 2.2-32 領域 Aの光学顕微鏡写真（オープンニコル） 

 

 

図 2.2-33 領域 B の光学顕微鏡写真（オープンニコル） 
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図 2.2-34 領域 C の光学顕微鏡写真（オープンニコル） 

 

間隙率は、図 2.2-32 から図 2.2-34 に示した領域 A、B、C の近傍を対象とした画像解析

（Adobe Photoshop Elements を使用）により測定した。測定結果を表 2.2-9 に示す。鉄との接

触部近傍では間隙率が低下する傾向が認められる。 

 

表 2.2-9 間隙率測定結果 

測定箇所 全ピクセル数 間隙のピクセル数 空隙率(%) 

領域 Aの近傍 7,375,872  267,461  3.6  

領域 B の近傍 7,375,872  647,204  8.8  

領域 C の近傍 7,375,872  584,488  7.9  
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2.2.5 ガラス固化体の溶解速度モデルと適用範囲及び安全評価における判断指標 

2.2.2 から 2.2.4 までの検討結果を含めて、これまでに基本構築された現象論や機構論を考

慮したガラス固化体の溶解速度モデルを整理すると、平成 21 年度までに検討した Stage II が

成り立つ環境で適用可能な、マトリクス溶解が抑制された条件で溶解／変質が進行する溶解

速度モデルの適用範囲としては、pH が 11.5 以下の環境で、かつガラス固化体に接触する地

下水中の Mgイオン濃度が 10-3 mol/l を超えない条件が挙げられる。 

平成 23 年度においては、Ca イオンがガラス固化体の溶解／変質に及ぼす影響についての

知見が乏しかったため、Mg イオンと同様にマトリクス溶解を抑制しない働きをもつと仮定

した溶解速度モデルとしていたが、2.1.3 項で示したように、Ca イオンは、Mgイオンとは逆

にガラス固化体の溶解／変質を抑制する効果があることがわかった。 

また、マトリクス溶解が抑制された条件での溶解／変質速度が時間とともに減少すること

については、ガラス固化体表面に形成される変質層中における物質拡散による律速反応の結

果であること等の機構論的裏付けがなされてきたところ(28)などであるが、現時点では、形成さ

れる変質層の長期的な安定性等についての知見が不足していることから、長期にわたって時

間とともに溶解／変質速度が減少する速度式を用いることは適当でないと考える。 

以上をふまえて、我が国の想定される処分環境へ適用可能なガラス固化体の溶解速度モデ

ルの適用範囲や限界・課題を整理し、ガラス固化体の溶出抑制機能に係る安全評価の妥当性

を判断するための指標（以下「判断指標」）とともに表 2.2-10 に示す。 
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表 2.2-10 ガラス固化体の溶出抑制機能に係る安全評価の判断指標（１／２） 

 判断指標 具体的内容 設定と根拠 課題 

初

期

条

件 

【ガラス固化体中

の核種インベン

トリの設定が適

切であること】 

・高レベル放射性廃液中の核種イ

ンベントリは適切に評価され

ているか 

・揮発性核種の残存率は適切に評

価されているか 

リファレンス組

成 

・実ガラス

の特性を

ふまえる 

【ガラス固化体の

表面積の設定が

適切であること】 

・冷間時の割れによるガラス固化

体表面積の増加量の設定が確

からしい、あるいは少なくとも

保守的であることが経験則デ

ータによって裏付けされてい

るか 

幾何学表面積の

10倍 

・実ガラス

の特性を

ふまえる 

【ガラス固化体の

不均質性等をふ

まえた組成の設

定が適切である

こと】 

・目標組成に対する変動範囲やイ

エローフェイズの量など十分

な経験則データに基づいた組

成設定がなされているか 

均質、イエロー

フェイズ無し 

・実ガラス

の特性を

ふまえる 

モ

デ

ル

設

定 

【ガラス固化体組

成や処分環境条

件をふまえて、時

間スケールに応

じた、溶解ステー

ジが適切に設定

されていること】 

・ガラス固化体の

組成の変動範

囲と想定され

る処分環境を

考慮して、ケイ

酸塩の生成に

よるSi消費の

可能性および

その影響が評

価されている

か 

・Siの溶解度制限

固相が評価さ

れているか 

・緩衝材を介した

シリカの拡散

による散逸速

度が評価され

ているか 

（マトリクス溶解が卓越する

Stage Iにおける溶解速度設

定） 

・溶解速度パラメータの設定が確

からしい、あるいは少なくとも

保守側であるか 

[Mg]>10-3Mもし

くはpH>11.5 

：0.013 g/m2/day 

・60℃のMg溶液

中での溶解速

度） 

・Mg ケイ酸

塩や鉄ケ

イ酸塩の

生成や長

期的な溶

解促進効

果の有無 

・実ガラス

の特性を

ふまえる 

（マトリクス溶解が抑制された

Stage IIにおける溶解速度設

定） 

・溶解速度モデルが確からしい、

あるいは少なくとも保守側で

あることが科学的に裏付けさ

れているか 

・特に時間とともに溶解速度が低

下する設定を行う場合は、溶解

速度の律速反応が把握されて

いるか 

・溶解速度モデルをふまえて、溶

解速度パラメータの設定が確

からしい、あるいは少なくとも

保守側であるか 

[Mg]<10-3Mかつ 

pH<11.5 

： 0.0016 

g/m2/day 

・60℃の脱イオ

ン水中での飽

和後の溶解速

度 

・速度は時間と

ともに減少す

るが、一定速

度と設定 

・長期的な

律速プロ

セスの解

明 

・実ガラス

の特性を

ふまえる 
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表 2.2-10 ガラス固化体の溶出抑制機能に係る安全評価の判断指標（２／２） 

 判断指標 具体的内容 設定と根拠 課題 

モ

デ

ル

設

定 

【時間スケールに

応じてガラス固

化体に生じる可

能性のある割れ

による溶解／変

質量への影響が

適切に評価され

ていること】 

・OP 腐食膨張に起因する割れに

よるガラス固化体表面積の増加

量の設定は、少なくとも保守的

であることが機構論的に裏付け

されているか（応力発生の想定

は適切か（応力と割れの発生と

の関係は時間に対して独立か） 

－ 

・現時点では

知見が不十

分 

・各溶解ステージにおけるガラス

固化体の溶解／変質量と割れに

よる表面積増加量との関係が示

されているか 

－ 

・現時点では

知見が不十

分 

【地下水が接触し

浸出が開始する

時間スケールが

適切に設定され

ていること】 

・全面腐食の場合は腐食深さと構

造強度が保てる厚さ、局部腐食

や SCC の場合は腐食深さを考

慮しているか 

4000 年 

・炭素鋼の全面

腐食速度で

110mm 腐食

するまでの

期間 

（OP 腐食形

態判定＆腐

食 速 度 評

価） 

【浸出抑制機能が

著しく損なわれ

る時間スケール

が適切に設定さ

れていること】 

・OPの破壊や腐食膨張により、ガ

ラス固化体の著しい破損が生じ

る時期が評価されているか 

－ 

・現時点では

知見が不十

分 

 



 

 - 2-34 - 

2.2.6 まとめ 

沿岸立地された処分場におけるシナリオで想定される化学環境として、海水成分である Mg

イオンに着目し、ガラス固化体の溶解／変質挙動と溶液中 Mg イオン濃度との関係や、マトリ

クス溶解が抑制された Stage II の状態で Mg イオンが加わった場合におけるガラス固化体の再

溶解の可能性について検討した。また、長期にわたりガラス固化体に接触する可能性のある高

濃度のイオン種として、処分場の支保工などに使用されるセメント系材料を起源とする Ca イ

オンと、OP を起源とする鉄イオンに着目し、ガラス固化体の溶解／変質挙動に及ぼす影響に

ついて検討した。 

Mg イオンを含む溶液中では、ガラス固化体の主構成元素である Si と液中 Mg イオンが化合

し、二次鉱物としてマグネシウムケイ酸塩を生成・析出する反応により Siが消費され、ガラス

固化体のマトリクス溶解が促進される状態が続くことがわかった。ただし、液中 Mg イオンが

枯渇するなどして、いったんガラス固化体の溶解／変質が抑制されて stage IIの状態になると、

ガラス固化体表面に物質移行の障壁となって保護的な働きをする変質層が形成されることから、

再び高濃度の Mg イオンが接触しても、未変質のガラス固化体に比べるとガラス固化体が溶解

／変質しにくくなることがわかった。 

一方、Ca イオンを含む pH＜11.5の溶液中では、Mgイオンとは逆に、ガラス固化体の溶解／

変質を抑制する働きがあることがわかった。この原因としては、ガラス固化体表面に形成され

る変質層中に Ca が取り込まれることによって変質層の保護的な働きが増している可能性が示

唆された。また、pH12程度の Ca 溶液中では、ガラス固化体の溶解／変質にともない生成した

Ca と Si に富む析出層がガラス固化体表面を覆うことによって、その後の溶解／変質を抑制す

る可能性があることも推察された。 

鉄イオンについては、ガラス固化体やベントナイト、地下水中に含まれる成分が共存する系

における鉄ケイ酸塩の生成条件について、25℃～100℃の温度条件での熱力学的検討を行った結

果、地層処分環境においてガラス固化体に接触する地下水特性（pH 及び Eh）を考慮すると、

ガラス固化体と OP の境界付近において、鉄アルミノケイ酸塩や鉄ケイ酸塩の生成反応が長期

的に維持される可能性が示唆された。 

また、ナチュラルアナログデータを用いた検討として、海底遺跡で採取された、鉄と長期間

接触していた砂試料（微量の火山ガラスを含有）を分析した。 

ただし、上述の Ca イオン影響に関する検討結果のように、ケイ酸塩鉱物の生成が直ちにガ

ラス固化体の長期的な溶解促進につながるとは限らないことから、今後、鉄（アルミノ）ケイ

酸塩の生成がガラス固化体の溶解／変質に及ぼす長期的影響について、実験やナチュラルアナ

ログによって確認／判断することや、ガラス固化体の表面に形成される保護的な働きをする変

質層の長期的安定性に関する検討が必要である。そうした確認／判断ができない現時点におい

ては、保守側の考え方に拠れば、ガラス固化体が一定の速度で溶解／変質するものとして溶解

速度を設定すべきと考える。 
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表 2.2-11 ケイ酸塩の生成とガラス固化体の溶解／変質に及ぼす影響 

 

 

また、安全評価におけるガラス固化体の溶出抑制機能評価の妥当性の判断指標の一環として、

これまでに基本構築されたガラス固化体の溶解／変質に係る現象論や機構論を考慮した溶解速

度モデルをベースとした適用範囲や限界を提示した。 

 

  

誘因物質 ケイ酸塩 生成 マトリクス溶解を維持

Na, Al

（ガラス成分など）

スメクタイト ○ No

ゼオライト × （Yes）

Mgイオン
（海水成分など）

Mgケイ酸塩 ○ Yes

セメント成分
（支保工など）

C-S-H（pH>11） ○ No

Feイオン
（OP）

鉄ケイ酸塩
鉄アルミノケイ酸塩

△ ？
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2.3 放射化金属の腐食モデルの作成 

2.3.1 背景と目的 

再処理工程において、使用済燃料は金属製の燃料被覆管に入れられたまま切断され、高濃度

の硝酸で溶かされる。この工程から発生する使用済みの燃料被覆管（ハル）は、圧縮された後

に長半減期低発熱放射性廃棄物（TRU廃棄物）として地層処分される。ハルには放射化によっ

て生成された C-14などの核種が含まれるが、処分後、ハルに地下水が接触しても、ハル内部に

含まれる核種は直ちに溶出することはなく、母材であるジルコニウム系金属（ジルカロイ）の

腐食とともに溶出すると考えられることから、ハルには核種の溶出抑制機能が期待されている。

ハルの溶出抑制機能をふまえた核種放出評価を行うためには、炉内での放射化によって生じた

核種のインベントリ評価に加えて、処分環境におけるジルカロイの腐食速度を評価する必要が

ある。 

ジルカロイの腐食速度について、第 2次 TRU廃棄物処分研究開発取りまとめ（以下「TRU-2

報告書」）(1)では、ジルカロイの腐食試験データをもとにした設定がなされた。すなわち、腐食

反応により発生した水素の 75%がジルカロイに吸収されるものとして、水素ガス放出量の 4倍

から算出された値を金属母材の腐食速度として設定し、腐食は一定速度で進行するものとされ

た。また、核種の溶出については、母材であるジルカロイ中に含まれている核種がジルカロイ

の腐食にともない調和溶解するものと仮定した評価が行われた。 

一方、安全審査において、処分環境におけるジルカロイの腐食速度の設定の妥当性を判定す

るためには、処分環境条件での腐食速度データに加え、科学的裏付けをもつ腐食速度モデルを

構築・整備しておく必要がある。 

平成 22年度(2)は、現象論や機構論を考慮したジルカロイの腐食速度モデルの構築に資するた

め、処分環境で想定される 100℃以下かつ低酸素での条件を対象に、ジルカロイの腐食速度の

測定方法やデータ、腐食速度モデルに関する既往知見を調査・整理した。その結果、100℃程度

以下ではジルカロイの腐食量はきわめて微量であるため、腐食にともない発生する水素ガス量

から腐食方法を算出する方法（以下「水素発生量測定法」）が有効であると判断した。その際、

腐食にともない発生した水素ガスの一部はジルカロイに吸収されることから、信頼性の高い腐

食速度を算出するためには、水素ガスの放出量とジルカロイに吸収された水素量の総和で水素

ガス発生量を求める必要があることがわかった。このような信頼性の高い測定方法を用いて得

られた 100℃程度以下でのジルカロイの腐食速度データ数はきわめて少ないものの、淡水、塩

水及びアルカリ性溶液中における腐食速度は溶液の違いには依存しないことがわかった。また、

いずれの溶液中においても腐食速度は時間とともに低下する傾向が認められた。こうした腐食

速度の低下は、腐食にともないジルカロイ表面に形成される表面皮膜（主として酸化皮膜）が

要因となっていることが推察されたものの、メカニズムに言及した腐食速度モデルは現時点で

は示されていないことがわかった。 

平成 23 年度(3)は、主に原子炉の炉水条件を対象とした 300℃程度の温度域（以下「高温域」）

におけるジルカロイの腐食に関する既往の経験則モデル(4)（図 2.3-1 参照）が、処分環境で想

定される 100℃以下を含む温度条件（以下「低温域」）にも適用可能かどうかを検討するため、

水素発生量測定法によって低温域でのジルカロイの腐食データを取得した。具体的には、80℃、

100℃及び 120℃の条件で、薄片状のジルカロイ試料と脱気した脱イオン水をガラスアンプルに

封入した系で所定の期間静置し、水素ガス放出量と吸収水素量の両方を測定することによって

腐食量を定量した。その結果、いずれの温度においても、ジルカロイの腐食速度は腐食時間と

ともに減少しており、腐食量と腐食時間の立方根との間にほぼ比例関係が認められた。このよ

うな腐食量と腐食時間との関係は、高温域の経験則モデルにおいて「三乗則」と呼ばれている。
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三乗則に基づいて算出した 80℃～120℃の腐食速度定数をアレニウスプロットしたところ、図 

2.3-2 に示すように、高温域での腐食速度定数のほぼ外挿直線上に位置することがわかった図

2.3-2から、低温域での腐食速度定数は高温域に比べて 5桁ほど低いが、腐食メカニズムは同じ

であり、高温域の経験則モデル（三乗則）を低温域にも適用できる可能性が示唆された。 

また、再処理から廃棄態化までの工程においてハルが高濃度の硝酸にさらされ圧縮されるこ

とをふまえて、こうした化学的力学的因子がハルの腐食速度に及ぼす影響について検討し、こ

れらの因子はジルカロイの腐食速度にほとんど影響を及ぼさないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-1 高温域で提唱されている経験則モデルの概略 

 

 

図 2.3-2 三乗則に基づいて算出した 80℃～120℃の腐食速度定数の 

アレニウスプロット 

 

今年度は、沿岸立地された処分場におけるシナリオで想定される化学環境や、ジルカロイの

腐食速度に影響を及ぼす可能性のある因子に着目し、地下水の化学環境（温度、塩分濃度、酸

化還元電位）を変化させた系でジルカロイの腐食データを取得した。これらの結果をふまえて、

経験則モデルの検証を行うとともに、我が国で想定される地化学環境下への経験則モデルの適

用性を検討した。また、現状の知見をふまえて、安全評価に使用可能なジルカロイの腐食速度

モデルについて検討した。 
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2.3.2 経験則モデルの検証 

図 2.3-2に示した高温域でのジルカロイの腐食速度定数は低温域と 5桁程度大きく、かつ高

温域の腐食速度定数は 1970年代までのジルカロイ試料を用いた腐食速度データに基づくもの

である。そこで、高温域の経験則モデルを検証し、低温域に外挿するにあたり、その信頼性を

確認するために、平成 23年度に実施した腐食試験に供したジルカロイ試料と同じ組成の試料(3)

を用いて、やや高温の 180℃での腐食速度データを取得した。 

 

（１）試験方法 

薄片状に成型したジルカロイ-4試料（以下「ジルカロイ試料」）を用い、水素発生量測定法及

び腐食増量測定法によって 180℃における腐食量を定量した。試験に用いたジルカロイ試料の

組成分析結果及び試料作製手順を表 2.3-1と表 2.3-2 に、180℃の脱酸素条件におけるジルカロ

イの腐食量測定方法の概略図及び写真を図 2.3-3にそれぞれ示す。 

このうち腐食増量測定法とは、ジルカロイの腐食に伴い生成する酸化皮膜（ZrO2）の増加重

量からジルカロイの腐食深さ分の重量を差し引いた重量（以下「腐食増量」）を測定することに

よってジルカロイの腐食量を算出する手法である。具体的には、腐食試験前後のジルカロイ試

料（1バッチ分 13枚：表面積＝0.6 dm2）の重量を電子天秤（測定誤差は±0.1 mg）を用いて測

定した。 

水素発生量測定法については平成 23 年度と同様の手法(3)であるが、180℃の試験期間中に圧

力や熱衝撃でガラスアンプルが破損しないよう、SUS 製の耐圧容器（耐圧：10MPa）内に水を

満たし、その中にジルカロイ試料と脱気した脱イオン水を封入したガラスアンプルを静置した。

ガラスアンプルと水を封入した SUS 容器を恒温器に入れて 24 時間かけて 180℃まで昇温した

後、所定の期間静置した。所定の期間経過後、恒温器の温度を 24時間かけて室温まで下げてか

ら SUS 容器を取り出した。その後、SUS 容器からガラスアンプルを取り出し、ガラスアンプル

の気相部の水素ガス量（以下「水素ガス放出量」）を TCD-GC（ガスクロマトグラフ）を用いて

測定した。ジルカロイ試料に吸収された水素量（以下「吸収水素量」）については、不活性ガス

融解ガスクロマトグラフィーを用いて測定した。 

さらに、腐食試験終了後のジルカロイ試料表面について透過型電子顕微鏡（TEM）を用いた

分析を行い、酸化皮膜厚さ、皮膜組成及び結晶構造を調べた。具体的には、収束イオンビーム

加工装置（FIB）を用いてジルカロイ試料表面部分断面の薄膜試料を作製し、酸化皮膜の厚さ

を観察するとともに、EDXを用いて皮膜組成の分析を行った。また、電子線回折によって酸化

皮膜中の酸化物の結晶化状態（t-ZrO2、 m-ZrO2、アモルファスなど）を分析した。 
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表 2.3-1 試験に用いたジルカロイ-4の組成分析結果 

単位：wt% 

 

元素 
ASTM UNS R60804 

分析値 
下限 上限 

Sn 1.20 1.70 1.29 

Fe 0.18 0.24 0.20 

Cr 0.07 0.13 0.11 

O - - 0.12 

Al - 0.0075 <0.005 

B - 0.00005 <0.00002 

Cd - 0.00005 <0.00005 

Ca - 0.0030 <0.001 

C - 0.027 0.014 

Co - 0.0020 <0.002 

Cu - 0.0050 <0.005 

Hf - 0.010 <0.005 

H - 0.0025 0.0008 

Mg - 0.0020 <0.001 

Mn - 0.0050 <0.005 

Mo - 0.0050 <0.005 

Ni - 0.0070 <0.005 

Nb - 0.0100 <0.005 

N - 0.0080 0.0022 

Si - 0.0120 0.01 

W - 0.010 <0.005 

Ti - 0.0050 <0.005 

U - 0.00035 <0.0001 
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表 2.3-2 試験に用いたジルカロイ試料の作成手順 
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図 2.3-3 180℃の脱酸素条件でのジルカロイの腐食量測定方法の概略図と写真 

 

（２）結果と考察 

腐食試験終了後のジルカロイ試料表面についての TEM 観察結果、TEM－電子線回折結果及

び TEM-EDX分析結果をそれぞれ図 2.3-4(a)～(c)に示す。図 2.3-4から、高温域や 80℃～120℃

の温度域と同様に 180℃の条件においてもジルカロイ表面に酸化皮膜が形成されていること、

酸化皮膜は ZrO2の結晶構造を有していることが確認できた。 
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試験溶液：脱気した脱イオン水
雰囲気 ：窒素（酸素＜0.1ppm）
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― 

(a) 腐食試験後の Zry-4試料の TEM 観察結果 

a 部拡大 

b 部拡大 c 部拡大 

d 部拡大 
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(b) 腐食試験後の Zry-4試料の TEM－電子線回折結果 
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(c) 腐食試験後の Zry-4試料の TEM-EDX 分析結果 

図 2.3-4 180℃脱酸素条件で 121 日間腐食させたジルカロイ試料表面についての 

TEM 観察結果、TEM－電子線回折結果及び TEM-EDX分析結果 
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水素発生量測定法で定量した水素発生量と、腐食増量測定法で定量した腐食増量から換算した

ジルカロイ試料の腐食深さと腐食時間の関係を図 2.3-5(a)と(b)にそれぞれ示す。図 2.3-5(a)と

(b)より、測定方法による差はほとんど認められない。一般的に、腐食増量測定法は水素発生量

測定法に比べて検出下限値が高いため、腐食増量が比較的多い高温域でのジルカロイの腐食量

の定量に用いられる方法であるが、今回の結果から、180℃においても比較的信頼性の高い定量

が可能であることがわかった。 

また、図 2.3-5(a)から、水素発生量の総量のうち吸収水素量の割合は試験期間を通して 34～

44％であることがわかる。平成 23年度に実施した 80℃、100℃及び 120℃の条件では、水素発

生量のうちそれぞれ約 75％、75％、70％の水素がジルカロイに吸収されていた。さらに、既往

研究(5)における 30℃での吸収水素量は約 90％であることから、温度が高いほど吸収水素量の割

合が低下する傾向が見られる。 

 

図 2.3-5 (a) 水素発生量測定法と、(b) 腐食増量測定法による 180℃の脱酸素条件での 

ジルカロイ試料の腐食深さ（腐食量）と時間の関係 

吸収量換算 

 

放出量換算 
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図 2.3-5(a),(b)に示した腐食深さと腐食時間の立方根との関係を図 2.3-6 に示す。同図には、

各測定法に係る誤差範囲を示す。このうち、水素発生量測定法については水素ガス放出量の定

量における水素ガス濃度の誤差に加えてジルカロイ試験片の表面積の誤差を考慮した。また、

腐食増量測定法については重量測定における重量差の誤差に加えてジルカロイ試験片の表面積

の誤差を考慮した。図 2.3-6 の水素発生量測定法から換算した腐食深さに着目すると、概ね原

点を通る直線上に整理できることから、180℃においても三乗則で整理可能であることがわかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-6 180℃脱酸素条件でのジルカロイ試料の腐食深さと腐食時間の立方根との関係 

 

次に、三乗則に基づいて算出した 180℃の腐食速度定数をアレニウスプロットした結果を図 

2.3-7に示す。図 2.3-7より、180℃の腐食速度定数は高温域での腐食速度定数のほぼ外挿直線上

に位置していることから、高温域に比べてより低温域に近い温度である 180℃の条件において

も、ジルカロイの腐食メカニズムは高温域と同じである可能性が示唆された。これにより、今

回腐食試験に用いたジルカロイ試料は平成 23 年度に実施した腐食試験に供したジルカロイ試

料と同じ組成のものであることをふまえると、1970 年代までのジルカロイの腐食データに基づ

く高温域の経験則モデルを低温域に外挿するにあたり、その信頼性を確認することができた。 

■ 水素発生量測定法 

□ 腐食増量測定法 
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図 2.3-7 三乗則に基づいて算出した 80℃～120℃及び 180℃の 

ジルカロイの腐食速度定数のアレニウスプロット 

 

2.3.3 NaCl溶液中での腐食試験 

沿岸立地された処分場におけるシナリオで想定される化学環境のうち、ジルカロイの腐食速

度に影響を及ぼす可能性のある因子として塩分濃度に着目し、NaCl 成分がジルカロイの腐食に

及ぼす影響の有無やその程度を実験的に確認した。 

具体的には、NaCl 溶液を用いて昨年と同様の腐食試験を行い、ジルカロイ腐食への影響の有

無を確認した。腐食試験は、低酸素雰囲気下の NaCl 溶液中で最大約 121 日間のガス蓄積型浸

漬腐食試験方法を実施した。2.3.2 (1)に示した水素発生量測定法を用いて、1.0 mol/l の NaCl溶

液中でのジルカロイ試料の腐食試験を実施した。 

 

（１）試験方法 

2.3.2（１）に示した水素発生量測定法を用いて、80℃の脱酸素条件において 1.0 mol/l の NaCl

溶液中でのジルカロイ試料の腐食試験を実施し腐食量を定量した。 

 

（２）結果と考察 

水素発生量から換算した腐食深さと腐食時間の立方根との関係を図 2.3-8 に示す。同図には、

水素ガス放出量及び吸収水素量の定量に係る誤差を考慮した誤差範囲を示す。このうち、水素

ガス放出量の定量に係る誤差については、水素ガス濃度の誤差に加えてジルカロイ試験片の表

面積の誤差も考慮した。また、図 2.3-8 には、平成 23年度に得られた脱酸素条件の脱イオン水

中での腐食深さも併記している。 

  図 2.3-8より、80℃の脱酸素条件の脱イオン水中でのジルカロイの腐食量は、同じ温度の脱

酸素条件の NaCl溶液中での腐食量の誤差範囲内であり、塩分濃度（Na イオン、塩化物イオン）

は、温度ほどはジルカロイの腐食に有意な影響を及ぼさないことがわかった。 

 

 

 

高温域 

180℃ 

80～120℃ 
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図 2.3-8 80℃～120℃までの脱酸素条件での脱イオン水中及び 80℃の脱酸素条件での 

NaCl溶液中におけるジルカロイ試料の腐食深さと腐食時間の立方根との関係 

 

 

2.3.4 大気平衡条件での腐食試験 

ジルカロイの腐食速度に影響を及ぼす可能性のある因子として酸化還元電位に着目し、大気

平衡条件でのジルカロイの腐食試験を行い、酸素の存在がジルカロイの腐食に及ぼす影響の有

無やその程度を確認した。 

 

（１）試験方法及び予備試験 

2.3.2（１）に示した水素発生量測定法及び腐食増量測定法を用いて、ジルカロイ試料の腐食

試験を実施し、腐食量を定量した。ガラスアンプル中には、ジルカロイ試料と大気平衡の脱イ

オン水及び空気（酸素濃度 20 %）を封入し、80℃、100℃及び 120℃の恒温器中で静置した。

このうち 120℃のものは、試験期間中に圧力や熱衝撃でガラスアンプルが破損しないように、

180℃における試験と同様の SUS 製の耐圧容器内に水を満たし、その中に密封したガラスアン

プルを静置した。 

この際、ジルカロイ試料の腐食に伴い溶存酸素が消費されることによって気相中の酸素濃度

が低下し、試験期間をとおして溶存酸素濃度条件が変化してしまうことが想定される。一方、

ジルカロイ試料の表面積（試験片の枚数）を少なくすれば、溶存酸素の消費量は抑えられるも

のの、トータルの腐食量も少なくなるため腐食重量の測定が困難となる（電子天秤の測定精度

が±0.1 mg であることから重量増加が 0.3 mg 以上であることが望ましい）。そこで、まず 80℃

と 120℃の温度条件で短期間の予備試験を実施し、各温度条件における腐食増量から酸素消費

量を大まかに把握した。この結果をふまえて、各温度条件に応じて、気相の体積とジルカロイ

試料の表面積（試験片の縦×横の長さと枚数で調整）を調整し、いずれの条件においても試験

期間をとおして以下の条件を満たすようにして試験を実施した。 

・80℃において 25日間の重量増加が測定可能となる試験片枚数（表面積）とする。 

・120℃において 121 日間腐食しても、酸素濃度の減少が 10%程度未満となる気相部の体積

を確保する。 

● 120℃／DIW 

▲ 100℃／DIW 

◆ 80℃／DIW 

◆ 80℃／NaCl 
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（２）結果と考察 

脱酸素条件（酸素濃度≦0.1 ppm）の脱イオン水中においては水素ガスが検出されたが、大気

平衡条件（酸素濃度約 20 vol%）では、80℃、100℃及び 120℃の温度条件において水素ガス量

は定量下限値以下（≦2.1×10-3 cm3）であった。 このため、腐食重量測定法で得られたデータ

に基づきジルカロイ試料の腐食深さを算出した。 

各温度における大気平衡条件での腐食深さと腐食時間の立方根との関係を図 2.3-9 に示す。

同図には、重量測定に係る誤差を考慮した誤差範囲を示す。この重量測定に係る誤差について

は、重量差の誤差に加えてジルカロイ試験片の表面積の誤差も考慮した。また、図 2.3-9には、

平成 23 年度に水素発生量測定法により得られた脱酸素条件の脱イオン水中での腐食深さも併

記している。図 2.3-9 より、いずれの温度においても、大気平衡条件では、脱酸素条件に比べ

てジルカロイの腐食深さが大きくなる傾向が認められるものの、平成 23年度に得られた脱酸素

条件のような腐食深さの時間依存性は認められない。また、80℃及び 100℃の条件については

温度依存性も認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.3-9 80℃～120℃までの大気平衡条件（酸素あり）及び脱酸素条件（酸素なし）の 

脱イオン水中におけるジルカロイ試料の腐食深さと腐食時間の立方根との関係 

120℃ 

●：酸素あり（腐食重量測定法） 

●：酸素なし（水素発生量測定法） 

100℃ 

▲：酸素あり（腐食重量測定法） 

▲：酸素なし（水素発生量測定法） 

80℃ 

◆：酸素あり（腐食重量測定法） 

◆：酸素なし（水素発生量測定法） 

 

120℃ 100℃ 

80℃ 
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図 2.3-10 は、脱酸素条件の結果も含めた 80～180℃までの温度条件において、腐食重量測定

法で得られたデータに基づくジルカロイ試料の腐食深さと、水素発生量測定法で得られたデー

タに基づく腐食深さとの関係を示す。図より、180℃の条件においては、腐食重量測定法から得

られる腐食深さは水素発生量測定法の結果と良い相関性を示し、傾き約 1 の直線を形成してい

るが、180℃の条件に比べてジルカロイ試料の腐食量が少ない 120℃以下の温度条件においては、

腐食重量測定法による腐食深さの値は大きくばらついていることがわかる。このことから、ジ

ルカロイの腐食量が少ない場合には、上述の重量差の誤差及びジルカロイ試験片の表面積の誤

差として、ここで評価している以上に誤差が存在していることを示唆するものである。 

以上のことから、本試験において腐食重量測定法により得られた結果からは、大気平衡条件

におけるジルカロイの腐食メカニズムについての議論を行うことはできないものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3-10 80℃、100℃、120℃及び 180℃において、水素発生量測定法及び 

腐食重量測定法で得られたデータに基づくジルカロイ試料の腐食深さの関係 

 

 

2.3.5 安全評価に使用可能な腐食速度モデルの検討 

図 2.3-1に示した高温域の経験則モデルによると、ジルカロイの腐食増量が約 30 mg/dm2（腐

食深さ約 1.3 m）まで腐食して酸化皮膜が厚くなると遷移することが観察されており(1)(6)、そ

れまでの間は三乗則に沿って腐食が進行する。この経験則モデル（三乗則）が長期評価にも使

用可能であるとして、今年度までに得られた低温域での腐食速度定数を用いて計算すると、遷

移が生じる腐食量に達するまでに、120℃では約 7万年、80℃では約 60万年かかる。一方、TRU-2

報告書(1)ので設定された腐食速度で計算すると、約 1.3 mの腐食深さに達するまでの期間は数

十年後であることから、TRU-2報告書での腐食速度設定は非常に速い設定であると言える。 

しかしながら、数千年あるいは数万年といった長期の安全評価におけるジルカロイ腐食速度

の設定が確からしい、あるいは少なくとも保守側であるかどうかを判断するためには、数年程

度の試験で得られた経験則モデルを単に長期に外挿するだけでは不十分であり、機構論的な裏

付けを要する。すなわち、腐食速度の律速プロセスを含めた腐食メカニズムを明らかにする必

要があり、そうしたプロセスが変わるような環境変化がない限りは長期に外挿することが可能

■：180℃ 

●：120℃ 

▲：100℃ 

◆：80℃ 
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となる。ここでは、ジルカロイの律速プロセスの検討にあたって重要と考えられる酸化皮膜中

の物質移行について考察した。 

 

（１）ジルカロイの酸化 

脱酸素条件の溶液中における酸化剤は水であり、このような条件での金属の腐食速度を律速

する可能性があるものとしては、金属の溶解速度、金属と酸素（O）の反応速度、水の分解に

よる Oの生成速度、Oもしくは金属イオンの酸化皮膜中の拡散（あるいは伝搬）速度といった

ものが挙げられる。 

ジルカロイの主要元素であるジルコニウム（Zr）の安定性は「酸化物（ZrO2）＞金属（Zr）

＞イオン（Zr4+）」の順番で高く、 Zr4+としては最も不安定であることから、Zr はイオンとして

は移動せず、その場に O が来ると金属から直ちに酸化物になる。O を含む化学種等としては、

水分子（H2O）、オキソニウムイオン（H3O
+）、水酸化物イオン（OH-）、酸素イオン（O2-）、酸

素分子（O2）などが挙げられるが、いずれであっても、Zr はその場に存在する Oで酸化物とな

る。また、その場で酸化物になることで高密度化を生じ、さらに O が動きにくい状態となる。

このような特性から、金属イオンが動きやすい銅（Cu）、亜鉛（Zn）、ニッケル（Ni）などより

も Zr の腐食速度は小さい。したがって、上に挙げた金属の腐食速度を律速する可能性のあるも

ののうち、金属の溶解速度、金属と Oの反応速度、金属イオンの酸化皮膜中の拡散（あるいは

伝搬）速度については、ジルカロイの腐食における律速プロセスではないものと考えられる。 

また、水の分解による Oの生成速度が律速プロセスであるとすると、ジルカロイの腐食速度

が時間とともに低下することを説明できない。 

以上のことから、ジルカロイの律速プロセスを考える上では、酸化皮膜中の Oの拡散（ある

いは伝搬）が重要であると考えられる。 

 

（２）Oの拡散種 

（１）に上述したように、Oを含む化学種等としては、H2O、H3O
+、OH-、O2-、O2などが挙

げられる。これらのうち、高温域においては、ジルカロイの酸化皮膜中の Oの拡散（伝搬）種

は O2-であることが提唱されているが(7)、O2-ではなく H2O として O が酸化皮膜中を拡散してい

る可能性も考えられる。O2-及び H2Oが拡散種とした場合に類推される種々の事象を表 2.3-3に

整理した。ただし、いずれも現時点では仮説の域を脱しておらず、検証を要する。 

また、図 2.3-6 に示した三乗則に基づいて算出した 80℃～180℃の脱酸素条件におけるジル

カロイの腐食速度定数のアレニウスプロットは、100℃と 120℃を境界に若干傾きが異なってい

る。このことから、例えば、100℃と 120℃を境界に、高温側では表 2.3-3 の①が、低温側では

②のメカニズムが卓越している可能性も考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 2-52 - 

表 2.3-3 ジルカロイの酸化皮膜中における酸素（O）の拡散種についての仮説 

 

 

（３）三乗則となる理由 

物質の腐食は関係する成分の拡散で律速されるという説が有力であり、それがあてはまるな

らばジルカロイの腐食量は腐食時間の平方根に比例（以下「放物線則」）して進行するはずであ

る。 

したがって、三乗則となる理由としては、例えば、放物線則のステージから、酸化皮膜が緻

密なものに変化していく段階であることなどが考えられる。すなわち、酸化皮膜の厚さの成長

に加えて、酸化皮膜の緻密化にともない Oの拡散係数が低下した結果、見かけ上三乗則が観察

されるというものであるが、低温域のみならず高温域においてもジルカロイの腐食が三乗則に

従って進行するメカニズムは明らかになっていない。 

また、本研究で得られた低温域におけるジルカロイ腐食深さ⊿L と腐食時間 t との関係は、

定数 A として(2.3-1)式に示す三乗則でよく整理できるが、(2.3-2)式に示す放物線則からも大き

く乖離しない。これらのことは今後の腐食メカニズムの解明において留意すべき点と考える。 

3

1

tAL   
(2.3-1) 

2

1

tAL   
(2.3-2) 

（２）及び（３）項で述べたように、現状では低温域におけるジルカロイの腐食速度の律速

プロセスを含めた腐食メカニズムは明らかになっていない。また、地層処分されるハルは高温

の炉水中で腐食が進行した被覆管であり、水素を吸収して脆化していることも想定され、本試

験で使用した“新品”のジルカロイとは性状が異なる。したがって、ハルの腐食速度評価を行

う際にはこうした炉水中での履歴を考慮することも必要である。 

これらをふまえると、現状では経験則モデルをそのまま安全評価に使用することは不適と考

える。 

 

2.3.6 まとめ 

1970 年代までのジルカロイの腐食データに基づく高温域の経験則モデルを低温域に外挿す

るにあたり、その信頼性を確認するために、平成 23 年度に実施した腐食試験に供したジルカロ

イ試料と同じ組成の試料を用いて、やや高温の 180℃での腐食速度データを水素発生量測定法

①O2- の伝搬が支配的（高温域での知見） ②H2Oの拡散が支配的

ソース 酸化皮膜／水界面でのH2Oの分解／解離 液中に豊富にある

酸化皮膜の特徴
ほぼ完全なZrO2結晶で
H2Oが入り込む余地なし

H2Oが入り込めるほどの
空隙がある

金属表面への
拡散種の移動

ZrO2結晶内（O2--Zr4+-O2-）でO2-が熱運動して
隣のZr4+に飛び移る（アニオン空孔の伝搬）

酸化皮膜中の細孔拡散

酸化皮膜中の
酸素濃度

プロファイル
酸素の濃度勾配はない

外表面だけがZrO2で
その内側にはZrOx

(0<x<2)が分布

Zrとの反応で
余る電子（e-）

その場にH+はおらず、余ったe-は電流を生じて
酸化皮膜／水界面でH+を得てH2に

その場で反応するので
余らない

水素の発生場所 酸化皮膜／水界面 ZrOxが酸化される現場
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及び腐食増量測定法によって取得した。その結果、180℃の腐食速度定数は高温域での腐食速度

定数のほぼ外挿直線上に位置していたことから、高温域に比べてより低温域に近い温度である

180℃の条件においても、ジルカロイの腐食メカニズムは高温域と同じである可能性が示唆され

た。これにより、経験則モデルの信頼性を確認することができた。 

また、沿岸立地された処分場におけるシナリオで想定される化学環境やジルカロイの腐食速

度に影響を及ぼす可能性のある因子として塩分濃度と酸化還元電位に着目し、NaCl 成分や溶存

酸素がジルカロイの腐食に及ぼす影響の有無やその程度を上述の腐食試験法を用いて確認した。

その結果、NaCl 成分は、温度ほどはジルカロイの腐食に影響を及ぼさないことがわかった。一

方、有意な溶存酸素が存在する大気平衡条件における 80℃～120℃での 121 日間までの範囲に

おけるジルカロイの腐食量の範囲は、脱酸素条件とは大きく異ならないことが確認できた。 

経験則モデルを安全評価に使用するためには、数千年あるいは数万年といった長期における

ジルカロイ腐食速度の設定が確からしい、あるいは少なくとも保守側であるかどうかを判断す

ることが必要であり、そのためには、腐食速度の律速プロセスを含めた腐食メカニズムを明ら

かにすることが不可欠である。低温域におけるジルカロイ腐食の律速プロセスとなっている可

能性の高い因子としては、ジルカロイ表面に形成される酸化皮膜の構造や酸化皮膜中の酸素の

拡散が挙げられるが、現状では明らかになっていない。加えて、地層処分されるハルの腐食速

度評価を行うために必要な、炉水中での履歴による腐食への影響についても十分把握されてい

ない。以上のことから、現状では経験則モデルをそのまま安全評価に使用することは不適と考

える。 

今後、酸化皮膜中における Oの拡散種の同定や、密度や間隙率といった酸化皮膜の構造分析

をすすめ、低温域におけるジルカロイの腐食速度を律速するプロセスを明らかにしていくこと

が必要である。  
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2.4 オーバーパックの腐食モデルの作成 

2.4.1 全体概要 

オーバーパック（OP）の閉じ込め性能を評価するためには、処分環境下での腐食進展量評価

が必要である。OPの候補材料である炭素鋼の腐食進展速度は腐食形態によって大きく異なり、

腐食形態は溶液組成や pH、溶存酸素濃度等に依存することが知られている。したがって、OP

の性能評価にあたっては、OP近傍における地下水環境条件の変遷を適切に評価するとともに、

環境条件に応じた腐食形態や各腐食形態における腐食進展速度を設定する必要がある。 

平成 24年度は、局部腐食判定モデルについて、実際の処分環境で想定される温度、地下水化

学環境下（淡水、塩水、酸化還元状態）を考慮した室内実験を行い、昨年度までに未検証とな

っていた条件での検証を行うとともに、当該モデルの改良を行うことによって処分環境で適用

できるようにした。全面腐食速度に関しては、炭素鋼の腐食試験データを取得して、腐食性と

表面皮膜の保護性に及ぼす温度の影響を整理し、炭素鋼の水素脆化の起因となる水素吸収挙動

についての実験的検討を行うとともに、炭素鋼の表面に生成する腐食生成物中の水の拡散が腐

食速度を律速すると仮定した新たな腐食速度モデルを提案した。また、高 pH環境における SCC

に関しては、割れ感受性に及ぼす温度の影響を調べるとともに、全面腐食速度モデルについて

は、炭素鋼の腐食試験データを取得して、腐食性と表面皮膜の保護性に及ぼす温度の影響を整

理し、炭素鋼の水素脆化の起因となる水素吸収挙動についての実験的検討を行った。これらに

加えて、炭素鋼以外のオーバーパック候補材の腐食現象についての検討も実施した。以下に本

年度の実施項目の詳細について記す。 

 

2.4.2 局部腐食判定モデルの適用性確認 

（１）はじめに 

オーバーパックの候補材料である炭素鋼は、処分環境では全面腐食が支配的な腐食形態と考

えられているが、炭素鋼が不動態化した場合には進展速度が速い局部腐食が生起しやすくなり

オーバーパックの腐食寿命に影響を及ぼすことが考えられる。原子力研究開発機構では、本受

託事業において既往の公開文献データに基づいた局部腐食発生条件判定のための経験則モデル

（局部腐食判定モデル）を作成した。 

平成 22年度及び平成 23 年度は、炭素鋼試験片の自然浸漬試験及び試験後試験片の表面観察

を行うことにより、炭素鋼の腐食形態（全面腐食／不動態化）を判断し、局部腐食判定モデル

による判断結果と比較することにより本モデルの適用性を確認した。その結果、大気平衡相当

の高い酸素濃度条件では比較的良く一致したが、低溶存酸素濃度の特に塩化物イオン濃度が高

い条件において判断結果が一致しない傾向が見られた。また、昨年度に実施した試験結果の一

部には、不動態皮膜破壊が観察されているため電位が活性態-不動態電位領域にあり不動態化し

ていない可能性も考えられた。 

平成 24年度は、アノード分極試験を実施することにより、平成 23年度に実施した浸漬試験

において皮膜破壊が観察された条件に対する腐食形態の判定を確定するとともに、これまでの

試験結果を踏まえてモデルの改良を実施した。 

 

（２）昨年度の結果 

昨年度実施した浸漬試験において、皮膜破壊が観察された溶液条件（炭酸塩(C)濃度 0.1mol/l、

塩素(Cl)濃度 0.1mol/l、酸素を 0.2%含む窒素ガス吹き込み条件）に対する試験片の自然電位の

経時変化を図 2.4-1に示す。試験前 pH=9.6 が皮膜破壊が観察された条件である。この条件にお

ける 10,000 分経過後の自然電位は約-500mV vs. SCE 程度で、試験後の pH は 10.4であった。 
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図 2.4-1 自然電位の経時変化（平成 23 年度実施） 

 

（３）アノード分極試験 

アノード分極試験とは、外部電源装置を用いて溶液中に浸漬された試験片の電位を制御する

ことにより、試験片の溶解電流（以下、アノード電流）に対する電位依存性を調べる試験であ

る。 

試験片の平衡電位付近においては、電位の上昇につれアノード電流は増加する。アノード電

流がある電位より貴側になると減少する挙動が見られた場合、その電位において不動態皮膜が

形成されたことを意味する。この場合に当該試験溶液条件において試験片は不動態化する可能

性がある(1)。試験片の自然電位とアノード分極試験の挙動を調べることにより、試験片の不動

態化の判断が可能である。昨年度実施したように、自然電位が明瞭に貴化した場合には表面観

察との併用で不動態化を判断することも可能であるが、全面腐食と不動態の境界付近や皮膜破

壊や局部腐食が観察された場合などにおいては上記の方法では難しい場合もあるため、アノー

ド分極試験を併用することにより炭素鋼の不動態化を判断する。 

以下、本年度実施したアノード分極試験の条件を示す。 

 

① アノード分極試験条件 

A. 試験片 

炭素鋼試験片として、JIS G3106 SM400B（C:0.14, Si:0.22, Mn:1.12, P:0.0016, S:0.004 mass%）

を用いた。この材料より 10×10×1mm の寸法の試験片を切り出し、一方の面にリード線を取

り付けた。これをエポキシ樹脂に埋め込み、リード線と反対側の面をエメリー#800湿式研磨に

て仕上げ、表面をエタノールで脱脂後、蒸留水で洗浄した。 

 

B. 試験条件 

（２）に示した溶液条件に対するアノード分極試験を実施した。pH条件は、試験前の pHに対

応する pH=9.6、pH=10.3、pH=11.9 の 3 条件とした。電位走査速度は既往の試験条件(2)と同様の

20mV/min とした。照合電極は飽和カロメル電極(SCE)として、以後は SCEに対する電位差を電

位と呼ぶこととした。 
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② 試験結果及び腐食形態の判定 

アノード分極試験結果を図 2.4-2に示す。pH＝9.6,10.3,11.9 すべてに対して、アノード電流密

度はピークを形成した後低下している。低下した後再び上昇するのは、局部腐食が発生してい

ることを意味する。図 2.4-1に示した自然浸漬試験の開始から 10,000分経過後の電位約-500 mV 

vs. SCE における電流密度は、ピーク電流に対して低下しており不動態化している電位領域であ

ることが判断できる。 

 

 

図 2.4-2 アノード分極試験結果（炭酸塩濃度 0.1mol/l、塩素濃度 0.1mol/l） 

 

（４）局部腐食判定モデルの改良 

本年度実施したアノード分極試験及び平成 22年度～平成 24 年度に実施した浸漬試験の結果

をまとめると表 2.4-1 のようになる。その結果、溶存酸素濃度が低くかつ塩素濃度が高い条件

の場合不動態化する pH の領域を狭くとる結果となった。そこで、当該モデルを処分環境で適

用できるよう、酸素濃度が大気平衡相当の 1/100以上の濃度の下で、pH≧9.8 の条件では必ず局

部腐食が起きるものと判定し、局部腐食の進展量を評価することとした。大気平衡相当の 1/100

以下の濃度の酸素が含まれる場合には、従来の評価と同様に 1/100 の値を用い、経験式から算

出された pHdとオーバーパック近傍の pHとの比較により局部腐食発生条件を判定する。 

次に、酸素が含まれない場合を考える。この場合、炭素鋼の腐食反応におけるカソード反応

は、水の還元反応が支配的となると考えられる。水の還元反応の平衡電位をネルンストの式(3)

により計算し SCEに対する電位差に換算すると、pH=12、温度 60℃において-1100mV vs. SCE

程度と非常に小さく、アノード分極曲線とカソード分極曲線との交点の電位で決まる自然電位

は、不動態が観察される電位領域まで上昇せず、無酸素条件では全面腐食で進行すると考えら

れる。そこで、局部腐食判定モデルでは、無酸素条件の場合は必ず全面腐食が生起する判定と

する。 
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表 2.4-1 浸漬試験結果及びモデル計算結果一覧（炭酸塩濃度 0.1mol/l の条件） 

 

 

（５）まとめ 

平成 24年度は、平成 23年度に実施した自然浸漬試験により皮膜破壊が観察されたC=0.1mol/l、

Cl＝0.1mol/l の条件に対して、アノード分極試験を行うことにより腐食形態を確定した。その

結果、試験後の自然電位約-500mV vs. SCE はアノード分極試験において不動態化していること

を確認することが出来た。モデル計算の結果は、昨年度の報告で示したように pH=11.4 以上に

おいて自己不動態化し局部腐食の発生条件を満たすので、モデル計算が不動態化する領域を小

さくする結果となり、適用範囲外となる。そこで、当該モデルを処分環境で適用できるよう、

酸素濃度の条件が大気平衡相当の 1/100 以上の下で、pH≧9.8 の場合は必ず局部腐食が進行し、

無酸素の場合は全面腐食が生起する評価とした。 

 

2.4.3 炭素鋼の全面腐食速度と水素吸収に及ぼす温度の影響 

一般に、炭素鋼の腐食速度は高温ほど大きく、地層処分環境を想定した条件についても腐食

速度の温度依存性に基づいてアレニウス型の式により近似した例(4)(5)等がある。しかし近年、緩

衝材を模擬した圧縮ベントナイト中の長期データが拡充され、浸漬初期における腐食速度は高

温のほうが大きいものの、長期的（数年以上）には温度の低い条件のほうが高温下よりも大き

くなる現象が確認されている(6)。その原因として、低温下では高温下よりも皮膜の保護性が劣

るためと推察されている。処分環境においてニアフィールドの温度は地温付近まで経時的に低

下すると予想され、このような温度の低下に伴って耐食性が長期的に低下する可能性もある。

また、腐食速度が低下しない場合、腐食に伴って発生する水素の吸収量が増加し、濃度によっ

ては水素脆化を生じる恐れがある。そこで緩衝材共存下における炭素鋼の腐食速度および水素

吸収量に及ぼす温度の影響、特に低温条件での挙動を明らかにすることを目的とする。 

 

（１）試験方法 

① 試験片 

炭素鋼試験片として、JIS G3106 SM400B（C:0.14, Si:0.22, Mn:1.12, P:0.0016, S:0.004 mass%）

を用いた。この材料より 30×30×2mm の寸法の試験片を切り出し、エメリー#800 湿式研磨に

て仕上げ、表面をエタノールで脱脂後、蒸留水で洗浄した。 

② 試験条件、試験方法 

試験溶液として既往のデータ(6)(7)との比較の観点から人工海水を用い、ASTM D1141-98(2003)

溶存酸素濃度
炭酸塩濃度

(mol/l)
塩素濃度
(mol/l)

不動態が
観察されたpH

モデル計算から
判断した不動態化

するpH領域

1E-04 pH≧9.8 pH≧7.0

1E-01 pH≧10.2 pH≧8.6

1E-04 pH≧10.5 pH≧8.1

1E-01 pH≧10.2 pH≧9.8

1E-04 pH≧10.8 pH≧9.5

1E-01 pH≧10.4 pH≧11.1

1E-01

大気平衡相当

大気平衡相当の
1/10

大気平衡相当の
1/100
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に準拠して調製した。ただし，下記の主要成分のみとし，微量成分は添加しなかった。 

 

NaCl(24.53 g/l)，MgCl2(5.20 g/l)，Na2SO4(4.09 g/l)，CaCl2(1.16 g/l)，KCl(0.695 g/l)，NaHCO3(0.201 

g/l)，KBr(0.101 g/l)，H3BO3(0.027 g/l)，SrCl2(0.025 g/l)，NaF(0.003 g/l) 

 

緩衝材にはベントナイト（クニゲル V1）に 30mass%のケイ砂を混合したものを用い、乾燥

密度 1.6ｇ/cm3に圧縮成型した。緩衝材は図 2.4-3に示すように大気下でチタン製の試験カラム

に充填したのち、酸素濃度 1ppm 以下に制御された窒素雰囲気のグローブグローブボックスに

搬入し、グローブボックス内で真空引きと窒素置換を 3 回以上繰り返した。更に 24 時間以上

1torr 以下の減圧下に静置し、再び窒素ガスで置換した。試験溶液についてもグローブボックス

内のガスを 24 時間以上通気して溶存酸素を除去した。試験温度は 30、40、50℃にてそれぞれ

行った。所定期間終了後、試験片を試験カラムから取出し、腐食量測定用の試験片（3 個）に

ついては5％クエン酸水素2アンモニウム溶液を用いて10mA/cm2の電流密度のカソード分極下

で脱錆処理を行った。次に試験片の重量を測定し，あらかじめ測定した試験前の重量との差か

ら重量減少量を算出し，試験片表面積より平均腐食量を算出した。皮膜分析用の試験片（1個）

については XPS による腐食生成物の分析を行った。 

 

 

図 2.4-3 緩衝材中における浸漬試験用カラムの模式図 

 

浸漬期間は 30 日，90 日，1 年，3 年，5 年とした。昨年度までに 1 年までの結果（50℃1 年

除く）を報告した。本年度は 50℃にて 1年間の試験の取り出しを行った。また，既往の研究で

取得されたより高温下でのデータ（160℃まで）と比較するため，圧力条件をその試験に準じた

条件（全圧 0.7MPa となるよう，窒素ガスにて加圧）でも試験を実施した（期間：30日、90日、

1 年）。 

水素量の測定は次のように行った。浸漬後試料を約 5×30×2mmの大きさに切断し，試料表面

の腐食生成物を除去するため表面をエメリー#800 にて研磨した。次にアセトン洗浄，乾燥を行

った後に水素抽出曲線の測定を行った。水素抽出曲線の測定条件は以下のとおり。 

・温度範囲：室温～600℃ 

・昇温速度：12 ℃/min 

・雰囲気：アルゴンガス(1L/min) 
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・水素分析方法：API-MS 法 

得られた水素抽出曲線より，室温～250℃の温度で抽出された水素を拡散性水素とみなし，吸

収水素量を評価した。本年度は浸漬期間 10日および 90日間の試料について水素量測定を行っ

た。 

 

（２）試験結果と考察 

① 試験片外観と腐食生成物 

試験後試験片の外観を図 2.4-4 に示す。試験後試験片にはいずれも均一な全面腐食が観察さ

れた。また、金属素地が見えており、厚い皮膜は形成されていない。 

XPS による表面の分析結果を図 2.4-5 に示す。Fe2p のスペクトルでは，30℃および 40℃では

Fe(II)を示唆するサテライトピークが認められたが，50℃では明瞭ではない。また，O1s のスペ

クトルより、30℃，40℃では炭酸塩または水酸化物系と推察されるピークが確認され，50℃で

は酸化物によるピークも認められた。また、C1s のスペクトルでは、288～289eV付近にピーク

がみられ、炭酸塩系の化合物の生成も示唆された。 

温度（℃） 30 日 90 日 365 日 

30 

   

40 

   

50 

   

50 

（0.7MPa） 

   

 

図 2.4-4 試験後試験片の外観（試験片寸法：30×30×2mm） 
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図 2.4-5 365 日浸漬後の試験片における Fe2p, O1s, C1sの光電子スペクトル 

 

② 腐食量 

各試験片の腐食量測定結果を昨年度の結果とともに表 2.4-2に示す。温度が高いほど大きな

腐食量の値が得られた。 
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表 2.4-2 腐食量測定結果 

温度（℃） 期間（days） 
平均腐食深さ 

（μm） 

平均腐食速度 

（μm/y） 
備考 

30 

（大気圧） 

30 

6.55 x10-1 7.97 x100 

報告済み 6.64 x10-1 8.08 x100 

7.50 x10-1 9.12 x100 

90 

1.36 x10-1 5.50 x100 

報告済み 1.12 x100 4.54 x100 

1.16 x100 4.72 x100 

365 

2.79 x100 2.79 x100 

報告済み 2.80 x100 2.80 x100 

2.78 x100 2.78 x100 

40 

（大気圧） 

30 

1.06x100 1.29 x101  

報告済み 1.03x100 1.26 x101 

1.04x100 1.27 x101  

90 

1.77 x100 7.17 x100  

報告済み 1.68 x100 6.82 x100  

1.73 x100 7.03 x100  

365 

3.94 x100 3.94 x100 

報告済み 3.89 x100 3.89 x100 

3.83 x100 3.83 x100 

50 

（大気圧） 

30 

1.52 x100 1.85 x101  

報告済み 1.37 x100 1.67 x101  

1.40 x100 1.71 x101  

90 

2.55 x100 1.03 x101  

報告済み 2.53 x100 1.03 x101  

2.52 x100 1.02 x101  

365 

6.03 x100 6.03 x100 

本年度実施 6.30 x100 6.30 x100 

5.82 x100 5.82 x100 

50 

（0.7MPa） 

30 

1.71 x100 2.07 x101 

本年度実施 1.54 x100 1.88 x101 

1.55 x100 1.88 x101 

90 

3.70 x100 1.50 x101 

本年度実施 2.76 x100 1.12 x101 

3.29 x100 1.33 x101 

365 

5.92 x100 5.92 x100 

本年度実施 5.57 x100 5.57 x100 

5.62 x100 5.62 x100 
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腐食量の経時変化を既往の高温下でのデータ（オーバーパックデータベース , OPDB, 

https://opdb.jaea.go.jp/opdb/より）とともに図 2.4-6に示す。図中にはべき乗則（Y=AtB, Y:腐食量, 

A,B:係数）で近似した結果も示した。係数 Aは環境の腐食性に対応した初期腐食速度であり(8)、

値が大きいほど環境の腐食性は大きい。係数 B は皮膜の保護性に対応した値とされており(8)、

この値が小さいほど皮膜の保護性は大きい。温度と係数 A, Bの関係を図 2.4-7に示す。温度が

高いほど Aは大きくなる傾向を示しており，アレニウスプロットすると Gras(5)および Foct ら(4)

の報告と概ね整合した。活性化エネルギーは約 14.5kJ/mol と求められ，Gras(5)および Foct ら(4)

による値の中間的な値となった。一方，B は低温条件のほうが大きくなる傾向を示した。これ

は低温のほうが環境の腐食性は小さいが、皮膜の保護性も乏しいことを示している。 

腐食生成物の分析結果より，ベントナイト共存下における腐食生成物にはいずれの温度条件で

も FeCO3が含まれていると推察される．小池ら(9)はベントナイト中の炭素鋼の耐食性は FeCO3

の性状により決定されるとしている．FeCO3 の溶解度は高温ほど小さくなることから(10)，高温

ほど FeCO3が沈殿しやすいと考えられる．高温条件のほうが係数 Bが小さい，すなわち皮膜の

保護性が大きくなったのは FeCO3の沈殿のしやすさに関連している可能性がある。 
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図 2.4-6 平均腐食深さの経時変化 
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(a) 温度と係数 Aの関係         (b) 温度と係数 Bの関係 

図 2.4-7 係数 A, Bの温度依存性 

 

 

③ 水素吸収量測定結果 

鉄鋼材料の水素脆化では、一般に拡散性水素が関与し、鋼中に強くトラップされた非拡散性

水素は関与しないといわれている(11)(12)。そこで水素抽出曲線より室温～200℃までに放出され

た水素を拡散性水素とみなし、その量を求めた。温度と水素量の関係を高温下でのデータとと

もに図 2.4-8に示す。今回得られた 10 日および 90 日後の拡散性水素濃度は 30日での値よりも

小さく，試験前と同等かそれ以下となった。明瞭な温度依存性も確認されなかった。この傾向

は高温下での挙動と概ね整合する。このような経時変化の挙動の理由は明らかではないが，浸

漬 30 日間までは腐食の進展に伴って水素が吸収され，その後は腐食速度の低下によって吸収さ

れた水素の放出のほうが卓越した，または拡散性水素がより強くトラップされた非拡散性水素

の形態に変化したことなどが可能性として考えられる。一方、今回用いた材料や炭素鋼オーバ

ーパックで想定されている材料の強度に対して水素脆化が問題となるのは数 ppm 以上の水素

濃度の場合であり(13)、今回得られた値はいずれの条件でもこれよりも十分小さい。 
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図 2.4-8 温度と吸収水素量の関係 

 

（３）まとめ 

・環境の腐食性は温度が高いほど大きく、皮膜の保護性は温度の低いほうが小さくなる傾向が

見られた。  

・水素濃度は 30 日間の浸漬で最も大きくなり，低温条件のほうがより大きな水素量となった。

10 日および 90 日間では試験前と同等かそれ以下の水素濃度であり，明瞭な温度依存性も確認

されなかった。  

・水素濃度は脆化の問題になる濃度よりも十分小さいことが確認された。 

 

2.4.4 還元性雰囲気における腐食速度算出モデルに関する検討 

（１）はじめに 

オーバーパックの候補材料の一つである炭素鋼は、酸素濃度が十分に低い還元性の環境にお

いては全面腐食が支配的な腐食形態と考えられている。還元性環境における全面腐食の腐食速

度は時間の経過に伴い低下することが知られているが、律速プロセスや影響因子を考慮した腐

食速度算出モデル検討はこれまでに行っていない。これまでに実施した腐食寿命評価では、腐

食速度は時間に依存しない一定速度として取り扱った。 

平成 24年度は、既往の知見に基づいて、腐食生成物中の水の拡散が腐食速度を律速すると仮

定した腐食速度算出モデルを検討し、実測データとの比較を行った。さらに、本モデルを腐食

寿命評価コードとして整備するとともに、腐食速度の影響因子に関する感度解析を実施し、全

面腐食の評価において重要なパラメータ及び今後の課題を示した。 
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（２）腐食速度の律速過程 

鉄の全面腐食は、鉄の溶解であるアノード反応と、酸素や水の還元反応であるカソード反応

とがバランスすることにより進行する。溶解した鉄イオンは、カソード反応で生成した化学種

と結びついて腐食生成物となり鉄の表面に堆積する。腐食生成物の堆積によりカソード反応を

担う物質の供給速度が遅くなり腐食速度は次第に低下する。 

既往の知見(14)によると、炭素鋼の腐食生成物は、保護性の高い内層と保護性の低い外層の二

層構造に近似可能であり、保護性の高い内層中における物質の拡散が腐食速度を律速すると考

えられている。腐食速度を律速する物質は、水、水素イオン、鉄イオンなどが挙げられている

が、どの物質が律速するかは記述されていない。本年度は、腐食生成物中の水の拡散が腐食速

度を律速するものと仮定し実測データとの比較を行った。 

 

（３）腐食速度の算出式及び影響因子 

腐食速度は単位時間当たりの鉄の溶解量に相当する。（２）で述べたように腐食生成物中の水

の拡散が腐食速度を律速するという仮定を置いているので、鉄の溶解速度は水の拡散速度に等

しいと考えられる。この水の拡散速度をフィックの法則に基づいた以下の式(2.4-1)で算出する。

なお、腐食速度への換算は、鉄が二価の鉄イオンとして溶解することを踏まえ、1mol の鉄の溶

解に対して 2mol の電子が生成することをファラデーの法則を用いて 1.16×104mm/y = 1A/cm2(3)

となる。本モデル式を用いた計算が可能となるように、これまでに整備した腐食寿命評価コー

ドに組み込んだ。 

 

𝑖𝑐𝑜𝑟𝑟(𝑡) =
2𝐹𝐷𝑒⊿𝐶

𝛿(𝑡−⊿𝑡)
 （t≧⊿t） 

𝛿(𝑡) = 𝛿(0) + 𝑅 ∫ 𝑖𝑐𝑜𝑟𝑟(𝑠)𝑑𝑠
𝑡

0

𝑀

2𝜌𝐹
  

(2.4-1) 

 

𝑖corr(𝑡) :腐食電流密度(A/m2) 

De :腐食生成物中の水の有効拡散係数(m2/s) 

⊿C :腐食生成物中水の拡散層における水の濃度差(mol/cm3) 

δ(t) :腐食生成物の内層（水の拡散層）厚さ(m) 

δ(0) :拡散層厚さの初期値(cm) 

R :溶解した鉄イオンが腐食生成物となる割合(-) 

M :腐食生成物の物質量(g/mol) 

ρ :腐食生成物の密度(g/cm3) 

F :ファラデー定数(=96485C/mol) 

 

（４）腐食進展量のモデル計算と実測データとの比較 

腐食生成物として Fe3O4及び本年度の試験により形成が示唆された FeCO3を想定し、(2.4-1)

式を用いて腐食速度を計算し、緩衝材と共存させた系において測定された腐食進展量の実測デ

ータのうち、腐食生成物として Fe3O4及び FeCO3が同定されているデータに加えて、参考とし

て考古学的金属製品から推定された腐食進展量データ(15)(16)との比較を行った。 

 

 

 



 

 - 2-66 - 

① 試計算条件 

A. 水の有効拡散係数 De 

マグネタイト及びシデライト中の水の有効拡散係数 De の報告例はないため、感度解析的に

設定することにした。最大値は 80℃の水の自己拡散係数に相当する 7.0×10-9(m2/s)を設定した。

また、細孔拡散モデルにおいて幾何学的形状因子=1 とした場合の間隙率約 14％に相当する 

1.0×10-9(m2/s)、及び間隙率約 1.4%に相当する 1.0×10-10(m2/s)を設定した。 

 

B. 腐食生成物中水の拡散層における水の濃度差⊿C 

定性的には、非常に小さい有効拡散係数であれば水の濃度差が生じ、ある程度大きければ飽

和して水の濃度差は生じないと考えられる。つまり、水の濃度差が生じるか否か、生じるとす

ればどのくらいかは水の有効拡散係数に依存すると考えられるが、定量的な知見は無い。ここ

では、水の拡散が腐食速度を律速するとの仮定を置いているので、濃度差が生じるものとして

最大の濃度を想定する。すなわち、炭素鋼表面では、鉄との反応により水がすべて消費される

と仮定した。また、腐食生成物と水の界面では、1cm3 当たりの水のモル数である 5.56×10-2 

mol/cm3を設定した。 

 

C. 溶解した鉄が腐食生成物となる割合 R 

水との反応により溶解した鉄イオンは、ある割合で腐食生成物として沈殿する。柴田ら(17)は、

25℃の炭酸塩溶液中において、幾つかの pH 条件に対して炭素鋼の腐食による減肉量と生成す

る腐食生成物の量から R を推定している。その結果に基づいて、pH=3.5 では R=0.0(腐食生成

物とはならず鉄イオンとして溶解）、pH=10.0 では R=1.0（全量が腐食生成物となる）、3.5≦pH

≦10.0 において R は pH に比例するとした。FeCO3に関しては、比較対象とする既往の実測デ

ータの試験後 10 年における緩衝材間隙水中の pH=6.8 を設定した。Fe3O4に関しては、緩衝材

間隙水中の pH に関する記載がなかったため、溶解した鉄がすべて腐食生成物になるものとし

て R=1.0 と設定した。 

 

D. 水の拡散相当厚さの初期値 δ(0) 

水の拡散相当厚さの報告例は少なく、柴田らの報告(18)における使用されている値 0.02cm を

設定した。 

 

E 腐食生成物の物質量及び密度 

Fe3O4 の密度は 5.2g/cm3、FeCO3 の密度は 3.96g/cm3 と設定した(19)。また、Fe3O4 の物質量は

232g/mol、FeCO3の物質量は 116g/mol を設定した。 

 

② 実測結果との比較結果 

腐食速度計算結果から得られた腐食進展量の実測結果との比較結果を図 2.4-9 に示す。左側

の(a)が Fe3O4、右側の(b)が FeCO3を想定したケースである。 

Fe3O4 に関しては、浸漬試験データ、考古学データからの推定腐食進展量ともに、腐食生成

物の間隙率を約 14％と仮定した場合のDe=1.0×10-9と設定の場合に、一致する傾向が見られた。

一方、FeCO3に関しては、経過時間 1年における実測腐食進展量は、De=7.0×10-9(m2/s)に対する

計算値よりも大きく誤差が大きい。経過時間 1年以降の腐食進展量の変化率の違いから、腐食

速度実測値よりも腐食速度計算値が速い結果となった。 

比較対象とした実測データは緩衝材と共存させた系での試験であることから、腐食速度が遅い



 

 - 2-67 - 

ため、腐食生成物が十分成長しておらず本研究で仮定した水の拡散とは異なる律速プロセスの

可能性も考えられる。また、腐食進展量の計算結果に対するδ(0)の感度も大きく、δ(0)に対し

ても今後より詳細な検討が必要である。 

 

 

(a) Fe3O4                 (b) FeCO3 

図 2.4-9 腐食進展量の計算結果と実測データとの比較 

 

（５）まとめと今後の課題 

平成 24年度は、還元性雰囲気におおける腐食速度の律速プロセスとして、腐食生成物中の水

の拡散を仮定し、水の有効拡散係数、拡散層厚さ等の影響因子を考慮した腐食速度算出モデル

の検討を行った。このモデルを用いた解析が可能となるように腐食寿命評価コードの改良を実

施した。 

その結果、腐食生成物としてマグネタイトを想定した場合、実測データが取得された 80℃に

おける水の自己拡散係数に、腐食生成物の間隙率を約 14％と仮定した場合に実測データや考古

学データとモデルによる計算結果が一致した。腐食生成物の間隙率や長期安定性、水以外の物

質拡散が律速プロセスとなっている可能性など、安全評価に使用可能なモデルとするまでには

検証すべき点は多いが、現象に則した確からしいモデル構築のベースとなることが期待でき、

検討をさらに進めていく必要がある。 

 

2.4.5 高 pH条件における炭素鋼の応力腐食割れ挙動 

支保工などコンクリートを用いた構造物との接触によって高 pH 化した地下水が炭素鋼オー

バーパックに到達した場合、pH条件によっては炭素鋼が不動態化し、局部腐食を生じる可能性

がある(20)。局部腐食のうち、一般に応力腐食割れはその進展速度が大きいため(21)、腐食代の設

定によって貫通を防ぐことが困難であることから、その発生可能性を評価することが重要であ

る。昨年度は人工海水相当の塩化物イオン濃度（0.56M）の NaCl 水溶液に粉砕したコンクリー

ト（普通セメントおよび低アルカリセメントよりそれぞれ作製）を接触させた溶液および NaCl

水溶液に NaOH を添加した溶液を用いて定電位下で低歪速度法（SSRT）による試験を実施し、

[OH-]濃度が 2M を超える条件で明瞭な粒界割れを生じることを確認した。一方、一般的にアル

カリ環境での応力腐食割れ感受性は温度依存性を示すことが知られている(22) 。そこで今年度

は温度条件を変えて試験を行い、割れ感受性を検討した。 
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（１）実験方法 

① 試験片 

炭素鋼試験片として、第 2 次取りまとめ(23)においてレファレンスとして挙げられている

G3202 圧力容器用炭素鋼鍛鋼品SFVC1（C:0.28, Si:0.16, Mn:0.72, P:0.017, S:0.012, Cr:0.04, Ni:0.02, 

Cu:0.01 mass%）を用いた。試験片の形状・寸法を図 2.4-10に示す。表面はエメリー#800 湿式

研磨にて仕上げ、表面をエタノールで脱脂後、蒸留水で洗浄した。 

 

② 試験溶液 

これまで用いた溶液のうち、割れの発生下限界に近い 0.56M NaCl + 2M NaOH の条件と

80℃において割れが認められた 0.56M NaCl + 5M NaOHの条件の溶液を用いた。試験溶液の

温度は 50℃および 100℃とした。 

 

③ 設定電位 

走査速度を変えて行ったアノード分極測定結果に基づいて設定された電位条件でそれぞれ行

った。試験溶液と設定電位の条件を表 2.4-3に示す。 

 

図 2.4-10 SSRT 試験片の形状・寸法 

 

 

表 2.4-3 試験溶液と設定電位 

試験溶液（M） 温度（℃） 電位（mV vs.SCE） 

0.56M NaCl+2M NaOH 50 -950 

0.56M NaCl+2M NaOH 100 -950 

0.56M NaCl+5M NaOH 100 -1000 

シリコンオイル（比較用） 50  

シリコンオイル（比較用 100  

 

④ 試験方法 

試験片および試験溶液を試験セルに入れ，低歪速度試験装置（東伸工業製サートミニ）に装

着した。試験溶液を窒素ガスにより 3 時間以上脱気したのち，試験溶液を所定温度に加熱し，

ポテンショスタットを用いて試験片の電位を所定の電位に保持した。参照電極には飽和カロメ

ル電極（SCE），対極には表面を白金メッキしたチタン板を用いた。次に歪み速度 8.7x10-7/s に

て SSRT 試験を行った。この歪み速度は既往の検討例(24)に準じて設定した。試験片破断後，破

面周辺の観察を行い，応力腐食割れ発生の有無を確認した。 
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（２）試験結果と考察 

① 定電位 SSRT 試験 

各条件の応力歪み線図を図 2.4-11に示す。また、この図より最大応力および破断歪みを求め、

シリコンオイル中での値との比に対して温度依存性を調べた結果を図 2.4-12に示す（80℃の値

は H22 年度結果）。最大応力はいずれもシリコンオイル中での値から大きな低下は無く、90%

以上の値を示した。破断歪みについては 2M-NaOH の条件ではいずれもシリコンオイル中での

値から大きな低下はないが，5M-NaOH の条件では 80℃（H22 結果）でやや低い値となってい

る。 
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（a）50℃                 （b）100℃ 

図 2.4-11 定電位下での低歪み速度試験（SSRT）により得られた応力-歪み線図 
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図 2.4-12 電位と最大応力および破断歪みの関係 
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破断面の SEM 観察結果を図 2.4-13に、側面の観察結果を図 2.4-14に示す。2M NaOHの条件

では粒界破面は観察されず，側面にも一部亀裂状のものが観察されているものの，明瞭な亀裂

は観察されなかった。5M NaOHの条件では，一昨年度に実施した 80℃の条件で破断面の縁に

比較的明瞭な粒界破面が認められ，側面にも多数の亀裂が観察された。50℃の条件では明瞭な

粒界破面は認められないが，側面の破断部に近い部分で浅い亀裂状の凹凸が観察された。これ

ら応力-歪み線図と SEM 観察結果から，2M-NaOHでは 100℃までは明瞭な粒界割れ感受性は示

さず，5M-NaOHでは 50℃で割れの兆候が現れ，80℃で明瞭な割れ感受性を示すと推察される。 
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条件 破面全体 白線内拡大 

50℃ 

0.56M NaCl + 

2M NaOH 

  

80℃ 

0.56M NaCl + 

2M NaOH (H22

結果) 

  

100℃ 

0.56M NaCl + 

2M NaOH 

  

50℃ 

0.56M NaCl + 

5M NaOH 

  

80℃ 

0.56M NaCl + 

5M NaOH 

(H22 結果) 

  

図 2.4-13 試験片破面の SEM観察結果 
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条件 側面 白線内拡大 

50℃ 

0.56M NaCl + 

2M NaOH 

  

80℃ 

0.56M NaCl + 

2M NaOH (H22

結果) 

  

100℃ 

0.56M NaCl + 

2M NaOH 

  

50℃ 

0.56M NaCl + 

5M NaOH 

  

80℃ 

0.56M NaCl + 

5M NaOH 

(H22 結果) 

  

図 2.4-14 NaCl+OPC+2M NaOH における試験片側面の SEM 観察結果 
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（３） 高アルカリ環境における炭素鋼の応力腐食割れ感受性と処分環境における応力腐食割

れの可能性 

苛性ソーダ環境における炭素鋼の応力腐食割れは従来から知られている。炭酸塩による応力

腐食割れと同様に活性態‐不動態遷移領域において粒界割れを発生するといわれており(25)，割

れの事例が温度と NaOH濃度に対して整理されている(26)。本試験結果と一昨年度の試験データ

を合わせて温度と OH-イオン濃度に対して整理し，苛性ソーダ工業での事例と比較した。その

結果を図 2.4-15 に示す。2M-NaOH における本試験結果では割れ事例から推察される下限界以

上の温度でも明瞭な割れが認められておらず，やや異なる結果となっているものの，高温，高

濃度ほど割れが発生しやすい傾向は概ね一致した。いずれのデータにおいても，アルカリによ

る粒界割れが発生するのは 2Mを超えるOH-イオン濃度でかつ約 50℃以上の場合と推定される。

一方、実際の処分環境で想定される OH-イオン濃度の上限は，普通セメントを用いたコンクリ

ート中の細孔水で想定される約 0.3M(約 pH13.5)程度であり，温度の上限も 100℃とされている。

以上のことから、実際の処分環境で炭素鋼オーバーパックにアルカリによる粒界割れが生じる

ことは考えにくい。今後は割れの発生限界に関するデータの拡充や緩衝材共存下での割れ感受

性の検討などを実施する必要がある。 
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図 2.4-15 温度と OH-イオン濃度に対する割れ発生条件 

 

 

（４）まとめ 

・0.56M NaCl+2M NaOH の条件では 100℃まで最大応力，破断伸びともにシリコンオイル中に

比較してほとんど低下しておらず，試験後試験片の破面，側面にも明瞭な粒界割れは生じなか

った。 
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・0.56M NaCl+5M NaOH の条件では，50℃で最大応力，破断伸びともにシリコンオイル中の値

と比較して大きな低下は認められなかったが，試験片に浅い亀裂状の凹凸が観察された。 

これまでの試験データを温度と OH-イオン濃度に対して整理し，割れの発生条件を検討した。 

・アルカリによる粒界割れは OH-イオン濃度が 2M を超える濃度でかつ 50℃以上 で発生しう

ると推定された。また，これらの試験結果は苛性ソーダ工業での割れ事例と概ね整合した。 

 

2.4.6 純銅の孔食進展挙動 

銅は代替オーバーパック材料として検討されており、その特徴として溶存酸素のない水環境

では硫化物等が共存する場合を除いて熱力学的に安定であり(27)、腐食はほとんど進展しえない。

すなわち、環境条件によっては極めて長い寿命を期待できる可能性を有する材料と言えること

から、北欧諸国等でも処分容器材料として検討されている(28)。しかし、酸素を含む環境では酸

素の還元反応をカソード反応とした腐食が進展しうる。その腐食形態には全面腐食、孔食、応

力腐食割れが考えられる(29)。このうち、孔食については淡水中でまれに起こすことが知られて

おり、生起する電位や水質に関する検討例(30)(31)はあるが、生起条件、進展挙動について十分明

らかになっているとは言い難い。地層処分環境を想定した緩衝材環境においても腐食形態に関

する基礎的な検討(32)は進められているものの現状では孔食の可能性は否定できていない。孔食

の可能性がある環境で銅をオーバーパックとして使用する場合にはそれによる破損の可能性に

ついても検討する必要がある。そこで孔食の進展挙動を調べることを目的として定電位試験を

行うとともに、極値統計解析によりオーバーパックにおける最大腐食深さを推定した。 

 

（１）試験方法 

① 試験片 

純銅試験片の材質として、純度 99.99％の無酸素銅（JIS C1020）を用いた。試験片の形状を図 

2.4-16 に示す。120x60x5mm の平形の試験片をダイヤモンドペーストにより鏡面に仕上げ、ア

セトンにより脱脂後、蒸留水で洗浄した。次に端部を 10mmの幅でテフロンテープによりマス

キングするとともに定電位保持するためリード線を取り付けた。リード線と試験片の接続部は

シリコン樹脂により被覆した。試験溶液に接する部分の面積は 131cm2となる。 

 

図 2.4-16 試験片の形状及び寸法 

 

 



 

 - 2-75 - 

② 試験条件 

孔食には TypeⅠ, TypeⅡ, マウンドレス型が知られており、それぞれ生じる水質は境ら(33)によ

りまとめられている。昨年度までに，その水質の中から溶液条件を選定して定電位法により孔

食進展挙動を調べた。今年度は、川崎ら(32)により孔食の発生が認められた以下の溶液，電位条

件で定電位試験を行った。 

 

[NaCl]=0.1M[Na2CO3]=0.001M 

pH 10.5(室温) 9.81（80℃）   

10.36（室温） 9.77（80℃） 

温度：80℃ 

電位：  mV vs. SCE 

 

参照電極には Ag/AgCl 電極を、対極には白金をめっきしたチタン板を用いた。試験装置の模

式図を図 2.4-17 に示す。試験期間は 30 および 90 日間とした。所定期間終了後は試験片を取出

し、KCl-HCl 水溶液にて脱錆処理を行った。次に試験片の重量を測定し、あらかじめ測定して

おいた試験前の重量との差から腐食量を求め、試験片表面積より平均腐食深さを算出した。次

にレーザープローブ式の 3 次元形状測定装置を用い、マスキングした部分を基準面として腐食

深さを測定した。 

 

図 2.4-17 試験片の形状、寸法及びアノード分極試験装置の模式図 

 

③ 極値統計解析 

本試験では、1 条件あたり 10 枚の試験片を用いており、10 点の最大腐食深さの値が得られ

る。これを用いて Gumbel 分布関数による極値統計解析を行い、実機オーバーパック表面積に

おける最大腐食深さを推定した。各試験片の最大腐食深さを確率変数 xとすると、Gumbel 分布

の累積分布関数 F(x)は以下の式で与えられる。 

 

F(x) = exp[-exp{-(x-λ)/α}] (1) 

 

ここで、λは位置パラメータ（最頻値）、αは尺度パラメータと呼ばれる。基準化変数 yを(2)

式で定義すると、その累積分布関数は(3)式で表される。 
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y=(x-λ)/α (2) 

F(y) = exp[-exp(-y) (3) 

 

また、ここで、ある特定の腐食深さが初めて観察される試験回数の平均値を T とすると、T

と F(y)の関係は以下のようになる。 

 

F(y) = 1-1/T (4) 

 

T は再帰期間とよばれ、T 回（枚）の試験を行えばその腐食深さが得られるということを意

味している。すなわち、対象とする実機の表面積 S と腐食深さ測定におけるサンプリング面積

s の比（オーバーパック全面積をカバーするのに必要なサンプル数）を T として算出し、その

ときの F(y)を求めれば、(2), (3)式により xが求められる。これが実際のオーバーパックにおけ

る最大腐食深さの推定値（最頻値）Xmaxとなり、T が十分大きいとき以下の式で表される。 

 

Xmax =λ＋αlnT (5) 

 

解析手順は次のとおりである。まず各試験片の最大腐食深さ xmaxを大きい順に並べ、各順位

i に対応する累積確率 F(y)を以下の式の平均ランク法に決定した(34)。 

 

F(y) = 1- i/(N+1) (6) 

 

実際の解析は市販のソフトウエア EVAN-II(35)を用い，λおよびαの推定は，MVLUE 法(34)に

より行った。オーバーパック表面積 S を S=55129cm2(29)と仮定すると、1個のデータがサンプリ

ングされた面積は s=131cm2であることから、再帰期間 T は T=421 となる。また、Gumbel プロ

ットの直線をαln T だけ右にずらした直線が実際のオーバーパックにおける累積分布関数とな

る。ここで、F(y)=a を指定すると、信頼率 a におけるオーバーパックの最大腐食深さ Pmaxが得

られる。これは 100×a%の確率で最大腐食深さがこの値を超えないという腐食深さに対応し、

以下の式で表される。 

 

Pmax= Xmax-αln(-ln a ) = λ＋αlnT-αln(-ln a ) (7) 

 

ここでは信頼率を a=0.99 として Pmaxを求めた。すなわち、オーバーパックの最大腐食深さが

Pmaxを超える確率は 1％となる。 

 

（２）試験結果と考察 

① 試験片の外観 

試験後試験片の外観の一例を図 2.4-18～図 2.4-19に示す。試験片全面が腐食しているものの，

均一ではなく，腐食の進展が大きい領域と小さい領域があった。また，腐食が比較的大きい領

域では典型的な孔食とは言いがたいが，一部が深く侵食されており，局部腐食状の腐食が観察

された。 
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図 2.4-18 30日間浸漬後の試験片外観と深さ分布の例 

（右から取出し後，脱スケール後，深さ分布） 

 

図 2.4-19 90日間浸漬後の試験片外観と深さ分布 

（右から取出し後，脱スケール後，深さ分布） 
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② 腐食量測定結果 

腐食量の測定結果および極値統計解析結果を表 2.4-4 にまとめた。90日間の試験では 10枚の

うち，2 枚の試験片は試験片の端部の部分が著しくえぐれた形で腐食しており，他の試験片の

状況と明らかに異なっていたため除外し，8 枚の試験片に対して評価を行った。腐食深さの経

時変化を図 2.4-20に示す。平均腐食深さをべき乗則で近似した結果と近似曲線の傾きより求め

た 90 日後の腐食速度も図中に示した。最大腐食深さ推定値の腐食速度は 14.5mm/y と極めて大

きな値が得られており，この速度で腐食が進展すると、数年程度で腐食代（現在の仕様では

40mm）が貫通することになる。しかし，この試験は塩化物イオン濃度が比較的高く銅の溶解

がしやすくかつ，定電位保持によりカソード反応側の制限（酸化性物質の供給量）を受けない

状態での挙動である。 

 

表 2.4-4 腐食量測定結果と極値統計解析結果 

期 間

(days) 

平均腐食

深さ(μm) 

最大腐食

深さ(μm) 
α(μm) λ(μm) 

実機最大

最 頻 値

Xmax(μm) 

実機最大

a=0.99 

Pmax(μm) 

30 

365.10 

492.08 

344.45 

478.93 

508.10 

346.36 

533.49 

465.04 

401.19 

537.10 

770.7 

2008.8 

622.838 

884.8 

1476.7 

493.4 

1314.0 

678.4 

785.7 

1003.5 

319.7 965.5 2898.9 4369.4 

90 

828.97 

618.93 

870.78 

750.78 

425.69 

690.71 

695.42 

695.41 

1193.43 

1403.68 

1279.12 

1141.60 

789.24 

1690.74 

1675.16 

3279.58 

548.3 1580.3 4896.9 7419.2 
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図 2.4-20 腐食深さの経時変化 

 

③ 孔食係数 

上記のように定電位試験（酸化性物質が無限に供給される状態）で観察された腐食進展速度

は極めて大きい。しかし，実際の処分環境では酸素濃度が経時的に低下すると考えられるため、

孔食が生じたとしてもいずれ停止すると考えられる。また，腐食量の上限は酸素量から処分場

に持ち込まれた酸素量から見積もることができ、平均腐食深さに換算することが可能である。

この平均腐食深さに対する最大腐食深さを合理的に見積もることができれば孔食の進展を考慮

した腐食量評価や腐食しろの設定が可能と考えられる。そこで、平均腐食深さと孔食係数の関

係を検討した。これまでに取得された TypeⅠ、Ⅱ孔食溶液とマウンドレス型孔食溶液での値と

ともに，本試験で得られた孔食を図 2.4-21に示す。本試験では外観上不均一な腐食が進展して

おり，腐食量測定結果が示すように，最大腐食深さも昨年度までの試験結果よりも大きい。し

かし，平均腐食深さも大きいため，孔食係数としては，これまでの結果よりも小さな値となっ

ていることがわかる。 

次に平均腐食深さと孔食係数の関係を既往の室内試験結果(36)、天然水中でのデータ(37)(38)(39)

とともに図 2.4-22に示す。川崎らは、人工海水、低腐食性溶液、高腐食性溶液の 3種の溶液中

およびこれらの溶液とベントナイトを混合した系で浸漬試験を行い、腐食局在化の検討を行っ

た。人工海水、低腐食性溶液および、ベントナイト中ではいずれの溶液の場合にも比較的均一

な全面腐食を観察している。また，高腐食性溶液では顕著な不均一化を伴った腐食が認められ

ている。平均腐食深さが同じ場合，均一腐食のほうが局部腐食に比べて孔食係数も小さく、NBS

が土壌中で実施したデータ(37)の測定下限値よりも小さな値が得られている。これらの傾向から，

孔食や不均一腐食では均一な全面腐食の場合の数倍以上の孔食係数に達する可能性があると考

えられる。天然水環境での孔食係数は，NBS でのデータ，熱帯環境でのデータともにほぼ類似
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の挙動を示しており，平均腐食深さが大きくなると孔食係数も小さくなる傾向がある。室内試

験結果においても平均腐食深さが大きいほど孔食係数は小さな値となる傾向が認められる。本

試験結果では，平均腐食深さが同じであれば孔食係数はほぼ天然水環境での値とほぼ同程度と

なっていることがわかる。溶液条件に対して腐食の経時的な進展に伴って孔食係数が低下する

かどうか今後確認する必要はあるものの，そのような傾向が確認されれば平均腐食深さから孔

食係数や腐食の不均一化に関するパラメータを見積もることにより最大腐食深さを評価可能と

考えられる。また，孔食や局部腐食が生じる環境で銅をオーバーパックとして使用することは

避けたほうが好ましいが、局部腐食が生じる条件での腐食局在化のデータが蓄積され、腐食深

さ評価と合理的な腐食代の設定が可能であれば孔食による貫通を防ぐことが可能と考えられる。 
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図 2.4-21 各溶液条件での孔食係数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-22 平均腐食深さと孔食係数の関係（既往のデータとの比較） 

（３）まとめ 
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・炭酸塩（0.001M）と塩化物（0.1M）を含む溶液中で定電位試験（-10mV vs.SCE）を行った結

果，局部的な腐食が観察され，最大腐食速度は実測値で 2.5mm/y，実機推定値で 14.5mm/y と求

められた。 

・平均腐食深さは TypeⅠ、TypeⅡ、マウンドレス型の溶液条件で得られた値よりも大きく，孔

食係数はこれらより小さい値となった。また，天然水環境中での値と比較して平均腐食深さが

同じであればほぼ同等の値となった。 

・今後，データを拡充し，平均腐食深さから孔食係数や腐食の不均一化に関するパラメータを

見積もることにより最大腐食深さを評価可能と考えられる。 

 

 

2.4.7 オーバーパック長期健全性への影響の大きい腐食現象関する現象理解、メカニ

ズム検討 

本年度の実施内容の詳細は Appendix I-Aに記述した。以下に実施概要を示す。 

（１） 低酸素濃度環境における炭素鋼腐食モデルに関する調査とモデル計算 

本調査では、腐食皮膜の溶解速度が溶液内境界層内拡散速度によって決定されるとする境界

層内拡散律速モデルを構築し、腐食皮膜を構成する Fe3O4の溶解度から推定される皮膜表面 Fe

濃度に基づく拡散モデルによって腐食皮膜溶解速度を推定し、炭素鋼腐食速度の時間的変化の

シミュレーションを試みた。 

酸素欠乏環境下の炭素鋼腐食モデル（H2O固相拡散モデル）へ腐食皮膜溶解モデルを導入した。 

腐食皮膜溶解速度が、腐食皮膜表面の Fe3O4と平衡する Fe(OH)b(
2-b)+(b=0、1、2、3)種が Nernst

拡散境界層内を拡散する速度によって律速されているとすると、腐食皮膜溶解電流密度は



)( 0CCnFD
i T
d


 によって求められる。 

Fe(OH)b
(2-b)+濃度を熱力学平衡定数に基づいて、pH および水素分圧の関数として求めて、この

Fe(OH)b
(2-b)+濃度を用いて、腐食皮膜溶解電流密度を pH および水素分圧の関数として求めた。

腐食皮膜溶解電流密度を H2O固体拡散モデルによる炭素鋼腐食電流密度に加えて、全体の炭素

鋼腐食電流密度の時間的変化をシミュレーションした。このモデルによると pH=10では、腐食

皮膜沈殿比が大きく、かつ生成した腐食皮膜の溶解速度も小さいため、放物線則に従う皮膜生

成による腐食抑制が長期間続き、腐食速度は低く保たれることが明らかとなった。 

 

（２）オーバーパック候補材料の地層処分模擬環境中における電気化学的性質と腐食特性に関

する調査 

高レベル放射性廃棄物を地層処分するためのオーバーパックの材料として、炭素鋼、チタン、

銅が候補に挙げられている。本調査では、これらの三つの材料について、水溶液含浸ベントナ

イト中での電気化学的性質と腐食特性に関する研究の現状をまとめた。 

低酸素濃度の水溶液含浸ベントナイト中における炭素鋼の初期の腐食は、活性化支配の全面

溶解である。腐食速度は時間とともに低下する。脱気塩化物含有重炭酸塩溶液を含むベントナ

イト中での炭素鋼の全面腐食速度は 0.051～0.890μm/yである。この環境中では、炭素鋼に孔食、

隙間腐食、水素脆性、応力腐食割れなどの局部腐食は起こり難いという報告が多い。 

脱気塩化物水溶液中においてはチタンは不働態化しており、その腐食速度は約 10nm/y であ

る。塩化物含有模擬ベントナイト接触水中でチタンに孔食は起こらない。塩化物水溶液中でチ

タンは隙間腐食感受性を示すが、Ti-Pd 合金は示さない。不働態化状態のチタンの腐食による水

素吸収速度は極めて小さいので、長期間後の水素吸収量と水素脆性の関連については、不明な
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点がある。 

 脱気人工海水浸潤ベントナイト中での純銅の腐食速度は約 0.2μm/y である。脱気塩化物含有

重炭酸塩溶液を含むベントナイト中での純銅の腐食は活性溶解型である。溶液中に溶存酸素が

あり腐食電位が高くなると不働態化が起こる。腐食電位が皮膜破壊電位を超えると、皮膜の崩

落や局部腐食が生じることがある。 

 

（３）地下埋設模擬環境における銅の腐食に及ぼすシリカおよびアンモニウムイオンの影響調

査 

オーバーパックの地下埋設環境における銅の腐食挙動に及ぼすシリカの影響を評価する目的

で、Pt 上にシリカ膜を生成し、その形態や電極反応に及ぼす影響を、SEM、EDS、レーザーラ

マン分光、電気化学的動分極測定およびインピーダンス測定により評価した。その結果、80℃

の 0.001 M SiO2水溶液に 7 日間浸漬した Pt 表面には粒子状あるいは膜状のシリカ膜が生成し、

膜状の場合の厚さは 1 µm 前後であった。シリカ膜の有無は、動電位分極特性ならびにインピ

ーダンス測定で評価される Pt 電極反応にはほとんど影響しなかった。しかしながらシリカ膜は

銅薄膜の腐食速度を抑制し、あらかじめシリカ膜を作成した銅腐食系に 0.01M SO4
2-イオンを添

加しても腐食速度は増加しなかった。しかし NH4
–イオンを添加した場合は腐食を抑制すること

ができず、急速に溶解した。 

 

（４）還元性の模擬アルカリ性地下水環境中での炭素鋼の SCC 感受性調査 

還元性のアルカリ性模擬地下水中では炭素鋼が SCC 感受性を示さないことを確認する予察

検討を実施した。試験片に炭素鋼オーバーパックの候補材と同様の組成を持つ SM400B鋼を用

い、比較的濃厚な NaHCO3ならびに Na2CO3水溶液中で低速度ひずみ試験（SSRT）を行い、還

元性のアルカリ性地下水環境中での割れ感受性を検討した。試験片の電位は、溶液の初期 pH

での水素発生平衡電位に制御した。また、比較のため、平成 23 年度の NNpHSCC で最も割れ

感受性が高かった環境中でも測定を行った。 

Parkins らが作成した割れ感受性マップ 74)に基づくと、還元性状態が維持されている限り、炭

酸塩の組成に関わらず、炭素鋼はアルカリ性環境中で一様に SCC 感受性を示さないと推察され

る。本研究の測定でも、pH が 8～10 未満の場合には、SM400B 鋼の SCC 感受性は充分に低か

った。しかし pHが 10を超える溶液中での感受性は、8～10未満と同等ではなく、明確な増加

が見られた。この結果は、還元性のアルカリ性環境での SCC 感受性は一様に低いのではなく、

高 pH 下では、無視できないレベルにまで高まる可能性があることを示唆している。また、同

じく Parkins らのマップでは、NNpH 領域で SCC が発現する上限の電位は、水素発生の平衡電

位よりやや卑な試験片の腐食電位近傍と読める。しかし、本研究の結果では、試験片の電位を、

より貴側である水素発生の平衡電位に制御した方が、SCC 感受性が高まる傾向が見られた。 

閉鎖後長期における炭素鋼オーバーパックの健全性をより高い確信度で評価するため、比較的

pHの高い NaHCO3／Na2CO3ならびに Na2CO3／NaOH水溶液中での還元性あるいは軽微な酸化

性環境中での SM400B鋼の SCC 感受性を、より詳細に検討する必要があると考えられる。 

 

（５）アンモニアを含むベントナイト中での銅の応力腐食割れ感受性調査 

アンモニアを含む地層処分環境での銅の腐食挙動と応力腐食割れ感受性を検討するため、ア

ンモニアを含む湿潤環境中での銅の腐食皮膜成長に及ぼすベントナイトの作用と同様の環境に

おける純銅の応力腐食割れ感受性を検討した。得られた成果は以下の通りである。 

①NH3 蒸気を含む大気中で、変色皮膜(酸化物＋硫化物)の生成速度はベントナイトの被覆によ
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り、10倍程度加速される。 

②気相と平衡する水溶液中に含まれるアンモニアを 0.01 M と 0.001 M のときを比較したが、酸

化物厚さはほとんど変化しなかった。 

③NH3蒸気を含む大気中で、ベントナイトを被覆した銅試験片を Uベント法による定ひずみ応

力腐食割れ試験を 35日まで実施したが、割れの発生は見られなかった。 

 

（６）オーバーパックの長期腐食モニタリング 

炭素鋼オーバーパックの長期腐食モニタリング技術を開発するため、実験室内で炭素鋼の腐

食モニタリングを電気化学インピーダンス法の原理に基づき行った。昨年度開始した空気飽和

環境での腐食モニタリングは今年度も継続し、脱気環境におけるモニタリングを今年度から開

始した。今年度は、腐食が酸素消費型（酸素との反応）から水素発生型（水との反応）に移行

するメカニズムに注目してモニタリングを行った。 

結果を以下に示す。 

・0.1mHz のインピーダンスを連続的にモニタリングすることにより、初期の酸素による腐食反

応の速度をモニタリングすることが可能である。 

・腐食速度の減少とともに 0.1mHz のインピーダンスは、分極抵抗ではなく、容量性の挙動を

とるため、この周波数のインピーダンスから腐食速度を直接モニタリングすることはできない。

このときの 0.1mHz のインピーダンスの絶対値は、約 105Ωcm2をとることから、Stern- Geary式

の k 値を 0.020ｍVとすると、その抵抗値に相当する腐食速度は Icorr = 0.020/105 = 2×10-7A/cm2

（22mm／10000 年）となることから、0.1mHz の周波数での腐食速度の測定下限値は 22mm／

10000 年となる。今後、より小さな腐食速度の計測のため、さらに低い周波数 0.01mHz（計測

時間：27h/周期）での測定を試みる。 

・腐食は 1カ月以内で酸素消費型から水素発生型に移行する可能性がある。これは酸素の拡散

層がベントナイト中を成長し、酸素の供給速度が時間とともに減少し、水との腐食反応の速度

まで 1カ月以内に低下するためである。 
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2.5 緩衝材の劣化モデルの作成 

2.5.1 はじめに 

地層処分システムにおいて緩衝材の有力な候補材であるベントナイトは、止水機能、核種収

着機能など、地層処分の安全性を確保する上で重要なバリア機能を期待されているが、同シス

テムに多量に使用するとされるセメント系材料を起源とする高アルカリ性地下水によって変質

し、期待されるバリア機能が長期的に損なわれることが懸念されている。そのため、安全審査

の際に緩衝材の各バリア機能の性能を適切に評価するためには、処分環境におけるセメント起

源のアルカリ成分がベントナイト系緩衝材へ影響を及ぼす期間および影響の程度を明らかにす

る手法を整備する必要がある。 

過去の原子力安全・保安院の委託事業である「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査」

では、処分場での使用が想定されるベントナイト－砂混合土圧縮成型体を用いてベントナイト

の変質に係る諸現象を実験的に定量化するとともに、ベントナイト系緩衝材に期待されている

止水機能（透水係数）の長期的な変動を評価するための手法（評価モデル、評価式、評価デー

タ、物質移行-変質連成解析コード（MC-BENT）の開発・整備を行ってきた。また、セメント

系材料の変質にともなう固相および液相成分の変化を評価するための信頼性あるセメント鉱物

モデル、およびセメント間隙変遷モデル（セメント硬化体中の間隙を成因や物質移行特性、化

学反応場としての機能に基づいて分類するモデル（間隙モデル）及びセメントの変質によるこ

れらの間隙の量の変化を記述するモデル（変遷モデル）から成り、物質移動に寄与する間隙の

間隙率（物質移動毛細管間隙率）と有効拡散係数は正比例とするモデル）の構築、そしてこれ

らのモデルを導入した解析コード（MC-CEMENT）の整備・検証を行ってきた（図 2.5-1）。 

 

 

図 2.5-1 緩衝材の劣化に係る評価モデルと解析コードの体系 

 

平成 22 年度、23 年度は、我が国の地下環境（淡水、海水、酸化性条件、還元性条件など）

を考慮した緩衝材劣化に係る試験を実施するとともに、その試験結果とこれまでに整備してき

た緩衝材劣化に係る評価モデルが導入された解析コード等による計算結果との比較を行い、当

該モデルの地下環境への適用性に係る検討を実施した。その結果、「セメント系材料の変質特性

に係るモデル」については、一部不整合が見られるものの、定性的、定量的に計算結果は試験

結果を良く再現できていることが確認された。「ベントナイト透水係数評価モデル」については、

低イオン強度の溶液に対して計算値は実験値を再現できず、イオン強度に下限値を設ける必要

があること、また、有効モンモリロナイト密度がある程度残っている条件では良く合うが、小

1
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さくなるに従い、計算値は実測値よりも大きくなる傾向があることを確認した。「ベントナイト

変質モデル」については、粉体試料を用いたアルカリ試験を実施し、淡水・海水および酸化性

／還元性雰囲気はモンモリロナイトの変質速度にほとんど影響を及ぼさないことを確認すると

ともに、処分場環境で Na と共存しうる元素、イオン強度の当該モデルへの影響の可能性につ

いて考察を行い、二次鉱物生成や飽和度の観点から Ca、Si、Al の影響、静電気的な効果の観点

からイオン強度の影響の可能性があること、ならびに K 、Mg の影響については小さいと想定

されることを示した。また、複合的な人工バリア内で起こる現象を評価するため MC-BENT と

MC-CEMENT を統合して MC-BUFFER とした。さらに、我が国の地層処分で想定される処分条

件を考慮した緩衝材劣化に係る評価計算を実施し、緩衝材の性能劣化へ影響を与える因子とし

ては、地下水水質、温度の影響が大きいことを示した。 

平成 24 年度は、引き続き、地下環境条件下で適用可能な緩衝材劣化に係るモデルを構築す

るため、緩衝材評価モデルの検証を行うとともに、安全評価への反映方法に係る検討を行った。

さらに、海外の地下施設で採取された粘土材料とセメント材料が接触した観察データを用いて

再現計算を実施し、複合系材料における長期変質評価の妥当性を確認した。また、MC-BUFFER

の熱解析やリスタート計算を行う機能を拡充することにより、解析における再現性や利便性の

向上を図った。 

 

2.5.2 これまでに整備した評価モデル等の適用性確認 

（１） セメント系材料の変質特性に係るモデルの適用性確認 

（ａ） これまでの経緯と平成 24年度の目的 

処分環境において構造材や固形化材として使用されることが想定されるセメント系材料を

起源とするアルカリ成分は、周辺環境を高アルカリ化させることによって、ベントナイト系緩

衝材の性能劣化、および一部の核種の溶解度の上昇などを引き起こし、安全性能評価に大きな

影響を及ぼす重要な因子の一つとなることが懸念されている。 

その評価の妥当性について規制機関として技術的判断を行うためには、セメント系材料から

のアルカリ成分の溶出の影響の程度、およびその期間を明らかにする必要があり、そのために

は、信頼性のあるモデルを構築することが必要不可欠である。 

このような背景をふまえ、「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査」では、一般的なセ

メント系材料である普通ポルトランドセメント（以下、OPC）を対象として、アルカリ成分の

溶出を評価するために必要な、①セメント鉱物モデル、②セメント間隙変遷モデル、ならびに

これらを組み込んだ解析コードの構築を行ってきた。解析コードによる計算の流れと計算に必

要なモデルを図 2.5-2に示す。 

 

図 2.5-2 物質移行－変質連成解析コードによる計算の流れと計算に必要なモデル 
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学反応場としての
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類された各間隙の
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組成
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移行
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・ ・ ・
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① セメント鉱物モデル 

粉末状の OPC ペースト硬化体を人工海水、および脱イオン水に浸漬し、瞬時平衡として扱え

る系において、水和セメント鉱物、および浸出液の組成を、様々な液固比に対して実験的に取

得し、その試験結果と解析コードによる計算結果を照合・妥当性確認することにより、セメン

ト水和鉱物相の変質、および浸出液組成を計算するためのモデル（初期鉱物・二次鉱物の設定）

を構築した。さらに、セメント鉱物モデルに関しては、OPC に対する鉱物モデルをベースに、

フライアッシュセメント※（以下、FAC）にも適用できる共通の鉱物モデルとして整備し、その

妥当性について検討を行った結果、FAC にも適用できることが示された。OPC 系および FAC

系共通のセメント鉱物モデルを表 2.5-1に示す。 

 

表 2.5-1 OPC 系および FAセメント系のセメント鉱物モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② セメント間隙変遷モデル 

セメント硬化体中の間隙を成因や物質移行特性、化学反応場としての機能に基づいて、「水

泡」、「貯留毛細管間隙」、「物質移動毛細管間隙」、「ゲル間隙」の 4 種類に分類するとともに、

「物質移動毛細管間隙」を物質の移動に寄与する間隙とし、また化学反応場として機能する「水

泡」「貯留毛細管間隙」「物質移動毛細管間隙」の量がセメントの変質によって変化すると考え

ることで、セメント系材料の変質にともなう有効拡散係数の変化を評価するモデルを構築した。

セメント硬化体の間隙の分類を表 2.5-2に示す。また、セメント間隙変遷モデルにおけるセメ

ント硬化体中の間隙構造の経時変化についての概念図を図 2.5-3に示す。変質前のセメント硬

化体は、セメント水和鉱物、および骨材（粗骨材，細骨材）と各間隙から構成され（図 2.5-3

中央列）、時間 t においては、セメント水和鉱物、および骨材（粗骨材，細骨材）の変質による

体積変化により各間隙量が変化する（図 2.5-3右列）。 

                                                   
※ アルカリ成分による緩衝材への影響を低減すること等を目的として、固形化材等のセメント系

材料にフライアッシュ（FA）を混合した低アルカリ性のセメント 

初期鉱物・二次鉱物の設定 

・C-S-H (1.8)，(1.5), (1.3)，(1.1)，(1.0)，(0.9)，(0.833)，(0.6)，(0.4)   

・Ca(OH)2 

・3CaO・Al2O3･3CaSO4･12H2O （モノサルフェート） 

・3CaO・3CaSO4･32H2O （エトリンガイト） 

・3CaO・Al2O3･6H2O （ハイドロガーネット） 

・Mg(OH)2 (ブルーサイト） 

・Na2O 

・K2O 

・3CaO・Al2O3・CaCl2･10H2O （フリーデル氏塩） 

・CaCO3 (カルサイト） 

・CaSO4･2H2O （セッコウ） 

・Ca3Al2(SiO4)OH8 (カトアイト） 

・Mg6Al2CO3(OH)16 (ハイドロタルサイト） 

・Mg4Si6O15(OH)2･6H2O （セピオライト） 

・Al(OH)3 （ギブサイト） 

・SiO2 （カルセドニー） 
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なお、「物質移動毛細管間隙率」と有効拡散係数の関係は、トリチウム（HTO）を使って実

測された有効拡散係数を基に、有効拡散係数が物質移動毛細管間隙率の 1乗に比例、すなわち、

細孔拡散モデルに調和的な関係としてモデル化されている(1)。 

 

De = 5.37×10-10φtra (2.5-1) 

De：HTOの有効拡散係数（m s-2） 

φtra：物質移動毛細管間隙率(－)    

 

表 2.5-2 セメント硬化体中の間隙の分類、および本モデルおける間隙の名称 

一般的な分類 成 因 

セメント間隙変遷モデルでの扱い 

物質移動特性 名称 
化学反応場 

としての特性 

気泡 

(100μm～数mm) 

練り混ぜ時に混入 

する空気 

物質移動間隙として

はたらかない 
水泡 

化学反応場 

として機能する 

毛細管間隙 

(数 10nm～数 10μm) 

セメント水和鉱物の粒

子間の間隙 

物質移動間隙として

はたらかない 

貯留 

毛細管間隙 

化学反応場 

として機能する 

物質移動間隙 
物質移動 

毛細管間隙 

化学反応場 

として機能する 

ゲル間隙 

(数 nm～数 10nm) 

C-S-H粒子内の層間

間隙 

物質移動間隙として

はたらかない 
ゲル間隙 

化学反応場 

として機能しない 

 

 

図 2.5-3 セメント間隙変遷モデルにおけるセメント硬化体の間隙構成と経時変化の概念 

※左列は配合時の各材料の体積を表す。中央列は水中養生後のセメント系材料が硬化した状態であり、

変質前の初期(t = 0)状態を表し、右列はセメント系材料の変質が進行している時刻 t における状態を

表している。 
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また、構築した①および②のモデルを取り込んだ解析コード計算における設定の最適化につ

いても検討を実施してきた。 

平成 22 年度、23 年度は、セメント系材料からのアルカリ成分溶出に係る総合的な評価手法

の適用性を確認するため、セメントディスクの浸漬試験（W/C=0.6、0.75の OPC 硬化体をそれ

ぞれ人工淡水・人工海水に浸漬、～365 日まで）を実施し、液相、固相の長期的、定量的な変

遷データの取得を行うとともに、試験結果と計算結果との比較を行い、セメント系材料中の物

質移行に係るモデルの適用性について検討した。その結果、一部不整合は見られるものの、固

相、液相で起こった現象について、定性的、定量的に計算結果は試験結果を良く再現できてい

ることが確認され、当該モデルが淡水系、海水系地下水にも、適用できる可能性を示した。 

平成 24年度は、平成 23 年度に実施した浸漬試験の再現計算において未検討であった評価体

系（メッシュ幅、タイムステップ）の設定に係る検討を行った。 

 

（ｂ） セメント劣化の評価手法における計算体系に係る検討 

平成 23 年度実施した OPC 硬化体の人工淡水、人工海水への浸漬試験を模擬した計算は、図 

2.5-4に示すとおり、セメント相のメッシュ幅の設定については一律に 0.5 mmとしていた。し

かしながら、実際の試験結果では、変質が顕著な領域は表面から 0.3 mm 程度に限定されてお

り、メッシュの設定が粗かった可能性がある。評価体系（メッシュ幅、タイムステップ）設定

は計算結果を左右する重要な因子であり、上述した不整合事象の一因である可能性もある。そ

こで本年度は、これら評価条件をより細かくした体系での評価を行い、その影響を確認するこ

ととした。なお、評価対象とした当該浸漬試験の試験方法、試験結果、および上記解析結果に

ついては平成 23 年度の当事業報告書(2)にまとめられている。 

平成 23 年度、および平成 24 年度設定した評価体系を図 2.5-4 に、計算条件、セメントの鉱

物設定を表 2.5-3、表 2.5-4 に示す。評価体系の対称性を考慮し、硬化体の片側についてのみ計

算を行うこととし、セメント硬化体の幅を 5 mm とした。液相の幅については、実際の試験で

は直径 30mmφの硬化体 1 個の片面に対して溶液 0.125 dm3の割合としたことから、溶液体積を

硬化体断面積で除した 177mmとした。メッシュ幅については図 2.5-4に示すとおり、接液部近

傍のセメントのメッシュ幅とタイムステップをそれぞれ 0.2 mm/1 min、0.1 mm/10 sec としたケ

ースを計算した。メッシュ幅とタイムステップの設定に関しては、数値解析の安定条件の１つ

であるノイマン数を考慮しており、物質移行が空間メッシュを飛び越さないような設定にして

いる。なお、液相のメッシュ幅については平成 23 年度と同様に 17.7 mm とした。また、セメ

ントとの界面における液相の有効拡散係数については、セメントとの界面ではより拡散性の低

いセメント側の有効拡散係数に律速される形で成分の往来が起こると推測されることから、セ

メントと同程度の有効拡散係数を与えることとした。有効拡散係数には、実験で得られたセメ

ント硬化体中の HTO の有効拡散係数（一定値）とし、W/C=0.6、0.75 においてそれぞれ 4.6×

                                                   
 ノイマン数は [2De⊿t /φ/⊿xmin

2] (3)により求められる値であり、この値が１未満であることが

数値解析の安定条件の一つである。ここで、De：拡散係数[m2 s-1]、⊿t：タイムステップ[s]、

φ：間隙率[-]、⊿xmin：メッシュ幅の最小値[m]である。数値解析の安定とは、数値解に含まれ

る誤差が小さくなり、解が収束に向かうことと考える(4)(5)。また、ノイマン数<1 の条件は、収

束が最も厳しい陽差分法を用いたときであり、現在の数値解法で広く用いられている陰差分法、

有限要素法、有限体積法での収束条件は、これよりも緩和されている。しかしながら、単純な

物質移動だけではなく、反応を伴う計算の場合には、そのステップの中で化学的条件が大きく

変動しないことが条件に加わるため、ノイマン数<1程度でなければ、適切な解とならない場合

がある。 
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10-11 m2 s-1、8.7×10-11 m2 s-1 (6)を与えた。なお、鉱物モデルおよび浸漬液の初期組成は、それぞ

れ表 2.5-1、表 2.5-5で示した設定を使用した。 

また、間隙率変化の計算には、変質によって生じる全毛細管間隙の体積変化を物質移動毛

細管間隙および貯留毛細管間隙の体積に比例させてそれぞれに割り振るモデル(6)を用いた。本

計算に用いたセメント間隙変遷モデルの概略については Appendix-Ⅰ-B-1 に記載した。 

 

 

図 2.5-4 セメント浸漬試験における評価体系 

 

表 2.5-3 各セルの計算条件 

計算セル 
液相 

セメント硬化体 
右記以外の領域 セメントとの界面 

タイムステップ 1 min /10 sec 

メッシュ幅 (mm) 17.7 0.2 / 0.1 

De (m2 s-1) 1.0 
4.6×10-11 (W/C=0.6) ※ 

  8.7×10-11 (W/C=0.75) ※ 

間隙変遷モデル

による計算値 

※初期硬化体の実測値を代用 

 

表 2.5-4 計算に使用した OPC 硬化体の鉱物組成  (単位：wt%) 

  CSH(1.8) Ca(OH)2 
モノサル 

フェート 
C3AH6 Mg(OH)2 Na2O K2O 

初期鉱物量 

(wt%) 
60.30 15.33 9.91 12.45 1.78 0.08 0.16 

OPC(W/C=0.6) 

(mol dm-3) 
7.059 3.690 0.235 0.276 0.452 0.028 0.043 

OPC(W/C=0.75) 

(mol dm-3) 
6.067 3.171 0.202 0.237 0.388 0.024 0.037 

 

接液部近傍メッシュ幅
/タイムステップ

0.5mm/6min
平成２３年度

実施計算

0.2mm/1min
平成２４年度

実施計算

0.1mm/10sec
平成２４年度

実施計算

177 mm（10分割） 5 mm（10分割）

液相 セメント硬化体

0.5 mm

177 mm（10分割）
3 mm

（15分割）

液相

0.2 mm

2 mm
（4分割）

177 mm（10分割）
1 mm

（5分割）

液相

0.1 mm

2 mm
（4分割）

0.5 mm

0.5 mm

2 mm
（20分割）

0.2 mm

ノイマン数：0.36（W/C=0.6）、0.72（W/C=0.75）

ノイマン数：0.37（W/C=0.6）、0.75（W/C=0.75）

ノイマン数：0.25（W/C=0.6）、0.50（W/C=0.75）
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表 2.5-5 計算に使用した浸漬液の初期組成 (単位：mol dm-3) 

 人工淡水 人工海水 

Na 5.0E-03 4.9E-01 

Ca 0 1.0E-02 

K 0 1.0E-02 

Mg 0 5.4E-02 

C 2.5E-03 2.4E-03 

S 0 2.9E-02 

Cl 2.5E-03 5.6E-01 

F 0 7.4E-05 

B 0 4.3E-04 

Br 0 8.4E-04 

 

評価体系の違いが計算結果に与える影響を把握するため、OPC 硬化体（W/C＝0.6）の人工海

水への浸漬試験を模擬したケースにおける、セメント硬化体中における液相との界面からの距

離に対する鉱物（ポルトランダイト、カルサイト、フリーデル氏塩、エトリンガイト、ブルー

サイト）濃度の経時変化を図 2.5-5～9、各間隙率の経時変化を図 2.5-10、EPMAマッピング分

析結果から得られた元素濃度分布と計算結果（鉱物濃度）から作成した元素濃度分布の比較を

図 2.5-11、試験結果と計算結果における浸漬液中の pHおよび Ca、Mg、Si、Na、K濃度の経時

変化を図 2.5-12～14 に平成 23 年度の結果と併せて示す。なお、液相の結果については、その

他の浸漬試験の結果も併記する。また、その他の浸漬試験に対する計算結果は Appendix-Ⅰ-B-2、

図 App.Ⅰ.B-1～18に示す。 

評価体系の設定の観点から鉱物濃度の経時変化を比較したとき、ポルトランダイト、カルサ

イトについては、平成 23年度の計算ではポルトランダイトの溶解、カルタイトの生成が浸漬開

始後から比較的早く内部にまで進行していたのが、体系の設定を細かくした本年度の計算では

接液部から内部に向かって一層一層段階的に進行する結果となった。フリーデル氏塩について

は、淡水系ではカルサイトと同様に体系の設定を細かくすると接液部から段階的に生成する結

果となったが、海水系では体系の設定に関わらず浸漬開始直後に内部まで生成し、さらに平成

23年度の計算と同様に接液部から溶解、それに伴いエトリンガイトが再生成する結果となった。

なお、この海水系におけるエトリンガイトの再生成に関しては、体系の設定を細かくすること

で接液部から段階的に起こる結果となった。海水系のブルーサイトの生成については結果に評

価体系設定の影響は見られなかった。各間隙率の経時変化については、鉱物の経時と同様に、

体系設定が細かくなるに従い、淡水系では段階的に間隙が増加、海水系では減少する結果とな

った。一方、液相の結果については、評価体系の設定の違いによる影響はほとんどなかった。 

以上の結果より、評価体系の違いは一部の鉱物の生成、溶解過程に影響を与えるが、その影

響の程度は小さく、また、定性的な現象については変わらないことが分かった。そのため、平

成 23 年度に確認された「実際の試験体系では、フリーデル氏塩は生成するものの、その後再び

溶解することがなかったのに対し、計算ではフリーデル氏塩の溶解にともない、エトリンガイ

トが生成する。その結果、接液部の間隙は実験では増加するのに、計算では減少する」という

不整合についても変わらなかった。なお、この不整合事象の原因については、エトリンガイト

の熱力学データ（平衡定数）の設定に起因している可能性が考えられるが、その知見は不足し
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ており、また、使用している熱力学データベース（本解析では Spron-JNC(7)）のうち一つの鉱物

だけを変更することは評価上好ましくないので、現状モデルに反映させるのは困難である。そ

こで、このような不整合事象が起こることを認識しつつ、現段階では安全評価において当該評

価手法を使用することとする。 

 

 

 
図 2.5-5 界面からの距離に対するポルトランダイト濃度の経時変化 

（W/C=0.6、人工海水浸漬） 

 

  

0E+0

1E+0

2E+0

3E+0

4E+0

5E+0

0 1 2 3 4 5

鉱
物

濃
度

[m
o

l  
d

m
-3

]

界面からの距離 [mm]

0day

91day

182day

365day

ポルトランダイト

W/C = 0.6

人工海水浸漬

0.5 mm/6 min ケース

0E+0

1E+0

2E+0

3E+0

4E+0

5E+0

0 1 2 3 4 5

鉱
物

濃
度

[m
o

l  
d

m
-3

]

界面からの距離 [mm]

0day

91day

182day

365day

ポルトランダイト

W/C = 0.6

人工海水浸漬

0.2 mm/1 min ケース

0E+0

1E+0

2E+0

3E+0

4E+0

5E+0

0 1 2 3 4 5

鉱
物

濃
度

[m
o

l  
d

m
-3

]

界面からの距離 [mm]

0day

91day

182day

365day

ポルトランダイト

W/C = 0.6

人工海水浸漬

0.1 mm/10 sec ケース



 

 - 2-92 - 

 

 

図 2.5-6 界面からの距離に対するカルサイト濃度の経時変化 

（W/C=0.6、人工海水浸漬） 

 

 

 

図 2.5-7 界面からの距離に対するフリーデル氏塩濃度の経時変化 

（W/C=0.6、人工海水浸漬） 
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図 2.5-8 界面からの距離に対するエトリンガイト濃度の経時変化 

（W/C=0.6、人工海水浸漬） 

 

 

 

図 2.5-9 界面からの距離に対するブルーサイト濃度の経時変化 

（W/C=0.6、人工海水浸漬） 
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図 2.5-10 界面からの距離に対する各間隙率の経時変化 

（W/C=0.6、人工海水浸漬） 

 

 

 

図 2.5-11 EPMAマッピング分析結果と計算結果の比較 

（W/C=0.6、人工海水浸漬） 
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図 2.5-12 浸漬溶液の pH および Ca、Mg、Si、Na、K 濃度の経時変化 

（0.5 mm/6 min ケース） 
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図 2.5-13 浸漬溶液の pH および Ca、Mg、Si、Na、K 濃度の経時変化 

（0.2 mm/1 min ケース） 
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図 2.5-14 浸漬溶液の pH および Ca、Mg、Si、Na、K 濃度の経時変化 

（0.1 mm/10 sec ケース） 
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（ｃ） まとめ 

セメント系材料からのアルカリ成分溶出に係る総合的な評価手法の適用性を確認するため、

平成 24年度は、平成 23年度実施した OPC 硬化体の人工淡水、人工海水への浸漬試験の再現計

算において未検討であった評価体系（メッシュ幅、タイムステップ）の設定に係る検討を行っ

た。その結果、試験結果を踏まえ、評価体系の設定を細かくしても、計算結果には大きな違い

は見られず、本解析においては評価体系の影響は小さいことが分かった。また、試験結果と計

算結果の比較で確認されている不整合事象については、エトリンガイトの熱力学データ設定に

起因している可能性が考えられるが、現状評価に反映させるのは困難である。そこで、このよ

うな不整合事象が起こることを認識しつつ、現段階では安全評価において当該評価手法を使用

することとする。 

 

（２） ベントナイト透水係数評価モデルの適用性確認 

（ａ） これまでの経緯と平成 24年度の目的 

ベントナイト系緩衝材には、人工バリア内の物質移行を制御する機能が期待されており、そ

の機能の一つに止水機能がある。ベントナイトの止水機能は、ベントナイトが変質することで

変化することが知られており、安全評価上特に重要である。「放射性廃棄物処分の長期的評価手

法の調査」では、圧縮されたベントナイト系緩衝材中のモンモリロナイトが溶解し、その含有

量が低下した際の透水係数を評価するため、砂と Na 型ベントナイト（クニゲル V1）の混合圧

縮体試料を用いて、有効モンモリロナイト密度 ρm（40～870 kg m-3）とイオン強度 Is（0～1.0 mol 

dm-3）をパラメータとして、異なるいくつかの条件で透水試験を実施し、透水係数データを取

得してきた。また、取得した透水係数データを対数に整理して、有効モンモリロナイト密度依

存性を評価したところ直線関係を示し、イオン強度の対数値依存性についても直線関係を示し

た。さらに、イオン強度条件に依らず透水係数の対数値の有効モンモリロナイト密度依存性の

傾きは一定であった。 

以上をふまえて、透水係数に対するイオン強度と有効モンモリロナイト密度の関係を式

(2.5-2)の形と仮定して、重回帰により整理し、式(2.5-3)のように定式化した。 

 

log K = a + b ρm + c log Is (2.5-2) 

 

    K：透水係数（m s-1） 

    ρm：有効モンモリロナイト密度(kg m-3) 

    Is：イオン強度(mol dm-3) 

 

K = 1.2×10-7 Is1.5 10–0.0042ρm  (2.5-3) 

 

また、透水係数は流れる水の粘性係数と密度によって影響を受けると考えられることから、

温度による水の粘性係数と密度の変化を補正係数として考慮し、式(2.5-4)の透水係数評価モデ

ル式を構築した。 

 

K = 1.2×10-7 Is1.5 10–0.0042ρm (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) (2.5-4) 

    T：温度(K) 

 

さらに、処分場では、セメント系材料を起源とする Ca2+と、ベントナイトの主成分であるモ
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ンモリロナイト層間の Na+とがイオン交換することにより、いわゆる Ca 型化が生じる可能性が

指摘されている。ベントナイトが Ca 型化すると、その膨潤性能が低下するため、ベントナイ

ト系緩衝材の透水係数は上昇するという報告もある(8)。このような背景をふまえて、Ca 型化率

をパラメ－タとした透水係数測定結果ならびに透水係数の温度依存性データ等に基づき、透水

係数の Ca 型化率依存性とイオン強度依存性に相関関係が認められる等の傾向をふまえて、上

述した透水係数評価モデル式、式(2.5-4)を、Ca型化率に応じた透水係数評価が可能なモデル式、

式(2.5-5)に改良した。 

 

K = 2.5×10-7 10-0.0044ρm 100.5Rca Is1.9-1.6Rca (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) (2.5-5) 

 

RCa：Ca 型化率（－） 

    

平成 22 年度、23 年度は、上記関係式(2.5-4 式)の淡水系・海水系地下水への適用性を確認す

るため、未変質および 1 mol dm-3の NaOH溶液で所定の期間（～56日間）変質させたベントナ

イト-砂混合圧縮成型体（以下「混合圧縮体」）を用いた透水試験を実施し、その試験結果と計

算値による比較を行った（図 2.5-15）。その結果、イオン強度が 0.1 mol dm-3未満の溶液に対し

て計算値は実験値を大きく上回る値を取ることが分かった。また、有効モンモリロナイト密度

がある程度残っている領域では試験結果と計算値に良い整合性が見られるが、当該密度が小さ

くなるに従い、計算値は実測値よりも大きくなる傾向があることも確認した。前者については、

ベントナイトから溶出される Na+によって間隙水中のイオン強度が増加し、その結果、透水係

数が上昇したことが原因であると考えられることから、今後、低イオン強度溶液に対して当該

モデルを適用する場合はイオン強度の下限値を設ける必要があることを示唆した。後者につい

ては、知見がなく現段階ではモデルに取り込めていないが、生成した二次鉱物の粒径が透水係

数に及ぼす影響が考慮されていないことが原因であると考えられる。さらに、当該モデルのイ

オン強度依存性はベントナイト中のモンモリロナイトの構造変化に起因するものであるが、当

該モデル式においては有効モンモリロナイト密度を 0 kg m-3としたときの透水係数にもその依

存性が残っている形になっているため、モンモリロナイト残存量が過度に低下した領域につい

ては元来適用範囲外である可能性があることを仮説として提起した。 
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図 2.5-15 砂-ベントナイト混合圧縮成型体の透水係数（K）と有効モンモリロナイト密度 

（ρm）、イオン強度（Is）の関係（実験値と計算値の比較） 

 

また、透水試験結果から透水係数を決定する際、以下の式（ダルシーの法則）が一般的に使

われている。 

 

v=Ki (2.5-6) 

 

v：流速（m s-1） 

i：動水勾配（－） 

 

式(2.5-6)が示す通り、透水係数を決定するためには流速（単位時間あたりの通水量（m3 s-1）と

試料断面積（m2）から決定）を測定する必要があるが、透水係数が小さいベントナイト等、粘

土鉱物を対象とした試験では、有意な通水量を得るため、通水圧を高くした（動水勾配を大き

くした）条件での試験が多く行われおり、当事業でこれまでに実施してきた試験も例外ではな

い。しかしながら、粘性土などについては、その真偽は明らかになっていないものの、低動水

勾配（動水勾配 1以下）の条件では透水性がダルシー則に従わない現象（非ダルシー性）がみ

られるという報告が多くなされており(9)、ダルシー則を適用して高動水勾配条件下で得られた

透水係数を用いて地下環境（動水勾配 0.01以下）における透水性評価を行うことの是非につい

ては、当分野において長年課題とされてきている。 

以上の背景を踏まえ、平成 24 年度は、上述した「モンモリロナイト残存量が過度に低下し

た領域においてはイオン強度依存性がなくなるため当該モデルが適用できない」という仮説を

確認、および当該モデルの安全評価への反映方法の検討に資するための透水係数データの拡充

するため、過度に変質させたベントナイト試料を用いた透水試験を実施した。また、ベントナ

イト系材料の透水試験における動水勾配の影響を把握するため、低動水勾配条件下における透

水試験を実施し、ダルシー則が成立するかを確認した。さらに、上記試験結果等を踏まえ、当

該モデルの安全評価への反映方法に係る検討を行った。 

 

 

（ｂ） 過度に変質させたベントナイト試料を用いた透水試験 

ベントナイト（クニゲル V1）とケイ砂（3号と 5 号ケイ砂を 1：1で混合）を乾燥密度が 1600 

kg m-3、ベントナイト配合率が 50 %になるように試験容器（φ5×1 cm）内に充填し、1 mol dm-3

の NaOH溶液に浸漬させた状態で、真空ポンプを用いて 1週間脱気させた後に、90℃の恒温槽

内で 109日間変質させたものを「過度に変質させたベントナイト試料（混合圧縮体）」とし、2

試料（Run1、Run2）用意した。なお、処分場環境においては、緩衝材中の地下水の流れは非常

に遅いため、緩衝材の変質は拡散場に近い条件で進行することが想定される。そのため本試験

では拡散場で変質させた混合圧縮体を用いることとした。変質させた混合圧縮体は、長期透水

試験装置（図 2.5-16）に設置し、0.01、0.1、0.3、0.7、1.0 mol dm-3の NaCl 溶液を順に温度 40℃

で通水させて透水係数を取得した。なお、後述する「透水試験における動水勾配の影響」を確

認するため、溶液の通水圧は 0.001～0.005 MPa（動水勾配 27～68）の間で変化させ、各通水液

に対して複数の透水係数を測定した。試験終了時には、ローダミンを通水して、水みち確認試

験を行い、その後、固相を回収して湿潤重量、乾燥重量を測定し、間隙率を算出した。また、

メチレンブルー吸着試験によるモンモリロナイト残存量の測定を行い、有効モンモリロナイト
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密度を求めるとともに、粉末 X線回折（XRD、SmartLab：㈱リガク製）によりモンモリロナイ

トの有無を確認した。 

 

図 2.5-16 長期透水試験装置の概略図 

 

本試験によって得られた、過度に変質させた混合圧縮体にイオン強度の異なる NaCl 溶液を

通水させた際の透水係数および試験終了後の間隙率、モンモリロナイト密度を表 2.5-6 にまと

める。また、XRD測定結果を図 2.5-17 に示す。 

過度に変質させた混合圧縮体の透水係数は、通水させた溶液のイオン強度に係わらず約 2×

10-8 m s-1 となり、一定の値を取った。また、メチレンブルー吸着試験結果から導出した試験終

了後の有効モンモリロナイト密度、および XRD 測定結果（図 2.5-17）から混合圧縮体中のモ

ンモリロナイトがほとんど溶解したことが分かる。これら結果より、「当該モデルはモンモリロ

ナイト残存量が過度に低下した領域については元来適用範囲外である可能性がある」という仮

説が正しいことを確認した。 
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表 2.5-6 透水係数および試験終了後の間隙率、モンモリロナイト密度 

試験ケース 

透水係数（m s-1） 

間隙

率 

（%） 

有効モンモリ

ロナイト密度 

（kg m-3） 
供試体 

通水溶液の 

イオン強度 

(mol dm-3) 

通水圧 

(MPa) 

109 日変質

（Run1） 

0.01 0.001 2.6×10-8  

62.0 9526 

0.1 
0.1 2.9×10-8 

av. 2.3×10-8 
0.005 1.7×10-8 

0.3 

0.001 2.4×10-8 

av. 2.1×10-8 
0.002 2.7×10-8 

0.003 2.0×10-8 

0.005 1.4×10-8 

0.7 

0.002 2.4×10-8 

av. 2.0×10-8 0.003 2.1×10-8 

0.004 1.6×10-8 

1.0 

0.002 2.3×10-8 

av. 2.1×10-8 0.003 2.2×10-8 

0.004 1.8×10-8 

109日変質

（Run2） 

0.01 0.001 2.6×10-8  

63.7 8015 

0.1 
0.1 2.9×10-8 

av. 2.5×10-8 
0.005 2.1×10-8 

0.3 0.002 2.3×10-8 

av. 2.3×10-8  0.003 2.4×10-8 

 0.005 2.2×10-8 

0.7 

0.002 2.4×10-8 

av. 2.3×10-8 0.003 2.2×10-8 

0.004 2.2×10-8 

1.0 

0.002 2.6×10-8 

av. 2.4×10-8 0.003 2.4×10-8 

0.004 2.3×10-8 

 



 

 - 2-103 - 

 

 

図 2.5-17 過度に変質させたベントナイト試料の XRD測定結果 

 

（ｃ） 透水試験における動水勾配の影響 

ベントナイト（クニゲル V1）とケイ砂（3号と 5 号ケイ砂を 1：1で混合）を乾燥密度が 1600 

kg m-3、ベントナイト配合率が 50 %になるように試験容器（φ5×5 cm）内に充填し、0.72 mol dm-3

の NaCl 溶液に浸漬させた状態で、真空ポンプを用いて 1 ヶ月脱気させた混合圧縮体を供試体

とし、高精度定水位試験装置（応用地質株式会社製）を用いて 0.72 mol dm-3の NaCl 溶液を温

度 20℃、動水勾配 0.1～5程度の条件下で通水し、その透水係数を測定した。 

図 2.5-18に試験装置の模式図、図 2.5-19に試験装置の外観、図 2.5-20 に動水勾配の負荷パ

ターンの基本的考え方を示す。当該透水試験では、流入側貯留槽と流出側貯留槽の水位差によ

って供試体に水頭差を与え、その水位差を高精度水位計により測定し、供試体を通過する流量

を微小流量計によって測定する。低動水勾配下での試験では、水位差の設定あるいは計測精度、

浸透した水量の計測精度が重要となる。特に、本試験のような難透水性の試料を用いた場合、

浸透水量が微量であることから、浸透流の安定性を確認の上、試験を実施することとした。 

また、透水係数（K）は次式により算出した。 
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Q L
K

At h
  (2.5-7) 

 

Q：時間 t の間に供試体中を流れる水量 （m3） 

A：供試体の断面積（m2） 

t：時間 (s) 

L：供試体の長さ（m） 

h：水頭差 (m) 

 

 

 

 

図 2.5-18 高精度定水位試験装置の模式図 
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図 2.5-19 高精度定水位試験装置の外観 

 

 

図 2.5-20 動水勾配の負荷パターンの基本的考え方 
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試験は設定水位差 0 cmで安定性を確認した後、1.25 cm、2.5 cm、5 cm、10 cm、25 cmと段

階的に設定水位差を上昇させた。その後、10 cm、5 cm、2.5 cm、1.25 cmと段階的に設定水頭

を下げた。浸透流の安定性も吟味可能なように各位差を 1日程度保持した。 

 表 2.5-7 に試験結果、図 2.5-21 に各ステップにおける流速、透水係数と動水勾配の関係を

示す。また、各ステップで得られた流量と動水勾配の経時変化は Appendix-Ⅰ-B-3、図 App.

Ⅰ.B-19～27 にまとめる。なお、流量と動水勾配の評価は、不安定な挙動を示すデータは除き、

連続的に比較的安定した挙動を示す範囲のデータを用いた。また、流速や透水係数の算出には、

流入側と流出側の流量の平均値を使用した。 

表 2.5-7、図 2.5-21 に示すとおり、流速と動水勾配両者の関係は原点を通る直線で近似でき、

各ステップで得られた透水係数はほぼ一定であった。この結果は、透水係数 1×10-9 m s-1 程度

となる当該試験条件（海水系地下水程度のイオン強度条件）下では動水勾配 0.1 以上でダルシ

ー則が成立していることを示している。しかしながら、当該試験で得られた透水係数（平均値：

7.5×10-10 m s-1）は、図 2.5-16に示した現行の透水試験装置（原子力機構）を用いて、同様の試

料、溶液条件で得られた 40℃における透水係数（1.7×10-10 m s-1）を式(2.5-4)で使用した温度補

正項を用いて補正した値（1.1×10-10 m s-1）と数倍の違いがあった。この原因については、透水

係数の導出方法や試験体系等の差異である可能性も含め、今後明らかにすることが重要である。 

 

表 2.5-7 高精度定水位試験装置を用いた透水試験結果一覧 

 

試験 

段階 

通水 

時間 

(min) 

流量 (ml) 水頭

差 

(cm) 

動水 

勾配 

(-) 

流速 

(m s-1) 

透水 

係数 

(m s-1) 
流入側 流出側 平均 

Step-1 500 0.014 0.003 0.008 0.91 0.18 1.4×10-10 7.7×10-10 

Step-2 780 0.030 0.013 0.022 1.88 0.38 2.4×10-10 6.3×10-10 

Step-3 450 0.036 0.27 0.032 4.25 0.85 6.0×10-10 7.0×10-10 

Step-4 802 0.133 0.128 0.131 9.33 1.87 1.4×10-9 7.4×10-10 

Step-5 270 0.121 0.118 0.120 24.72 4.95 3.8×10-9 7.6×10-10 

Step-6 1020 0.183 0.159 0.171 9.43 1.89 1.4×10-9 7.5×10-10 

Step-7 1390 0.095 0.093 0.094 4.05 0.81 5.7×10-10 7.1×10-10 

Step-8 890 0.023 0.026 0.025 1.53 0.31 2.4×10-10 7.7×10-10 

Step-9 650 0.009 0.001 0.005 0.33 0.07 6.3×10-11 9.5×10-10 
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図 2.5-21  各ステップにおける流速、透水係数と動水勾配の関係 

 

また、（ｂ）で行った「過度に変質させたベントナイト試料を用いた透水試験」では上述し

たとおり、現行透水試験装置を用いた透水試験における動水勾配の影響を確認するため、溶液

の通水圧を 0.001～0.005 MPa（動水勾配 27～68）の間で変化させ、各通水液に対して複数の透

水係数を測定した。表 2.5 8 に示したとおり、透水係数は通水圧に依存せずほぼ一定であったこ

とから、現行透水試験装置で取得したデータに関してもダルシー則が成立していることが確認

できた。 

２つの透水試験装置を用いた以上の試験結果から、混合圧縮体に対しては、これまで取得し

てきたデータも含め、透水係数 1×10-9 m s-1 以上、かつ動水勾配 0.1以上の範囲ではダルシー

則が成立することが確認できた。これは透水係数 1×10-9 m s-1以上の範囲においては、高動水

勾配条件下で得られた透水係数データから導出した当該モデルが低動水勾配条件の地下環境を

想定した透水性評価でも適用できる可能性を示している。また、実際の地下環境においてはベ

ントナイト系緩衝材の透水係数がある値を超えなければ、その中の物質移行は拡散が支配的で

あることが担保できる。すなわち、低動水勾配条件下においてある値以上の透水係数の範囲に

おいてダルシー則が成立することが確認できれば、当該モデルの有用性が証明されることにな

る。 

ベントナイト系緩衝材中の物質移行が拡散支配であることを判定する指標として式(2.5-8)に

示すぺクレ数（Pe）がある。ぺクレ数は物質移行に対して移流による影響と拡散による影響の

比で表す無次元数であり、Pe＜１の場合にベントナイト系緩衝材中の物質移行は拡散支配であ

ると判定される(10)。 

 

De

Lv
Pe


  (2.5-8) 

 

Pe ： ぺクレ数（‐） 

ｖ ： ベントナイト系緩衝材中の流速（m s-1） 

L ： 代表長さ（m） 

De ： ベントナイト緩衝材中の有効拡散係数（m2 ｓ-1） 
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ベントナイト系緩衝材中の流速がダルシー則に従うとすると、式(2.5-6)が成立するため、式

(2.5-8)は式(2.5-9)のように表される。 

 

K
Pe i L

De
    (2.5-9) 

 

保守的に動水勾配0.1、代表長さ0.7 m（地層処分で想定される緩衝材の長さ(11)）、最も拡散係

数が小さい陰イオン種の有効拡散係数 4×10-11 m2 s-1 (12)としたとき、Pe＜１を満たす透水係数

の範囲は6×10-10 m s-1未満である。したがって、本年度実施した低動水勾配下における透水試

験のイオン強度条件等を変えて、透水係数1×10-10 m s-1 以上、かつ動水勾配0.1以上の範囲でダ

ルシー則が成立することが確認できれば、当該モデルを地下環境における透水性評価に使用し

ても問題がないという根拠になると考えられる。 

 

（ｄ） ベントナイト透水係数評価モデルの安全評価上の取扱い（案）について 

平成 23 年度までの成果の中でも示したとおり、当該モデルはその適用性が確認されている

有効モンモリロナイト密度およびイオン強度の領域が限られているため、それらを適切に考慮

した上で長期安全評価に反映させる必要がある。平成 24年度はこれまで得られた知見を踏まえ、

当該モデルの安全評価上の取扱い（案）を提示することにした。なお、圧縮ベントナイト中に

おけるカルシウム型化等、イオン交換に係る現象のモデル(13)については現段階では未検証のた

め、式(2.5-5)で示した Ca 型化の影響を考慮した透水係数評価式は現在評価で使用していない。

そこで本年度は、本章 2.5.3、第 8 章のリンケージ解析等で現在使用している式(2.5-4)を基に検

討を行い、その結果を当該取扱い（案）として以下に提示する。 

 

①当該モデルの適用範囲については、平成 23年度までに実施した実際にアルカリ変質させた

混合圧縮体の透水試験結果等を踏まえ、有効モンモリロナイト密度 40～900 kg m-3、イオ

ン強度 0.1～1.0 mol dm-3とする。有効モンモリロナイト密度の範囲については、当該モデ

ルを作成した際に使用した試料の密度範囲であり、その上限値は実際の処分場での使用が

想定されているベントナイト-砂（7：3）混合圧縮体の当該密度に相当する。イオン強度に

ついては、ベントナイトから溶出される Na+等が間隙水中のイオン強度を増加させる割合

が小さく、透水係数への影響が小さいと考えられる 0.1 mol dm-3を最小値とし、当該モデ

ル作成時に使用した通水溶液イオン強度の最大値までとする。 

②有効モンモリロナイト 40 kg m-3未満の領域については、この領域ではモンモリロナイトが

ほとんどないため、その構造変化に起因する透水係数のイオン強度依存性も失われている

ると考えられる。また、本年度実施した「過度に変質させたベントナイト試料を用いた透

水試験」結果からもそのことが実験的に確認された。そのため、この領域の透水係数につ

いては一定値を与えることが妥当だと考えられるが、モンモリロナイトの溶解に伴い生成

する 2次鉱物の生成場所や粒径、および自己シール性の消失に伴う亀裂発生等が透水係数

へ与える影響については不明瞭であり、科学的根拠のある値を設定するのは難しい。そこ

で、本検討では、当該モデル式の最大値（有効モンモリロナイト密度 0 kg m-3、イオン強

度 1.0 mol dm-3としたときの値）である K =1.2×10-7・(7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) m s-1

をこの領域の設定値とする。 

③イオン強度 0.1 未満の領域については、上述したとおり、ベントナイトから溶出する Na+

等により間隙水中のイオン強度が増加する割合が大きいため、当該モデルが直接適用でき
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ない。これまでの検討では、有効モンモリロナイト密度 40～180 kg m-3、イオン強度 0 mol 

dm-3（脱イオン水）の条件で測定した Na 型ベントナイト試料の透水係数はイオン強度 0.03 

mol dm-3を適用することで再現できることが確認されており(14)、低イオン強度溶液に対し

て当該モデルを適用する場合はイオン強度の下限値を設ける必要性があることを示してき

た。また、未変質および変質させた試料にイオン強度 0.005 mol dm-3の溶液を通水させた

透水試験結果（図 2.5-15）と当該モデルを用いて計算した結果を比較してみると、未変質

試料（有効モンモリロナイト密度 700 kg m-3程度）では、透水係数の実測値はイオン強度

0.005 mol dm-3としたときの計算値より 20倍程度大きくなり、イオン強度を 0.03 mol dm-3

相当としたときの計算値とほぼ同じ値を取った。一方、変質試料（有効モンモリロナイト

密度 200 、400kg m-3程度）では、実験値はイオン強度 0.005 mol dm-3とした計算値より 300

倍程度大きく、イオン強度 0.1 mol dm-3相当の計算値と同等の値を取った。これら結果は、

上述した下限値は一定値ではなく、有効モンモリロナイト密度の領域によって変化する可

能性があることを示している。しかしながら、現段階ではこの仮説を確認するためのデー

タが少なく、この仮説に基づいた設定は困難である。そこで本年度はイオン強度 0.1 mol 

dm-3未満の領域においては、変質試料を用いた試験結果を参考とし、暫定的に当該モデル

のイオン強度を 0.1 mol dm-3としたときの値を設定値とする。 

 

上述の本年度提示する当該モデルの安全評価上の取扱い（案）の概念図を図 2.5-22 に示す。 

 

 

※１ 当該モデルを作成時に使用した試料の有効モンモリロナイト密度の範囲 

※２ 評価上の設定値であることに注意。 

※３ 暫定値。次年度以降変更の可能性有り。 

図 2.5-22 ベントナイト透水係数評価モデルの安全評価上の取扱い（案）に係る概念図 

 

また、これまで取得した透水係数データ（図 2.5-15）を見ると、高有効モンモリロナイト密

度の領域では、透水係数は間隙水中のイオン強度の影響を大きく受けるが、モンモリロナイト

が減少するとその影響は小さくなっているのが分かる。これは、ベントナイト系緩衝材の透水

係数は、モンモリロナイトがある程度存在する状態では間隙水中のイオン強度の影響が大きい

が、その存在量が減少する従いイオン強度の影響が小さくなり、変わりに間隙構造の影響が支
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③低イオン強度（0.1mol dm-3未満）の
溶液に対しては、Is=0.1 ※3を使用する。

①以下の範囲内であれば適用可能
有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度：40～900 kg m-3※1

イオン強度：0.1 mol dm-3以上

②有効モンモリロナイト密度40 kg m-3未満のときの透水係数は、1.2×10-7・f (T) m s-1※2とする。
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配的になる可能性が考えられる。そのように考えた場合、高イオン強度の溶液を通水させたと

きの透水係数が低有効モンモリロナイト密度では実験値は計算値を下回ったこと、および 0.005 

mol dm-3の NaCl溶液を通水させたときの上記③で記した結果を矛盾なく説明できる。今後は、

アルカリ溶液で変質させたベントナイト試料にイオン強度の異なる溶液を通水させる透水試験

を実施し、有効モンモリロナイト密度の異なる試料ごとの透水係数のイオン強度依存性を確認

するとともに、その結果を評価に反映させる必要がある。さらに、②では当該モデル式の最大

値を設定値としたが、透水係数が大きいことが処分システムで保守的であるかどうかについて

は現段階では断言できない。このような不確実性のあるパラメータの安全評価上の設定に関し

ては、リンケージ解析の結果を踏まえる等して、処分システムの評価にどう反映されるかも考

慮した上で決定することが重要であると考えられる。 

なお、①で示した有効モンモリロナイト密度の適用範囲を超える領域における当該モデルの

適用性については、Yamaguchi et al. (15)が確認しており、有効モンモリロナイト密度740～1,100 kg 

m-3以下、イオン強度 0.72 M の条件で取得した透水係数データ(16)から導出した近似式と当該モ

デルを比較した結果、良い整合性があるとしている。さらに、脱イオン水を用いた試験で得ら

れた透水係数データ(17)（有効モンモリロナイト密度 220～1,600 kg m-3）から導出した近似式は

当該モデルと整合せず、有効モンモリロナイト密度が高い条件で透水係数にイオン強度依存性

がなくなるように見えるのは、脱イオン水がベントナイトと接触した後に間隙水組成が変化す

ることを考慮していないこと、ベントナイトと平衡させた水の Na 濃度は液固比が低いほど高

くなることが原因であるとしている。 

 

（ｅ） まとめと今後の課題 

平成 24年度は、平成 23 年度に報告した「モンモリロナイト残存量が過度に低下した領域に

おいてはイオン強度依存性がなくなるため当該モデルが適用できない」という仮説を確認、お

よび当該モデルの安全評価への反映方法の検討に資するための透水係数データの拡充するため、

過度に変質させたベントナイト試料を用いた透水試験を実施した。また、ベントナイト系材料

の透水試験における動水勾配の影響を把握するため、低動水勾配条件下における透水試験を実

施し、ダルシー則が成立するかを確認した。さらに、上記試験結果等を踏まえ、当該モデルの

安全評価への反映方法に係る検討を行った。 

その結果、長期間 NaOH溶液に浸漬させたベントナイト試料の透水係数は、通水させた溶液

のイオン強度に係わらず一定値を取り、上記仮説が正しいことを確認した。また、高精度定水

位試験装置を用いて動水勾配 0.1～5 程度の条件で未変質のベントナイト試料に 0.72 mol dm-3

の NaCl 溶液を通水させた透水試験で得られたデータ、および現行の透水試験装置で取得した

データに関し、ダルシー則が成立していることを確認し、透水係数 1×10-9 m s-1以上の範囲に

おいては、高動水勾配条件下で得られた透水係数データから導出した当該モデルが低動水勾配

条件の地下環境を想定した透水性評価でも適用できる可能性があることを示した。さらに、こ

れまで得られた知見を踏まえた当該モデルの安全評価上の取扱い（案）として、①当該モデル

の適用範囲については有効モンモリロナイト密度 40～900 kg m-3、イオン強度 0.1～1.0 mol dm-3

の範囲とすること、②有効モンモリロナイト 40 kg m-3 未満の領域については K =1.2×10-7・

(7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) m s-1を設定値とすること、③イオン強度 0.1 未満の領域について

は暫定的に当該モデルのイオン強度を 0.1 mol dm-3としたときの値を設定値とすることを提示

した。 

今後は、高動水勾配条件下で得られた透水係数データから導出した当該モデルを地下環境に

おける透水性評価に使用しても問題がないという根拠を示すため、本年度実施した低動水勾配
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下における透水試験のイオン強度条件を変える等して、透水係数 1×10-10 m s-1 以上、かつ動水

勾配 0.1 以上の範囲でダルシー則が成立することを確認する必要があるとした。また、アルカ

リ溶液で変質させたベントナイト試料にイオン強度の異なる溶液を通水させる透水試験を実施

し、有効モンモリロナイト密度の異なる試料ごとの透水係数のイオン強度依存性を確認すると

ともに、その結果を安全評価上の取扱い（案）に反映させることが重要であるとした。 

 

2.5.3  物質移行－変質連成解析コードの長期評価における検証 

（１）背景および目的 

高レベル放射性廃棄物は、半減期が数万年に及ぶ放射性核種を含むといわれており、長期間

安全に隔離するために、地下 300m 以深へと地層処分することが検討されている。地層処分シ

ステムは、人工バリアとしてベントナイト系緩衝材を使用することが検討されており、処分場

閉鎖後における地下水の廃棄体への接触を抑制する止水性や放射性核種の移行抑制などの安全

機能が期待されている。しかし、処分場構造材にて大量に使用するとされるセメント系材料が

地下水と反応することで高アルカリ性地下水となる恐れがあり、これがベントナイト系緩衝材

の主構成鉱物であるモンモリロナイトの変質に大きく影響を与えることが危惧されている。こ

のことから、これまでにベントナイト系緩衝材の変質等の長期的変遷挙動を評価するための手

法を整備してきた。これらの評価手法を用いて、ベントナイト系緩衝材やセメント系材料変質

によるセメント成分の長期的な変質挙動を解析する物質移行－変質連成解析コードを整備して

いる。この複合的な長期変質挙動による評価の妥当性を確認する上では、粘土系材料とセメン

ト系材料が共存する実環境での相互作用を再現することが重要となる。 

本検証ではフランスの IRSN で採取された Tournemire 粘土層とセメント系材料の観察データ

を用いて再現計算を実施し、複合系材料における長期変質評価の妥当性を確認した。 

 

（２）検証データ 

検証データはフランスの IRSN Tournemire Underground Research Laboratory（Tournemire URL）

にて Tournemire粘土層（argillite）にコンクリートで埋め戻した試錐孔について、15年間後に採

取した Concrete / Argillite接合試料を IRSNで分析されたデータ(18) (19) (20) (21)を用いた。図 2.5-23

に Concrete / Argillite接合試料写真を示す。分析された試料は、CSHや Calcite、Gypsum、Ettringite

が沈着し、粘土および Quartzが減少していることが報告されている。また、試料は接合部から

厚さ 1cm以内で変遷し、間隙は粘土側で閉塞し、セメント側は増加していることが観察されて

いる。 
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図 2.5-23 Concrete／Argillite接合試料写真 

 

（３）計算条件 

図 2.5-24に示す計算体系のとおり、Concrete領域と Argillite領域ともに 1 mm、2 mm、5 mm

メッシュとした１次元体系を設定した。境界条件については、両側ともに濃度固定条件とした。

評価時間は観察データと同様に 15 年とし、タイムステップはノイマン数を考慮し 32min と設

定した。表 2.5-8 に Concrete / Argillite 間隙水組成について示す。Concrete 間隙水については

Concrete 組成にて平衡計算から算出した間隙水を、Argillite 間隙水については、De Windt ら(19)

により報告されている間隙水組成を使用した。また、温度についても De Windt ら(19)より報告さ

れている 15℃定温を採用した。なお、境界条件に濃度固定とした溶液組成についても、これら

間隙水組成を設定している。鉱物モデルについては、表 2.5-9 に示す。初期鉱物組成について

は、De Windt ら(22)により報告されている組成をベースに、Dolomite、Muscovite、K-feldspar、

Ca-montmorilloniteを Argillite初期鉱物として追加した。間隙率については、De Windt ら(19)が未

変質試料より測定した Concrete 13%、Argillite 9.5%を初期間隙率として設定した。熱力学デー

タベースは、多項式または van’t Hoff 式を使って平衡定数の温度依存性を考慮することができ

る Spron-JNC(23)をベースに CSHゲル（CSH(0.833)～CSH(1.8)）に A. Atkinson(24)によるデータを

考慮した熱力学データベースを使用した。本解析で適用する評価モデルについては、これまで

に「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査」において整備したベントナイト変質モデル、

quartz 溶解速度モデル、アルカリ拡散モデル、セメント間隙変遷モデルを使用した。式(2.5-10)

～式(2.5-16)に各評価モデルを示す。なお、モンモリロナイトの陽イオン交換については、

Concrete間隙水中下において Ca 濃度が高く、Ca 型から Na 型への変化はないと仮定したため、

本解析では考慮していない。  
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図 2.5-24 計算体系 

 

 

 

 

 

表 2.5-8 Concrete / Argillite間隙水組成 

 

components 
concrete porewater 

(mol L-1) 

argillite porewater 

(mol L-1) 

H (H+) 

Na 

K 

Ca 

Mg 

C (CO3
2-) 

Cl 

S (SO4
2-) 

Si 

Al 

10-12.52 

7.0410-5 

6.3010-6 

9.5210-3 

2.0110-10 

7.8010-6 

1.6810-4 

2.2410-5 

1.1710-5 

1.710-4 

10-8.2 

1.3410-2 

0 

0 

0 

0 

1.3010-2 

2.1010-4 

0 

0 

 

 

  

 

0-1-2-3-4-5 1 2 3 4 5

concrete argillite

Distance (cm)

Constant concentration boundary Constant concentration boundary
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表 2.5-9 Concrete / Argillite鉱物モデル 

Minerals (abbrev.) Chemical formula Model 1 

  concr. argil. 

Na-montmorillonite* Na0.33Mg0.33Al1.67Si4O10(OH)2 0 0 

kaolinite (AS2H2) Al2Si2O5(OH)4 0 10.9* 

Ca-montmorillonite* Ca0.17Mg0.33Al1.67Si4O10(OH)2  7.6 

muscovite* KAl2AlSi3O10(OH)2  32.1 

K-feldspar KAlSi3O8  5.4 

dolomite CaMg(CO3)2  1.1 

pyrite FeS2 0 0.9 

quartz SiO2 0 0 

quartz (sand)** SiO2 0 26.0 

calcite CaCO3 67.0 16.0 

portlandite Ca(OH)2 6.9 0 

monosulfate (AFm) 3CaOAl2O3CaSO412H2O 1.5 0 

ettringite (AFt) 3CaOAl2O33CaSO432H2O 1.5 0 

hydrotalcite (HT) 4MgOAl2O310H2O 0.5 0 

sodium oxide Na2O 0 0 

potassium oxide K2O 0 0 

C-S-H (1.8) Ca1.8SiO3.8 22.8 0 

C-S-H (1.5) Ca1.5SiO3.5 0 0 

C-S-H (1.3) Ca1.3SiO3.3 0 0 

C-S-H (1.1) Ca1.1SiO3.1 0 0 

C-S-H (1.0) CaSiO3 0 0 

C-S-H (0.9) Ca0.9SiO2.9 0 0 

C-S-H (0.833) Ca0.833SiO2.833 0 0 

C-S-H (0.6) Ca0.6SiO2.6 0 0 

C-S-H (0.4) Ca0.4SiO2.4 0 0 

analcime NaAlSi2O6H2O 0 0 

hydrogarnet (C3AH6) 3CaOAl2O36H2O 0 0 

laumontite CaAl2Si4O124H2O 0 0 

gypsum CaSO42H2O 0 0 

Friedel's salt 3CaOAl2O3CaCl210H2O 0 0 

brucite Mg(OH)2 0 0 

sepiolite Mg4Si6O15(OH)26H2O 0 0 

katoite (C3ASH4) Ca3Al2(SiO4)(OH)8 0 0 

gibbsite Al(OH)3 0 0 

pyrophyllite (AS4H) Al2Si4O11H2O 0 0 

siderite FeCO3   

wustite FeO   

magnetite Fe3O4   

hematite Fe2O3   

 ※初期組成についてはmass% 
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・モンモリロナイト溶解速度式 

RA = 3500 (aOH-)1.4 e - 51000 / RT 

 

 RA：溶解速度(kg m-3 s-1) 

 aOH-：OH-活量(mol dm-3) 

 T：温度(K) 

 R：気体定数(8.314 Jmol-1 K-1) 

 

※本解析では、 

  ・Ca-montmorillonite 

  ・Muscovite 

  ・Kaorinite 

 の溶解速度式として用いた 

(2.5-10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・緩衝材中におけるアルカリ拡散係数式 

De = 5.0×10-7 φ2.1 e(-18600/RT) 

 

 De：有効拡散係数(m2 s-1) 

 φ：間隙率(-) 

 T：間隙水の絶対温度(K) 

 R：ガス定数(8.31kJ mol-1 K-1) 

(2.5-11) 

 

 

 

 

 

 

・quartzの溶解速度式 

R = k A (aH+)
n (1 - Q/K) 

 

 log k：quartzの速度定数（= -13.8（70℃））(mol/m2/s) 

 A：quartzの表面積（= 9.53×103）(m2/m3) 

 aH+：H+の活量 

 n：定数（= -0.55（70℃））(-) 

 Q/K：quartzの飽和指数（Q：イオン活量積、K：平衡定数） 

(2.5-12) 

 

 

 

 

 

 

 

・セメント間隙変遷モデル式（詳細は App.Ⅰ-B を参照） 

De = 5.37×10-10 φtra 

 

tottracptra VtVt /)()( 
 

)(
)0()0()0(

)0(
)( tV

VVV

V
tV pore

astocptracp

tracp

tracp 







  

 

De：有効拡散係数(m2 s-1) 

φtra(t) ： 物質移動毛細管間隙率 

Vtot： セメント硬化体の総体積 

(2.5-13) 

 

(2.5-14) 

 

 

(2.5-15) 
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Vcp-tra(t)：物質移動毛細管間隙の体積 

Vcp-tra(0)：初期の物質移動毛細管間隙の体積 

Vcp-sto(0)：初期の貯留毛細管間隙の体積 

Va(0) ：初期の水泡体積 （計算では 0） 

Vpore(t)：セメント硬化体間隙の体積 

 

Kw = 1.0×10-15（一定） 
 

Kw：透水係数(m s-1) 

 

 

 

 

 

 

(2.5-16) 

 

 

 

 

（４）解析結果 

図 2.5-25にArgillite領域で観測された鉱物分布の概要図および解析による空間分布図を示す。

上図は Tinseau ら(18)によって報告されている Argillite 領域における鉱物分布概要図であり、中

図は本解析における 15年後の固相空間分布を、下図は 15年後の液相空間分布を指している。

また、図 2.5-26 に Concreteおよび Argilliteにおける経時変化分布を示す。計算の再現性につい

ては、Argillite 領域における固相空間分布から Calcite や CSH の生成および Quartz の溶解が確

認でき、変質層も 1cm以内であることから観察データを良く再現した。また、間隙についても、

Argillite領域では低下しており、Concrete領域では増加していることから観察データの傾向を再

現できている。ただし、Argillite 領域における Ca-montmollironite の溶解や gypsum の生成は確

認することができなかった。この不整合は、溶存酸素やイオン交換などの考慮を検討する必要

があることを示唆した。 

経時変化分布では、Concrete の固相において 1 年後から Portlandite が溶解し、間隙率が上昇

していることがわかる。液相では有意な差はみられなかった。Argillite では Dolomite が溶解す

ることで Sepiolite と Hydrotalcite が生成するが、Hydrotalcite は 1 年後には消失してしまう。そ

の後、Quartz が溶解することで CSH および Laumontite が生成し、間隙率が低下していくこと

が確認できる。この鉱物の変遷に伴い、液相では 0.2 年後に変化がみられた。そのうち、Mg

については Dolomiteが消滅したことで、Sepiolite の受け口となり濃度を下げた可能性がある。 

Tinseau ら(18)のレポートによると、SEM 観察において著しい沈殿により Calciteとハニカム構

造の粘土鉱物が確認されており、解析結果からこのハニカム構造の粘土鉱物は 3mm 程度生成

している Sepioliteではないかと推測される。しかしながら、Sepioliteの形状は一般的に“山皮”

と呼ばれており、形態学からもしばしば“string-like”とされている(25)。 

本解析において示した Tournemire URL での粘土系材料とセメント系材料が共存する実環境

での相互作用の再現性は、概ね一致する結果であり、これまでに整備してきた評価モデルを含

む物質移行－変質連成解析コードが複合系材料における長期変質評価においても妥当性を示せ

ることを確認した。 
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図 2.5-25  Argillite領域で観測された鉱物分布の概要図および解析による空間分布図 
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図 2.5-26 Concreteおよび Argilliteにおける経時変化分布 
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2.5.4  緩衝材劣化における物質移行－連成解析コードの機能拡張 

（１）背景および目的 

2.5.1 で記述したとおり、過去の原子力安全・保安院の委託事業である「放射性廃棄物処分の

長期的評価手法の調査」では、処分場構造材等で大量に使用される可能性のあるセメント系材

料が地下水と反応して発生する高アルカリ性地下水環境について調査を実施し、ベントナイト

系緩衝材の変質等によるバリア性能の長期的な変遷を評価するための手法を整備した。また、

平成 23年度(2)には、これらの評価手法を導入した高アルカリ性地下水環境によるベントナイト

系緩衝材の長期的な変質現象を予測する解析コード MC-BENT および地下水によるセメント系

材料の変質に伴うセメント成分の長期的な溶出挙動を評価する解析コード MC-CEMENT ver.2

を統合した MC-BUFFER の開発を行い、ベントナイト系緩衝材のセメント系材料などの影響に

よる長期的な変質挙動を解析することが可能となった。 

しかし、人工バリアを評価する際に重要なパラメータの１つとなる温度については、経時的

な境界条件に一定温度のパラメータしか与えることができない。ことから、温度境界条件に時

間的変化を考慮できよう機能拡張し、さらに熱フラックス、熱源、熱伝導率についても時間的

変化に対応した熱解析機能の拡充を行った。また、人工バリアの解析において、オーバーパッ

ク破損後にガラス固化体から溶出する放射性核種の人工バリア内での移行を評価するには 10

万年以上の時間スケールが必要となる可能性があることから、解析時間の延長や解析途中での

条件設定変更が可能となるリスタート計算機能を整備した。 

 

（２）熱解析の機能拡張 

これまでのMC-BUFFERは境界条件に一定の温度パラメータしか設定することができないた

め、経時的な温度変化を考慮することができない。また、温度変化を解析する上では、熱フラ

ックスや熱源、熱伝導率なども考慮しておくことが重要となる。以上から、これらの要素とな

るパラメータについて、経時的な設定変更を可能とし、かつ空間的にも変更できるように機能

拡張を行った。温度パラメータの設定概念図を図 2.5-27に、熱伝導パラメータの設定概念図を

図 2.5-28 に示す。このとき、θ は温度とし、λ は熱伝導率を表している。下図は、熱解析にお

ける概念的な設定例であり、温度パラメータでは、温度境界（Tboundary）における θ（温度）の

経時的変化を考慮した設定例について、熱伝導率パラメータでは熱伝導率（λ）を経時的に変化

さることでセルの温度変化を考慮した設定例である。 
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 Tboundary1=θ1 Tboundary2=θ2 

 

t=0 

 

 経過時間に伴う温度変化を考慮 経過時間に伴う温度変化を考慮 

  

 Tboundary1=θ1’ Tboundary2=θ2’ 

 

t=n 

 

 

図 2.5-27 温度パラメータの設定概念図 

 

 

 

 

 Tboundary1=θ1 Tboundary2=θ4 

 

 

 

t=0 

 

 

 

 λ1 λ2 λ3 

 

 

 

 Tboundary1=θ1’ Tboundary2=θ4’ 

 

 

 

t=n 

 

 

 

 λ1’ λ2’ λ3’ 

 

図 2.5-28 熱伝導パラメータの設定概念図 

  

θ2’ θ3’ 

θ2 

θ3 



 

 - 2-121 - 

（ａ）熱解析における計算メッシュ概念 

図 2.5-29 に MC-BUFFER のメッシュ概念図を示す。メッシュは常に３次元の構造格子であ

る。図の●は化学解析のコンパートメントであり、同時に熱解析の節点である。８個の節点に

より構成される直方体を要素とする。熱解析の温度固定とフラックスの境界条件は要素の面に

対して、熱源の境界条件は節点に対して設定する。 

なお、１次元の解析の場合、y方向と z 方向のコンパートメント数は 2×2とし、x 軸に垂直

な面上の 4個のコンパートメントは等価なコンパートメントとして計算している。同様に 2次

元の解析の場合、z方向のコンパートメント数は 2 とし、xｙ面に垂直な線上の 2個のコンパー

トメントは等価なコンパートメントとして計算する。 

 

 

 

図 2.5-29 MC-BUFFER のメッシュ概念図 

 

 

（ｂ）熱解析追加機能 

熱解析の機能拡張により、以下について機能の追加を行った。 

・温度固定境界条件の時間変化による温度設定（指定した時間と時間の間は線形補間） 

・熱フラックス境界条件の時間変化によるフラックス設定（指定した時間と時間の間は

線形補間） 

・熱源の境界条件の時間変化による設定（指定した時間と時間の間は線形補間） 

・熱伝導率の時間変化による設定（指定した時間に切り替わる） 

 

また、熱解析機能一覧について、表 2.5-10 に示す。今回拡張を行った熱解析機能の

MC-BUFFER での設定例および検証計算については、AppendixⅠ-B に記載する。 

 

  

化学解析のコンパートメント
＝熱解析の節点

熱解析の境界条件を設定する要素
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表 2.5-10 熱解析機能一覧 

 

機能 概要 

初期温度設定 各セルの初期温度を設定する 

初期熱伝導率設定 各セルの初期熱伝導率を設定する 

熱解析を行う時間ステップ設定 熱解析を行う時間ステップを化学の計算とは別

に設定する 

境界条件設定 各要素の指定した面に温度固定の境界条件を設

定する（指定した時間と時間の間は線形補間によ

り設定することが可能） 

各要素の指定した面にフラックス境界条件を設

定する（指定した時間と時間の間は線形補間によ

り設定することが可能） 

節点に熱源の境界条件を設定する（指定した時間

と時間の間は線形補間により設定することが可

能） 

熱伝導率の変化設定 各コンパートメントの熱伝導率を時間により切

り替える 

出力 phtwall.txt と phtwcheck.txt に温度を出力する 

 

 

（３）リスタート計算機能の整備 

人工バリア解析において、隆起・浸食シナリオに対応した計算途中段階での地下水質の変更

や、オーバーパックの安全機能損失後にガラス固化体から溶出する放射性核種の人工バリア内

核種移行を評価する上では 10 万年以上の時間スケールが必要となる可能性があるとされてい

る。しかし、これまでの MC-BUFFER では、それらを再現するのに必要な体系や境界条件、鉱

物組成などの再設定を考慮することが困難であった。このことから、評価時間終了後に再設定

を考慮し、継続的な解析を実施できるよう、リスタートファイルを作成するリスタート計算機

能を整備した。 

図 2.5-30 にリスタートファイル処理フロー概念図を示す。また、表 2.5-11 にリスタートフ

ァイル概要一覧を示す。各出力データにおけるリスタートファイルへの反映の詳細については、

AppendixⅠ-B に記載する。 
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図 2.5-30 リスタートファイル処理フロー概念図 

 

 

表 2.5-11 リスタートファイル概要一覧 

 

リスタートファイル 概要 

restart.trans.dat 

・*.trans.dat のリスタートファイル 

・HEAD_IC と CHEMISTRY_IC 以外は*.trans.dat をその

ままコピー 

・HEAD_IC はメッシュ毎に水頭を書き出し 

・CHEMISTRY_IC はメッシュ毎に新しい液相及び固相

の番号を設定して書き出し 

restart.chem.dat 

・*.chem.dat のリスタートファイル 

・すべての項目をそのまま出力 

・液相及び固相については新しく設定された番号に濃度

を書き出す 

restart.dat 

・*.dat のリスタートファイル 

・MEDIUM 以外の項目は元の*.dat をそのままコピー 

・MEDIUM 内は初期空隙率、透水係数、拡散係数、 

温度を変更して書き出し 

・セメント空隙率のオプションを用いる場合はセメント

の初期空隙率も変更して書き出す 

  

input data 

***.trans.dat 

***.chem.dat 

***.dat 

calculate 

(MC-BUFFER) 

***.trans.dat 

***.chem.dat 

***.dat 

output data 

***.trans.dat 

***.chem.dat 

***.dat 

phtwall.txt 

phteps.txt 

(温度情報) 
restart file 

***.trans.dat 

***.chem.dat 

***.dat 

restart.trans.dat 

restart.chem.dat 

restart.dat 
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2.5.5 結論および今後の課題 

平成 24 年度は、引き続き、地下環境条件下で適用可能な緩衝材劣化に係るモデルを構築す

るため、緩衝材評価モデルの検証を行うとともに、安全評価への反映方法に係る検討を行った。

さらに、Tournemire 粘土層とセメント系材料の観察データを用いて再現計算を実施し、複合系

材料における長期変質評価の妥当性を確認した。また、MC-BUFFER における再現性や利便性

の向上を図るため、熱解析やリスタート計算を行う機能を整備した。 

その結果、「セメント系材料の変質特性に係るモデル」については、OPC 硬化体の人工淡水、

人工海水への浸漬試験の再現計算においては評価体系（メッシュ幅、タイムステップ）の影響

は小さいことが分かった。また、平成 23 年度確認された試験結果と計算結果の不整合事象につ

いては、エトリンガイトの熱力学データ設定に起因している可能性が考えられるが、現状評価

に反映させるのは困難であることから、このような不整合事象が起こることを認識しつつ、現

段階では安全評価において当該評価手法を使用することとした。「ベントナイト透水係数評価モ

デル」については、過度に変質させたベントナイト試料の透水係数は、通水させた溶液のイオ

ン強度に係わらず一定値を取ることを確認するとともに、透水係数 1×10-9 m s-1以上の範囲に

おいては、高動水勾配条件下で得られた透水係数データから導出した当該モデルが低動水勾配

条件の地下環境を想定した透水性評価でも適用できる可能性があることを示した。さらに、こ

れまで得られた知見を踏まえ、当該モデルの安全評価上の取扱い（案）を提示した。そして、

今後は、イオン強度条件を変えた低動水勾配下における透水試験、および変質させたベントナ

イト試料にイオン強度の異なる溶液を通水させる透水試験を実施し、地下環境条件における当

該モデルの有用性を示すこと、安全評価上の取扱い（案）に反映させることが重要であるとし

た。Tournemire 粘土層とセメント系材料の観察データを用いて再現計算では、実環境での相互

作用の再現性は概ね一致する結果であり、これまでに整備してきた評価モデルを適用した複合

系材料における長期変質評価においても妥当性を示せることを確認した。また、MC-BUFFER

における熱解析機能やリスタート計算機能を拡充することにより、人工バリアの解析で重要と

なる温度変遷や隆起・侵食による地下水環境条件変化等の再現性や利便性を向上させることが

可能となった。 
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2.6 まとめ 

廃棄体や人工バリア材の性能評価手法を整備するために、ガラス固化体の溶解／変質、放射

化金属の腐食、オーバーパックの腐食及び緩衝材の劣化の評価に適用可能な評価モデルの検討

を行った。 

ガラス固化体の溶解モデルの作成については、沿岸立地された処分場におけるシナリオで想

定される化学環境や、長期にわたりガラス固化体に接触する可能性のある高濃度のイオン種と

して、海水成分である Mg イオン、処分場の支保工などに使用されるセメント系材料を起源と

する Ca イオン、オーバーパックを起源とする Feイオンに着目し、ガラス固化体の溶解／変質

挙動に及ぼす影響について検討した。Mg イオンを含む溶液中では、ガラス固化体の主構成元

素である Si と液中 Mgイオンが化合し、二次鉱物としてマグネシウムケイ酸塩を生成・析出す

る反応により Si が消費され、ガラス固化体のマトリクス溶解が促進される状態が続くことを確

認した。一方、Ca イオンについては、pH＜11.5の条件において、Mgイオンとは逆に、ガラス

固化体の溶解／変質を抑制する働きがあることを確認した。鉄イオンについては、熱力学的検

討と地球化学解析の結果、ガラス固化体とオーバーパックの境界付近において、ガラス固化体

の溶解／変質を促進する可能性のある鉄ケイ酸塩の生成反応が長期的に維持される可能性が示

唆された。また、安全評価におけるガラス固化体の性能評価の妥当性の判断指標の一環として、

これまでに基本構築されたガラス固化体の溶解／変質に係る現象論や機構論を考慮した溶解速

度モデルをベースとした適用範囲や限界を提示した。 

放射化金属の腐食モデルの作成については、使用済み燃料被覆管（ハル）の母材であるジル

カロイの腐食速度に関する既往の高温域（300℃付近）での経験則モデルを処分環境で想定され

る 100℃以下の低温域に外挿するにあたり、その信頼性を確認するために、最近の組成のジル

カロイ試料を用いてやや高温の 180℃での腐食速度データを水素発生量測定法及び腐食増量測

定法によって取得した。その結果、180℃の腐食速度定数は高温域での腐食速度定数のほぼ外挿

直線上に位置していたことから、高温域に比べてより低温域に近い温度である 180℃の条件に

おいても、ジルカロイの腐食メカニズムは高温域と同じである可能性が示唆され、経験則モデ

ルの信頼性を確認することができた。また、沿岸立地された処分場におけるシナリオで想定さ

れる化学環境やジルカロイの腐食速度に影響を及ぼす可能性のある因子として塩分濃度と酸化

還元電位に着目し、海水成分や溶存酸素がジルカロイの腐食に及ぼす影響の有無やその程度を

上述の腐食試験法を用いて確認し、NaCl 成分は、温度ほどはジルカロイの腐食に影響を及ぼさ

ないこと、有意な溶存酸素が存在する大気平衡条件における 80℃～120℃での 121 日間までの

範囲におけるジルカロイの腐食量の程度は、脱酸素条件とは大きく異ならないことをそれぞれ

確認した。一方、経験則モデルを安全評価に使用するためには、数千年や数万年といった長期

におけるジルカロイ腐食速度の設定が確からしい、あるいは少なくとも保守側であるかどうか

を判断することが必要であり、その観点では、これまでに解明されていない低温域におけるジ

ルカロイの腐食メカニズムについての理解および地層処分されるハルの腐食速度評価を行うた

めに必要な炉水中での履歴による影響についての理解が不可欠であることを示した。 

オーバーパックの腐食モデルの作成については、オーバーパックの候補材の一つである炭素

鋼について、全面腐食に比べて腐食進展速度が著しく大きくなる局部腐食や応力腐食割れ（SCC）

といった腐食形態となる条件を把握するためのモデル（局部腐食判定モデル、SCC 発生判定モ

デル）の検討を行った。加えて、想定される処分環境で最も起こりえると考えられている全面

腐食に関するモデル（全面腐食速度モデル）の検討も実施した。局部腐食判定モデルについて、

実際の処分環境で想定される温度、地下水化学環境下（淡水、塩水、酸化還元状態）を考慮し

た室内実験を行い、昨年度までに未検証となっていた条件での検証を行うとともに、当該モデ
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ルの改良を行うことによって処分環境で適用できるようにした。また、SCC 発生判定モデルに

ついて、割れ感受性に及ぼす温度の影響を調べた。全面腐食速度モデルについては、1 年間ま

での炭素鋼の腐食試験データを取得して、腐食性と表面皮膜の保護性に及ぼす温度の影響を整

理するとともに、炭素鋼の表面に生成する腐食生成物中の水の拡散が腐食速度を律速すると仮

定した新たな腐食速度モデルを提案した。さらに、炭素鋼の水素脆化の起因となる水素吸収挙

動についての実験的検討を行った。これらに加えて、炭素鋼以外のオーバーパック候補材の腐

食現象についての検討も実施した。 

緩衝材の劣化モデルの作成については、緩衝材およびセメントの変質特性試験（変質メカニ

ズムや変質速度等）や透水特性試験においてより長期のデータを用いたモデルの検証を行い、

実環境下で適用可能なモデルを構築するとともに、安全評価への反映方法案を提示した。特に、

過度に変質させたベントナイト試料を用いた透水試験を実施し、モンモリロナイトのほとんど

が溶解すると透水係数のイオン強度依存性がなくなることを示し、その結果を当該方法案に反

映させた。さらに、Tournemire 粘土層とセメント系材料の観察データを用いて再現計算を実施

した。実環境での相互作用の再現性は概ね一致する結果であり、これまでに整備してきた評価

モデルを適用した複合系材料における長期変質評価においても妥当性を示せることを確認した。

また、MC-BUFFER における再現性や利便性の向上を図るため、熱解析やリスタート計算を行

う機能を整備した。 
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3. 時間スケールに応じた工学的信頼性、処分環境の変遷等による不確実性の整理 
3.1 全体概要 
我が国の高レベル放射性廃棄物（以下、HLW）等の地層処分は、2000 年 10 月の「特定放射

性廃棄物の最終処分に関する法律」により事業化段階に入っている。その後、2007 年の同法改

正に伴い長半減期低発熱性放射性廃棄物（以下、TRU 廃棄物）の一部も地層処分の対象に含ま

れた。現在、事業主体である原子力発電環境整備機構（以下、NUMO）による処分場候補地の

公募が行われている。最終的な処分地選定に向けて、今後、規制当局による処分候補地に対す

る安全審査等が行われ、その際には地層処分の安全性を判断するための評価手法が必要である。

そのため、日本原子力研究開発機構安全研究センター（以下、JAEA）では、シナリオ設定手法

の整備を進めている。また、地層処分は、人工バリアと天然バリア（地質媒体）を適切に組み

合わせたシステムにより、数万年以上の長期的な安全性を確保するものである。そのためには、

人工バリアと天然バリアを含めた処分システムが適切に機能することが必要である。 
さらに、地層処分の概念に対する工学技術の実現可能性を幅広く示すことが技術基盤の整備

として求められている。その中で、地層処分事業のサイト調査、建設、操業、閉鎖の段階で採

用される可能性のある工学技術におけるプロセスおよび機器の開発は、処分システムの実現性、

および成立性を提示するものとして、また処分システム構築時の品質を決めるものとして重要

である。このような背景のもと、原子力環境整備推進・資金管理センター(1)では、処分システ

ムが安全かつ効率的に機能するための多様な工学技術の整備、また構築された人工バリアの健

全性や工学技術の妥当性等を評価するシステムの整備を実施している。 
このような中、JAEA では、NUMO により示される将来のシナリオ設定の妥当性を判断する

ために、処分の工学技術の適用に関連したシナリオでは、2 つのシナリオに区分して、その設

定手法について検討している。一方は、地層処分場の建設・操業・閉鎖段階で採用される可能

性のある工学技術適用上のヒューマンエラーが発生した場合を想定したシナリオであり、平成

22 年度および平成 23 年度において、HLW 地層処分および TRU 廃棄物地層処分を対象に、工

学技術適用上のヒューマンエラーと人工バリア・天然バリアの特性（THMC）や安全機能に与

える影響について整理をおこなった。もう一方は、地層処分場の建設・操業・閉鎖段階で地質・

気候関連事象が発生した場合を想定したシナリオであり、平成 24 年度において、地震が発生し

た場合を想定した地層処分場の人工バリア・天然バリアの特性（THMC）や安全機能に与える

影響について整理を行った。 
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3.2 処分工学技術の適用に関連したシナリオ設定手法の整備 
3.2.1 背景・目的 
本事業では、処分システムへの影響の要因を 3 タイプに分類し、それぞれの要因に対するシ

ナリオ設定手法の整備を行っている。それは、「人工バリアの変遷である内的条件に関連したシ

ナリオ」、「処分の工学技術の適用に関連したシナリオ」、「地質・気候関連事象である外的条件

に関連したシナリオ」である。 
それらのシナリオは、人工バリアの機能や処分サイトの地質環境、処分の工学技術に関する

様々な条件や起こりうる現象を考慮して、構築されなければならない。それらの条件や現象、

処分場閉鎖後の長期安全性に関係すると考えられる要因は、多岐に亘るため、情報を体系的に

整理し、シナリオ整備を進める必要がある。その方法として、経済協力開発機構／原子力機関

（以下、「OECD/NEA」という）の国際 FEP リスト(2)に基づき、我が国の処分概念に適合する

FEP をリストアップし、それらに関する化学的知見に基づいて、シナリオを整備していくこと

が有効である。そのため、「人工バリアの変遷である内的条件に関連したシナリオ」の整備では、

HLW および TRU 廃棄物の地層処分に関連する FEP 整備を行ってきている。 
本章では、「処分の工学技術の適用に関連したシナリオ」を対象に研究を実施している。前節

で述べたとおり、そのためには、処分事業の一連の工学技術に対する妥当性判断を行うための

技術情報や評価手法を整備し、さらに、処分工学技術の適用が閉鎖後長期安全性に与える影響

を検討することが有用であると考えられる。 
そのため、平成 22 年度および平成 23 年度の調査内容は、NUMO の「地層処分事業の安全確

保 2010」(3)等に示された HLW、TRU 廃棄物地層処分で採用が検討されている工法、および、

山岳トンネル工法について記述されている「トンネル標準示方書」(4)に示された工法のうち、

ヒューマンエラーを要因として処分場閉鎖後の長期安全性に影響を及ぼす可能性のある工学技

術のリストを作成し、文献調査によりそのリストに示された工学技術について個別に概要・特

徴、作業手順、施工上の留意点などを整理した。その結果、および、本事業の「人工バリアの

変遷である内的条件に関連したシナリオ」で整備が進められている FEP データベースの人工バ

リアの変遷に関するシークエンスの情報をもとに、ヒューマンエラーにより工学技術が適切に

機能しなかった場合の処分場閉鎖後の人工バリア・天然バリアの特性（THMC）および安全機

能への影響の関係整理を行った。その結果を踏まえて、ヒューマンエラーにより影響を受ける

状態設定や安全機能ごとに、シナリオを分類した。 
平成 24 年度は HLW 地層処分場の建設・操業・閉鎖段階で地震が発生した場合を想定したシ

ナリオ作成のために、地震による地下施設の被害事例を収集し、各被害をもたらした条件の分

析をした。その被害事例の分析結果、処分工学技術のヒューマンエラーによる人工バリア・天

然バリアの THMC および安全機能への影響に関する情報、および地震によるサイトの THMC
への影響に関する FEP 情報を踏まえ、地震により人工バリアおよびその周辺母岩に被害を及ぼ

し、さらに閉鎖後の長期安全性に影響を及ぼす可能性のある事象（地震による考慮すべき事象）

を抽出した。さらに、その地震による考慮すべき事象と処分場閉鎖後の安全機能との関係につ

いて整理したシナリオを作成した。 
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3.2.2 実施方法 
本研究では、地層処分場の建設・操業・閉鎖段階に地震が発生した場合を想定し、人工バリ

ア材の損傷や周辺母岩の損傷など様々なタイプの被害が発生し、それら被害により、処分場閉

鎖後に人工バリア・天然バリアの特性（THMC）や安全機能に与える影響について整理したも

のである（図 3.2-1）。 
 

 
図 3.2-1 地震による人工バリア・天然バリアの特性や安全機能への影響のプロセス 

 
地震によって発生が予想される様々な被害や、閉鎖後長期安全性への影響は、地層処分場で

採用される可能性のある工学技術の内、どの作業段階で地震か発生したのか、サイトの地質条

件や設計条件、工学的対策などの違いによって、その被害や影響が異なってくるものと考えら

れる（図 3.2-2）。 
 

 
図 3.2-2 地震被害の素因 
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・地質性状（亀裂分布、破砕帯、膨潤性地山、熱水変質、高間
隙水圧など）
・地質の力学特性（強度特性、変形特性、弾性波速度など）
・地質の水理特性（透水係数、動水勾配など）など

【処分場の設計条件】
・坑道断面積
・坑道形状
・支保工
・インバート設置の有無
・処分坑道の離隔など

【地震発生のタイミング】
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力学プラグ）

【工学的対策】
・耐震設計
・被害防止対策
・影響低減対策
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網羅的にシナリオを整備するためには、どの作業段階で地震が発生したのか、サイトの地質

条件・設計条件、被害に対する工学的対策の違いなどを把握する必要がある。しかし、サイト

が決まっていない現状では、まず、既往知見や被害事例などから想定可能な範囲でシナリオ整

備を行い、その後の NUMO による処分工学技術の信頼性向上やサイト条件および大深度トン

ネルでの特性変化に関する理解の向上に伴い、それぞれの情報を反映させてシナリオの現実性

や網羅性を高めていくこととした。（図 3.2-3）。 
 

 
図 3.2-3 建設・操業・閉鎖段階で地震が発生した場合を想定したシナリオ作成の流れ 

 
本研究では、地層処分場の建設・操業・閉鎖段階に地震が発生した場合を想定し、人工バリ

ア材の損傷や周辺母岩の損傷など様々なタイプの被害が発生し、それら被害により、処分場閉

鎖後に人工バリア・天然バリアの特性（THMC）や安全機能に与える影響について整理したも

のである。シナリオ作成の実施手順を図 3.2-4 に示す。 
 

 
図 3.2-4 シナリオ作成の実施手順 

各作業段階で地震が発生した場合の地層処分場へ
の影響に関するシナリオを現状の知見で想定できる
一般的な範囲で作成

影響の程度や工学的対策技術の信頼性を踏まえた
上で、重要なシナリオを選別

耐震設計
被害防止対策

影響低減対策に
関する技術情報

サイトの地質条件を踏まえた上で、地震に
より地層処分場へ影響する可能性のある
シナリオを追加

今回の実施範囲

現状で我々が未経験である地層処分場特
有の設計条件（大深度トンネル、処分坑道
のパネル配置など）を踏まえた上で新規知
見を取り入れながら、地震により地層処分
場へ影響する可能性のあるシナリオを追加

シナリオの
網羅性向上

シナリオの
網羅性向上

ステップ1：地震による地下施設の被害事例調査

ステップ2：地震による考慮すべき事象の想定

ステップ3：バリア特性（THMC）や安全機能への影響
整理

ヒューマンエラーによる人
工バリア・天然バリアの
特性および安全機能へ
の影響に関する情報

ステップ4：シナリオの作成

地質・気候関連
事象のサイトへ
の影響に関する
情報
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地震による地下施設への影響事例の情報を文献調査・ヒアリング調査により収集し、被害と

その要因との関係について分析した。その被害事例調査結果、ヒューマンエラーによる人工バ

リア・天然バリアの特性および安全機能への影響に関する情報、地質・気候関連事象のサイト

への影響に関する情報を基に、地層処分場の建設・操業・閉鎖段階の期間で、地震が発生した

場合を想定し、閉鎖後長期安全性の観点から、地震による考慮すべき事象を抽出した。さらに、

地震による考慮すべき事象とバリア特性や安全機能との関係についての整理を行った。その整

理には、ヒューマンエラーによる人工バリア・天然バリアの特性および安全機能への影響整理

の結果を利用した。そして、地震による考慮すべき事象とバリア特性や安全機能との関係をシ

ナリオとして成文化した。 
 
（１）被害事例調査 
トンネルは構造物全体が地山で囲まれており、地震時の挙動は周辺地層の挙動に支配される

ため、周辺地層が地震時も安定していれば、耐震性に富む構造物であるといえる。一方、吉川

(1984)(5)は、次の条件がそろえば、山岳トンネルも地震被害を受ける可能性が高いことを指摘し

ている。 
 

 地震の規模が大きい 
 トンネルが震央もしくは地震断層の近傍にある。 
 特殊条件が介在する。（坑口斜面が不安定、地質不良区間など） 

 
地層処分場の建設・操業・閉鎖段階の期間で、地震が発生した場合を想定し、閉鎖後長期安

全性の観点から、地震による考慮すべき事象を想定するためには、被害事例を調査し、その被

害を及ぼすに至る条件を把握することが重要であると考えた。そこで、被害事例調査では、前

述の地震被害を受ける可能性が高い条件を踏まえ、地震の規模、震央からの距離、被害形態、

特殊条件、土被りなどの情報を収集することとした。 
被害事例調査結果をもとに、地震エネルギーと地震被害、震央からの距離と地震被害、特殊

条件と地震非回の関係について整理した。 
 
なお、被害事例調査の対象は、土木学会、地盤工学会、日本トンネル技術協会、原子力学会

で発行している学会誌およびトンネル施工を行っている建設会社の情報とした。原子力学会で

発行している学会誌については、地震によるトンネル被害に関連する論文はなかった。 
 
（２）地震による考慮すべき事象の抽出・想定 
地層処分場において、地震により被害や影響を受ける対象は、a.坑道周辺の母岩、b.人工バリ

ア、c.人工バリア以外の地層処分に関係する構造物などが考えられる。現状では、我々は地層

処分場の建設・操業・閉鎖に関する実際の経験を有していないため、b の人工バリアに対する

地震被害の事例は存在しない。そのため、被害事例だけでは、地震による考慮すべき事象を一

般的な範囲でもれなく抽出することは困難である。そこで、既に整理されている地質・気候関

連事象発生に伴うサイトへの影響の情報や建設・操業・閉鎖段階で採用される可能性のある個々

の工学技術の作業手順に関する情報などを活用することとした。 
従って、地震による考慮すべき事象の抽出・想定方法は次の 3 つのタイプがある。 
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 被害事例調査結果から、坑道周辺母岩および人工バリア以外の地層処分に関係する構造

物に被害や影響を及ぼす可能性のある事象を抽出した。 
 既に整理されている地質・気候関連事象発生に伴うサイトへの影響を示したリストから

地震に関係するものを抽出した。 
 地層処分場の建設・操業・閉鎖段階で採用される可能性のある個々の工学技術の作業手

順に関する情報を参考に、それぞれの作業段階で地震が発生した場合、人工バリア、坑

道周辺母岩、人工バリア以外の地層処分に関係する構造物に対する被害や影響を想定し

た。 
 

（３）バリア特性（THMC）や安全機能への影響整理 
地震による考慮すべき事象が発生した場合の人工バリアや天然バリアの特性（THMC）や安

全機能に与える影響について整理を行った。ここでの人工バリアや天然バリアの特性や安全機

能への影響を想定する際には既往のヒューマンエラーによる人工バリア・天然バリアの特性お

よび安全機能への影響整理の結果を利用した。ここでの影響の想定は、地震による考慮すべき

事象が発生した場合、直接的に閉鎖後の過渡的な期間におけるバリア特性に及ぼす影響を示し

ている。なお、こうした過渡的な期間のバリア特性への変化が長期的な核種移行に与える影響

までのシークエンスを想定するには、不確実性が大きいため、個別の派生事象の連鎖について

は、考慮せず整理することとした。 
 

（４）シナリオの作成 
地震による考慮すべき事象とバリア特性や安全機能への影響の関係を成文化し、考慮すべき

事象、建設・操業・閉鎖の段階、人工バリア・天然バリアの構成部材ごとに整理した。 
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3.2.3 整理結果 
（１）被害事例調査結果 
前項の実施方法で述べた地震による地下施設への影響事例調査結果を、Appendix-Ⅱ-A に示

した。表 3.2-1 に被害事例調査結果の例を示す。 
 

表 3.2-1 地震による地下施設への影響事例調査結果の例 

 
 
1923 年の関東大地震から 2011 年の東北地方太平洋沖地震までに発生した地震の内、トンネ

ルに被害を与え、その被害について文献に残されている地震は、以下の 19 地震であった。また、

M6.8 以上の大きさの地震で、トンネルの地震被害を確認している。 
 
・ 1923 年 関東大地震       M7.9 
・ 1927 年 北但後地震       M7.3 
・ 1930 年 北伊豆地震       M7.3 
・ 1948 年 福井地震        M7.1 
・ 1952 年 十勝沖地震       M8.2 
・ 1961 年 北美濃地震       M7.0 
・ 1964 年 新潟地震        M7.5 
・ 1968 年 十勝沖地震       M7.9 
・ 1978 年 伊豆大島近海地震    M7.0 
・ 1978 年 宮城県沖地震      M7.4 
・ 1982 年 浦河沖地震       M7.1 
・ 1983 年 日本海中部地震     M7.7 
・ 1984 年 長野県西部地震     M6.8 
・ 1993 年 能登半島沖地震     M6.9 
・ 1993 年 北海道南西沖地震    M7.8 

地震 規模
震央から
の距離

トンネル 被害形態 土被り 特殊条件

1923年
関東大地震

M7.9 9km
箱根3号トンネ
ル（鉄道）

地表の斜面崩壊に伴う坑口部（延長3.6m）
の崩落

坑口 －

1930年
北伊豆地震

M7.3 11km
丹那トンネル
（鉄道）

断層によるずれ（2.4m） 160m
断層は厚さ15cm以下
の黒色粘土

1978年
伊豆大島近海地震

M7.0 18km
大川トンネル
（鉄道）

約60m区間にわたり、側壁が内空側に変
位し、アーチ部が圧ざ

50m 破砕帯（安山岩角礫と
断層粘土からなる）

1993年
能登半島沖地震

M6.9 16km
木の浦トンネ
ル（道路）

坑口から21m付近よりトンネルアーチ部で
落盤（延長4.5m、幅4.5m、高さ約7m）が生
じトンネル閉塞

15m
軟質な泥岩、凝灰岩、
風化により粘土化進行

1993年
北海道南西沖地震

M7.8 58km 第2白糸トンネ
ル（道路）

岩石斜面の崩壊による岩石の直撃により
坑門が破壊。

坑門 斜面崩壊

1995年
兵庫県南部地震

M7.3 29km
六甲トンネル
（鉄道）

アーチクラウン部の覆工コンクリートのせ
ん断ひび割れ、アーチ・側壁の打ち継ぎ目
部での剥落、打ち継ぎ目部の剥落。

100m
～

460m

花崗岩
被害箇所は粘土を伴う
破砕帯や施工時の大
量湧水箇所に一致する

2004年
新潟県中越地震

M6.8 10km 魚沼トンネル
（鉄道）

覆工コンクリートアーチ部の崩落（延長
5m）（地山の崩落は生じなかった）、イン
バートコンクリートのひび割れ、軌道隆起
（約250mm）

70m
被害箇所は鮮新世の
軟質なシルト岩層、泥
岩・砂岩互層。

2007年
新潟県中越沖地震

M6.8 36km
第一米山トン
ネル（鉄道）

アーチ肩部せん断ひび割れ、側壁コンク
リート損傷、アーチ肩部圧ざ

58m
軟質砂岩と破砕状安山
岩の境界部

2011年
東北地方太平洋沖地震

M9.0 153km
福島トンネル
（鉄道）

中央通路部の損傷、路盤部隆起に伴う軌
道変状

－
褶曲構造を示す泥岩、
凝灰岩。
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・ 1995 年 兵庫県南部地震     M7.3 
・ 2004 年 新潟県中越地震     M6.8 
・ 2007 年 新潟県中越沖地震    M6.8 
・ 2011 年 東北地方太平洋沖地震  M9.0 
 
図 3.2-5 に地震被害を受けたトンネルの震央からの距離と地震エネルギーの関係を示す。こ

れによると、M7.5 以下では 40km 圏内でトンネルの地震被害を確認しており、M9.0 では 160km
圏内でトンネルの地震被害を確認している。当然のことながら、地震のエネルギーが大きいほ

ど被害が広範囲に及んでいることが分かる。 
 

 
図 3.2-5 地震被害を受けたトンネルの震央からの距離と地震エネルギーの関係 

 
吉川(1984) (5)が示したトンネルに被害を与える可能性のある特殊条件（坑口斜面が不安定、

地質不良区間など）に関して、朝倉ほか(2000) (6)は、地震被害事例調査を行い山岳トンネルの

地震被害のパターンを以下の 3 つに分類した（図 3.2-6）。 
 

Ⅰ．小土被り区間 
坑門、坑口部での被害が多い。被害の形態は、斜面の崩壊、滑落に伴う本体の変状、圧壊な

ど、坑口付近の斜面崩壊によるもらい災害が多い。1923 年の関東大地震による箱根 3 号トンネ

ルの斜面崩壊に伴う坑口部の崩落や1993年の北海道南西沖地震による第2白糸トンネルの岩盤

斜面の崩落に伴う岩石の直撃による坑門の破壊などがあげられる。 
 

Ⅱ．地質不良区間 
山岳トンネルの土被りの大きな部分については、トンネルが堅固な岩盤内に存在し、地震に

よる被害は受けにくいと考えられる。事例は少ないが、土被りの大きな部分においても被害が

発生している。1995 年の兵庫県南部地震では、六甲トンネルが土被り 100m を超す箇所で、ア

ーチクラウン部の覆工コンクリートのせん断ひび割れなどの被害が確認された。被害箇所は花

崗岩であり、粘土を伴う破砕帯や施工時に大量湧水が確認された箇所と一致している。また、

2011 年の東北地方太平洋沖地震では福島トンネルにおいて、土被りが大きい箇所で中央通路部

の損傷や路盤隆起などの被害か確認された。被害箇所は泥岩や凝灰岩からなり、褶曲構造によ

り地層が乱れた箇所と一致している。このように土被りの大きい部分で地震による被害を受け

た箇所のほとんどは、何らかの地質不良が確認された箇所と一致している。 
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Ⅲ．断層のずれ 
トンネルが地震断層を貫いている場合、地震による断層のずれによりトンネルが被害を受け

ることがある。これは、活断層によるトンネルの直接破壊を示している。従ってこの事例は、

地層処分場の候補地からは回避される要件となる。被害事例は少ないが、北伊豆地震断層系の

丹那断層などの活動によって生じた 1930 年の北伊豆地震では、丹那断層のずれによるトンネル

被害が確認された。 
 

 

図 3.2-6 地震によるトンネルの被害パターン(6) 
 
図 3.2-6 に示した朝倉ほか(2000)による被害パターンの区分(6)は、地層処分場の地下施設の主

要箇所での地震被害に対応するものと考えられる（図 3.2-7）。Ⅰ．小土被り区間は地層処分場

では地下施設の入口に、Ⅱ．地質不良区間は処分坑道・連絡坑道・アクセス坑道の地質不良区

間に、Ⅲ．断層のずれは処分坑道・連絡坑道・アクセス坑道と活断層の交差部に対応する。従

って、地震による考慮すべき事象を抽出するためには、この被害パターンに基づき被害事例を

整理することが有効であると考えた。 
 

 
図 3.2-7 被害パターンと地層処分場主要部分との対応 

 
表 3.2-2 に被害パターンに基づき、被害事例調査結果を特殊条件、各特需条件における地形・

地質の性状、地震被害の形態で整理した結果を示す。 
「Ⅰ．小土被り区間」では、斜面崩壊、地すべり、落石、小土被りなどの地形・地質性状を

示す箇所において、地震被害が確認されている。被害事例調査結果をもとに、被害の形態は、

坑口部で地盤が崩落したタイプと地盤の崩落には至らないものの覆工コンクリートが破損する

タイプのものに区分できる。 

Ⅰ.小土被り区間

朝倉ほか(2000)に
よる被害パターン

Ⅱ.地質不良区間

Ⅲ.断層のずれ

地層処分場

地下施設への入口

処分坑道などの地質不良区間

処分坑道などと活断層の交差部

Ⅲ.断層のずれは、活断層によるトンネルの直接破壊

のことである。これは地層処分場の候補地では回避
される要件となる。
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「Ⅱ．地質不良区間」では、破砕帯、褶曲じょう乱帯、未固結部、膨潤性地山、熱水変質帯、

高間隙水圧区間などの地質性状を示す箇所において、地震被害が確認されている。被害事例調

査結果をもとに、被害の形態は、これら地質不良区間で岩盤が崩落したタイプと岩盤の崩落ま

でには至らないものの覆工コンクリートや路盤が破損するタイプのものに区分できる。 
「Ⅲ．断層のずれ」では、トンネルが活断層およびそれに連動する亀裂と交差している箇所

で、地震被害が確認されている。被害事例調査結果をもとに、被害の形態は活断層による坑道

のずれ、活断層のずれに引きずられた岩盤の崩落、および、活断層のずれに引きずられた覆工

コンクリートの破損に区分できる。 
 

表 3.2-2 特殊条件、地形地質性状と地震被害形態 

 
 

（２）地震による考慮すべき事象の抽出・想定 
前項の実施方法で述べた地震による考慮すべき事象の抽出・想定結果を表 3.2-3 に示す。地

層処分場において、地震により被害や影響を受ける対象は、a.坑道周辺の母岩、b.人工バリア、

c.人工バリア以外の地層処分に関係する構造物などが考えられる。そこで、地震による考慮す

べき事象を影響や被害を受ける対象ごとに整理した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特殊条件
各特殊条件におけ
る地形・地質の性状

地震被害の形態

Ⅰ.小土被
り区間

斜面崩壊、地すべり、
落石、小土被り

【事例-①】地震動による応力状態の変化による坑口部での地盤の
崩落、坑口の閉塞

【事例-②】地震動による応力状態の変化による坑口部での覆工コ
ンクリートの破損（覆工コンクリートの圧ざ、押し出し、剥離）、坑門
の破損

Ⅱ.地質不
良区間

破砕帯、褶曲じょう
乱帯、未固結部、膨
潤性地山、熱水変
質帯、高間隙水圧
区間

【事例-③】地震動による応力状態の変化による地質不良区間での
坑道の岩盤の崩落

【事例-④】地震動による応力状態の変化による地質不良区間での
坑道の覆工コンクリートや路盤の破損（覆工コンクリートの圧ざ、押
し出し、剥離、打ち継ぎ目部の剥落、食い違い、路盤隆起）

Ⅲ.断層の
ずれ

トンネルが活断層、
および、それに連動
する亀裂と交差して
いる箇所がずれた
場合

【事例-⑤】地震による坑道での断層のずれ

【事例-⑥】地震による坑道での断層のずれに引きずられた坑道
アーチ部での岩盤の崩落

【事例-⑦】地震による坑道での断層のずれに引きずられた覆工コ
ンクリートの破損（覆工コンクリートの圧ざ、押し出し、剥離）
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表 3.2-3 地震による考慮すべき事象の抽出・想定結果 

 
 
a-1：地震動による応力状態の変化による地質不良区間での坑道の岩盤の崩落 
この地震による考慮すべき事象は、地震によるトンネルの被害事例結果【事例-③】から抽出

したものである。坑道の岩盤が崩落することによる坑道周辺母岩への影響や、崩落物が人工バ

リアに直撃することによる人工バリアへの影響などが想定されることから、地震による考慮す

べき事象として抽出した。 
 
a-2：地震動に伴った山はねによる坑道岩盤の崩落 
今回の被害事例調査は、既往の道路・鉄道トンネルの被害事例が中心であった。そのため、

我々が経験したことのない地層処分場の大深度トンネル特有の地震による被害に関する情報は

収集できていない。そこで、土被りが大きく地殻応力が卓越した場所でトンネル掘削時の応力

開放で発生する現象である山はねが、大深度トンネルにおいて地震動をきっかけとして発生す

る可能性があるのではないかと考え、地震による考慮すべき事象として抽出した。山はねが発

生した場合、坑道周辺母岩への影響や、山はねによる崩落物が人工バリアに直撃することによ

る人工バリアへの影響などが想定される。 
 
a-3：地震動に伴った坑道周辺岩盤の亀裂形成による透水性変化による地下水流動特性の変化

および、a-4：地震動に伴った坑道周辺岩盤の水圧変化、地下水流動特性の変化 
既に整理されている地質・気候関連事象発生に伴うサイトへの影響の内、地震発生に関係す

る事象を以下に示す。 
・ 地震活動によりサイトが直接破壊、応力変化 
・ 地震活動により震源断層内の亀裂形成による地表水流入等による地下水水理、化学の変

化 

影響や被害を
受ける対象

地震による考慮すべき事象

a.処分坑道周
辺母岩

a-1：地震動による応力状態の変化による地質不良区間での坑道の岩盤の崩落【事例-③】
a-2：地震動に伴った山はねによる坑道岩盤の崩落
a-3：地震動に伴った坑道周辺岩盤の亀裂形成による透水性変化による地下水流動特性の変化
a-4：地震動に伴った坑道周辺岩盤の水圧変化、地下水流動特性の変化

b.人工バリア

b-1：キャスク（廃棄体の輸送容器）の運搬・積替え作業時、廃棄体の定置作業時の地震動による
廃棄体の落下
b-2：緩衝材ブロックの運搬・積替え作業時、定置作業時の地震動による緩衝材ブロックの落下
b-3：止水プラグの粘土ブロックの運搬・積替え作業時、定置作業時の地震動による粘土ブロック
の落下
b-4：緩衝材定置作業時の地震動による緩衝材の破損（割れ、剥離、浮き上がり等）
b-5：坑道埋め戻し作業時の地震動による埋め戻し材の破損（割れ、剥離、浮き上がり等）
b-6：止水プラグ設置作業時の地震動による止水プラグの破損（割れ、剥離、浮き上がり等）
b-7：力学プラグ設置作業時の地震動による力学プラグの破損（ひび割れ、剥離）

c.人工バリア
以外の地層処
分に関係する

構造物

c-1：地震動による応力状態の変化による坑口部での地盤の崩落、坑口の閉塞【事例-①】
c-2：地震動による応力状態の変化による坑口部での覆工コンクリートの破損【事例-②】
c-3：地震動による応力状態の変化による地質不良区間での処分坑道の覆工コンクリートや路盤
の破損【事例-④】
c-4：地震による津波の発生に伴った処分坑道への地表水の流入
c-5：地震による外部電源の喪失
c-6：地震による排水処理施設の損傷
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・ 地震活動により岩盤内の亀裂形成による透水性変化による地下水流動特性の変化 
・ 地震活動により深部から震源断層沿いに熱水が流入することによる地下水水理、化学、

熱の変化 
・ 地震活動により震源断層変位に伴う地質構造の変化による地下水水理の変化 
・ 地震活動により、浸食によるサイトの対地深度の変化によるサイト内の地下水水理、熱、

化学、力学の変化 
・ 地震活動により、浸食による地形変化による地下水水理の変化 
これらのサイトへの影響を示した事象の内、地層処分場候補地の回避要件である活断層によ

るサイトの直接破壊や活断層沿いに限って発生する可能性のある事象、および、地震発生から

長期間の時間を経てからサイトに影響を及ぼす可能性のある事象（処分場の建設・操業・閉鎖

段階の百数十年間ではサイトに影響を及ぼさないと考えられる事象）を除き、地震による考慮

すべき事象を抽出した。 
 
b-1：キャスク（廃棄体の輸送容器）の運搬・積替え作業時、廃棄体の定置作業時の地震動に

よる廃棄体の落下 
キャスクの運搬・積替え作業時、廃棄体の定置作業時に地震動が発生した場合、キャスクを

運搬・積替えする装置や廃棄体を取り扱う装置から、キャスクや廃棄体が落下し、オーバーパ

ックやガラス固化体が損傷することが考えられる。さらに、損傷したガラス固化体やオーバー

パックをそのまま定置した場合、処分場閉鎖後にガラス固化体やオーバーパックのバリア特性

や安全機能に影響することが考えられることから、この事象を地震による考慮すべき事象とし

て想定した。 
 
b-2：緩衝材ブロックの運搬・積替え作業時、定置作業時の地震動による緩衝材ブロックの落

下 
緩衝材ブロックの運搬・積替え作業時、緩衝材の定置作業時に地震動が発生した場合、緩衝

材ブロックを運搬・積替えする装置や取り扱う装置から、緩衝材ブロックが落下し、緩衝材ブ

ロックが損傷することが考えられる。さらに、損傷した緩衝材ブロックをそのまま定置した場

合、処分場閉鎖後に緩衝材のバリア特性や安全機能に影響することが考えられることから、こ

の事象を地震による考慮すべき事象として想定した。 
 
b-3：止水プラグの粘土ブロックの運搬・積替え作業時、定置作業時の地震動による粘土ブロ

ックの落下 
粘土ブロックの運搬・積替え作業時、粘土ブロックの定置作業時に地震動が発生した場合、

粘土ブロックを運搬・積替えする装置や取り扱う装置から、粘土ブロックが落下し、粘土ブロ

ックが損傷することが考えられる。さらに、損傷した粘土ブロックをそのまま定置した場合、

処分場閉鎖後に止水プラグのバリア特性や安全機能に影響することが考えられることから、こ

の事象を地震による考慮すべき事象として想定した。 
 
b-4：緩衝材定置作業時の地震動による緩衝材の破損（割れ、剥離、浮き上がり等） 
緩衝材定置作業時に地震動が発生した場合、既に定置済みの緩衝材が地震動により割れ、剥

離、浮き上がり等の損傷を受けることが考えられる。さらに、損傷した部分をそのままにして、

緩衝材を定置すると、処分場閉鎖後に緩衝材のバリア特性や安全機能に影響することが考えら

れることから、この事象を地震による考慮すべき事象として想定した。 
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b-5：坑道埋め戻し作業時の地震動による埋め戻し材の破損（割れ、剥離、浮き上がり等） 
坑道埋め戻し作業時に地震動が発生した場合、既に埋め戻し済みまたは転圧途中の埋め戻し

材が地震動により割れ、剥離、浮き上がり等の損傷を受けることが考えられる。さらに、損傷

した部分をそのままにして、坑道の埋め戻しを続けた場合、処分場閉鎖後に埋め戻し材のバリ

ア特性や安全機能に影響することが考えられることから、この事象を地震による考慮すべき事

象として想定した。 
 
b-6：止水プラグ設置作業時の地震動による止水プラグの破損（割れ、剥離、浮き上がり等） 
止水プラグ設置作業時に地震動が発生した場合、既に設置済みの粘土ブロックが地震動によ

り割れ、剥離、浮き上がり等の損傷を受けることが考えられる。さらに、損傷した部分をその

ままにして、止水プラグの設置作業を続けた場合、処分場閉鎖後に止水プラグのバリア特性や

安全機能に影響することが考えられることから、この事象を地震による考慮すべき事象として

想定した。 
 
b-7：力学プラグ設置作業時の地震動による力学プラグの破損（ひび割れ、剥離） 
力学プラグ設置作業時に地震動が発生した場合、まだ所定の強度が発現していない養生中の

コンクリートに地震動が作用することによって、コンクリートのひび割れ、剥離などが生じ、

力学プラグの強度や耐久性に影響することが考えられる。さらに、損傷をそのままにした場合、

処分場閉鎖後に緩衝材や埋め戻し材の膨潤圧により力学プラグが破壊し、緩衝材や埋め戻し材

のバリア特性や安全機能に影響することが考えられることから、この事象を地震による考慮す

べき事象として想定した。 
 
c-1：地震動による応力状態の変化による坑口部での地盤の崩落、坑口の閉塞 
この地震による考慮すべき事象は、地震によるトンネルの被害事例結果【事例-①】から抽出

したものである。坑口部の岩盤が崩落することによって、坑道への電源供給や坑道からの地下

水の排出に支障がきたすことが考えられる。さらに、それによって、人工バリアの特性や安全

機能に影響することが考えられることから、この事象を地震による考慮すべき事象として抽出

した。 
 
c-2：地震動による応力状態の変化による坑口部での覆工コンクリートの破損 
この地震による考慮すべき事象は、地震によるトンネルの被害事例結果【事例-②】から抽出

したものである。坑口部の覆工コンクリートが破損し、落下することで、坑道への電源供給や

坑道からの地下水の排出に支障がきたすことが考えられる。さらに、それによって、人工バリ

アの特性や安全機能に影響することが考えられることから、この事象を地震による考慮すべき

事象として抽出した。 
 
c-3：地震動による応力状態の変化による地質不良区間での処分坑道の覆工コンクリートや路

盤の破損 
この地震による考慮すべき事象は、地震によるトンネルの被害事例結果【事例-④】から抽出

したものである。処分坑道で覆工コンクリートが破損し崩落したり、路盤が損傷することによ

って、路盤に凹凸が発生し、キャスクや緩衝材ブロックの運搬作業中に運搬車両が乗り上げ、

転倒することで人工バリアが損傷することなどが考えられる。さらに、損傷した人工バリアを



 
 

- 3-14 - 

そのまま埋設した場合、処分場閉鎖後に人工バリアの特性や安全機能に影響することが考えら

れることから、この事象を地震による考慮すべき事象として抽出した。 
 
c-4：地震による津波の発生に伴った処分坑道への地表水の流入 
地層処分場が沿岸域に立地する場合は、地震による津波の発生に伴い処分坑道へ地表水が流

入することが考えられる。緩衝材、埋め戻し材、止水プラグ設置作業中に地表水が流入すると、

それら人工バリアが膨潤し、人工バリアの特性や安全機能に影響することが考えられることか

ら、この事象を地震による考慮すべき事象として想定した。 
 
C-5：地震による外部電源の喪失 
地震活動により、発電所の発電停止、送電網の破損などが発生し、地層処分場への電力供給

が停止することが考えられる。電力供給が停止すると、坑道内からの地下水を排出することが

できなくなり、処分坑道などが地下水により水没することが考えられる。緩衝材、埋め戻し材、

止水プラグ設置作業中に処分坑道などが水没すると、それら人工バリアが膨潤し、人工バリア

の特性や安全機能に影響することが考えられることから、この事象を地震による考慮すべき事

象として想定した。 
 
c-6：地震による排水処理施設の損傷 
地震活動により坑道からの地下水を排水するための施設が損傷することが考えられる。坑道

からの地下水の排水が停止すると、処分坑道などが地下水により水没することが考えられる。

緩衝材、埋め戻し材、止水プラグ設置作業中に処分坑道などが水没すると、それら人工バリア

が膨潤し、人工バリアの特性や安全機能に影響することが考えられることから、この事象を地

震による考慮すべき事象として想定した。 
 

（３）バリア特性（THMC）や安全機能への影響整理 
前項の実施方法で述べたバリア特性（THMC）や安全機能への影響の整理結果を図 3.2-8～図

3.2-116 に示す。整理結果は地震による考慮すべき事象や影響を受ける構成部材ごとに整理した。

その結果、地震による考慮すべき事象を起因として、バリア特性や安全機能までの影響を示し

た事象の連鎖を 109 通り作成した。 
 

 

図 3.2-8 建設段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による母岩の特性や安全

機能への影響(a-1-H1) 
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落
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母岩・掘削影響領域の間
隙率、間隙構造へ影響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

【安全機能】
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図 3.2-9 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落によるガラス固化体の特

性や安全機能への影響(a-1-G1) 
 
 

 
図 3.2-10 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落によるガラス固化体の特

性や安全機能への影響(a-1-G2) 
 
 

 

図 3.2-11 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落によるガラス固化体の特

性や安全機能への影響(a-1-G3) 
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図 3.2-12 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落によるオーバーパックの

特性や安全機能への影響(a-1-OP1) 
 
 

 
図 3.2-13 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落によるオーバーパックの

特性や安全機能への影響(a-1-OP2) 
 
 

 
図 3.2-14 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による緩衝材の特性や安

全機能への影響(a-1-B1) 
 
 

a-1：地震動によ

る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の岩盤の崩
落

廃棄体を取り扱う装
置に崩落物が直撃

オーバーパック表面
への初期キズ形成や

変形

廃棄体の定置

オ
ー
バ
ー
パ
ッ
ク
の
腐
食
の
進

展
・
腐
食
形
態
へ
の
影
響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

【安全機能】
「ガラス固化
体と地下水の
接触防止」へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

【操業】

地震による考慮
すべき事象

a-1-OP1の事象の連鎖

a-1：地震動によ

る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の岩盤の崩
落

オーバーパックの変
形

廃棄体の定置

オ
ー
バ
ー
パ
ッ
ク
の
腐
食
の
進

展
・
腐
食
形
態
へ
の
影
響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

【安全機能】
「ガラス固化
体と地下水の
接触防止」へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

【操業】

地震による考慮
すべき事象

a-1-OP2の事象の連鎖

廃棄体を取り扱う装
置に崩落物が直撃

燃料漏れ・引火

ガラス固化体が高温
にさらされる

緩衝材の密度への影
響

緩衝材の間隙率・間
隙構造への影響

緩
衝
材
の
地
下
水
流
動
へ
の
影
響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

【安全機能】
「移流による
移行の抑制・
コロイド移行
の防止」への
影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

緩衝材ブロックの積
み上げ誤差

緩衝材ブロックのひ
び割れ・剥離

緩衝材ブロックを取
り扱う装置に崩落物

が直撃

a-1：地震動によ

る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の岩盤の崩
落

【操業】

地震による考慮
すべき事象

a-1-B1の事象の連鎖



 
 

- 3-17 - 

 
図 3.2-15 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による緩衝材の特性や安

全機能への影響(a-1-B2) 
 

 

図 3.2-16 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による母岩の特性や安全

機能への影響(a-1-H2) 
 

 
図 3.2-17 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による母岩の特性や安全

機能への影響(a-1-H3) 
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図 3.2-18 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による埋め戻し材の特性

や安全機能への影響(a-1-B’1) 
 

 
図 3.2-19 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による緩衝材の特性や安

全機能への影響(a-1-B3) 
 

 
図 3.2-20 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による止水プラグの特性

や安全機能への影響(a-1-D1) 
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図 3.2-21 操業段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による止水プラグの特性

や安全機能への影響(a-1-D2) 
 

 
図 3.2-22 閉鎖段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による母岩の特性や安全

機能への影響(a-1-H4) 
 

 
図 3.2-23 閉鎖段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による母岩の特性や安全

機能への影響(a-1-H5) 
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図 3.2-24 閉鎖段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による埋め戻し材の特性

や安全機能への影響(a-1-B’2) 
 

 
図 3.2-25 閉鎖段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による緩衝材の特性や安

全機能への影響(a-1-B4) 
 

 

図 3.2-26 閉鎖段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による止水プラグの特性

や安全機能への影響(a-1-D3) 
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図 3.2-27 閉鎖段階における地質不良区間での処分坑道の岩盤崩落による止水プラグの特性

や安全機能への影響(a-1-D4) 
 

 

図 3.2-28 建設段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落による母岩の特性や安全機能

への影響(a-2-H1) 
 

 
図 3.2-29 建設段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落によるガラス固化体の特性や
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図 3.2-30 建設段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落によるオーバーパックの特性

や安全機能への影響(a-2-OP1) 
 

 
図 3.2-31 操業段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落による緩衝材の特性や安全機

能への影響(a-2-B1) 
 

 

図 3.2-32 操業段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落による母岩の特性や安全機能
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図 3.2-33 操業段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落による埋め戻し材の特性や安

全機能への影響(a-2-B’1) 
 

 
図 3.2-34 操業段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落による緩衝材の特性や安全機

能への影響(a-2-B2) 
 

 
図 3.2-35 操業段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落による止水プラグの特性や安

全機能への影響(a-2-D1) 
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図 3.2-36 閉鎖段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落による母岩の特性や安全機能

への影響(a-2-H3) 
 

 
図 3.2-37 閉鎖段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落による埋め戻し材の特性や安

全機能への影響(a-2-B’2) 
 

 
図 3.2-38 閉鎖段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落による緩衝材の特性や安全機

能への影響(a-2-B3) 
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図 3.2-39 閉鎖段階における山はねによる処分坑道の岩盤崩落による止水プラグの特性や安

全機能への影響(a-2-D2) 
 

 
図 3.2-40 建設段階における坑道周辺母岩の透水性・地下水流動特性の変化による母岩の特

性や安全機能への影響(a-3-H1) 
 

 
図 3.2-41 操業段階における坑道周辺母岩の透水性・地下水流動特性の変化による母岩の特

性や安全機能への影響(a-3-H2) 
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図 3.2-42 操業段階における坑道周辺母岩の透水性・地下水流動特性の変化による緩衝材の

特性や安全機能への影響(a-3-B1) 
 

 
図 3.2-43 操業段階における坑道周辺母岩の透水性・地下水流動特性の変化による埋め戻し

材の特性や安全機能への影響(a-3-B’1) 
 

 
図 3.2-44 操業段階における坑道周辺母岩の透水性・地下水流動特性の変化による止水プラ

グの特性や安全機能への影響(a-3-D1) 
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図 3.2-45 閉鎖段階における坑道周辺母岩の透水性・地下水流動特性の変化による母岩の特

性や安全機能への影響(a-3-H3) 
 

 

図 3.2-46 閉鎖段階における坑道周辺母岩の透水性・地下水流動特性の変化による埋め戻し

材の特性や安全機能への影響(a-3-B’2) 
 

 
図 3.2-47 閉鎖段階における坑道周辺母岩の透水性・地下水流動特性の変化による止水プラ

グの特性や安全機能への影響(a-3-D2) 
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図 3.2-48 建設段階における坑道周辺母岩の水圧変化・地下水流動特性の変化による母岩の

特性や安全機能への影響(a-4-H1) 
 

 
図 3.2-49 操業段階における坑道周辺母岩の水圧変化・地下水流動特性の変化による母岩の

特性や安全機能への影響(a-4-H2) 
 

 
図 3.2-50 操業段階における坑道周辺母岩の水圧変化・地下水流動特性の変化による緩衝材

の特性や安全機能への影響(a-4-B1) 
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図 3.2-51 操業段階における坑道周辺母岩の水圧変化・地下水流動特性の変化による埋め戻

し材の特性や安全機能への影響(a-4-B’1) 
 

 
図 3.2-52 操業段階における坑道周辺母岩の水圧変化・地下水流動特性の変化による止水プ

ラグの特性や安全機能への影響(a-4-D1) 
 

 
図 3.2-53 閉鎖段階における坑道周辺母岩の水圧変化・地下水流動特性の変化による母岩の

特性や安全機能への影響(a-4-H3) 
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図 3.2-54 閉鎖段階における坑道周辺母岩の水圧変化・地下水流動特性の変化による埋め戻

し材の特性や安全機能への影響(a-4-B’2) 
 

 

図 3.2-55 閉鎖段階における坑道周辺母岩の水圧変化・地下水流動特性の変化による止水プ

ラグの特性や安全機能への影響(a-4-D2) 
 

 

図 3.2-56 操業段階における廃棄体の運搬・積替え・定置作業時の落下によるガラス固化体

の特性や安全機能への影響(b-1-G1) 
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図 3.2-57 操業段階における廃棄体の運搬・積替え・定置作業時の落下によるオーバーパッ

クの特性や安全機能への影響(b-1-OP1) 
 

 
図 3.2-58 操業段階における緩衝材の運搬・積替え・定置作業時の落下による緩衝材の特性

や安全機能への影響(b-2-B1) 
 

 
図 3.2-59 操業段階における粘土ブロックの運搬・積替え・定置作業時の落下による止水プ

ラグの特性や安全機能への影響(b-3-D1) 
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図 3.2-60 操業段階における緩衝材定置作業時の地震動による緩衝材の破損による緩衝材の

特性や安全機能への影響(b-4-B1) 
 

 
図 3.2-61 操業段階における坑道埋め戻し作業時の地震動による埋め戻し材の破損による埋

め戻し材の特性や安全機能への影響(b-5-B’1) 
 

 

図 3.2-62 閉鎖段階における坑道埋め戻し作業時の地震動による埋め戻し材の破損による埋

め戻し材の特性や安全機能への影響(b-5-B’2) 
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図 3.2-63 操業段階における止水プラグ設置作業時の地震動による止水プラグの破損による

止水プラグの特性や安全機能への影響(b-6-D1) 
 

 
図 3.2-64 閉鎖段階における止水プラグ設置作業時の地震動による止水プラグの破損による

止水プラグの特性や安全機能への影響(b-6-D2) 
 

 
図 3.2-65 操業段階における力学プラグ設置作業時の地震動による力学プラグの破損による

緩衝材の特性や安全機能への影響(b-7-B1) 
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ラグの破損（割れ
、剥離、浮き上が
り等）

【操業】

地震による考慮
すべき事象

b-6-D1の事象の連鎖
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【安全機能】
「移流による
移行の抑制・
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必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
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図 3.2-66 操業段階における力学プラグ設置作業時の地震動による力学プラグの破損による

埋め戻し材の特性や安全機能への影響(b-7-B’1) 
 

 
図 3.2-67 閉鎖段階における力学プラグ設置作業時の地震動による力学プラグの破損による

緩衝材の特性や安全機能への影響(b-7-B2) 
 

 

図 3.2-68 閉鎖段階における力学プラグ設置作業時の地震動による力学プラグの破損による

埋め戻し材の特性や安全機能への影響(b-7-B’2) 
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【閉鎖後、
過渡的な期間】

強度･耐久性の低下

所定の強度が発現し
ていない養生中のコ
ンクリートに地震動
が作用

b-7：力学プラグ

設置作業時の地
震動による力学プ
ラグの破損（ひび
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図 3.2-69 操業段階における坑口部の岩盤崩落による緩衝材の特性や安全機能への影響

(c-1-B1) 
 

 

図 3.2-70 操業段階における坑口部の岩盤崩落による埋め戻し材の特性や安全機能への影響

(c-1-B’1) 
 

 

図 3.2-71 操業段階における坑口部の岩盤崩落による止水プラグの特性や安全機能への影響

(c-1-D1) 
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図 3.2-72 閉鎖段階における坑口部の岩盤崩落による埋め戻し材の特性や安全機能への影響

(c-1-B’2) 
 

 

図 3.2-73 閉鎖段階における坑口部の岩盤崩落による止水プラグの特性や安全機能への影響

(c-1-D2) 
 

 

図 3.2-74 操業段階における坑口部の覆工コンクリート破損による緩衝材の特性や安全機能

への影響(c-2-B1) 
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行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

埋め戻し材の密度への
影響

埋め戻し材の間隙率・
間隙構造への影響

埋め戻し途中の埋め
戻し材の冠水

連絡坑道・アクセス
坑道からの地下水の

排水停止

排水管の破損、坑道
内への電源供給停止

c-1 ：地震動によ
る応力状態の変
化による坑口部で
の地盤の崩落、
坑口の閉塞

【閉鎖】

地震による考慮
すべき事象

埋め戻し材の空間側へ
の膨潤

c-1-B’2の事象の連鎖

プ
ラ
グ
領
域
の
地
下
水
流
動

へ
影
響

【安全機能】
「卓越した移
行経路形成抑
制」への影響周辺領

域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

止水プラグの密度への
影響

止水プラグの間隙率・
間隙構造への影響

止水プラグ設置途中
の止水プラグの冠水

連絡坑道・アクセス
坑道からの地下水の

排水停止

排水管の破損、坑道
内への電源供給停止

c-1 ：地震動によ
る応力状態の変
化による坑口部で
の地盤の崩落、
坑口の閉塞

【閉鎖】

地震による考慮
すべき事象

止水プラグの空間側へ
の膨潤

c-1-D2の事象の連鎖

緩衝材の密度への影
響

緩衝材の間隙率・間
隙構造への影響

緩
衝
材
の
地
下
水
流
動
へ
の
影
響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

【安全機能】
「移流による
移行の抑制・
コロイド移行
の防止」への
影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

定置後、定置途中の
緩衝材の冠水

処分坑道からの地下
水の排水停止

排水管の破損、坑道
内への電源供給停止

c-2：地震動によ

る応力状態の変
化による坑口部で
の覆工コンクリー
トの破損

【操業】

地震による考慮
すべき事象

緩衝材の空間側への
膨潤

c-2-B1の事象の連鎖
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図 3.2-75 操業段階における坑口部の覆工コンクリート破損による埋め戻し材の特性や安全

機能への影響(c-2-B’1) 
 

 

図 3.2-76 操業段階における坑口部の覆工コンクリート破損による止水プラグの特性や安全

機能への影響(c-2-D1) 
 

 
図 3.2-77 閉鎖段階における坑口部の覆工コンクリート破損による埋め戻し材の特性や安全

機能への影響(c-2-B’2) 
 

c-2：地震動によ

る応力状態の変
化による坑口部で
の覆工コンクリー
トの破損

地震による考慮
すべき事象

埋
め
戻
し
材
領
域
の
地
下
水

流
動
へ
影
響

【安全機能】
「卓越した移
行経路形成抑
制」への影響周辺領

域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

埋め戻し材の密度への
影響

埋め戻し材の間隙率・
間隙構造への影響

埋め戻し途中の埋め
戻し材の冠水

処分坑道からの地下
水の排水停止

排水管の破損、坑道
内への電源供給停止

【操業】

埋め戻し材の空間側へ
の膨潤

c-2-B’1の事象の連鎖

プ
ラ
グ
領
域
の
地
下
水
流
動

へ
影
響

【安全機能】
「卓越した移
行経路形成抑
制」への影響周辺領

域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

止水プラグの密度への
影響

止水プラグの間隙率・
間隙構造への影響

止水プラグ設置途中
の止水プラグの冠水

処分坑道からの地下
水の排水停止

排水管の破損、坑道
内への電源供給停止

止水プラグの空間側へ
の膨潤

c-2：地震動によ

る応力状態の変
化による坑口部で
の覆工コンクリー
トの破損

地震による考慮
すべき事象

【操業】 c-2-D1の事象の連鎖

c-2：地震動によ

る応力状態の変
化による坑口部で
の覆工コンクリー
トの破損

地震による考慮
すべき事象

埋
め
戻
し
材
領
域
の
地
下
水

流
動
へ
影
響

【安全機能】
「卓越した移
行経路形成抑
制」への影響周辺領

域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

埋め戻し材の密度への
影響

埋め戻し材の間隙率・
間隙構造への影響

埋め戻し途中の埋め
戻し材の冠水

連絡坑道・アクセス
坑道からの地下水の

排水停止

排水管の破損、坑道
内への電源供給停止

【閉鎖】

埋め戻し材の空間側へ
の膨潤

c-2-B’2の事象の連鎖



 
 

- 3-38 - 

 

図 3.2-78 閉鎖段階における坑口部の覆工コンクリート破損による止水プラグの特性や安全

機能への影響(c-2-D2) 
 

 

図 3.2-79 操業段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損によるガラス固

化体の特性や安全機能への影響(c-3-G1) 
 

 
図 3.2-80 操業段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損によるオーバー

パックの特性や安全機能への影響(c-3-OP1) 
 

プ
ラ
グ
領
域
の
地
下
水
流
動

へ
影
響

【安全機能】
「卓越した移
行経路形成抑
制」への影響周辺領

域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

止水プラグの密度への
影響

止水プラグの間隙率・
間隙構造への影響

止水プラグ設置途中
の止水プラグの冠水

連絡坑道・アクセス
坑道からの地下水の

排水停止

排水管の破損、坑道
内への電源供給停止

止水プラグの空間側へ
の膨潤

c-2：地震動によ

る応力状態の変
化による坑口部で
の覆工コンクリー
トの破損

地震による考慮
すべき事象

【閉鎖】 c-2-D2の事象の連鎖

c-3：地震動によ

る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の覆工コンク
リートや路盤の破
損

覆工コンクリートの落
下・路盤の損傷

ガラス固化体の表面
積の増加

廃棄体の定置

ガ
ラ
ス
固
化
体
の
化
学
的
変

質
・
溶
解
へ
影
響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

【安全機能】
「ガラスマト
リックスによ
る浸出抑制」
への影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

オ
ー
バ
ー
パ
ッ
ク
破
損
後
の
地

下
水
と
の
接
触

【操業】

地震による考慮
すべき事象

路盤に凹凸形成

廃棄体搬送車両が凹凸
部に乗り上げ、転倒

ガラス固化体に衝撃
が加わる

c-3-G1の事象の連鎖

オーバーパック表面
への初期キズ形成や

変形

廃棄体の定置

オ
ー
バ
ー
パ
ッ
ク
の
腐
食
の
進

展
・
腐
食
形
態
へ
の
影
響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

【安全機能】
「ガラス固化
体と地下水の
接触防止」へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

【操業】

地震による考慮
すべき事象

c-3：地震動によ

る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の覆工コンク
リートや路盤の破
損

覆工コンクリートの落
下・路盤の損傷

路盤に凹凸形成

廃棄体搬送車両が凹凸
部に乗り上げ、転倒

オーバーパックに衝
撃が加わる

c-3-OP1の事象の連鎖
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図 3.2-81 操業段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による緩衝材の

特性や安全機能への影響(c-3-B1) 
 

 

図 3.2-82 操業段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による緩衝材の

特性や安全機能への影響(c-3-B2) 
 

 
図 3.2-83 操業段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による緩衝材の

特性や安全機能への影響(c-3-B3) 
 

覆工コンクリートの落
下・路盤の損傷

【操業】

路盤に凹凸形成

緩衝材ブロック搬送車
両が凹凸部に乗り上げ、

転倒

緩衝材ブロックに衝撃

緩衝材の密度への
影響

緩衝材の間隙率・
間隙構造への影響

緩
衝
材
の
地
下
水
流
動
へ
の
影
響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

【安全機能】
「移流による
移行の抑制・
コロイド移行
の防止」への
影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

緩衝材ブロックの積
み上げ誤差

緩衝材ブロックのひ
び割れ・剥離

c-3：地震動によ
る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の覆工コンク
リートや路盤の破
損

地震による考慮
すべき事象

c-3-B1の事象の連鎖

c-3：地震動によ

る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の覆工コンク
リートや路盤の破
損

地震による考慮
すべき事象

緩衝材の密度への影
響

緩衝材の間隙率・間
隙構造への影響

緩
衝
材
の
地
下
水
流
動
へ
の
影
響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

【安全機能】
「移流による
移行の抑制・
コロイド移行
の防止」への
影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

定置後、定置途中の緩
衝材の冠水

処分坑道排水設備損傷

【操業】

緩衝材の空間側への
膨潤

覆工コンクリートの落
下・路盤の損傷

路盤に凹凸形成

c-3-B2の事象の連鎖

覆工コンクリートの落下・路盤の損
傷

【操業】

路盤に凹凸形成

路盤損傷箇所上部の定置済み又は定
置途中の緩衝材が路盤の損傷に引き
ずられて割れ、剥離、浮き上がり等

の損傷を受ける

緩衝材の密度への
影響

緩衝材の間隙率・
間隙構造への影響

緩
衝
材
の
地
下
水
流
動
へ
の
影
響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

【安全機能】
「移流による
移行の抑制・
コロイド移行
の防止」への
影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

c-3：地震動によ

る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の覆工コンク
リートや路盤の破
損

地震による考慮
すべき事象

c-3-B3の事象の連鎖
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図 3.2-84 操業段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による埋め戻し

材の特性や安全機能への影響(c-3-B’1) 
 

 
図 3.2-85 操業段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による埋め戻し

材の特性や安全機能への影響(c-3-B’2) 
 

 
図 3.2-86 操業段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による止水プラ

グの特性や安全機能への影響(c-3-D1) 
 

c-3：地震動によ

る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の覆工コンク
リートや路盤の破
損

地震による考慮
すべき事象 埋め戻し途中の埋め戻

し材の冠水

処分坑道排水設備損傷

【操業】

覆工コンクリートの落
下・路盤の損傷

路盤に凹凸形成

埋
め
戻
し
材
領
域
の
地
下
水

流
動
へ
影
響

【安全機能】
「卓越した移
行経路形成抑
制」への影響周辺領

域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

埋め戻し材の密度への
影響

埋め戻し材の間隙率・
間隙構造への影響

埋め戻し材の空間側へ
の膨潤

c-3-B’1の事象の連鎖

覆工コンクリートの落下・路盤の損傷

【操業】

路盤に凹凸形成

路盤損傷箇所上部の埋め戻し済み又は
埋め戻し途中の埋め戻し材が路盤の損
傷に引きずられて割れ、剥離、浮き上

がり等の損傷を受ける

c-3：地震動によ

る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の覆工コンク
リートや路盤の破
損

地震による考慮
すべき事象

埋
め
戻
し
材
領
域
の
地
下
水

流
動
へ
影
響

【安全機能】
「卓越した移
行経路形成抑
制」への影響周辺領

域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】

埋め戻し材の密
度への影響

埋め戻し材の間
隙率・間隙構造
への影響

c-3-B’2の事象の連鎖

覆工コンクリートの
落下・路盤の損傷

【操業】

路盤に凹凸形成

粘土ブロック搬送車
両が凹凸部に乗り上

げ、転倒

粘土ブロックに衝撃

止水プラグの密度への
影響

止水プラグの間隙率・
間隙構造への影響

粘土ブロックの
積み上げ誤差

粘土ブロックの
ひび割れ・剥離

c-3：地震動によ

る応力状態の変
化による地質不
良区間での処分
坑道の覆工コンク
リートや路盤の破
損

地震による考慮
すべき事象

プ
ラ
グ
領
域
の
地
下
水
流
動
へ
影
響

【安全機能】
「卓越した移
行経路形成抑
制」への影響

周辺領
域への
過渡的
な状態
設定へ
の影響

必要に応じた
長期的な安全
機能、核種移
行への影響

【閉鎖後、
過渡的な期間】

【閉鎖後、
定常的な期間】c-3-D1の事象の連鎖
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図 3.2-87 操業段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による止水プラ

グの特性や安全機能への影響(c-3-D2) 
 

 
図 3.2-88 操業段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による止水プラ

グの特性や安全機能への影響(c-3-D3) 
 

 
図 3.2-89 閉鎖段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による埋め戻し

材の特性や安全機能への影響(c-3-B’3) 
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図 3.2-90 閉鎖段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による埋め戻し

材の特性や安全機能への影響(c-3-B’4) 
 

 
図 3.2-91 閉鎖段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による止水プラ

グの特性や安全機能への影響(c-3-D4) 
 

 
図 3.2-92 閉鎖段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による止水プラ

グの特性や安全機能への影響(c-3-D5) 
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図 3.2-93 閉鎖段階における地質不良区間の覆工コンクリートや路盤の破損による止水プラ

グの特性や安全機能への影響(c-3-D6) 
 
 

 
図 3.2-94 建設段階における津波による母岩の特性や安全機能への影響(c-4-H1) 

 
 

 
図 3.2-95 操業段階における津波による母岩の特性や安全機能への影響(c-4-H2) 
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図 3.2-96 操業段階における津波によるガラス固化体の特性や安全機能への影響(c-4-G1) 
 
 

 
図 3.2-97 操業段階における津波によるオーバーパックの特性や安全機能への影響(c-4-OP1) 
 
 

 
図 3.2-98 操業段階における津波による緩衝材の特性や安全機能への影響(c-4-B1) 
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図 3.2-99 操業段階における津波による埋め戻し材の特性や安全機能への影響(c-4-B’1) 

 
 

 
図 3.2-100 操業段階における津波による止水プラグの特性や安全機能への影響(c-4-D1) 

 
 

 
図 3.2-101 操業段階における津波による緩衝材の特性や安全機能への影響(c-4-B2) 
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図 3.2-102 操業段階における津波による埋め戻し材の特性や安全機能への影響(c-4-B’2) 
 
 

 
図 3.2-103 閉鎖段階における津波による埋め戻し材の特性や安全機能への影響(c-4-B’3) 

 
 

 
図 3.2-104 閉鎖段階における津波による止水プラグの特性や安全機能への影響(c-4-D2) 
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間隙構造への影響

止水プラグの空間側へ
の膨潤
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c-4：地震による
津波の発生に伴
った坑道への地
表水の流入

止水プラグの冠水
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図 3.2-105 閉鎖段階における津波による緩衝材の特性や安全機能への影響(c-4-B3) 

 
 

 
図 3.2-106 閉鎖段階における津波による埋め戻し材の特性や安全機能への影響(c-4-B’4) 

 
 

 
図 3.2-107 操業段階における外部電源喪失による緩衝材の特性や安全機能への影響(c-5-B1) 
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図 3.2-108 操業段階における外部電源喪失による埋め戻し材の特性や安全機能への影響

(c-5-B’1) 
 
 

 
図 3.2-109 操業段階における外部電源喪失による止水プラグの特性や安全機能への影響

(c-5-D1) 
 
 

 
図 3.2-110 閉鎖段階における外部電源喪失による埋め戻し材の特性や安全機能への影響

(c-5-B’2) 
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図 3.2-111 閉鎖段階における外部電源喪失による止水プラグの特性や安全機能への影響

(c-5-D2) 
 
 

 
図 3.2-112 操業段階における排水処理施設の損傷による緩衝材の特性や安全機能への影響

(c-6-B1) 
 
 

 

図 3.2-113 操業段階における排水処理施設の損傷による埋め戻し材の特性や安全機能への

影響(c-6-B’1) 
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図 3.2-114 操業段階における排水処理施設の損傷による止水プラグの特性や安全機能への

影響(c-6-D1) 
 
 

 
図 3.2-115 閉鎖段階における排水処理施設の損傷による埋め戻し材の特性や安全機能への

影響(c-6-B’2) 
 
 

 
図 3.2-116 閉鎖段階における排水処理施設の損傷による止水プラグの特性や安全機能への

影響(c-6-D2) 
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（４）シナリオの作成 
前項で作成した地震による考慮すべき事象とバリア特性や安全機能への影響の関係を成文化

し、地震による考慮すべき事象、建設・操業・閉鎖の段階、人工バリア・天然バリアの構成部

材ごとにシナリオとして整理した。その結果を表 3.2-4 の地震による考慮すべき事象から安全

機能への影響までのシナリオに示した。 
 

表 3.2-4 地震による考慮すべき事象から安全機能への影響までのシナリオ 
考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

地震動による

応力状態の

変化による地

質不良区間

での処分坑

道の岩盤の

崩落 

【a-1】 

建設 母岩 

a-1-H1：処分坑道建設時に岩盤の崩落が発生すると、坑道の掘削形状が拡大する。拡大部は

円形坑道に比べ、地圧による応力集中が生じやすいため、亀裂の進展などによる坑道周辺地層

の堆積膨張が生じることが考えられる。その結果、掘削影響領域が拡大し、間隙率・間隙構造へ

影響し、さらに水理特性に影響することが考えられる。処分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響

し、母岩の安全機能「卓越した移行経路形成抑制に影響する可能性がある。 

操業 

ガラス

固化体 

a-1-G1：廃棄体の地下施設への搬送作業時、廃棄体の定置作業時に岩盤の崩落が発生する

と、搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃することが考えられる。その結果、ガラス

固化体に衝撃が加わり、ガラス固化体の表面積が増加することが考えられる。廃棄体を定置し、

処分場閉鎖後にオーバーパックが破損し、地下水と接触し、ガラス固化体の化学的変質・溶解へ

影響する可能性がある。そして、ガラス固化体の安全機能である「ガラスマトリックスによる浸出

抑制に影響を及ぼす可能性がある。 

a-1-G2：廃棄体の地下施設への搬送作業時、廃棄体の定置作業時に岩盤の崩落が発生する

と、搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃し、燃料漏れが発生し、引火することが

考えられる。その結果、ガラス固化体が高温にさらされ、ガラス固化体に熱応力が作用し、ガラス

固化体の表面積が増加することが考えられる。廃棄体を定置し、処分場閉鎖後にオーバーパッ

クが破損し、地下水と接触し、ガラス固化体の化学的変質・溶解へ影響する可能性がある。そし

て、ガラス固化体の安全機能である「ガラスマトリックスによる浸出抑制に影響を及ぼす可能性

がある。 

a-1-G3：廃棄体の地下施設への搬送作業時、廃棄体の定置作業時に岩盤の崩落が発生する

と、搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃し、燃料漏れが発生し、引火することが

考えられる。その結果、ガラス固化体が高温にさらされ、ガラス固化体の結晶構造などの化学特

性に影響を及ぼすことが考えられる。廃棄体を定置し、処分場閉鎖後にオーバーパックが破損

し、地下水と接触し、ガラス固化体の化学的変質・溶解へ影響する可能性がある。そして、ガラス

固化体の安全機能である「ガラスマトリックスによる浸出抑制に影響を及ぼす可能性がある。 

オーバ

ーパッ

ク 

a-1-OP1：廃棄体の地下施設への搬送作業時、廃棄体の定置作業時に岩盤の崩落が発生する

と、搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃することが考えられる。その結果、オー

バーパックに衝撃が加わり、オーバーパック表面への初期キズ形成や変形することが考えられ

る。廃棄体を定置し処分場閉鎖後に、オーバーパック周囲の地下水組成や応力状態、温度条件

に依存して、オーバーパックの腐食形態や腐食の進展に影響を及ぼすことが考えられる。更にオ

ーバーパックの安全機能である「ガラス固化体と地下水の接触防止」に影響を及ぼす可能性が

ある。 

a-1-OP2：廃棄体の地下施設への搬送作業時、廃棄体の定置作業時に岩盤の崩落が発生する

と、搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃し、燃料漏れが発生し、引火することが

考えられる。その結果、オーバーパックが高温にさらされ、オーバーパックが変形することが考え

られる。廃棄体を定置し処分場閉鎖後に、オーバーパック周囲の地下水組成や応力状態、温度

条件に依存して、オーバーパックの腐食形態や腐食の進展に影響を及ぼすことが考えられる。

更にオーバーパックの安全機能である「ガラス固化体と地下水の接触防止」に影響を及ぼす可

能性がある。 

緩衝材 

a-1-B1：緩衝材ブロックの地下施設への搬送作業時、定置作業時に岩盤の崩落が発生すると、

搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃することが考えられる。その結果、緩衝材ブ

ロックに衝撃が加わり、緩衝材ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さらに、緩衝材ブロック定置

時の積み上げ誤差が生じ、ブロック間に隙間が生じる。その結果、緩衝材の密度に影響を及ぼ

し、緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に緩衝材領域の地

下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である「移流による移行の抑

制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

a-1-B2：緩衝材ブロックの地下施設への搬送作業時、定置作業時に岩盤の崩落が発生すると、

搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃し、燃料漏れが発生し、引火することが考え

られる。その結果、定置途中の緩衝材が高温にさらされ、緩衝材の鉱物組成など化学特性を変

化させ、緩衝材の水理特性に影響を及ぼすことが考えられる。処分場閉鎖後に緩衝材領域の地

下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である「移流による移行の抑

制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 
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考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

母岩 

a-1-H2：操業時に岩盤の崩落が発生すると、坑道の掘削形状が拡大する。拡大部は円形坑道に

比べ、地圧による応力集中が生じやすいため、亀裂の進展などによる坑道周辺地層の堆積膨張

が生じることが考えられる。その結果、掘削影響領域が拡大し、間隙率・間隙構造へ影響し、さら

に水理特性に影響することが考えられる。処分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響し、母岩の

安全機能「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

a-1-H3：廃棄体・緩衝材ブロックの地下施設への搬送作業時、定置作業時に岩盤の崩落が発生

すると、搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃し、燃料漏れが発生し、引火すること

が考えられる。その結果、処分坑道周辺母岩が高温にさらされ、鉱物組成などの変化、熱応力に

よる亀裂の進展などにより、処分坑道周辺母岩の水理特性に影響を及ぼすことが考えられる。

処分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響し、母岩の安全機能「卓越した移行経路形成抑制」に

影響する可能性がある。 

力学プ

ラグ→

埋め戻

し材 

a-1-B’1：力学プラグ設置作業時に岩盤の崩落が発生し、養生中のコンクリートに直撃した場合、

コンクリートに衝撃が加わることで、力学プラグの強度・耐久性が低下することが考えられる。地

下水の浸潤に伴い、埋め戻し材が膨潤し、その膨潤圧が力学プラグに作用することで、力学プラ

グが破損し、埋め戻し材が空隙側に膨潤し、埋め戻し材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼ

す可能性がある。さらに、埋め戻し材領域の地下水流動に影響を及ぼし、埋め戻し材の安全機

能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響を及ぼす可能性がある。 

力学プ

ラグ→

緩衝材 

a-1-B3：力学プラグ設置作業時に岩盤の崩落が発生し、養生中のコンクリートに直撃した場合、

コンクリートに衝撃が加わることで、力学プラグの強度・耐久性が低下することが考えられる。地

下水の浸潤に伴い、緩衝材が膨潤し、その膨潤圧が力学プラグに作用することで、力学プラグが

破損し、緩衝材が空隙側に膨潤し、緩衝材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性が

ある。さらに、緩衝材領域の地下水流動に影響を及ぼし、緩衝材の安全機能である「移流による

移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

止水プ

ラグ 

a-1-D1：粘土ブロックの地下施設への搬送作業時、定置作業時に岩盤の崩落が発生すると、搬

送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃することが考えられる。その結果、粘土ブロック

に衝撃が加わり、粘土ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さらに、粘土ブロック定置時の積み上

げ誤差が生じ、ブロック間に隙間が生じる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水

プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地

下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経

路形成抑制」に影響を及ぼす可能性がある。 

a-1-D2：粘土ブロックの地下施設への搬送作業時、定置作業時に岩盤の崩落が発生すると、搬

送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃し、燃料漏れが発生し、引火することが考えら

れる。その結果、設置途中の止水プラグが高温にさらされ、止水プラグの鉱物組成など化学特性

を変化させ、止水プラグの水理特性に影響を及ぼすことが考えられる。処分場閉鎖後に止水プラ

グ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越

した移行経路形成抑制」に影響を及ぼす可能性がある。 

閉鎖 

母岩 

a-1-H4：閉鎖時に岩盤の崩落が発生すると、坑道の掘削形状が拡大する。拡大部は円形坑道に

比べ、地圧による応力集中が生じやすいため、亀裂の進展などによる坑道周辺地層の堆積膨張

が生じることが考えられる。その結果、掘削影響領域が拡大し、間隙率・間隙構造へ影響し、さら

に水理特性に影響することが考えられる。処分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響し、母岩の

安全機能「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

a-1-H5：埋め戻し材の地下施設への搬送作業時に岩盤の崩落が発生すると、搬送作業や定置

作業に用いる機械に崩落物が直撃し、燃料漏れが発生し、引火することが考えられる。その結

果、連絡坑道・アクセス坑道周辺母岩が高温にさらされ、鉱物組成などの変化、熱応力による亀

裂の進展などにより、連絡坑道・アクセス周辺母岩の水理特性に影響を及ぼすことが考えられ

る。処分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響し、母岩の安全機能「卓越した移行経路形成抑制」

に影響する可能性がある。 

力学プ

ラグ→

埋め戻

し材 

a-1-B’2：力学プラグ設置作業時に岩盤の崩落が発生し、養生中のコンクリートに直撃した場合、

コンクリートに衝撃が加わることで、力学プラグの強度・耐久性が低下することが考えられる。地

下水の浸潤に伴い、埋め戻し材が膨潤し、その膨潤圧が力学プラグに作用することで、力学プラ

グが破損し、埋め戻し材が空隙側に膨潤し、埋め戻し材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼ

す可能性がある。さらに、埋め戻し材領域の地下水流動に影響を及ぼし、埋め戻し材の安全機

能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響を及ぼす可能性がある。 

力学プ

ラグ→

緩衝材 

a-1-B4：力学プラグ設置作業時に岩盤の崩落が発生し、養生中のコンクリートに直撃した場合、

コンクリートに衝撃が加わることで、力学プラグの強度・耐久性が低下することが考えられる。地

下水の浸潤に伴い、緩衝材が膨潤し、その膨潤圧が力学プラグに作用することで、力学プラグが

破損し、緩衝材が空隙側に膨潤し、緩衝材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性が

ある。さらに、緩衝材領域の地下水流動に影響を及ぼし、緩衝材の安全機能である「移流による

移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

止水プ

ラグ 

a-1-D3：粘土ブロックの地下施設への搬送作業時、定置作業時に岩盤の崩落が発生すると、搬

送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃することが考えられる。その結果、粘土ブロック

に衝撃が加わり、粘土ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さらに、粘土ブロック定置時の積み上
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考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

げ誤差が生じ、ブロック間に隙間が生じる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水

プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地

下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経

路形成抑制」に影響を及ぼす可能性がある。 

a-1-D4：粘土ブロックの地下施設への搬送作業時、定置作業時に岩盤の崩落が発生すると、搬

送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃し、燃料漏れが発生し、引火することが考えら

れる。その結果、設置途中の止水プラグが高温にさらされ、止水プラグの鉱物組成など化学特性

を変化させ、止水プラグの水理特性に影響を及ぼすことが考えられる。処分場閉鎖後に止水プラ

グ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越

した移行経路形成抑制」に影響を及ぼす可能性がある。 

地震動に伴っ

た山はねによ

る応力状態の

変化による処

分坑道の岩

盤の崩落 

【a-2】 

建設 母岩 

a-2-H1：処分坑道建設時に岩盤の崩落が発生すると、坑道の掘削形状が拡大する。拡大部は

円形坑道に比べ、地圧による応力集中が生じやすいため、亀裂の進展などによる坑道周辺地層

の堆積膨張が生じることが考えられる。その結果、掘削影響領域が拡大し、間隙率・間隙構造へ

影響し、さらに水理特性に影響することが考えられる。処分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響

し、母岩の安全機能「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

操業 

ガラス

固化体 

a-2-G1：廃棄体の地下施設への搬送作業時、廃棄体の定置作業時に岩盤の崩落が発生する

と、搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃することが考えられる。その結果、ガラス

固化体に衝撃が加わり、ガラス固化体の表面積が増加することが考えられる。廃棄体を定置し、

処分場閉鎖後にオーバーパックが破損し、地下水と接触し、ガラス固化体の化学的変質・溶解へ

影響する可能性がある。そして、ガラス固化体の安全機能である「ガラスマトリックスによる浸出

抑制に影響を及ぼす可能性がある。 

オーバ

ーパッ

ク 

a-2-OP1：廃棄体の地下施設への搬送作業時、廃棄体の定置作業時に岩盤の崩落が発生する

と、搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃することが考えられる。その結果、オー

バーパックに衝撃が加わり、オーバーパック表面への初期キズ形成や変形することが考えられ

る。廃棄体を定置し処分場閉鎖後に、オーバーパック周囲の地下水組成や応力状態、温度条件

に依存して、オーバーパックの腐食形態や腐食の進展に影響を及ぼすことが考えられる。更にオ

ーバーパックの安全機能である「ガラス固化体と地下水の接触防止」に影響を及ぼす可能性が

ある。 

緩衝材 

a-2-B1：緩衝材ブロックの地下施設への搬送作業時、定置作業時に岩盤の崩落が発生すると、

搬送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃することが考えられる。その結果、緩衝材ブ

ロックに衝撃が加わり、緩衝材ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さらに、緩衝材ブロック定置

時の積み上げ誤差が生じ、ブロック間に隙間が生じる。その結果、緩衝材の密度に影響を及ぼ

し、緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に緩衝材領域の地

下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である「移流による移行の抑

制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

母岩 

a-2-H2：操業時に岩盤の崩落が発生すると、坑道の掘削形状が拡大する。拡大部は円形坑道に

比べ、地圧による応力集中が生じやすいため、亀裂の進展などによる坑道周辺地層の堆積膨張

が生じることが考えられる。その結果、掘削影響領域が拡大し、間隙率・間隙構造へ影響し、さら

に水理特性に影響することが考えられる。処分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響し、母岩の

安全機能「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

力学プ

ラグ→

埋め戻

し材 

a-2-B’1：力学プラグ設置作業時に岩盤の崩落が発生し、養生中のコンクリートに直撃した場合、

コンクリートに衝撃が加わることで、力学プラグの強度・耐久性が低下することが考えられる。地

下水の浸潤に伴い、埋め戻し材が膨潤し、その膨潤圧が力学プラグに作用することで、力学プラ

グが破損し、埋め戻し材が空隙側に膨潤し、埋め戻し材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼ

す可能性がある。さらに、埋め戻し材領域の地下水流動に影響を及ぼし、埋め戻し材の安全機

能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響を及ぼす可能性がある。 

力学プ

ラグ→

緩衝材 

a-2-B2：力学プラグ設置作業時に岩盤の崩落が発生し、養生中のコンクリートに直撃した場合、

コンクリートに衝撃が加わることで、力学プラグの強度・耐久性が低下することが考えられる。地

下水の浸潤に伴い、緩衝材が膨潤し、その膨潤圧が力学プラグに作用することで、力学プラグが

破損し、緩衝材が空隙側に膨潤し、緩衝材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性が

ある。さらに、緩衝材領域の地下水流動に影響を及ぼし、緩衝材の安全機能である「移流による

移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

止水プ

ラグ 

a-2-D1：粘土ブロックの地下施設への搬送作業時、定置作業時に岩盤の崩落が発生すると、搬

送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃することが考えられる。その結果、粘土ブロック

に衝撃が加わり、粘土ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さらに、粘土ブロック定置時の積み上

げ誤差が生じ、ブロック間に隙間が生じる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水

プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地

下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経

路形成抑制」に影響を及ぼす可能性がある。 

閉鎖 母岩 

a-2-H3：閉鎖時に岩盤の崩落が発生すると、坑道の掘削形状が拡大する。拡大部は円形坑道に

比べ、地圧による応力集中が生じやすいため、亀裂の進展などによる坑道周辺地層の堆積膨張

が生じることが考えられる。その結果、掘削影響領域が拡大し、間隙率・間隙構造へ影響し、さら

に水理特性に影響することが考えられる。処分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響し、母岩の
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考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

安全機能「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

力学プ

ラグ→

埋め戻

し材 

a-2-B’2：力学プラグ設置作業時に岩盤の崩落が発生し、養生中のコンクリートに直撃した場合、

コンクリートに衝撃が加わることで、力学プラグの強度・耐久性が低下することが考えられる。地

下水の浸潤に伴い、埋め戻し材が膨潤し、その膨潤圧が力学プラグに作用することで、力学プラ

グが破損し、埋め戻し材が空隙側に膨潤し、埋め戻し材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼ

す可能性がある。さらに、埋め戻し材領域の地下水流動に影響を及ぼし、埋め戻し材の安全機

能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響を及ぼす可能性がある。 

力学プ

ラグ→

緩衝材 

a-2-B3：力学プラグ設置作業時に岩盤の崩落が発生し、養生中のコンクリートに直撃した場合、

コンクリートに衝撃が加わることで、力学プラグの強度・耐久性が低下することが考えられる。地

下水の浸潤に伴い、緩衝材が膨潤し、その膨潤圧が力学プラグに作用することで、力学プラグが

破損し、緩衝材が空隙側に膨潤し、緩衝材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性が

ある。さらに、緩衝材領域の地下水流動に影響を及ぼし、緩衝材の安全機能である「移流による

移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

止水プ

ラグ 

a-2-D2：粘土ブロックの地下施設への搬送作業時、定置作業時に岩盤の崩落が発生すると、搬

送作業や定置作業に用いる機械に崩落物が直撃することが考えられる。その結果、粘土ブロック

に衝撃が加わり、粘土ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さらに、粘土ブロック定置時の積み上

げ誤差が生じ、ブロック間に隙間が生じる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水

プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地

下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経

路形成抑制」に影響を及ぼす可能性がある。 

地震動に伴っ

た坑道周辺

岩盤の亀裂

形成による透

水性変化によ

る地下水流動

特性の変化 

【a-3】 

建設 母岩 

a-3-H1：地震動に伴い、開放されている処分坑道の岩盤の亀裂が進展する。その結果、掘削影

響領域が拡大し、間隙率・間隙構造へ影響し、さらに水理特性に影響することが考えられる。処

分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響し、母岩の安全機能「卓越した移行経路形成抑制」に影

響する可能性がある。 

操業 

母岩 

a-3-H2：地震動に伴い、開放されている処分坑道の岩盤の亀裂が進展する。その結果、掘削影

響領域が拡大し、間隙率・間隙構造へ影響し、さらに水理特性に影響することが考えられる。処

分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響し、母岩の安全機能「卓越した移行経路形成抑制」に影

響する可能性がある。 

緩衝材 

a-3-B1：地震動に伴い、開放されている処分坑道の岩盤の亀裂が進展すると、母岩の水理特

性、地下水流動現象に影響を及ぼす可能性がある。その結果、処分坑道内の湧水量が増加し、

緩衝材の定置作業時に再冠水による緩衝材が空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、

緩衝材の密度に影響を及ぼし、緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分

場閉鎖後に緩衝材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能

である「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

埋め戻

し材 

a-3-B’1：地震動に伴い、開放されている処分坑道の岩盤の亀裂が進展すると、母岩の水理特

性、地下水流動現象に影響を及ぼす可能性がある。その結果、処分坑道内の湧水量が増加し、

処分坑道埋め戻し作業時に再冠水による埋め戻し材が空隙側へ膨潤することが考えられる。そ

の結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可

能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さら

に埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

a-3-D1：地震動に伴い、開放されている処分坑道の岩盤の亀裂が進展すると、母岩の水理特

性、地下水流動現象に影響を及ぼす可能性がある。その結果、処分坑道内の湧水量が増加し、

止水プラグの設置作業時に再冠水による止水プラグが空隙側へ膨潤することが考えられる。そ

の結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可

能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグの地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止

水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

閉鎖 

母岩 

a-3-H3：地震動に伴い、開放されている連絡坑道・アクセス坑道の岩盤の亀裂が進展する。その

結果、掘削影響領域が拡大し、間隙率・間隙構造へ影響し、さらに水理特性に影響することが考

えられる。処分場閉鎖後、母岩の地下水流動へ影響し、母岩の安全機能「卓越した移行経路形

成抑制」に影響する可能性がある。 

埋め戻

し材 

a-3-B’2：地震動に伴い、開放されている連絡坑道・アクセス坑道の岩盤の亀裂が進展すると、

母岩の水理特性、地下水流動現象に影響を及ぼす可能性がある。その結果、連絡坑道・アクセ

ス坑道内の湧水量が増加し、連絡坑道・アクセス坑道埋め戻し作業時に再冠水による埋め戻し

材が空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻

し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下

水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路

形成抑制」に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

a-3-D2：地震動に伴い、開放されている連絡坑道・アクセス坑道の岩盤の亀裂が進展すると、母

岩の水理特性、地下水流動現象に影響を及ぼす可能性がある。その結果、連絡坑道・アクセス

坑道内の湧水量が増加し、止水プラグの設置作業時に再冠水による止水プラグが空隙側へ膨

潤することが考えられる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・

間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグの地下水流動へ影響を及

ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響す
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考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

る可能性がある。 

地震動に伴っ

た坑道周辺

岩盤の水圧

変化、地下水

流動特性の

変化 

【a-4】 

建設 母岩 

a-4-H1：地震動に伴い、処分坑道周辺母岩の応力状態が一時的に変化し、母岩の地下水流動

現象に影響を及ぼすことが考えられる。その結果、母岩の安全機能「卓越した移行経路形成抑

制」に影響する可能性がある。 

操業 

母岩 

a-4-H2：地震動に伴い、処分坑道周辺母岩の応力状態が一時的に変化し、母岩の地下水流動

現象に影響を及ぼすことが考えられる。その結果、母岩の安全機能「卓越した移行経路形成抑

制」に影響する可能性がある。 

緩衝材 

a-4-B1：地震動に伴い、処分坑道周辺母岩の応力状態が一時的に変化し、母岩の地下水流動

現象に影響を及ぼすことが考えられる。その結果、処分坑道内の湧水量が増加し、緩衝材の定

置作業時に再冠水による緩衝材が空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、緩衝材の密

度に影響を及ぼし、緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に

緩衝材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である「移流

による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

埋め戻

し材 

a-4-B’1：地震動に伴い、処分坑道周辺母岩の応力状態が一時的に変化し、母岩の地下水流動

現象に影響を及ぼすことが考えられる。その結果、処分坑道内の湧水量が増加し、処分坑道埋

め戻し作業時に再冠水による埋め戻し材が空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、埋

め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性があ

る。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻

し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

a-4-D1：地震動に伴い、処分坑道周辺母岩の応力状態が一時的に変化し、母岩の地下水流動

現象に影響を及ぼすことが考えられる。その結果、処分坑道内の湧水量が増加し、止水プラグ

の設置作業時に再冠水による止水プラグが空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、止

水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性があ

る。処分場閉鎖後に止水プラグの地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグ

の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

閉鎖 

母岩 

a-4-H3：地震動に伴い、連絡坑道・アクセス坑道周辺母岩の応力状態が一時的に変化し、母岩

の地下水流動現象に影響を及ぼすことが考えられる。その結果、掘削影響領域が拡大し、間隙

率・間隙構造へ影響し、さらに水理特性に影響することが考えられる。処分場閉鎖後、母岩の地

下水流動へ影響し、母岩の安全機能「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

埋め戻

し材 

a-4-B’2：地震動に伴い、連絡坑道・アクセス坑道周辺母岩の応力状態が一時的に変化し、母岩

の地下水流動現象に影響を及ぼすことが考えられる。その結果、連絡坑道・アクセス坑道内の湧

水量が増加し、連絡坑道・アクセス坑道埋め戻し作業時に再冠水による埋め戻し材が空隙側へ

膨潤することが考えられる。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙

率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ

影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」

に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

a-4-D2：地震動に伴い、連絡坑道・アクセス坑道周辺母岩の応力状態が一時的に変化し、母岩

の地下水流動現象に影響を及ぼすことが考えられる。その結果、連絡坑道・アクセス坑道内の湧

水量が増加し、止水プラグの設置作業時に再冠水による止水プラグが空隙側へ膨潤することが

考えられる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影

響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグの地下水流動へ影響を及ぼす可能性が

ある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性があ

る。 

キャスク（廃

棄体の輸送

容器）の運搬

積み替え作

業時、廃棄体

の定置作業

時の地震動

による落下 

【b-1】 

操業 

ガラス

固化体 

b-1-G1：廃棄体の地下施設への輸送作業時、廃棄体の定置作業時に地震動が発生した場合、

廃棄体が輸送機械や定置機械から落下することが考えられる。その結果、ガラス固化体に衝撃

が加わり、ガラス固化体の表面積が増加することが考えられる。廃棄体を定置し、処分場閉鎖後

にオーバーパックが破損し、地下水と接触し、ガラス固化体の化学的変質・溶解へ影響する可能

性がある。そして、ガラス固化体の安全機能である「ガラスマトリックスによる浸出抑制に影響を

及ぼす可能性がある。 

オーバ

ーパッ

ク 

b-1-OP1：廃棄体の地下施設への輸送作業時、廃棄体の定置作業時に地震動が発生した場合、

廃棄体が輸送機械や定置機械から落下することが考えられる。その結果、オーバーパックに衝

撃が加わり、オーバーパック表面への初期キズ形成や変形することが考えられる。廃棄体を定

置し処分場閉鎖後に、オーバーパック周囲の地下水組成や応力状態、温度条件に依存して、オ

ーバーパックの腐食形態や腐食の進展に影響を及ぼすことが考えられる。更にオーバーパック

の安全機能である「ガラス固化体と地下水の接触防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

緩衝材ブロッ

クの運搬・積

替え作業時、

定置作業時

の地震動によ

る緩衝材ブロ

ックの落下 

【b-2】 

操業 緩衝材 

b-2-B1：緩衝材ブロックの地下施設への輸送作業時、緩衝材の定置作業時に地震動が発生した

場合、緩衝材ブロックが落下することが考えられる。その結果、緩衝材ブロックに衝撃が加わり、

緩衝材ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さらに、緩衝材ブロック定置時の積み上げ誤差が生

じ、ブロック間に隙間が生じる。その結果、緩衝材の密度に影響を及ぼし、緩衝材の間隙率・間

隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に緩衝材領域の地下水流動へ影響を及ぼ

す可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防

止」に影響を及ぼす可能性がある。 
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考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

止水プラグの

粘土ブロック

の運搬・積替

え作業時、定

置作業時の

地震動による

粘土ブロック

の落下 

【b-3】 

操業 
止水プ

ラグ 

b-3-D1：粘土ブロックの地下施設への輸送作業時、止水プラグの定置作業時に地震動が発生し

た場合、粘土ブロックが落下することが考えられる。その結果、粘土ブロックに衝撃が加わり、粘

土ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さらに、粘土ブロック定置時の積み上げ誤差が生じ、ブロ

ック間に隙間が生じる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間

隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を

及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響

する可能性がある。 

緩衝材定置

作業時の地

震動による緩

衝材の破損

（割れ、剥離、

浮き上がり

等） 

【b-4】 

操業 緩衝材 

b-4-B1：緩衝材定置作業時に地震が発生した場合、定置済みあるいは定置途中の緩衝材が、

地震動により割れ、剥離、浮き上がりなどの損傷を受ける可能性がある。その結果、緩衝材の密

度に影響を及ぼし、緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に

緩衝材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である「移流

による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

坑道埋め戻し

作業時の地

震動による埋

め戻し材の破

損（割れ、剥

離、浮き上が

り等） 

【b-5】 

操業 
埋め戻

し材 

b-5-B’1：処分坑道の埋め戻し作業時に地震が発生した場合、転圧済みあるいは転圧途中の埋

め戻し材が、地震動により、割れ、剥離、浮き上がりなどの損傷を受ける可能性がある。その結

果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性

がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋

め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

閉鎖 
埋め戻

し材 

b-5-B’2：連絡坑道・アクセス坑道の埋め戻し作業時に地震が発生した場合、転圧済みあるいは

転圧途中の埋め戻し材が、地震動により、割れ、剥離、浮き上がりなどの損傷を受ける可能性が

ある。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及

ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性があ

る。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性があ

る。 

止水プラグ設

置作業時の

地震動による

止水プラグの

破損（割れ、

剥離、浮き上

がり等） 

【b-6】 

操業 
止水プ

ラグ 

b-6-D1：止水プラグの設置作業時に地震が発生した場合、設置済みあるいは設置途中の粘土ブ

ロックが、地震動により割れ、剥離、浮き上がりなどの損傷を受ける可能性がある。その結果、止

水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性があ

る。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プ

ラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

閉鎖 
止水プ

ラグ 

b-6-D2：：止水プラグの設置作業時に地震が発生した場合、設置済みあるいは設置途中の粘土

ブロックが、地震動により割れ、剥離、浮き上がりなどの損傷を受ける可能性がある。その結果、

止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性があ

る。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プ

ラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

力学プラグ設

置作業時の

地震動による

力学プラグの

破損（ひび割

れ、剥離） 

【b-7】 

操業 

力学プ

ラグ→

緩衝材 

b-7-B1：力学プラグ設置作業時に地震が発生し、所定の強度が発現していない養生中のコンク

リートに地震動が作用した場合、コンクリートにひび割れ・剥離が生じ、力学プラグの強度・耐久

性が低下する可能性がある。地下水の浸潤に伴い、緩衝材が膨潤し、その膨潤圧が力学プラグ

に作用することで、力学プラグが破損し、緩衝材が空隙側に膨潤し、緩衝材の密度・間隙率・間

隙構造に影響を及ぼす可能性がある。さらに、緩衝材領域の地下水流動に影響を及ぼし、緩衝

材の安全機能である「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性が

ある。 

力学プ

ラグ→

埋め戻

し材 

b-7-B’1：力学プラグ設置作業時に地震が発生し、所定の強度が発現していない養生中のコンク

リートに地震動が作用した場合、コンクリートにひび割れ・剥離が生じ、力学プラグの強度・耐久

性が低下する可能性がある。その結果、地下水の浸潤に伴い、埋め戻し材が膨潤し、その膨潤

圧が力学プラグに作用することで、力学プラグが破損し、埋め戻し材が空隙側に膨潤し、埋め戻

し材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。さらに、埋め戻し材領域の地下水

流動に影響を及ぼし、埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響を及ぼ

す可能性がある。 

閉鎖 

力学プ

ラグ→

緩衝材 

b-7-B2：力学プラグ設置作業時に地震が発生し、所定の強度が発現していない養生中のコンク

リートに地震動が作用した場合、コンクリートにひび割れ・剥離が生じ、力学プラグの強度・耐久

性が低下する可能性がある。地下水の浸潤に伴い、緩衝材が膨潤し、その膨潤圧が力学プラグ

に作用することで、力学プラグが破損し、緩衝材が空隙側に膨潤し、緩衝材の密度・間隙率・間

隙構造に影響を及ぼす可能性がある。さらに、緩衝材領域の地下水流動に影響を及ぼし、緩衝

材の安全機能である「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性が

ある。 

力学プ

ラグ→

埋め戻

し材 

b-7-B’2：力学プラグ設置作業時に地震が発生し、所定の強度が発現していない養生中のコンク

リートに地震動が作用した場合、コンクリートにひび割れ・剥離が生じ、力学プラグの強度・耐久

性が低下する可能性がある。その結果、地下水の浸潤に伴い、埋め戻し材が膨潤し、その膨潤

圧が力学プラグに作用することで、力学プラグが破損し、埋め戻し材が空隙側に膨潤し、埋め戻
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考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

し材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。さらに、埋め戻し材領域の地下水

流動に影響を及ぼし、埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響を及ぼ

す可能性がある。 

地震動による

応力状態の

変化による坑

口部での地

盤の崩落、坑

口の閉塞 

【c-1】 

操業 

緩衝材 

c-1-B1：坑口部での地盤の崩落、坑口の閉塞が発生した場合、排水管の破損や坑道内への電

源供給が停止することが考えられる。その結果、処分坑道からの排水が停止し、定置済みの緩

衝材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、緩衝材の密度に影響を及ぼし、

緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に緩衝材領域の地下

水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である「移流による移行の抑

制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

埋め戻

し材 

c-1-B’1：坑口部での地盤の崩落、坑口の閉塞が発生した場合、排水管の破損や坑道内への電

源供給が停止することが考えられる。その結果、処分坑道からの排水が停止し、処分坑道閉塞

作業途中の埋め戻し材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、埋め戻し材の

密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉

鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻し材の安全機

能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

c-1-D1：坑口部での地盤の崩落、坑口の閉塞が発生した場合、排水管の破損や坑道内への電

源供給が停止することが考えられる。その結果、処分坑道からの排水が停止し、止水プラグ設置

作業途中の止水プラグが冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、止水プラグの

密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉

鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機

能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

閉鎖 

埋め戻

し材 

c-1-B’2：坑口部での地盤の崩落、坑口の閉塞が発生した場合、排水管の破損や坑道内への電

源供給が停止することが考えられる。その結果、連絡坑道・アクセス坑道からの排水が停止し、

処分坑道閉塞作業途中の埋め戻し材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結

果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性

がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋

め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

c-1-D2：坑口部での地盤の崩落、坑口の閉塞が発生した場合、排水管の破損や坑道内への電

源供給が停止することが考えられる。その結果、連絡坑道・アクセス坑道からの排水が停止し、

止水プラグ設置作業途中の止水プラグが冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結

果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性

がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止

水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

地震動による

応力状態の

変化による坑

口部での覆

工コンクリート

の破損 

【c-2】 

操業 

緩衝材 

c-2-B1：坑口部で覆工コンクリートが破損した場合、排水管の破損や坑道内への電源供給が停

止することが考えられる。その結果、処分坑道からの排水が停止し、定置済みの緩衝材が冠水

し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、緩衝材の密度に影響を及ぼし、緩衝材の間

隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に緩衝材領域の地下水流動へ影

響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である「移流による移行の抑制」、「コロイド

移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

埋め戻

し材 

c-2-B’1：坑口部で覆工コンクリートが破損した場合、排水管の破損や坑道内への電源供給が停

止することが考えられる。その結果、処分坑道からの排水が停止し、処分坑道閉塞作業途中の

埋め戻し材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、埋め戻し材の密度に影響

を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め

戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻し材の安全機能である

「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

C-2-D1：坑口部で覆工コンクリートが破損した場合、排水管の破損や坑道内への電源供給が停

止することが考えられる。その結果、処分坑道からの排水が停止し、止水プラグ設置作業途中の

止水プラグが冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、止水プラグの密度に影響

を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水

プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である

「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

閉鎖 

埋め戻

し材 

c-2-B’2：坑口部で覆工コンクリートが破損した場合、排水管の破損や坑道内への電源供給が停

止することが考えられる。その結果、連絡坑道・アクセス坑道からの排水が停止し、処分坑道閉

塞作業途中の埋め戻し材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、埋め戻し材

の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場

閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻し材の安全

機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

c-2-D2：坑口部で覆工コンクリートが破損した場合、排水管の破損や坑道内への電源供給が停

止することが考えられる。その結果、連絡坑道・アクセス坑道からの排水が停止し、止水プラグ設

置作業途中の止水プラグが冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、止水プラグ

の密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場

閉鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全

機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 
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考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

地震動による

応力状態の

変化による地

質不良区間

での処分坑

道の覆工コン

クリートや路

盤の破損 

【c-3】 

操業 

ガラス

固化体 

c-3-G1：廃棄体の地下施設への搬送作業時に処分坑道の覆工コンクリートの破損によるコンク

リート片の崩落や路盤の破損が発生すると、路盤に凹凸が生じ、搬送車両が乗り上げ、転倒する

ことで、ガラス固化体に衝撃が加わり、ガラス固化体の表面積が増加することが考えられる。廃

棄体を定置し、処分場閉鎖後にオーバーパックが破損し、地下水と接触し、ガラス固化体の化学

的変質・溶解へ影響する可能性がある。そして、ガラス固化体の安全機能である「ガラスマトリッ

クスによる浸出抑制に影響を及ぼす可能性がある。 

オーバ

ーパッ

ク 

c-3-OP1：廃棄体の地下施設への搬送作業時に処分坑道の覆工コンクリートの破損によるコンク

リート片の崩落や路盤の破損が発生すると、路盤に凹凸が生じ、搬送車両が乗り上げ、転倒する

ことで、オーバーパックに衝撃が加わり、オーバーパック表面への初期キズ形成や変形すること

が考えられる。廃棄体を定置し処分場閉鎖後に、オーバーパック周囲の地下水組成や応力状

態、温度条件に依存して、オーバーパックの腐食形態や腐食の進展に影響を及ぼすことが考え

られる。更にオーバーパックの安全機能である「ガラス固化体と地下水の接触防止」に影響を及

ぼす可能性がある。 

緩衝材 

c-3-B1：緩衝材ブロックの地下施設への搬送作業時に処分坑道の覆工コンクリートの破損によ

るコンクリート片の崩落や路盤の破損が発生すると、路盤に凹凸が生じ、搬送車両が乗り上げ、

転倒することで、緩衝材ブロックに衝撃が加わり、緩衝材ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さ

らに、緩衝材ブロック定置時の積み上げ誤差が生じ、ブロック間に隙間が生じる。その結果、緩

衝材の密度に影響を及ぼし、緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場

閉鎖後に緩衝材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能で

ある「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

c-3-B2：処分坑道の覆工コンクリートの破損によるコンクリート片の崩落や路盤の破損が発生す

ると、路盤に凹凸が生じ、地下水の排水設備が損傷する可能性がある。その結果、処分坑道か

らの排水が停止し、定置済みの緩衝材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結

果、緩衝材の密度に影響を及ぼし、緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。

処分場閉鎖後に緩衝材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全

機能である「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

c-3-B3：緩衝材定置作業時に処分坑道の路盤の損傷が発生した場合、路盤損傷箇所上部の定

置済みあるいは定置途中の緩衝材が、路盤の損傷に引きずられ、割れ、剥離、浮き上がりなど

の損傷を受ける可能性がある。その結果、緩衝材の密度に影響を及ぼし、緩衝材の間隙率・間

隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に緩衝材領域の地下水流動へ影響を及ぼ

す可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防

止」に影響を及ぼす可能性がある。 

埋め戻

し材 

c-3-B’1：処分坑道の覆工コンクリートの破損によるコンクリート片の崩落や路盤の破損が発生

すると、路盤に凹凸が生じ、地下水の排水設備が損傷する可能性がある。その結果、処分坑道

からの排水が停止し、処分坑道閉塞作業途中の埋め戻し材が冠水し、空隙側へ膨潤することが

考えられる。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影

響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能

性がある。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性

がある。 

c-3-B’2：処分坑道の閉塞作業時に処分坑道の路盤の損傷が発生した場合、路盤損傷箇所上

部の埋め戻し済みあるいは埋め戻し途中の埋め戻し材が、路盤の損傷に引きずられ、割れ、剥

離、浮き上がりなどの損傷を受ける可能性がある。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼ

し、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材

領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越し

た移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

c-3-D1：粘土ブロックの地下施設への搬送作業時に処分坑道の覆工コンクリートの破損によるコ

ンクリート片の崩落や路盤の破損が発生すると、路盤に凹凸が生じ、搬送車両が乗り上げ、転倒

することで、粘土ブロックに衝撃が加わり、粘土ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さらに、田土

ブロック定置時の積み上げ誤差が生じ、ブロック間に隙間が生じる。その結果、止水プラグの密

度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖

後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能

である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

c-3-D2：処分坑道の覆工コンクリートの破損によるコンクリート片の崩落や路盤の破損が発生す

ると、路盤に凹凸が生じ、地下水の排水設備が損傷する可能性がある。その結果、処分坑道か

らの排水が停止し、設置済みの止水プラグが冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その

結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能

性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに

止水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

c-3-D3：止水プラグ設置作業時に処分坑道の路盤の損傷が発生した場合、路盤損傷箇所上部

の設置済みあるいは設置途中の粘土ブロックが、路盤の損傷に引きずられ、割れ、剥離、浮き上

がりなどの損傷を受ける可能性がある。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラ

グの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地下水

流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形
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考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

成抑制」に影響する可能性がある。 

閉鎖 

埋め戻

し材 

c-3-B’3：連絡坑道・アクセス坑道の覆工コンクリートの破損によるコンクリート片の崩落や路盤

の破損が発生すると、路盤に凹凸が生じ、地下水の排水設備が損傷する可能性がある。その結

果、連絡坑道・アクセス坑道からの排水が停止し、連絡坑道・アクセス坑道閉塞作業途中の埋め

戻し材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及

ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し

材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越

した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

c-3-B’4：連絡坑道・アクセス坑道の閉塞作業時に連絡坑道・アクセス坑道の路盤の損傷が発生

した場合、路盤損傷箇所上部の埋め戻し済みあるいは埋め戻し途中の埋め戻し材が、路盤の損

傷に引きずられ、割れ、剥離、浮き上がりなどの損傷を受ける可能性がある。その結果、埋め戻

し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処

分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻し材の

安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

c-3-D4：粘土ブロックの地下施設への搬送作業時に処分坑道の覆工コンクリートの破損によるコ

ンクリート片の崩落や路盤の破損が発生すると、路盤に凹凸が生じ、搬送車両が乗り上げ、転倒

することで、粘土ブロックに衝撃が加わり、粘土ブロックのひび割れ・剥離が生じる。さらに、田土

ブロック定置時の積み上げ誤差が生じ、ブロック間に隙間が生じる。その結果、止水プラグの密

度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖

後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能

である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

c-3-D5：連絡坑道・アクセス坑道の覆工コンクリートの破損によるコンクリート片の崩落や路盤の

破損が発生すると、路盤に凹凸が生じ、地下水の排水設備が損傷する可能性がある。その結

果、処分坑道からの排水が停止し、設置済みの止水プラグが冠水し、空隙側へ膨潤することが

考えられる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影

響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能

性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性

がある。 

c-3-D6：止水プラグ設置作業時に連絡坑道・アクセス坑道の路盤の損傷が発生した場合、路盤

損傷箇所上部の設置済みあるいは設置途中の粘土ブロックが、路盤の損傷に引きずられ、割

れ、剥離、浮き上がりなどの損傷を受ける可能性がある。その結果、止水プラグの密度に影響を

及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プ

ラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓

越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

地震による津

波の発生に

伴った坑道へ

の地表水の

流入 

【c-4】 

建設 母岩 

c-4-H1：津波の発生に伴い、地表水が坑道に流入すると、坑道周辺母岩の塩分濃度など地下水

組成に影響を及ぼす。その結果、母岩の鉱物組成などの化学特性が変化し、母岩の間隙率・間

隙構造、水理特性に影響を及ぼすことが考えられる。 

操業 

母岩 

c-4-H2：津波の発生に伴い、地表水が坑道に流入すると、坑道周辺母岩の塩分濃度など地下水

組成に影響を及ぼす。その結果、母岩の鉱物組成などの化学特性が変化し、母岩の間隙率・間

隙構造、水理特性に影響を及ぼすことが考えられる。 

ガラス

固化体 

C-4-G1：廃棄体の地下施設への搬送作業時、定置作業時に津波の発生に伴った地表水の坑道

への流入が発生すると、急激な水流により廃棄体が流動し、坑道壁面などに衝突する可能性が

考えられる。その結果、ガラス固化体に衝撃が加わり、ガラス固化体の表面積が増加することが

考えられる。廃棄体を定置し、処分場閉鎖後にオーバーパックが破損し、地下水と接触し、ガラス

固化体の化学的変質・溶解へ影響する可能性がある。そして、ガラス固化体の安全機能である

「ガラスマトリックスによる浸出抑制に影響を及ぼす可能性がある。 

オーバ

ーパッ

ク 

C-4-OP1：廃棄体の地下施設への搬送作業時、定置作業時に津波の発生に伴った地表水の坑

道への流入が発生すると、急激な水流により廃棄体が流動し、坑道壁面などに衝突する可能性

が考えられる。その結果、オーバーパックに衝撃が加わり、オーバーパック表面への初期キズ形

成や変形することが考えられる。廃棄体を定置し処分場閉鎖後に、オーバーパック周囲の地下

水組成や応力状態、温度条件に依存して、オーバーパックの腐食形態や腐食の進展に影響を及

ぼすことが考えられる。更にオーバーパックの安全機能である「ガラス固化体と地下水の接触防

止」に影響を及ぼす可能性がある。 

緩衝材 

C-4-B1：緩衝材定置作業時に津波の発生に伴った地表水の坑道への流入が発生すると、定置

済みの緩衝材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、緩衝材の密度に影響

を及ぼし、緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に緩衝材領

域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である「移流による移

行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

埋め戻

し材 

C-4-B’1：処分坑道閉塞作業時に津波の発生に伴った地表水の坑道への流入が発生すると、処

分坑道閉塞作業途中の埋め戻し材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、

埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性があ

る。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻

し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 
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考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

止水プ

ラグ 

C-4-D1：止水プラグ設置時に津波の発生に伴った地表水の坑道への流入が発生すると、設置

済みの止水プラグが冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、止水プラグの密度

に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後

に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能で

ある「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

力学プ

ラグ→

緩衝材 

c-4-B2：力学プラグ設置作業時に津波が発生し、所定の強度が発現していない養生中のコンク

リートに津波の水流による衝撃が作用した場合、コンクリートにひび割れ・剥離が生じ、力学プラ

グの強度・耐久性が低下する可能性がある。地下水の浸潤に伴い、緩衝材が膨潤し、その膨潤

圧が力学プラグに作用することで、力学プラグが破損し、緩衝材が空隙側に膨潤し、緩衝材の密

度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。さらに、緩衝材領域の地下水流動に影響を

及ぼし、緩衝材の安全機能である「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及

ぼす可能性がある。 

力学プ

ラグ→

埋め戻

し材 

c-4-B’2：力学プラグ設置作業時に津波が発生し、所定の強度が発現していない養生中のコンク

リートに津波の水流による衝撃が作用した場合、コンクリートにひび割れ・剥離が生じ、力学プラ

グの強度・耐久性が低下する可能性がある。その結果、地下水の浸潤に伴い、埋め戻し材が膨

潤し、その膨潤圧が力学プラグに作用することで、力学プラグが破損し、埋め戻し材が空隙側に

膨潤し、埋め戻し材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。さらに、埋め戻し

材領域の地下水流動に影響を及ぼし、埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑

制」に影響を及ぼす可能性がある。 

閉鎖 

埋め戻

し材 

C-4-B’3：連絡坑道・アクセス坑道閉塞作業時に津波の発生に伴った地表水の坑道への流入が

発生すると、連絡坑道・アクセス坑道閉塞作業途中の埋め戻し材が冠水し、空隙側へ膨潤するこ

とが考えられる。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造

に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす

可能性がある。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可

能性がある。 

止水プ

ラグ 

C-4-D1：止水プラグ設置時に津波の発生に伴った地表水の坑道への流入が発生すると、設置

済みの止水プラグが冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、止水プラグの密度

に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後

に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能で

ある「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

力学プ

ラグ→

緩衝材 

c-4-B3：力学プラグ設置作業時に津波が発生し、所定の強度が発現していない養生中のコンク

リートに津波の水流による衝撃が作用した場合、コンクリートにひび割れ・剥離が生じ、力学プラ

グの強度・耐久性が低下する可能性がある。地下水の浸潤に伴い、緩衝材が膨潤し、その膨潤

圧が力学プラグに作用することで、力学プラグが破損し、緩衝材が空隙側に膨潤し、緩衝材の密

度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。さらに、緩衝材領域の地下水流動に影響を

及ぼし、緩衝材の安全機能である「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及

ぼす可能性がある。 

力学プ

ラグ→

埋め戻

し材 

c-4-B’4：力学プラグ設置作業時に津波が発生し、所定の強度が発現していない養生中のコンク

リートに津波の水流による衝撃が作用した場合、コンクリートにひび割れ・剥離が生じ、力学プラ

グの強度・耐久性が低下する可能性がある。その結果、地下水の浸潤に伴い、埋め戻し材が膨

潤し、その膨潤圧が力学プラグに作用することで、力学プラグが破損し、埋め戻し材が空隙側に

膨潤し、埋め戻し材の密度・間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。さらに、埋め戻し

材領域の地下水流動に影響を及ぼし、埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑

制」に影響を及ぼす可能性がある。 

地震による外

部電源の喪

失 

【c-5】 

操業 

緩衝材 

c-5-B1：地震により外部電源が喪失し、坑道内への電源供給が停止することが考えられる。その

結果、処分坑道からの排水が停止し、定置済みの緩衝材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考

えられる。その結果、緩衝材の密度に影響を及ぼし、緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼ

す可能性がある。処分場閉鎖後に緩衝材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さら

に緩衝材の安全機能である「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可

能性がある。 

埋め戻

し材 

c-5-B’1：地震により外部電源が喪失し、坑道内への電源供給が停止することが考えられる。そ

の結果、処分坑道からの排水が停止し、処分坑道閉塞作業途中の埋め戻し材が冠水し、空隙側

へ膨潤することが考えられる。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙

率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ

影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」

に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

c-5-D1：地震により外部電源が喪失し、坑道内への電源供給が停止することが考えられる。その

結果、処分坑道からの排水が停止し、止水プラグ設置作業途中の止水プラグが冠水し、空隙側

へ膨潤することが考えられる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙

率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ

影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」

に影響する可能性がある。 
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考慮すべき事

象 
段階 

構成部

材 
シナリオ 

閉鎖 

埋め戻

し材 

c-5-B’2：地震により外部電源が喪失し、坑道内への電源供給が停止することが考えられる。そ

の結果、連絡坑道・アクセス坑道からの排水が停止し、処分坑道閉塞作業途中の埋め戻し材が

冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋

め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の

地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行

経路形成抑制」に影響する可能性がある。 

止水プ

ラグ 

c-5-D2：地震により外部電源が喪失し、坑道内への電源供給が停止することが考えられる。その

結果、連絡坑道・アクセス坑道からの排水が停止し、止水プラグ設置作業途中の止水プラグが冠

水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水

プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地

下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経

路形成抑制」に影響する可能性がある。 

地震による排

水処理施設

の損傷 

【c-6】 

操業 

緩衝材 

c-6-B1：地震により排水処理施設が損傷することが考えられる。その結果、処分坑道からの排水

が停止し、定置済みの緩衝材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられる。その結果、緩衝材

の密度に影響を及ぼし、緩衝材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖

後に緩衝材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性がある。さらに緩衝材の安全機能である

「移流による移行の抑制」、「コロイド移行の防止」に影響を及ぼす可能性がある。 

埋め戻

し材 

c-6-B’1：地震により排水処理施設が損傷することが考えられる。その結果、処分坑道からの排

水が停止し、処分坑道閉塞作業途中の埋め戻し材が冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられ

る。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造に影響を及ぼ

す可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性があ

る。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性があ

る。 

止水プ

ラグ 

c-6-D1：地震により排水処理施設が損傷することが考えられる。その結果、処分坑道からの排水

が停止し、止水プラグ設置作業途中の止水プラグが冠水し、空隙側へ膨潤することが考えられ

る。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構造に影響を及ぼ

す可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼす可能性があ

る。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可能性があ

る。 

閉鎖 

埋め戻

し材 

c-6-B’2：地震により排水処理施設が損傷することが考えられる。その結果、連絡坑道・アクセス

坑道からの排水が停止し、処分坑道閉塞作業途中の埋め戻し材が冠水し、空隙側へ膨潤するこ

とが考えられる。その結果、埋め戻し材の密度に影響を及ぼし、埋め戻し材の間隙率・間隙構造

に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に埋め戻し材領域の地下水流動へ影響を及ぼす

可能性がある。さらに埋め戻し材の安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する可

能性がある。 

止水プ

ラグ 

c-6-D2：地震により排水処理施設が損傷することが考えられる。その結果、連絡坑道・アクセス

坑道からの排水が停止し、止水プラグ設置作業途中の止水プラグが冠水し、空隙側へ膨潤する

ことが考えられる。その結果、止水プラグの密度に影響を及ぼし、止水プラグの間隙率・間隙構

造に影響を及ぼす可能性がある。処分場閉鎖後に止水プラグ領域の地下水流動へ影響を及ぼ

す可能性がある。さらに止水プラグの安全機能である「卓越した移行経路形成抑制」に影響する

可能性がある。 

 
3.2.4 まとめ 

HLW および TRU 廃棄物の地層処分では、人工バリアと天然バリア（地質媒体）を適切に組

み合わせたシステムにより、数万年以上の長期的な安全性を確保する必要がある。そのために

は、処分場レイアウトの検討や適切な施設設計や処分場の建設・操業・閉鎖段階で採用される

工学技術により、人工バリアと天然バリアを含めた処分システムが適切に機能することが必要

である。そこで、地層処分の安全評価では、処分場の建設・操業・閉鎖段階において採用され

る工学技術適用上のヒューマンエラーが発生した場合や、建設・操業・閉鎖段階において地質・

気候関連事象が発生した場合の人工バリアやその周辺母岩の特性（THMC）や安全機能に与え

る影響を評価することが重要となる。 
処分場の建設・操業・閉鎖段階における工学技術適用上のヒューマンエラーによる人工バリ

アやその周辺母岩の特性および安全機能への影響に関するシナリオ整備については、平成 22
年度および平成 23 年度において、HLW、TRU 廃棄物地層処分で採用が検討されている工法を

対象に、処分の工学技術に関する文献調査の情報や FEP データベースの人工バリアの変遷に関
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するシークエンスの情報をもとに、ヒューマンエラーにより工学技術が適切に機能しなかった

場合の処分場閉鎖後の人工バリアや天然バリアの特性（THMC）および安全機能への影響の関

係整理を行った。 
一方、建設・操業・閉鎖段階において地質・気候関連事象が発生した場合の人工バリアやそ

の周辺母岩の特性および安全機能への影響に関するシナリオ整備については、現状では、地質・

気候関連事象発生に伴う社会インフラ（トンネル、橋梁など）に対する被害事例などが土木学

会を中心に報告されているが、地質・気候関連事象発生に伴った地層処分場に与える影響につ

いて体系的に整理されたものはない。建設・操業・閉鎖段階において地質・気候関連事象が発

生した場合の人工バリアやその周辺母岩の特性および安全機能への影響は、地層処分場で採用

される可能性のある工学技術のうち、どの作業段階で地質・気候関連事象か発生したのか、サ

イトの地質条件や設計条件、その被害に対する工学的対策などの違いによって、異なってくる

ものと考えられる。建設・操業・閉鎖段階に地質・気候関連事象が発生した場合を想定したシ

ナリオを網羅的に把握するためには、これら全ての地質・気候関連事象による被害の素因を踏

まえた上で、整理していくことが必要である。しかし、サイトが決まっていない現状では、ま

ず、既往知見や被害事例などから想定可能な範囲でシナリオ整備を行い、その後の NUMO に

よる処分工学技術の信頼性向上やサイト条件および大深度トンネルでの特性変化に関する理解

の向上に伴い、それぞれの情報を反映させてシナリオの現実性や網羅性を高めていくこととし

た。そこで、図 3.2-117 に示した手順で建設・操業・閉鎖段階で地質・気候関連事象が発生し

た場合を想定したシナリオを整備することとした。 
 

 
図 3.2-117 建設・操業・閉鎖段階で地質・気候関連事象が発生した場合を想定したシナリオ

作成の流れ 
 
平成 24 年度の実施対象は、地質・気候関連事象のうち、地層処分場の建設・操業・閉鎖段階

の百数十年間の期間でサイトに影響を及ぼす可能性のある事象（処分場の地下施設が開放され

た状態の期間でサイトに影響を及ぼす可能性がある事象）の一つである地震活動を起因事象と

する人工バリアやその周辺母岩への影響とした。 
本研究の実施方法について以下に示す。地震による地下施設の被害事例を収集し、各被害を

各作業段階で地質・気候関連事象が発生した場合の地層処分場への影響に関するシナリオを現状の知
見で想定可能な範囲で作成

影響の程度や工学的対策技術の信頼性を踏まえた上で、重要なシナリオを選別

処分場設計によ
る対策
被害防止対策

影響低減対策に
関する技術情報

サイトの地質条件を踏まえた上で、地
質・気候関連事象発生により地層処分
場へ影響する可能性のあるシナリオを
追加

今回の実施範囲

現状で我々が未経験である地層処分場
特有の設計条件（大深度トンネル、処分
坑道のパネル配置など）を踏まえた上で
新規知見を取り入れながら、地質・気候
関連事象発生により地層処分場へ影響
する可能性のあるシナリオを追加

シナリオの
網羅性向上

シナリオの
網羅性向上

地質・気候関連事象が発生した場合の
地下施設における被害事例調査 • 建設・操業・閉鎖段階で採用される可能性のある工学

技術の作業手順の情報
• 地質・気候関連事象のサイトへの影響に関する情報

整備済みの情報

NUMOによるサイ
トの選定

NUMOによる処分
場の設計

大深度トンネルで
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もたらした条件の分析をした。その後、地震により人工バリアおよびその周辺母岩に被害を及

ぼし、さらに閉鎖後の長期安全性に影響を及ぼす可能性のある事象（地震による考慮すべき事

象）を抽出した。地震による考慮すべき事象は、①被害事例調査結果から坑道周辺母岩などに

被害や影響を及ぼす可能性のある事象を抽出、②地質・気候関連事象によるサイトの THMC へ

の影響に関する FEP 情報から地震に関係する事象を抽出、③地層処分場で採用される個々の工

学技術の作業手順に関する情報を参考に、それぞれの作業段階で地震が発生した場合、人工バ

リアおよび坑道周辺母岩などに対する被害や影響を及ぼす可能性のある事象を想定、の 3 つの

方法により抽出した。さらに、その地震による考慮すべき事象と処分場閉鎖後の安全機能との

関係について整理したシナリオを作成した。 
上述の整理の結果、地震による考慮すべき事象を 17 事象想定した（表 3.2-5）。さらに、地

震による考慮すべき事象を受けて連鎖的に発生すると考えられる人工バリアやその周辺母岩の

特性および安全機能までの影響の連鎖を示したシナリオを建設・操業・閉鎖の各作業段階およ

び構成部材ごとに整理し、109 通りのシナリオを作成した。 
 

表 3.2-5 地震による考慮すべき事象の抽出・想定結果 

 

 
 

  

影響や被害を受
ける対象

地震による考慮すべき事象

a.処分坑道周辺
母岩

a-1：地震動による応力状態の変化による地質不良区間での坑道の岩盤の崩落【①被害事例より抽出】
a-2：地震動に伴った山はねによる坑道岩盤の崩落【③工学技術の作業手順を参考に想定】
a-3：地震動に伴った坑道周辺岩盤の亀裂形成による透水性変化による地下水流動特性の変化【②地質・気候関連事象発生に伴うサイ
トへの影響の情報より抽出】
a-4：地震動に伴った坑道周辺岩盤の水圧変化、地下水流動特性の変化【②地質・気候関連事象発生に伴うサイトへの影響の情報より
抽出】

b.人工バリア

b-1：キャスク（廃棄体の輸送容器）の運搬・積替え作業時、廃棄体の定置作業時の地震動による廃棄体の落下【③工学技術の作業手順
を参考に想定】
b-2：緩衝材ブロックの運搬・積替え作業時、定置作業時の地震動による緩衝材ブロックの落下【③工学技術の作業手順を参考に想定】
b-3：止水プラグの粘土ブロックの運搬・積替え作業時、定置作業時の地震動による粘土ブロックの落下【③工学技術の作業手順を参考
に想定】
b-4：緩衝材定置作業時の地震動による緩衝材の破損（割れ、剥離、浮き上がり等）【③工学技術の作業手順を参考に想定】
b-5：坑道埋め戻し作業時の地震動による埋め戻し材の破損（割れ、剥離、浮き上がり等）【③工学技術の作業手順を参考に想定】
b-6：止水プラグ設置作業時の地震動による止水プラグの破損（割れ、剥離、浮き上がり等）【③工学技術の作業手順を参考に想定】
b-7：力学プラグ設置作業時の地震動による力学プラグの破損（ひび割れ、剥離）【③工学技術の作業手順を参考に想定】

c.人工バリア以
外の地層処分に
関係する構造物

c-1：地震動による応力状態の変化による坑口部での地盤の崩落、坑口の閉塞【①被害事例より抽出】
c-2：地震動による応力状態の変化による坑口部での覆工コンクリートの破損【①被害事例より抽出】
c-3：地震動による応力状態の変化による地質不良区間での処分坑道の覆工コンクリートや路盤の破損【①被害事例より抽出】
c-4：地震による津波の発生に伴った処分坑道への地表水の流入【③工学技術の作業手順を参考に想定】
c-5：地震による外部電源の喪失【③工学技術の作業手順を参考に想定】
c-6：地震による排水処理施設の損傷【③工学技術の作業手順を参考に想定】
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4. 熱－水－応力－化学連成モデルの整備 

4.1 背景・目的 
廃棄体を含む人工バリアとその近傍の岩盤で構成されるニアフィールドの環境状態の変遷は、

処分場の設計条件やサイトの地質環境に応じて、熱、水理、応力及び化学といった多様な現象

の相互作用によってもたらされる。特に、処分場閉鎖後の初期においては、ガラス固化体の発

熱が比較的高く、周辺岩盤の地下水による再飽和、緩衝材の冠水・膨潤といった過渡的な現象

が発生する。このような過渡的な現象の取り扱いについては、熱(Thermo)-水理(Hydro)-応力
(Mechanical)-化学(Chemical)（以下、THMC）連成現象の特徴を適切に考慮した評価が必要とな
る。この過渡的な状態を含む処分場閉鎖後のニアフィールド環境の長期変遷を把握するために

は、閉鎖時及びその後の環境条件の変化に関する測定や監視結果に基づき、解析等の手法によ

る予測を行うことが必要である。このような予測は、長期にわたるニアフィールド環境変遷が

短期間の観察によって把握された挙動の単純な外挿とは異なる可能性のある点に特に留意して

行うことが必要となる。 
このような観点から、平成 22年度の研究において、ニアフィールド環境長期変遷挙動の特徴
である非線形性、初期条件や環境条件への依存性、不均質性、及び現象の多様性（マルチフィ

ジックス／マルチスケール性）の 4つに着目し、それぞれの概要及び安全規制上の意味につい
て検討した。 
処分場閉鎖後におけるニアフィールド環境条件の変遷は、熱、水理、応力及び化学といった

多様な現象の相互作用によってもたらされるが、現象間の非線形のフィードバックのために、

初期には微小なものであった特徴が時間とともに増幅されることにより、質的に異なる状態に

至る可能性（非線形性によるシナリオ分岐）が想定される。また、これに加えて、処分場閉鎖

前の建設・操業段階での状態変化の影響やその後の外部環境条件の影響による閉鎖後の環境変

遷モードの相違（初期条件や環境条件への依存性）や、ニアフィールド母岩の空間的不均質性

の影響、あるいは対象とする多岐にわたる現象間の相互作用（マルチフィジックス性）や複数

の空間スケールにまたがる現象における巨視的挙動と微視的挙動の間の相関関係（マルチスケ

ール性）の影響に留意する必要がある。 
処分場閉鎖時点のニアフィールドは、高温、乾燥、酸化性、応力開放の状態にあるものと想

定されるが、地層処分の安全性確保のためには、核種移行の開始時点及びそれ以降に、安全評

価上前提としている、以下の状態に確実に到達することが重要な要件の一つになるものと考え

られる。 
・ 地温と同等程度の温度条件 

  ・ 緩衝材が冠水し膨潤して圧縮場となり、止水性、応力緩衝性、化学緩衝性、コロイドろ過
性、核種収着性等の期待される安全機能を発揮する 
・ 処分場閉鎖時点で残留していた酸素が鉄等との反応によって消費され還元性環境となる 
そこで、安全規制の観点からは、ニアフィールド環境が処分場閉鎖後、安全評価上前提とし

ている上述した状態になることについての予測及びそれに基づく論証の正当性を検証すること

が重要となり、この際、上述したニアフィールド現象の特徴を考慮しつつ、以下の二つの目標

を設定することが適切と考えられる。 
 
目標 1 
ニアフィールド環境変遷についての長期予測が、ニアフィールドにおける連成現象の特徴で

ある非線形性、初期条件や環境条件への依存性、不均質性、及びマルチフィジックス／マルチ
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スケール性を的確に表現したものであり、かつ、残された不確実性の影響に対して頑健性を有

する適切なものであることの確認  
 
目標 2  
上記の長期予測を通じて、安全評価上前提としているリファレンス状態に達する初期状態の

範囲及び関連する環境条件等の制約条件が明確にされており、適切な品質管理及びサイト選定

によって、閉鎖時点のニアフィールドの状態とその後の環境条件がこの範囲内にあると保証さ

れていることの確認 
 
ニアフィールド環境の長期変遷の予測と初期状態の品質保証の関係の概念を図 4.1-1に示す。 
 

 

図 4.1-1 ニアフィールド環境長期変遷におけるシナリオ分岐に関する概念 
 
上記の目標に対処するために、ニアフィールドにおける連成現象の特徴である非線形性、初

期条件や環境条件への依存性、不均質性、及びマルチフィジックス／マルチスケール性に関す

る従来の方法論における潜在的な問題点として、 
 ・従来の専門家の知見に基づくシナリオ解析における網羅性及び追跡性の不足 
 ・個別モデルを用いた定量的解析（連成解析）における解析上の仮定の恣意性とその影響 
に着目した。そして、これらの二つの潜在的問題点に対応するために、本研究で取り組むべき

新たな技術課題として、 
 (1) 専門家の知見に基づくシナリオ解析を補完するシナリオシミュレーション技術の開発 
 (2) 特定のモデルオプションに依存しない包括的な連成解析技術の開発 
を設定した。 
 これらの課題への対応を行うことにより、ニアフィールド環境の長期変遷について、数値解

析技術を用いて適切に把握し、安全評価の信頼性向上を図ることを目的とするものである。シ
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ナリオ解析からニアフィールド環境の定量的理解と不確実性の把握に到る、従来の方法論と、

本研究で取り組む技術課題の関係を図 4.1-2に示す。 
 
 

 
  

図 4.1-2 ニアフィールド環境の長期変遷を適切に把握するための体系的な方法論の構築 

 
以下にこれら２つの技術課題について、説明する。 
 

(1) 専門家の知見に基づくシナリオ解析を補完するシナリオシミュレーション技術の開発 
(a) 目的 
処分場の建設・操業・閉鎖及びこの間に定置される廃棄体や人工バリア材あるいは種々の機

器や人工材料（仮設材を含む）をエージェントの挙動として表現して体系や形状の変化を伴う

環境の動的変遷を、マルチエージェントシミュレーションにより把握することにより、このよ

うな複雑な問題においてどのような局面が時系列的に生起するのかについての全体像を把握す

ることを可能にする。また、処分場閉鎖後のニアフィールドの構成を格子状のセルの配列で表

現し、隣接するセル間での着目すべき THMCの状態変数の挙動及び異なる変数間での因果関係
や相関をローカルルールとして表現することにより、セルラーオートマタによるシミュレーシ

従来の方法論 本研究で取り組む新たな技術 
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ョンを行う。この際、想定されるあるいは否定できない広範なルールのバリエーションを想定

してケーススタディーを行うことによって「可能性のあるシナリオ」の派生を網羅的に抽出す

ることをめざす。 
(b) 本研究の他の開発要素との関係 
本手法によって抽出された種々のシナリオ及びシナリオ間の分岐点にあたる臨界条件等につ

いて、より精緻な数値解析（連成解析）をそれぞれ実施することによって、シナリオシミュレ

ーションの妥当性を確認するとともに、設計等における実務的な意思決定のニーズに応え得る

定量的な情報を提供する。また、このような手順を経ることによって、計算負荷の大きい数値

解析（連成解析）を実施すべき範囲を特定することができる。 
(c) 開発上の留意点 
定量的な数値シミュレーションではなく、多くの構成要素によってもたらされる複雑な系の

動的変化の全体像を概略的に把握すること、及び「可能性のある挙動」についてのシナリオ解

析をめざすことによって、体系の設定における柔軟性や計算効率が高く網羅的な検討が可能で

あると言うという長所を活かし、もう一つの技術要素である連成解析との差別化及び相互補完

関係を明確にする。 
 
(2) 特定のモデルオプションに依存しない包括的な連成解析技術 
(a) 目的 
想定する地質環境及び処分システムにおいて生ずる可能性のある具体的な現象について精緻

な解析を行い、設計等における意思決定において求められる定量的な情報を提供する。また、

汎用のモデル開発環境を用いて複数のモデルオプションを比較することを通じ、不確実性の影

響に対して頑健な知見を得る。さらに、種々のスケールの室内試験や原位置試験あるいはナチ

ュラルアナログ等との比較を通じてモデルの妥当性を確認し、本手法全体としての信頼性の向

上を図る。 
(b) 本研究の他の開発要素との関係 
閉鎖前の処分場に対応した複雑な系の動的挙動に関してマルチエージェントシミュレーショ

ンによって抽出された個々の局面、あるいは多変量セルラーオートマタによって抽出された

種々のシナリオ及びシナリオ間の分岐点にあたる臨界条件等に対して、必要に応じて優先順位

をつけつつ精緻な数値解析（連成解析）を実施することによって、計算負荷が過度に大きくな

ることを避け、上記の目標を達成する。また、複雑な系の動的挙動に関してマルチエージェン

トシミュレーションによって抽出された個々の局面については、精緻な数値解析（連成解析）

をそれぞれ実施することによって、設計等における実務的な意思決定のニーズにこたえ得る定

量的な情報を提供する。 
(c) 開発上の留意点 
マルチエージェントシミュレーションや多変量セルラーオートマタによって精緻な解析が必

須となる課題を特定することにより、解析ケース数の低減を図る。また、必要に応じて実験で

モデルの妥当性を確認し得る等の長所を活かして実現象と数値モデルとの対応付けの明確化を

図る。 
 
これらの技術課題の設定を踏まえ、平成 24年度の以下項目を実施した。 
① ニアフィールドにおける連成現象に関するシナリオシミュレーションシステムの整備 
② ニアフィールドにおける連成現象に関するシナリオシミュレーションの実施 
③ THMC連成解析ツールの整備 
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④ THMC連成解析ツールを用いた解析の実施 
⑤ 課題及び留意点の抽出 
次項以降では、これらの項目を中心としつつ、適宜前年度の成果の概要を取り込みながら、

本手法の具体的な方法論及び例題解析とそれを通じて得られた重要と考えられる知見について

とりまとめる。 
 

4.2 ニアフィールド環境変遷に関するシナリオシミュレーション技術の開発 
4.2.1 ヒューリスティックの限界 
従来のシナリオ解析の手法は、ニアフィールド環境がどのような現象によってどのように変

遷し得るのか、そして、どのような変遷の影響が大きいあるいは可能性が高く、また、どのよ

うなものの影響が小さいあるいは可能性が低いのかについて、関連する情報やデータを参照し

つつ、主として、種々の研究分野の専門家が知識や経験に基づき判断することによるものであ

る。このような「判断」は、認知心理学の分野でヒューリスティックと呼ばれている(1)。認知

心理学におけるヒューリスティックは、問題解決、判断、意思決定を行う際に、規範的でシス

テマティックな計算手順（アルゴリズム）によらず、暗黙のうちに簡便な解法や法則を用いて

近似的な答えを得るための解決法を指す。ヒューリスティックを用いる場合、判断に至る時間

は短いが、それが常に正しいというわけではなく、判断結果に一定の偏り（認知バイアス）を

含んでいる可能性がある。ヒューリスティックの利用に起因する認知バイアスについては、1970
年代以降 Tverskyと Kahnemanによって研究されており、以下に示す例が良く知られている(2)。 
 I. 利用可能性（想起）ヒューリスティック（availability heuristic） 
想起しやすい事柄や事項を優先して評価しやすい意思決定プロセスのことをいう。人は、あ

る事例を思い浮かべやすければ、その事例の生起確率が高いと判断する。一般に頻度が高い事

例は低い事例よりも想起しやすい。しかし、思い浮かべやすさは、事例の頻度情報以外の影響

をうけることがある。例えば、航空機の墜落事故が起きた直後は、その事故のイメージが鮮明

に思い浮かぶため、類似の航空事故の生起確率が過大評価されやすい。 
II. 代表性ヒューリスティック（representative heuristic） 
人は、全ての出来事を知ることも記憶することもできないため、限られた情報を用いて全体

を判断しようとする。 このため、ある事例が類似の事例を代表していると思うほど、「よくあ
ること」と考え、起こりやすいと感じてしまう。例えば、ある航空機事故例が悪天候や整備ミ

スなどの典型的な特徴を多くもつ事故の場合には、その事故の代表性が高いため、航空機事故

全体の生起確率が過大評価されるのに対して、パイロットの錯乱のような特異な特徴をもつ場

合には、代表性が低いため、生起確率が過大評価されることは少ない。また、ある事象の結果、

次の事象が起こる連言事象は、シナリオとしての記述が詳細（具体的）になる。したがって、

リスク事象としてのもっともらしさ（代表性）が高まり、その連言事象の確率は、単独事象の

確率よりも過大評価される傾向がある。特に、シナリオを構成して、頭の中で帰結を想像し、

その起承転結のもっともらしさの程度に基づいて確率判断をすることをシミュレーションヒュ

ーリスティックという。 
また、人は、2つ以上の事柄が関連して起きるものについて、あまり正確に判断することが
できない。客観的な確率では、「ある事柄 Aが起きた結果、次の事柄 Bが起きる」確率は、A
が起こる確率と Bが起こる確率をかけて算出される。しかし、人は、Aが起こる確率（事前確
率）を無視して、Aから Bが起こりやすいかどうかに目を向け、Bの起こる確率によって判断
する傾向がある。 
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III. 係留と調整（anchoring and adjustment） 
人は、最初に与えられた情報や直観的に判断した内容を手がかり（アンカー）にして、 新し
い情報を加えながら調整を行い判断する。ところが、このような調整は一般的に不十分で、初

期の情報や考えにとらわれる傾向がある。 
 
上述した認知バイアスは、いずれも、安全評価のためのシナリオ解析にも関連し得るものと

考えられるが、特に、代表性ヒューリスティックにおける「人は、全ての出来事を知ることも

記憶することもできないため、限られた情報を用いて全体を判断しようとする。」及び「人は、

2つ以上の事柄が関連して起きるものについて、あまり正確に判断することができない。」とい
う一般的な傾向は、専門家の判断によるシナリオ解析において様々な誤謬につながる可能性が

あるものと考えられる。例えば、従来のシナリオ解析におけるストーリボード等では、空間的

広がりを持つ地層処分システムをいくつかのブロックに分割し、また、連続的に生ずる状態変

遷をいくつかの期間に区切り、ある期間におけるあるブロック内の条件（T, H, M, C等）を時
間・空間平均あるいは一つの代表例で示そうとしてきており、ここでは、空間分布の不均質性

や時間変化は十分に分析されているとは言えない。このような例は、「限られた情報を用いて全

体を判断しようとする」という一般的な傾向と通じる部分があるように思われる。また、従来

のシナリオ解析においてインフルエンスダイアグラムがしばしば構築されてきており、この作

業途中では、常に、二つの FEP間の相互作用に焦点が当てられるため、議論を進めることは比
較的容易であるのに対して、できあがったインフルエンスダイアグラムの全体を見て、システ

ムがどのように振る舞うのかを理解することには、通常、大きな困難が伴い、多くの場合、当

の専門家達も作成後のインフルエンスダイアグラム全体は、非常に複雑なものと捉えることが

多い。この例は、「2つ以上の事柄が関連して起きるものについて、あまり正確に判断すること
ができない」という一般的な傾向を思い起こさせる。 
地層処分安全評価のためのシナリオ解析においては、国際的 FEPデータベースの利用やシナ
リオの相互比較あるいはピアレビューといった種々の品質保証手段が講じられており、上述し

た認知バイアスをある程度避けることができると考えられる。しかしながら、このような品質

保証手段における問題解決、判断、意思決定においても多かれ少なかれヒューリスティックは

用いられざるを得ないことから、上記の認知バイアスに関連した人間の判断の限界は、ヒュー

リスティックとは異なる他の手法によっても注意深く検討され、確認される必要があるものと

考える。 
 

4.2.2 シナリオシミュレーションのねらい 
本研究におけるシナリオシミュレーション手法適用の基本的な考え方は、従来の手法（専門

家のヒューリスティックを用いるもの）では取り扱いが困難な現象・プロセスによって、将来

のニアフィールド環境条件が予想していなかったような変遷を辿り、地層処分の安全性が脅か

されるかも知れないという懸念を考慮して、ヒューリスティックとは特徴が大きく異なる代替

的な手法（マルチエージェントシミュレーション及び多変量セルラーオートマタ）が得意とす

るような問題についての検討を行うことである。また、このような検討を通じて、以下のよう

な成果を得ることを眼目としている。 
・上記のような懸念によって地層処分の安全性が脅かされることは考えにくいというコンセ

ンサスに繋がるようなシステム挙動についての新たな知見を得る 
・あるいは、地層処分の安全性が脅かされる可能性を指摘し、数値解析や実験等のより詳細

で定量的な検討の課題を具体化する 
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(1) シナリオシミュレーション手法を適用すべき問題のタイプ 

Dörner and Wearing(3)は、難定義問題の特徴として表 4.2 1 に示すものを挙げている。これらは、

前項で述べたヒューリスティックの限界に呼応して認知バイアスの問題が顕在化しやすい領域

を示すものとも考えられる。そこで、本研究では、このようなリストを参考にしつつ、従来の

手法では難問とされるような領域のうちマルチエージェントシミュレーション及び多変量セル

ラーオートマタが得意とするような問題の抽出を試みることとした。 

 

表 4.2-1 設定された問題に含まれる難点（障害）を分析する際の視点(3) 

 状況の不透明性 (Intransparency)
 多目的性 (Polytely) 
 明確に定義されていない目的 
 相反する目的の存在 
 時間とともに変化する目的 
 複雑性 (Complexity) 
 多数の（多様な）要素 
 様々な関係性（階層関係，相互作用や交流，配分） 
 不均質性 
 ダイナミクス (Dynamics) 
 時間的制約 
 タイミングの感度 
 フェーズの効果（動的な変化の局面によって挙動が異なること） 
 予測不能性 

 

表 4.2-1 に示した難定義問題の特徴の各項目に対応するニアフィールド現象での例を     

表 4.2-2～5 に示す。 

 

表 4.2-2 ニアフィールド現象における状況の不透明性の例 

 状況の不透明性  
 今後決定される候補サイトの地質環境 

 試錐孔あるいは坑道から離れた位置での岩盤特性 

 

表 4.2-3 ニアフィールド現象における多目的性の例 

 明確に定義されていない目的
 性能評価結果のわかりやすい表現 
 相反する目的の存在 
 評価の保守性と合理性（現実性） 
 問題の３次元化・複雑化と計算の高速化 
 時間とともに変化する目的 
 State-of-the-art な性能評価 
 ステークホルダのニーズに即した性能評価 
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表 4.2-4 ニアフィールド現象における複雑性の例 

 多数の（多様な）要素 
 特性の異なる多数の廃棄体 
 多様な人工バリア材料 
 様々な関係性 

 階層関係（マルチスケール性など） 
 処分孔スケール／坑道スケール／パネルスケール／処分場スケール 

 ナノスケール／ミクロスケール／メゾスケール／マクロスケールなど 

 相互作用 
 複数廃棄体・材料間の干渉 

 複数のプロセス・現象間の相互作用（連成効果） 

 建設・操業・閉鎖における各工程間の取り合い（時間的推移や隣接領域での異種作業の進行等） 

 配分・配置 
 特性の異なる廃棄体の不均質な母岩中での配置 

 不均質性 
 母岩特性の不均質性（透水性亀裂の分布等） 

 

表 4.2-5 ニアフィールド現象におけるダイナミクスの例 

 時間的制約 
 処分場建設から閉鎖までの期間の制約（事業スケジュール，地下環境の擾乱低減等のため） 
 タイミングの感度 

 複数の廃棄体や人工バリアの定置あるいは坑道閉鎖の手順やタイミングによるその後のニアフィー
ルド環境変遷挙動の変化 

 フェーズの効果 
 建設以前，建設，操業，閉鎖，閉鎖後の地質環境特性の変化 
 廃棄体発熱期間とそれ以後の熱的プロセス及び温度依存性のある現象の変化 
 核種移行開始（オーバーパック開口）前後で考慮すべき環境条件の変化 
 人工バリア材料変質（セメント溶脱，緩衝材変質，鉄腐食，ガラス溶解等）の進行フェーズに応じ
た現象の変化 

 予測不能性 
 将来の人間活動及びその影響（人間侵入等） 
 将来のテクトニクス的環境の変化あるいはそれによって引き起こされる天然事象の影響等 

 
 
平成 23年度までに調査し、例題に適用したマルチエージェントシミュレーションと多変量セ
ルラーオートマタによるシナリオシミュレーションは、いずれも多様かつ多数の要素（エージ

ェントあるいはセル）及びこれらの間の相互作用を同時に処理可能な点が特徴であり、この点

が、「限られた情報を用いて全体を判断しようとする」及び「2つ以上の事柄が関連して起きる
ものについて、あまり正確に判断することができない」というヒューリスティックの限界と比

較した場合の最も顕著な特徴である。そこで、本研究では、上記の難問題の特徴のうち、特に

複雑性及びダイナミクスに関連するものに着目してより具体的な検討を行うこととした。 
 

(2) シナリオシミュレーションによって対処すべき長期安全性についての課題 
「シナリオシミュレーションが従来の手法よりも高い適用性を有する可能性のある問題」と

して前項で抽出した複雑性とダイナミクスとは、長期安全性に関連するニアフィールド環境変

遷の様々な局面で重要となり得るものと考えられる。本研究では、このような局面のうち、従

来の検討では予想することが困難であった環境変遷による長期的安全性への懸念の具体例とし

て、ニアフィールド環境条件に関する「勾配」及び複数の廃棄体や種々の材料間での「干渉」
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に着目することとした。地層処分の長期安全性に影響を及ぼす可能性のある「勾配」と「干渉」

の影響について、考慮すべきと考えられる具体的な現象を、それぞれ、表 4.2-6及び表 4.2-7に
例示する。 

 

表 4.2-6 種々のニアフィールド環境条件の「勾配」の影響 

 温度勾配の影響 
 熱応力による岩盤の割れ 
 塩の濃縮 
 各種物性値の温度依存性 
 pH勾配の影響 

 鉱物溶解／沈殿フロントの形成と移動 
 上記フロントにおけるコロイド生成 
 水分飽和度の勾配の影響 

 水分の移動に伴う溶質の移動 
 水との接触表面積の違いによる鉱物溶解反応の違い 
 各種物性値の水分飽和度依存性 
 酸化還元電位の勾配の影響 

 腐食生成物，鉄含有鉱物の変化（変質） 
 オーバーパックや鉄筋の腐食 
 圧力（水圧）勾配の影響 

 緩衝材中のパイピング・侵食 
 緩衝材偏膨潤によるオーバーパックの移動，せん断変形 
 重力による影響 

 オーバーパックの沈降 
 より高次の影響 
 上記の種々の勾配が様々な位置及び時間で生じた場合の複合的な効果 

 

表 4.2-7 複数の廃棄体やバリア材間の「干渉」の影響 

 廃棄体等の熱的干渉の影響 
 隣接廃棄体の発熱による温度変化 
 廃棄体定置後の上部坑道の状態（解放・換気、埋め戻し）の違いによる熱的境界条件の違い 
 セメント系材料間の化学的干渉の影響 

 セメント系材料の内部における化学成分の反応、移動による空間的な不均質性 
 隣接したセメント系材料からの化学成分（高アルカリ性溶液 等）の流入による、セメント系材料の劣化挙動
の変化 

 異種材料間の化学的干渉の影響 
 コンクリート支保等を起源としたアルカリプルームの緩衝材、オーバーパック腐食およびガラス固化体溶解へ
の影響 

 オーバーパック及び緩衝材の溶存シリカの吸脱着、緩衝材からの溶存シリカの溶出等のガラス固化体溶解への
影響 

 オーバーパックとして存在する鉄および鉄腐食生成物の緩衝材への影響 
 異種材料間の力学的干渉 

 オーバーパックの腐食膨張による緩衝材の圧密 
 鉄筋腐食膨張によるコンクリートの割れ 
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4.2.3 シナリオシミュレーションシステムの整備 
ここでは、シナリオシミュレーションの要素技術であるマルチエージェントシミュレーショ

ン及び多変量セルラーオートマタの概要についてまとめる。なお、各手法の具体的内容につい

ては、後節の例題を参照されたい。 
 

(1) シナリオシミュレーション手法 
(a) マルチエージェントシミュレーション 
処分場建設、操業及び閉鎖を通じて一連のプロセスや事象が処分場内の様々な部位で生じる

こととなり、これらによって施設自体とその環境の動的な変遷が引き起こされることとなる。

操業時の安全性と作業効率を確保するために、多様な材料や機材が処分場内に持ち込まれ、こ

れらの一部は閉鎖後も残留することから、その影響が建設及び操業時の環境変化とともに、閉

鎖後の長期的安全性に関する評価の前提条件に影響を及ぼす可能性がある。 
このような影響を評価するためには、建設、操業そして閉鎖の各段階において逐次体系の変

化する処分場ニアフィールドを場として THMCの様々なプロセスによって影響された多種多
様な機器、材料そしてバリアの振る舞いを理解することが必要である。そこで、本研究では、

解析体系や場の形状そして構成要素の特性の変遷を柔軟に取り扱うことのできる可変な枠組み

を持つ手法の一つとして、マルチエージェントシミュレーションを用いることとする。ここで

いうエージェントとは、 
・ 内部変数の表現（状態） 
・ 外部環境や他のエージェントの影響に応じて内部変数が変化する規則（応答） 
・ 外部環境や他のエージェントの状態を変化させる規則（行為） 
を有するものとして定義される(4)。 
例えば、処分場の建設・操業・閉鎖時における、トンネル掘削や止水工、廃棄体の輸送・定

置、埋戻しなどの動的機器による作業を、エージェントとそのルールによって表現することが

できる。各々のエージェントは、外部環境、他のエージェントや自身の状態に応じて所定のル

ールに従い以下のような行動を取る。 
・エージェントは、位置情報の他にそれぞれ固有の状態変数を持つ。この状態変数は設定され

たルールに従い変化し得る。すなわち、周囲のセル（外部環境）やエージェントとの位置関

係やそれらの状態変数に影響を受けながら、エージェントの状態変数は変化する。 
・エージェントは、設定されたルールに従って、時には周囲のセル（外部環境）やエージェン

トに影響を受けながら、移動することができる。例えば、廃棄体輸送車両エージェントは坑

道セルに沿って移動するなど。 
・エージェントは、自身のルールによって、周囲のセル（外部環境）のタイプや状態変数を変

更することができる。例えば、トンネルボーリンマシーン（TBM）エージェントによって
岩石セルが坑道セルに変更されるなど。 
・エージェントは、自身のルールにより他のエージェントの状態変数を変更することができる。 
 連立微分方程式を数値的に解くことによる連続的なシミュレーションとは異なり、マルチエ

ージェントシミュレーションは、時系列的に設定された離散的な事象を介して多数のエージ

ェントの相互作用としてシステムの振る舞いを表現する。 
 

(b) 多変量セルラーオートマタ 
従来のセルラーオートマタの基本概念は、図 4.2 1（左）に示すように空間をセルに分割し  
（図 4.2 1の場合は 5×5のセルに分割）、個々のセルにおいて離散的な状態を規定するもので
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ある（図 4.2 1の白と黒と灰色）。このように各々の状態を保持する複数のセルに分割された空
間をセルグループと呼ぶこととする。ある時刻におけるセルの状態は、前の時刻の自身及び隣

接するセルの状態からローカルな規則（ローカルルール）に従って決定される。 
これに対して、本研究において連成現象を表現することを目的として開発した多変量セルラ

ーオートマタ（図 4.2 1（右））では、複数の状態変数間の相互作用を表現する必要があるため、
各状態変数に対応した空間を仮定する。ある時刻におけるセルの状態は、上述した単一の状態

変数に対するローカルルールに加え、影響が考えられる複数の状態変数間が相互に影響しあう

ローカルルールを規定し、それに基づき決定される。 
 

 

図 4.2-1 従来のセルラーオートマタ及び多変量セルラーオートマタの基本概念 

 
セルラーオートマタの演算規則に含まれる恣意性を低減するためには、各現象やプロセスに

ついてのローカルルールをそれぞれ個別に定義するというアドホックな進め方ではなく、解析

対象とする現象を類型化し、各クラスに対応するローカルルール（及びそのバリエーション）

を定義するというアプローチが好ましい。そこで、本研究では、単一の状態変数の自律的な変

化についてのローカルルールのクラス、及び複数の状態変数間の連成についてのローカルルー

ルのクラスを整理した。このうち、例えば、単一の変数の自律的な変化は、保存則に従うもの

と非保存的なものとに区分することができる。保存則に従うような挙動は、さらに、等方的な

ものと異方的なものとに区分することが可能である。保存則に従う等方的な挙動は、拡散に代

表されるプロセスであり、このような挙動は、局所平均を採るというローカルルール（A）に
よって表現できることが知られている。また、異方的な挙動は、移流に代表されるプロセスで

あり、シフトのローカルルール（S）によって表現することができる。また、これら二つの操
作を組み合わせることにより（A・S）、移流分散のようなプロセスを表現することができる。 
多変量セルラーオートマタは、厳密な数値的な解析を行うことを目的としたものではない。

多くの状態関数相互の因果関係について、ローカルルールとして多様なものを考えることによ

って、システムにどのような変化が起こりえるかを概略的に把握することが比較的容易に可能

となる。 
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(2) シナリオシミュレーションシステム CAYMANS の開発

George Mason 大学において開発・公開されているマルチエージェント開発環境 MASON

(Multi-Agent Simulator Of Neighborhoods or Networks)(5)は、上述したマルチエージェントシミレー

ションと多変量セルラーオートマタの両手法に基づくシミュレーションモデル開発のためのプ

ラットフォームであり、同大学の Evolutionary Computation Laboratory と GMU Center for Social

Complexity において、2003 年より公開され、現在に至るまで改良と品質管理がなされている。

MASON は、シミュレーションモデル開発に必要なモデルライブラリーや簡易可視化環境を

提供しているが、モデルライブラリーはこれまでに MASON 開発グループ等が実施した他分野

の事例のケースファイルであり、地層処分分野での新たな問題にそのまま適用可能なものでは

ない。モデルライブラリーに含まれていない新たなモデルを作成する際には、JAVA 言語によ

るプログラミングを逐次行うことが必要となる。また、MASON に付随している可視化環境は

簡易なものであり、平成 23 年度の試解析を通じて、汎用性の観点で問題があることが判明した。

以上のような MASON の問題点を考慮し、本研究では、MASON をベースとしつつ、これに

GUI ベースの JAVA 開発環境を組み合わせることにより、プログラムレスで新たなシナリオシ

ミュレーションモデルを構築することの可能なシステム CAYMANS（Cellular Automata sYstem

for Multi-AgeNt Simulations）を開発した。

CAYMANS は、GUI、MASON フレームワーク、及びベースシステム（ユーザーが GUI によ

って設定した問題についての情報をMASONに受け渡しMASONによるシミュレーションの実

行を指示する）の三つの要素で構成される。CAYMANS を用いたシナリオシミュレーションの

流れを図 4.2-2 に示す。

図 4.2-2 CAYMANS システム構成・機能フロー図
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シナリオシミュレーションは、ユーザーが GUIで問題設定ファイルを作成することから始ま
る。ベースシステムは、作成された設定ファイルを読込み、グリッドデータ・ルールデータを

作成し、その後、ルールをMASONのルール実行スケジュールへ登録する。また、ベースシス
テムは、すべてのデータの準備（初期化）が完了した後、MASONにシミュレーションの実行
を指示する。MASONは、シミュレーションの実行指示を受けて、1STEP毎にルール実行スケ
ジュールに従ってルールを実行し STEPの終了をベースシステムに通知する。ベースシステム
は、STEPの終了を受けてベースシステムのグリッド情報からMASONのグリッド情報にデー
タ変換を行い、MASONフレームワークに変換したグリッド情報を受け渡す。また、設定ファ
イルで指定されている STEPに到達した時点で、シミュレーション結果ファイルを出力する。
MASONフレームワークは、変換後のグリッド情報を受け取り、シミュレーション結果表示画
面を更新する。また、シミュレーション結果画面の制御（3D画面のローテーション等）は GUI
によって行われる。図 4.2-3に GUIの画面イメージを示す。なお、添付資料Ⅲ-Aに CAYMANS
の具体的内容及び使用方法の概要を記載する。 

 

 

図 4.2-3 CAYMANSの GUIの画面イメージ 

 
 

4.2.4 ニアフィールドにおける連成現象に関するシナリオシミュレーションの実施 
これまでに述べた通り、ニアフィールド現象についての主としてヒューリスティックによる

従来のシナリオ解析においては、ヒューリスティックの限界に起因する見落としや誤謬等が潜

んでいる可能性が否定し難い。そこで、ヒューリスティックな判断を補完する手法として、シ

ナリオシミュレーションの方法を適用して、より追跡性が高くかつ網羅的な検討を行うことを

可能にすることを目指すものである。 
本研究では、冒頭に述べたニアフィールド現象の特徴とこのようなヒューリスティックの限

界の組み合わせを考慮し、前述した「勾配」と「干渉」に焦点をあてて、シナリオシミュレー

ションの例題解析を実施した。表 4.2-6及び表 4.2-7に示したように、対象とすべき問題は広い
範囲に及ぶが、本研究では、安全確保上の重要性と未だ開発途上の手法の適用性という二つの
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観点から優先順位を判断し、これらの一部の問題について検討を試みた。また、これらの例題

解析を通じて、シナリオシミュレーションによって新たに指摘できた知見及びシナリオシミュ

レーションの適用に関する留意点や課題等を併せて整理することとした。 
 

(1) 例題 1：現実的な廃棄体定置作業に対応した処分場内温度分布の変遷 
(a) 問題の概要と背景 
地層処分場に搬送・定置される高レベル放射性廃棄物は、燃焼度や再処理後の貯蔵期間等に

よって熱出力の異なる多様なものが想定される。このため、処分場内の温度分布は異なる特性

の個々の廃棄物の定置位置によって決まるものと考えられる。しかしながら、「2つ以上の事柄
が関連して起きるものについて、あまり正確に判断することができない」というヒューリステ

ィックの限界及び熱解析の計算負荷のために、これまでの検討では、以下の仮定に基づき保守

的なモデル化が行われてきた。 
・ 最も熱出力の高い（あるいはレファレンスとして設定された）廃棄体 1体で全体を代表
する 
・ 隣接した廃棄体間で断熱境界を適用する 
・ 廃棄体は全て同時に定置され、その直後に上部坑道の閉鎖が行われて換気が停止する 
このようなモデルは、最も熱出力が高い廃棄体を用いて解析が行われた場合には、閉鎖後の

温度上昇の上限を与えるものであるため、その結果が緩衝材最高温度等の技術要件を満足する

ような十分な廃棄体離間距離が確保できるのであれば、安全規制上の観点からも、想定される

範囲内のどの廃棄体をどの順番で定置し、また、どのようなタイミングで坑道閉鎖に推移して

も良いということになる。 
しかしながら、レファレンスとして設定された廃棄体を用いた解析の場合には、それを上回

る熱出力の廃棄体が存在する場合には、それについて適切に評価を行う必要がある。さらに、

実際の処分場設計においては、廃棄体離間距離に関する熱的制約を緩和して、処分場パネルを

コンパクトに保つという現実的な要請が生ずることが考えられる。スウェーデン SKBの
SR-Site(6)においても、現行の設計の考え方は有効であるとしながらも、廃棄体の発熱量に違い

があることや、廃棄体の定置順を適切に考慮することによって設計の前提条件に再検討の余地

があることを指摘している。 
平成 23年度に実施した本例題の解析では、熱出力の異なる廃棄体を様々な配置、順序、そし
て時期で定置し、また種々のタイミングで坑道の埋め戻しを行った場合に、設計上の技術要件

の一つである緩衝材の最高温度がどの程度変動するかについて検討した。この例では、シナリ

オシミュレーションを用いることにより、従来の方法では取り扱いが困難であった「多数の廃

棄体間の熱的干渉」の問題に対して、ニアフィールド現象の複雑性（多数の多様な要素間の相

互作用）及びダイナミクス（タイミングへの感度やフェーズの効果）に留意しつつ対応し得る

か否かがポイントとなる。 
 

(b) シナリオシミュレーションモデル 
 i) 解析対象 
この例題では、81体の高レベル放射性廃棄物を、9本の水平坑道にそれぞれ定間隔で 9個ず
つ掘削された合計 81個の処分孔に定置し、ある時点で上部坑道を閉鎖して換気・空調を停止し
た場合のその後の緩衝材中の温度変化を予測することとした。廃棄体発熱量は、第 2次取りま
とめ(7) の廃棄体発熱量時間変化をフィッティングした発熱量の式を設定した。 
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 ii) マルチエージェントシミュレーション 
本例題におけるエージェントとしては、廃棄体選定エージェント、廃棄体定置エージェント、

及び上部坑道埋め戻しエージェントの 3種類を考える。これらのエージェントの動作ルールは、
下表（表 4.2-8）に示す通りである。 

 
表 4.2-8 各エージェントの行動 

エージェントの種類 行動 ルールの種類 

廃棄体選定 
エージェント 

処分孔のそれぞれに中間貯蔵期

間30年あるいは50年のどちらを
定置するかを決定する。 

①全ての廃棄体を貯蔵期間 30年* 
②全ての廃棄体を貯蔵期間 50年* 
③パネルの半分（片側）を貯蔵期間 30年の廃棄体とし、 
 他の半分を 50年とする 
④貯蔵期間 30年と 50年の廃棄体を交互に配置（市松状） 

廃棄体定置 
エージェント 

ルールに従った順番と時期に廃

棄体及び緩衝材を処分孔のそれ

ぞれに定置する。 

①全ての廃棄体を同時に定置する* 
② 25年間にわたり一定時間間隔で定置を行う。定置ルールは 1)
左上から順番(左上)，2)中心から同心円状(中央)，3)既に置いた廃
棄体の中間位置に定置(中間)（図 4.2-4参照） の 3パターン 

埋戻しエージェント 

ルールに従った順番と時期にそ

れぞれの処分孔上部の坑道の埋

め戻しを行う。 

①全廃棄体同時定置直後に全て閉鎖* 
②埋め戻し無し（空洞）** 
③処分坑道一列にすべて廃棄体が定置された時点で埋め戻しを行

う（坑道埋め戻し） 
④温度解析の結果から緩衝材温度が低下傾向に転じた時に，その

廃棄体の上部坑道を埋め戻す（温度埋め戻し）。ただし，その場合，

未だ埋め戻されていない上部坑道がアクセスできなくなるような

場合には，そのような状況が解消されるまで埋め戻しを延期する 
 

*  従来のモデルに対応（現実の操業とは異なる） 
** 比較のための設定 

 
 

 

図 4.2-4 既に定置した廃棄体の中間に新たな廃棄体を定置するルールの概念 
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 iii) 多変量セルラーオートマタ 
本例題では、発熱及び熱伝導のみを対象とし、状態変数としては各セルの温度のみを考える。

また、熱伝導は拡散ルールに従うものとして計算を行う。廃棄体一体あたりのセル分割を   

図 4.2- 5に示す。解析対象領域全体は、このユニットが水平方向に 9 x 9個並んだ配置である。 
人工バリア、埋め戻し材、岩盤等の物性値は第 2次取りまとめの値を用いた。解析条件等の
詳細は、平成 23年度報告書を参照されたい。 

 

 
図 4.2-5 廃棄体 1本のセルのジオメトリ（廃棄体を含む垂直断面） 

 
 
(c) 結果 
 実施した 24ケースの解析結果を表 4.2-9に示す。表中の数値は、各廃棄体の緩衝材最高温度
の中で最も高いものを示している。 
全廃棄体を全て一度に定置し、一度に埋め戻してしまうケース“全て，坑道埋め戻し”では、

他に比べ高い温度となることがわかる（表 4.2-9中の①）。時間をかけて埋設していく場合の、
定置、埋め戻し方法による最高温度の差異は、中間貯蔵 30年のケースでは、“左上，坑道埋め
戻し”（図中②）と“中央，温度埋め戻し”（図中④）では 5℃程度の差である。ただし、廃棄
体毎の温度の時間変化には、大きな違いがある（図 4.2-6）。 
ここで示した例のように、同じ時間をかけて、同じ本数の廃棄体を一つのパネルに定置し埋

め戻すという作業でも、その方法によって廃棄体の温度分布とその時間変化は、ずいぶんと異
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なることが、今回のマルチエージェントシミュレーションとセルラーオートマタを連携させた

シナリオシミュレーションから見て取ることが出来た。 
 

表 4.2-9 各解析ケースにおける緩衝材セル最高温度 

 
 

 
図 4.2-6 廃棄体と緩衝材の温度の時間変化（中央位置の 9本） 

 
(d) 本解析結果の規制上の意義 
シナリオシミュレーションは半定量的な手法ではあるが、本例題についての解析結果に基づ

き、廃棄体の発熱量の不均一性とその定置パターン、定置の順序と時期、及び上部坑道の埋め

戻しを行うタイミングによって緩衝材中の最高温度は顕著に変化する可能性があるという結論

は、一定以上の確度をもって主張することが可能と考えられる。また、前述した SKBの指摘の
ように、今後、廃棄体の発熱量の違いや、廃棄体の定置順を考慮した設計が試みられる場合に

は、そのような検討に対して、上記のケーススタディーのような解析から得られる各要因（廃
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棄体の発熱量の不均一性とその定置パターン、定置の順序と時期、及び上部坑道の埋め戻しを

行うタイミング）の感度についての理解と整合的なものであるか否かを確認するといったこと

に有用な参考情報となると期待される。 
 

(e) 課題 
シナリオシミュレーション結果をより定量的なものとするための手段として、本研究では、

原則として、定量的な解析が行える汎用の連成解析ツールを用いることとしている。しかしな

がら、今回実施したような大規模な体系で定置や埋め戻しの順序等を考慮して、偏微分方程式

を数値的に解くことは計算負荷の観点から現状では困難であり、この例題に関しては、今後、

代替的な対策を検討することが必要と考えられる。 
本例題のような熱解析は、典型的な線形拡散問題であることから、81体の廃棄体をパルス熱
ソースとして 3次元熱伝導方程式を解析的に（あるいはラプラス逆変換を数値複素積分で行う
ような半解析的手法で）解くことにより基本解を求めれば、81個の基本解を定置順序及び各処
分孔の廃棄体の発熱量時間変化に応じて畳み込み積分で統合することにより、効率よく３次元

温度分布の推定を行うことができる。ただし、坑道の埋め戻しによって内部境界条件及び熱伝

導率等のパラメータ分布が時間とともに切り替わるため、上述した基本解の求解や畳み込み積

分は定置・埋め戻しルールに対応してダイナミックに切り替えることが必要となる。このよう

な煩雑な操作を行うためには、この問題に特化した専用の大規模熱解析シミュレータの開発が

必要になるものと考えられる。 
 

(2) 例題 2：閉鎖後のニアフィールド THMC条件の変遷 
(a) 問題の概要と背景 
ここでは、あらためて、シナリオ解析についての従来の方法論を確認し、シナリオシミュレ

ーションとの相互補完的なあり方について検討を行う。 
これまでに開発されているシナリオ解析手法では、安全評価の前提となる状態設定を行うこ

とが中心的な作業の一つであり、例えば、原子力発電環境整備機構の 2010年レポート(8)では状

態設定の手順は以下の様に記述されている 
① 地下水による放射性物質の浸出・移行に関連する地層処分システムの特性（以下、特性と
いう）あるいは現象を抽出する。 
②抽出した特性と安全機能とを対応付け、各安全機能を地層処分システムのどの部位に期待

するかを明らかにする。  
③特性に影響を与えるような地層処分システムの環境条件（以下、環境条件という）を抽出

する。 
④環境条件の変遷に関与するような具体的な現象（以下、条件への影響因子という）を抽出

する。 
⑤地質環境の特徴や処分施設・人工バリアの仕様を踏まえ、「条件への影響因子」によって生

じる「環境条件」の変遷、環境条件の変遷に対応した「安全機能に寄与する特性」の振る

舞いについて、当該時点で得られる最適の科学的知見を整理する（FEP カタログ）。また、
科学的知見に含まれる不確実性要因を抽出する。 
⑥上述の整理を踏まえ、システムの状態設定を行う。 
 
上記の手順において、①～④のステップは安全機能を軸としたトップダウン的な検討、及び

影響因子の抽出に関する作業であり、専門家による判断は有効と考えられる。問題は、⑤～⑥



 
 

- 4-19 - 

に到るステップと考えられる。⑥の「上述の整理を踏まえ、システムの状態設定を行う。」に対

応する作業は、専門家が暗黙のうちに簡便な解法や法則を用いて近似的な答えを得ること、す

なわちヒューリスティックを用いた判断を行うこととなると考えられる。また、この判断は、

⑤において判断に資する情報として、FEPカタログ等にどのような記載がなされているか、あ
るいは不確実性の要因の連鎖などが、どのような方法でどこまで検討されているかといったこ

とにも大きく依存する。2010 年レポートでは、⑥のプロダクトである状態設定の例として、  
表 4.2-10を示している。これは、ニアフィールド環境変遷ストーリボードとも呼ばれているも
のである(9)。 
本例題の目的の一つは、ヒューリスティックによって処理されている可能性のある上記のス

テップ⑥に対して、シナリオシミュレーションという半定量的な手法によって「規範的でシス

テマティックな計算手順（アルゴリズム）」を導入することにより、判断の透明性及び追跡性を

高めることである。このために、具体的な例題への適用を通じて、上述した目的への適用性を

検討することとした。 

表 4.2-10 ニアフィールドにおける状態設定の例 

 
 
 
(b) シナリオシミュレーションモデル 
本例題では、閉鎖後のニアフィールド環境変遷に着目することとし、マルチエージェントシ

ミュレーションは用いず、多変量セルラーオートマタによって THMCに関する種々のプロセス
群とプロセス間の相互作用を表現することとした。解析の範囲として、2010年レポート(8)にお

いても議論されている安全機能、及び安全機能に影響を及ぼす環境条件や影響因子のうち、特

に、前述した「勾配」や「干渉」に関連すると考えられるものを優先的に対象として選定した。 
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 i) 解析体系 
このような例題では、後述するように THMCの各領域について、複数のプロセスとそれらの
間の相互作用をモデル化するため、例題 1よりも計算負荷が顕著に大きくなることが予想され
る。そこで、解析体系としては、図 4.2-7に示す 1.5個分の廃棄体とその周囲の緩衝材及び岩盤
を設定した。この体系は、必要に応じて１個の廃棄体及びその隣の 0.5個分の廃棄体の特性を
異なったものにすることによって隣接廃棄体間の干渉を検討することのできる最小の体系と言

うことができる。ただし、本例題では、単一廃棄体に着目することとした。 
 また、緩衝材と岩盤の間には、坑道支保としてコンクリートを配置した。さらに、岩盤中に

は透水性亀裂が存在し、廃棄体の中心と交差するように設定されており、開口幅は 1mmとし
ている。ただし、亀裂の開口幅と同じ幅をセルサイズとすると、サイズが小さすぎて熱伝導の

計算が不安定となるため、 10 cm幅の岩盤に開口幅 1mmの亀裂が含まれていることとし、透
水量係数が等価となるように設定することとした。 
 

 

図 4.2-7 例題 2における多変量セルラーオートマタの解析体系 

 
 ii) 主要な状態変数の自律的変遷に関する基本プロセスのモデル 

THMCの各分野において、それぞれ、以下に示す主要プロセスをセルラーオートマタのロー
カルルールとしてモデル化した。なお、各ルールの具体的内容については、添付資料Ⅲ-Bを参
照されたい。 

 
熱に関する主要プロセス 

熱に関する主要な状態変数は温度である。 
廃棄体の発熱に従い、セルの温度が上昇する。この温度上昇は、ソース・シンク型ルールと

して表現する。また、廃棄体からの熱は、熱伝導によって隣接した周囲のセル内に伝播し、こ

れらのセルの温度が徐々に上昇することとなる。熱伝導は、例題 1と同様、拡散型のルールに
よって表現される。 
廃棄体の発熱量は例題 1と同様、時間に関して単調減少の関数として与えられ、発熱量の低
下に伴い、各セルの温度は徐々に低下する。 

 
 



 
 

- 4-21 - 

水理に関する主要プロセス 

水理に関する主要な状態変数は緩衝材中の水分飽和度である。 
周囲の水圧及び緩衝材のサクションによって、緩衝材の冠水が進展する。このプロセスは、

緩衝材中の水分飽和度に対して拡散型のルールを適用することによって表現する。 
 
力学に関する主要プロセス 

力学に関する主要な状態変数は緩衝材の膨潤圧である。水分飽和に伴い、緩衝材は外側から

徐々に膨潤し密度の低下が生ずる一方、内側の緩衝材は圧縮されて密度が上昇する。 
緩衝材の膨潤は水分飽和に伴って生ずるプロセスであり、緩衝材水分飽和度によって規定さ

れる水分ポテンシャルの初期値からの増分として算出される。 
 
化学に関する主要プロセス 

化学に関する主要な状態変数は、以下の通りである。 
・ 緩衝材間隙水の pHあるいは OH-濃度 
・ 同液相シリカ濃度及び SiO2(aq)と HSiO3

-の濃度 
・ 緩衝材中モンモリロナイト濃度 
・ 緩衝材中石英濃度 
・ Laumontite濃度（緩衝材中のアルカリ変質二次鉱物濃度） 
・ バーチェリン濃度（緩衝材中の鉄との相互作用による二次鉱物濃度） 
  
 化学に関する主要プロセスは、溶質の移動、液相化学種の反応、及び鉱物の溶解・沈殿反応

である。このうち、溶質の移動については、拡散に加えて緩衝材冠水時の間隙水の流動に対応

する移流を含む拡散・移流プロセスを拡散型ルールとシフトルールを組み合わせることによっ

て表現する。また、液相化学種の反応として、以下を考慮する。 

H O = H + OH                (4.2-1) 

HSiO + H = SiO ( ) + H O             (4.2-2) 

鉱物の溶解・沈殿反応としては以下を考慮し、これらについては、いずれも簡易な速度論的

モデルによって取り扱う。なお、鉄イオンとモンモリロナイトの反応によるバーチェリンの生

成については、還元環境での鉄の腐食が律速仮定であると仮定する。 
 
・モンモリロナイトの溶解 

   Montmor-Na + 0.84 Ca2+ + 0.68 OH-  + 2 H2O ⟶ 

       0.84 Laumontite + 0.66 SiO2(aq) + 0.33 Na+ + 0.33 Mg2+         (4.2-3) 

・石英の溶解・沈殿 

SiO = SiO ( )                (4.2-4) 

 
・バーチェリンの生成 

   Fe + 0.6Montmor-Na + 1.7 H2O  ⟶  

       0.5 berthierine + 0.2 Mg2+ + 0.2 Na+ + 1.9 SiO2(aq) + 0.6 OH- + H2(g)        (4.2-5) 
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なお、主要なアルカリソースであるコンクリート支保については、Atkinson(10)に基づいて、

pHの時間変化を設定した。交換水量と時間スケールの関係については、変更可能なパラメータ
として取り扱うこととした。 
緩衝材中の溶質の拡散係数及び鉱物の溶解・沈殿反応に有効な表面積は、水分飽和度に依存

するものとし、本例題では、比例すると仮定した。 
 

(c) THMC主要状態変数間の相互作用 
上述した基本プロセスによって各主要状態変数が時間的に変遷することに加えて、異なる状

態変数間に相互作用が生ずることによって THMCプロセス間の連成効果が生ずることとなる。
本解析で設定した THMCの主要状態変数間の相互作用をインフルエンスマトリックスとして
表 4.2-11に整理した。 
本解析で取り扱う状態変数を左及び上の軸に配置し、それらの状態変数に関する基本プロセ

スを対角要素に配置した。非対角要素には、左の状態変数が上の状態変数に影響を及ぼすプロ

セスを配置した。なお、各相互作用の具体的な内容については添付資料Ⅲ-Bに記す。 
 

表 4.2-11 例題 2における基本プロセス及び相互作用に関するインフルエンスマトリクス 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

熱 水理 力学

温度 水分飽和度 膨潤圧 pH（OH-濃度） 液相シリカ濃度
モンモリロナイト
濃度

石英濃度
Laumontite
濃度

バーチェリン
濃度

熱 温度
廃棄体発熱
熱伝導

温度勾配による
水分拡散

水解離反応の
温度依存性

シリカ分種化の温
度依存性

モンモリロナイト
溶解速度の温度
依存性

石英溶解・沈殿速
度の温度
依存性

モンモリロナイト
溶解速度の温度
依存性

水
理
水分飽和度

熱伝導率の水分
飽和度依存性

緩衝材冠水
膨潤圧の水分飽
和度依存性

拡散係数の水分
飽和度依存性

拡散係数の水分
飽和度依存性

反応表面積の水
分飽和度依存性

反応表面積の水
分飽和度依存性

反応表面積の水
分飽和度依存性

反応表面積の水
分飽和度依存性

力
学

膨潤圧 緩衝材膨潤

pH（OH-濃度）
分散・移流
水の解離反応
コンクリート溶脱

シリカの分種化

液相シリカ濃度 シリカの分種化
分散・移流
シリカの分種化

石英溶解・沈殿

モンモリロナイト
濃度

モンモリロナイト
溶解

モンモリロナイト
溶解

モンモリロナイト
溶解

モンモリロナイト
溶解

石英濃度 石英溶解・沈殿 石英溶解・沈殿 石英溶解・沈殿

Laumontite
濃度

Laumontite生成 Laumontite生成 Laumontite生成

バーチェリン
濃度

バーチェリン
生成

バーチェリン
生成

鉄腐食／バーチェ
リン生成

化
学

化学
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(d) 解析条件 
上述したモデルによる解析のための入力パラメータ、初期条件及び解析条件を表 4.2-12にま
とめる。表中の状態変数に（初期値）とされているものは、他の状態変数等の関数として解析

の中で計算されるものである。詳細は添付資料Ⅲ-Bに記す。 
 

表 4.2-12 例題 2の解析条件 

 
状態変数，係数 単位 緩衝材 坑道支保 岩盤・亀裂 廃棄体 

熱 温度（初期値） ℃ 45 45 45 45 

 
発熱率（初期値） W - - - 350 

 
熱伝導率（初期値） W/mK 0.78 2.56 2.8 5.39 

 含水比（初期値） % 7 - - - 

 
比熱（初期値） kJ/kg K 0.59 1.05 1 0.511 

水理 水分飽和度（初期値） - 0.28 1.0 1 - 

 
水分拡散係数（初期値） m2/s 1.1×10-10 10-10 10-10 - 

 温度による水分拡散係数（初期値） m2/s℃ 7.0×10-12 7.0×10-12 - - 

 実流速 m/y - - 0.1（亀裂） - 

 
体積含水率（初期値） - 0.113 0.13 0.386 - 

 空隙率（初期値） - 0.403 0.13 0.386 - 

 水分ポテンシャル（初期値） MPa -43 - - - 

 
膨潤圧（初期値） MPa 0 - - - 

化学 pH（初期値） - 7.3 13 7.3 - 

 OH-濃度（初期値） mol/dm3 2×10-7 10-1 2×10-7 - 

 
SiO2(aq)濃度（初期値） mol/dm3 4.7×10-5 4.7×10-5 4.7×10-5 - 

 HSiO3-濃度（初期値） mol/dm3 4.1×10-5 4.1×10-5 4.1×10-5 - 

 
実効拡散係数 m2/s 5.4×10-10 5.4×10-12 5.4×10-10 - 

 バーチェリン濃度（初期値） mol/dm3 0 - - - 

 
モンモリロナイト濃度（初期値） mol/dm3 1.5 - - - 

 
石英濃度（初期値） mol/dm3 10.3 3.9 10.8 - 

 Laumontite 濃度（初期値） mol/dm3 0 - - - 

 
石英の溶解・沈殿速度 Mg/m3s *1 *1 *1 - 

 モンモリロナイトの溶解速度 mol/s *2 - - - 

システム タイムステップ幅（TH） day 10 10 10 10 

 
タイムステップ幅（TH→MC） min 30 30 30 30 

(*1)   = ( ) × exp(−77500/ ) ∙ [OH-](1− [SiO2(aq)]/ ), Aは石英の表面積(m2)，αはパラメータ，Tは温度(K)， 
    Rは気体定数(J/K)，Keqはlog = 1.881− 0.002028 − 1560/  に従う。 
(*2) = 3.5[OH-] . × exp(−51000/ ). Rは気体定数(J/K)，Tは温度(K) 
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(e) シナリオシミュレーション結果を利用した状態設定のサポート 
前述のように、従来の状態設定においては、特性やプロセス及びそれらの相関関係について

の既存の知見の整理に基づいて、表 4.2-11に示したストーリボードのような表現形式を用いた
状態設定が行われている。しかしながら、その間の判断がどのように行われているかについて

は、専門家によるヒューリスティックがアルゴリズム的に整理を行うことが難しいということ

もあり、あまり明確にされていない。 
他方、本例題についてのシナリオシミュレーションモデルにおいては、前項に示す通り、半

定量的ではあるものの表 4.2-11に示す全てのプロセスや相関関係及びそれらの連成効果につい
て「規範的でシステマティックな計算手順（アルゴリズム）」が定義されている。ここでは、シ

ナリオシミュレーションモデルを用いることにより、従来の状態設定プロセスを改善し、シナ

リオ解析における種々の議論を支援するという観点から、シナリオシミュレーション結果から

得られる THMCの環境条件の変化をストーリボードに類似した形式で、時間区分に対応して表
示し結果の検討を行う。 
廃棄体の発熱による温度上昇が顕著な期間における熱、水理、及び力学についての主要な状

態変数分布の変化及びこれらの状態変遷の要因となるプロセスについて整理した結果を   

表 4.2-13に示す。また、化学に関する種々の状態変数分布の変化及びこれらと関連するプロセ
スについて、廃棄体の発熱による温度上昇が顕著な期間及びより長期について整理した結果を

それぞれ表 4.2-14及び表 4.2-15に示す。 
本例題についてのシナリオシミュレーションモデルには、種々の仮定が含まれている。した

がって、それらの仮定に基づいて得られたこれらの結果にもある程度の任意性が含まれざるを

得ない。ただし、従来のヒューリスティックに基づき作成されたストーリボードとは異なり、

どのようなモデルや仮定によって得られた結果であるが明確であることから、説明をする上で

の透明性と追跡性については、顕著に改善されていると言うことができる。さらに、仮定に基

づくモデルやパラメータを変更したシミュレーションを複数実施することで、それらの任意性

や不確実性がシステムの状態設定に及ぼす影響を客観的かつ比較的容易に確認することができ

る。 
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表 4.2-14 シナリオシミュレーション結果に基づき作成した THMCに関する 
状態の時間変化(2)（化学：初期） 
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表 4.2-15 シナリオシミュレーション結果に基づき作成した THMCに関する 
状態の時間変化(3)（化学：長期） 
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バーチェリン生成が顕著となる。このため、緩衝材最内側部
でのモンモリロナイトの溶解が卓越することとなる。ただし、
緩衝材の他の領域でもモンモリロナイトと石英の溶解及び
Laumontiteの生成が進行する

緩衝材外側から拡散する水酸基によってモンモリロナイトと
石英の溶解及びLaumontiteの生成が進行する。オーバー
パック直近ではモンモリロナイトのバーチェリンへの変質に
伴い液相シリカが供給され、このため、この部分では石英の
溶解が抑制される傾向を示す
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(f) 長期安全性を脅かす可能性のある懸念事項の抽出 
前項にて作成したシナリオシミュレーション結果に基づく THMCに関する種々の状態の時
間変化を利用して、人工バリアの安全機能に対する影響についての検討を行うことで、個別の

現象に着目した懸念事象の抽出になりがちであった従来のシナリオ解析に対し、より具体性と

客観性を持って、総合的な議論を通じた「長期安全性を脅かす可能性のある懸念事項」の抽出

を行い得るものと期待される。 
以上の観点から、表 4.2-13～表 4.2-15をオーバーパック腐食、緩衝材変質についての専門家
に提示することにより、それぞれの安全機能という観点から懸念事項についての意見聴取を行

った。また、抽出された懸念事項に対応して、シナリオシミュレーションの出力から関連する

データを抽出し、議論に適した形式で再整理することも可能である。これらの検討の結果を、

以下にまとめる。 
 

i) オーバーパックの安全機能についての懸念事項 
金属材料の腐食は、環境条件に強く依存する。炭素鋼の腐食に影響を及ぼす環境条件の変遷

という観点で表 4.2 -13～表 4.2 -15を提示しつつ専門家の意見聴取を行った結果、オーバーパッ
クが想定よりも早く閉じ込め機能を失う可能性に関する以下の懸念事項が抽出された。 
•不飽和状態（酸化性状態）かつ高 pH環境での不動態破壊型化学種によるオーバーパックの
局部腐食 
•オーバーパック表面の水分飽和度が不均質である場合の溶存酸素濃度差を駆動力とするマ

クロセル腐食 
 
不動態破壊型の局部腐食の可能性 
谷口ら(11)でも述べられているように、pHが約 10.5以上の条件では炭素鋼が不動態化する可
能性がある。また、不飽和状態のような酸化性環境で、塩化物イオンや硫酸イオンによって不

動態が破壊された場合に局部腐食が進行する可能性がある。このような不動態破壊の生ずる条

件として、経験的に、セメント系材料中で、[Cl-]/[OH-] ≧ 0.6 と報告されている(12) 。 
以上の知見に基づき、オーバーパック表面の環境条件の時間的変遷に関するシナリオシミュ

レーション結果を、水分飽和度（酸化還元状態の指標として）、pH（鉄不動態化の指標として）、
[Cl-]/[OH-]（塩化物イオンによる不動態破壊条件の指標として）、及び温度についてのレーダー
チャートとして整理した。結果を図 4.2-8に示す。ここで、水分飽和後の溶存酸素は鉄の腐食
によって短期間（0.04年程度）で消費されるため局部腐食の進展にはつながらないことが示さ
れており(7)、酸化還元状態の指標として水分飽和度に着目することは妥当と考えられる。また、

間隙水中の塩化物イオン濃度については、同じく第２次取りまとめに基づき 15 mmol/l程度を
想定することとした。ただし、本解析では可溶性塩の濃縮を取り扱っていないため、塩素イオ

ン濃度については、この値よりも高くなる可能性があることを考慮する必要がある。 
同図では、pHが約 10.5以上という条件が成立するのは約 60年後以降であり、また、この時
点ではオーバーパックと接する緩衝材内側表面でもほぼ完全に水分飽和しているため、前述し

たように溶存酸素は鉄の腐食反応によって速やかに消費され、還元性環境に推移するため、局

部腐食の進展には到らないものと考えられる。なお、今回の解析では、石英及びモンモリロナ

イト溶解が pHを低下する方向に寄与するため、これらの反応による pH緩衝性の不確実性を考
慮した議論が必要であるとともに、半定量的なシナリオシミュレーションの精度の限界も考慮

して、より精緻な連成解析による検討が必要と考えられる。 
不動態破壊の発生が懸念される [Cl-]/[OH-] ≧ 0.6 の条件が成立するのは pHが低い初期に
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限られており、仮に酸化性環境で不動態化が生じたとしても、その時点では、[Cl-]/[OH-]は十
分に小さい数値にまで低下している。ただし、前述したように、この点については、 再冠水過
程での塩の濃縮等によりこれ以上に高い塩素イオン濃度が生ずる可能性も考慮する必要がある。

なお、沿岸域等の塩水系地下水の地質環境を考える場合には、いずれにしても高い塩化物イオ

ン濃度により pH11以上でも[Cl-]/[OH-] ≧ 0.6の条件が成立する可能性がある。 
以上の検討から、以下の課題が抽出される。 
・石英及びモンモリロナイトの溶解による pH緩衝性の不確実性及び水分飽和に要する時間
についての不確実性を考慮しても不飽和状態での pHは不動態化領域を下回ることを確認
するためのケーススタディー 
この課題については、後述する「シナリオ分岐の可能性」に関するシナリオシミュレーショ

ンのケーススタディーにおいて検討を加えることとした。 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.2-8 オーバーパックの不動態破壊型局部腐食の生起可能性に関するレーダーチャート 
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マクロセル腐食の可能性 
シナリオシミュレーションにおいて、オーバーパックに接している緩衝材セルの水分飽和度

が各時点でどの程度ばらつくかを整理した結果が図 4.2-9である。図から明らかなように、10cm
立方のメッシュで平均化した水分飽和度のばらつきは各時点で小さく、特にオーバーパック表

面が水分飽和に近づく時期でのばらつきが小さいため、10cm以上のスケールで溶存酸素濃度差
によるマクロセル腐食の生ずるような酸化性環境と還元性環境との共存の可能性は考えにくい。 
上記の検討を踏まえ、マクロセル腐食に関する環境条件として今後取り組むべき課題として

は、以下のものが挙げられる。 
・緩衝材の再冠水に関するパラメータ（例えば、温度勾配による水分拡散係数）を変更した

シナリオシミュレーションにおいて、上記の傾向が変化する可能性の検討 
・10cm以下のスケールで水分飽和部と不飽和部が共存する場合に酸化性環境と還元性環境と
の共存する可能性についての溶存酸素の酸化還元に着目した反応移動解析 
・10cm以下のスケールでの水分飽和度のばらつきが生ずるか否かを評価するための、より高
い解像度での連成解析。例えば、緩衝材の不均質性や緩衝材ブロック間のギャップが存在

する場合に、圧縮された空気がオーバーパック表面付近の特定の部位に残留する可能性に

ついての二相流解析 
 
これらのうち、再冠水に関するパラメータの影響の検討については、後述する「シナリオ分

岐の可能性」に関するシナリオシミュレーションのケーススタディーにおいて検討を加えるこ

ととした。 
 

  

  
縦軸は、オーバーパック表面に接する緩衝材セルのうち該当する水分飽和度のものの数を示す。 

図 4.2-9 オーバーパック表面の水分飽和度のばらつきの時間変遷 
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ii) 緩衝材の安全機能についての懸念事項 
緩衝材については、安全機能に影響を及ぼす可能性として、以下の懸念事項に対応して、関

連するニアフィールド環境条件の変遷に関する整理を行った。 
・モンモリロナイトの溶解と非膨潤性の二次鉱物の沈殿による緩衝材の膨潤特性変化及び止水

性の低下 
・石英の溶解と再沈殿に伴う緩衝材の膨潤特性変化及び止水性の低下 
 
まず、アルカリ変質の二次鉱物として想定した Laumontiteについては、緩衝材中の各部での
生成量の時間変化（図 4.2-10）の示す通り、初期の 100年間における生成量は限られており、
初期の温度勾配が顕著で緩衝材が不飽和状態にある期間での進展は顕著ではない。この点につ

いてのより詳細な連成解析による確認は今後必要であるものの、このシミュレーションの結果

は、従来の飽和・定温状態を仮定したより定量的な地球化学解析(13)(14)の設定の妥当性を指示す

るものと考えられる。 
 

 
 

図 4.2-10 緩衝材中各部での Laumontite生成量の時間変化 
 
鉄腐食の影響で生ずるバーチェリンについては、本解析ではオーバーパックの腐食による鉄

の供給により瞬時に沈殿するモデルとなっているため、オーバーパック表面近傍に局在化して

いる。この現象は、飽和・定温状態を仮定した、化学と物質移行の連成解析(15) と整合してい
ると言え、これについては、本解析でのモデルの簡略化が支持される。安全機能への影響とい

う観点では、影響領域が限定的であることから緩衝材全体としての膨潤性低下及びこれにとも

なう安全機能低下が生ずる可能性は低いと考えられる。 
 
石英については、初期の存在量が大きいために、溶解・沈殿した量を把握することがやや難

しい。そこで、前出のシナリオシミュレーション結果に基づき、各時期での石英の累積溶解・

沈殿量分布を整理した結果を図 4.2-11に示す。この図から、初期の 50年程度までの期間では、
緩衝材中の温度が低下し水分飽和が進むにつれて、それまでに溶解したシリカ及び外側からの
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pHの上昇に伴うモンモリロナイトと石英の溶解によって生じた液相シリカが内側に拡散した
ものの再沈殿が緩衝材内部で生じていることを示している。 

 

 

図 4.2-11 石英の累積溶解・沈殿量分布 

 
(g) シナリオ分岐の可能性についてのケーススタディー 
シナリオシミュレーションにおける種々のパラメータを変動させた場合に、前項でのシナリ

オシミュレーション結果とは異なる挙動が生じ、その結果として、安全機能に関する懸念事項

の検討結果にも影響する可能性がある。このような可能性を調べるために、パラメータを変動

させたケーススタディーを実施した。 
懸念事象の検討対象は、前項で取り上げた、①不飽和状態（酸化性状態）かつ高 pH環境で
の不動態破壊型化学種によるオーバーパックの局部腐食、②オーバーパック表面の水分飽和度

が不均質である場合の溶存酸素濃度差を駆動力とするマクロセル腐食、③非膨潤性の二次鉱物

である Laumontiteやバーチェリンの沈殿による緩衝材の膨潤特性変化及び止水性の低下、及び
④石英の溶解と再沈殿に伴う緩衝材の膨潤特性変化及び止水性の低下 とする。変動させるパ

ラメータは、これらの懸念事項への影響の想定と、パラメータ自体の不確実性の双方を考慮し

て、以下のものとした。 
・ 温度勾配による水分拡散係数 
・ モンモリロナイト溶解速度 
 

i) 温度勾配による水分拡散係数の変動の影響 
温度勾配による水分拡散係数は、温度勾配によって緩衝材の再冠水が抑制される種々の効果

を経験的に表現したパラメータであり、実験結果へのフィッティングにより決定されているが、

その不確実性が大きいとされている(16)。そのため、この値を前項で実施したリファレンスケー

スに対し、の 1/10及び 10倍としたケースについて、それぞれ解析を行った。 
結果を図 4.2-12及び図 4.2-13に示す。温度勾配による水分拡散係数はその値が大きいほど、
高温側から低温側への水の移動が大きくなるため、地層処分システムの体系では、温度勾配に

よる水分拡散係数が大きい方が、水分の浸入が抑制される。第２次取りまとめ(7)でも指摘され

ているように、温度勾配による冠水の抑制効果が強調された場合、緩衝材内側は乾燥状態が継

続し、このため熱伝導率が低下することによって温度上昇が生じている。この点については、

緩衝材中最高温度に関する設計要件を確保するという観点から、現状の知見に含まれる不確実

性を低減するための努力が継続される必要があると考えられる。 
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図 4.2-12 温度勾配による水分拡散係数の変動の影響（水分飽和度） 
 

 
 

図 4.2-13 温度勾配による水分拡散係数の変動の影響（温度） 
 

上述した懸念事項のうち、「オーバーパック表面の水分飽和度が不均質である場合の溶存酸素

濃度差を駆動力とするマクロセル腐食」については、前項と同様に、解析結果に基づいてオー

バーパック表面に接した緩衝材内側のメッシュにおける水分飽和度のばらつきを頻度分布とし

て整理した。結果を図 4.2-14に示す。ここでは、リファレンスケースの場合とは異なり、10cm
立方のメッシュで平均化した水分飽和度のヒストグラムは、大きく二つのグループに分かれて

いることがわかる。また、30年後における水分飽和度の空間分布をリファレンスケースと比較
した結果を図 4.2-15に示す。温度勾配による水分拡散係数を 10倍にした代替ケースでは、リ
ファレンスケースよりも顕著に冠水が遅延されているとともに、温度勾配のより大きいオーバ

ーパック側面（円筒の外周面）の水分飽和度が両端面よりも顕著に低いことがわかる（ヒスト

グラムの二つのグループにそれぞれ対応する）。 
以上の結果は、THMC連成解析における緩衝材冠水挙動に応じて、オーバーパックの腐食に
関するシナリオが分岐する可能性があることを示唆するものと考えられる。緩衝材の再冠水時

におけるオーバーパック表面での水分分布については、後段の連成解析においても、さらに検

討を行うこととする。 
 

1年後 �

10年後 �

30年後 �

リファレンスケース � 温度勾配による拡散係数 x 10 �温度勾配による拡散係数 1/10 �

1 �

0 �

1年後 �

10年後 �

30年後 �

リファレンスケース � 温度勾配による拡散係数 x 10 �温度勾配による拡散係数 1/10 �

100℃ �

0℃ �



 
 

- 4-34 - 

 

  

図 4.2-14 オーバーパック表面水分飽和度ばらつきの時間変遷（温度勾配水分拡散係数 10倍） 

 

 
 図 4.2-15 30年後の水分飽和度分布（左：温度勾配水分拡散係数 10倍，右：リファレンス） 
 
なお、温度勾配による水分拡散係数の変動の影響は、温度勾配の影響が顕著な数十年程度に

限られているため、それ以降に変遷が顕著となる化学環境条件に関連する懸念事項である「不

飽和状態（酸化性状態）かつ高 pH環境での不動態破壊型化学種によるオーバーパックの局部
腐食」、「非膨潤性の二次鉱物である Laumontiteやバーチェリンの沈殿による緩衝材の膨潤特性
変化及び止水性の低下」、「石英の溶解と再沈殿に伴う緩衝材の膨潤特性変化及び止水性の低下」

に関しては、リファレンスケースからの挙動の差異は見られなかった。 
 

ii) モンモリロナイト溶解速度 
モンモリロナイト溶解速度をリファレンスケースの 1/10及び 10倍としたケースについて検
討を行った。 
まず、「不飽和状態（酸化性状態）かつ高 pH環境での不動態破壊型化学種によるオーバーパ
ックの局部腐食」という懸念事項については、モンモリロナイト溶解速度をリファレンスケー

スの 1/10としたケースについてのみ、緩衝材最内側部の飽和直前の pHが若干上昇して 11を上
回ることとなり、塩水系地下水あるいは再冠水過程での塩の濃縮の影響で不動態破壊の条件が

成立した場合の局部腐食の可能性がリファレンスケースの場合よりも否定し難くなるものと考

えられる（図 4.2-16）。この点についても、セメント溶脱及びベントナイト変質についての化学
と物質移動の連成解析を実施し、より定量的に検討することとした。なお、溶解速度を 10倍と
したケースについては、リファレンスケースからの差異は見られなかった。 
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図 4.2-16 オーバーパックの不動態破壊型局部腐食の生起可能性に関する 
     レーダーチャート（モンモリロナイト溶解速度 1/10のケース） 

 
リファレンスケース及びモンモリロナイト溶解速度に関する２つの代替ケースについての

1000年後の pH、モンモリロナイト濃度及び Laumontite濃度の解析結果を比較した結果が 図
4.2-17 である。本例題において、緩衝材の pH 緩衝性は主としてモンモリロナイトの溶解によ
るものであるため、モンモリロナイトの溶解速度を変化させることで、緩衝材中の pH 分布は
顕著に変化することとなる。モンモリロナイトの溶解速度をリファレンスケースの 10倍とした
ケースでは、モンモリロナイトの pH緩衝性が高いために、pHの高い領域はコンクリート支保
の直近に限られており、緩衝材の内側は比較的低い pH に保たれている。このため、モンモリ
ロナイトの溶解及び Laumontiteの生成個所も緩衝材外縁部とオーバーパック直近（バーチェリ
ン生成による pH 上昇の影響）に限られている。他方、モンモリロナイトの溶解速度をリファ
レンスケースの 1/10としたケースでは、モンモリロナイトの pH緩衝性が低いために、緩衝材
中の pHはほぼ一様となっている。このため、モンモリロナイトの溶解及び Laumontiteの生成
も緩衝材中でほぼ一様に生じている。このことは、セメンテーションによる影響が Laumontite
の生成が比較的少量でも生ずる場合には、モンモリロナイトの溶解速度が小さい場合にむしろ

全域に広がる可能性があることを示唆していると言うこともできる。セメンテーションについ

ては、二次鉱物の生成量のみならず、生成する領域の広さについても注意深く検討する必要が

あり、反応速度論的な検討が重要となる可能性が考えられる。この点についても、後述するセ

メント溶脱及びベントナイト変質についての連成モデルによって定量的に検討することとした。

なお、石英の溶解・沈殿挙動に関してはケース間に顕著な差異は見られなかった。 
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溶解速度 10倍ケース    リファレンスケース     溶解速度 1/10ケース 

    

   

   

図 4.2-17 モンモリロナイト溶解速度の影響（廃棄体中央坑道方向鉛直断面，1000年後） 
 

 
4.2.5 シナリオシミュレーション手法に関するまとめ 
 本手法は、これまでに述べた通り、ニアフィールド現象の特徴に起因する長期予測の難しさ

のうち、特に、複雑性やダイナミクスについて、従来のシナリオ解析におけるヒューリスティ

ックによる判断を補完する手法として、ツールとして開発するとともに、提案した手法の適用

可能性、有効性の検討を進めてきた。本研究で開発したシナリオシミュレーション手法は、多

様なプロセスやプロセス間の相互作用の定量的あるいは定性的な特徴を現状の知見レベルに応

じて近似的に表現したモデルを速やかに構築し、例示的な解析を行うという意味で有用な技術

と考えられる。また、ローカルルールの処理に関する計算効率は高く、このため、原則的には、

様々なケースについての解析を行い、シナリオ分岐の可能性を探索するという目的に適してい

るということができる。 
 例題１では、熱出力の異なる多数の廃棄体をパネル内に配置する際の熱解析という複雑な問

題に対して、操業・閉鎖作業をエージェントの行為として、定置後の熱的プロセスをセルラー

オートマタとして取り扱う手法により、従来の廃棄体単体についての精緻な熱解析では予想が

困難であった「緩衝材中最高温度の定置順序や坑道閉鎖のタイミングへの依存性」といったダ

イナミックな挙動についての理解を改善することができた。 
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例題 2では、シナリオの検討過程で行われるニアフィールドの状態変遷の検討において、従
来、ヒューリスティックな思考過程が含まれることによる透明性や追跡性を低下、あるいは「多

数の多様なものの相互作用を考えることの限界」に起因する種々のバイアスの介在する可能性

があったことに対して、この段階の判断と思考をアルゴリズムとして「可視化」するための手

段として多変量セルラーオートマタによる THMCの状態変遷の記述を試みた。さらに、その結
果に基づいて、安全機能への影響の観点から結果を考察し、安全機能に関する懸念事象の抽出

を行った。その上で、現象理解の不足による不確実性や、本手法におけるルールの簡略化等に

よりもたらされる不確実性が安全機能へ及ぼす影響について調べるために、パラメータを変動

させてシナリオ分岐の可能性に関する検討を実施した。 
これらの例題での試行を通じて、マルチエージェントシミュレーションや多変量セルラーオ

ートマタを用いたシナリオシミュレーション手法は、従来の専門家によるヒューリスティック

を補完する手法として有効に利用できる可能性を示せたものと考えられる。 
 
なお、解析技術的な観点からは、設定するローカルルールは、基本的に陽解法的なものであ

るために、解の不安定性が生ずる場合やタイムステップに制約条件が生ずる場合がある。この

ような観点から、上述した例題への適用を通じて、本年度開発したシステムの計算効率や適用

性をさらに高めるための課題として以下が挙げられた。 
・可変タイムステップを用いることにより、上述した制約条件のためにタイムステップを短

くせざるを得ない状況においてタイムステップを減少させるとともに、定常状態に近い期

間にはタイムステップを拡大することによって計算効率を高める 
・解の不安定性のために生ずる空間あるいは時間的振動がシナリオの表現という目的に照ら

して問題とならないものであると判断される場合に、空間あるいは時間的な移動平均をと

る等の措置によって平坦化する 
・種々の状態変数が最低限満足すべき制約条件（非負であること、所定の上下限の範囲内に

あること、等）を容易に設定することの可能なルールクラスの設定 
・各状態変数のみではなくそれらの勾配や時間変化分の表示等のシナリオの特徴をより明瞭

なものとするための様々な出力形式の充実 
 
 

4.3 ニアフィールド環境変遷に関する熱-水-応力-化学連成解析技術の開発 
4.3.1 熱-水-応力-化学連成解析ツールの整備 
本研究で対象とする熱−水−応力−化学（THMC）連成解析技術は、前節に述べたシナリオシ
ミュレーションによって抽出された長期安全性に関する種々の懸念事項及びシナリオ間の分岐

点にあたる臨界条件等に対して、必要に応じて優先順位をつけつつより定量的な解析を実施す

ることによって、安全規制上の判断において求められる定量的な情報を提供することを目的と

するものである。また、この際、不確実性の影響に対して頑健な知見を得るために、汎用のモ

デル開発環境を用いて複数のモデルオプションを比較することが重要となる。さらに、種々の

スケールの室内試験や原位置試験あるいはナチュラルアナログ等との比較を通じてモデルの妥

当性を検証し、本手法全体としての信頼性の向上を図ることも求められる。 
以上を考慮して、本研究で開発する THMC連成解析ツールは、シナリオシミュレーションに
よって抽出される様々な懸念事項やシナリオ分岐の可能性に対する「受け皿」として、多様な

連成問題に適用可能な柔軟性をもつものでなければならない。また、モデル不確実性の影響を

把握するためには、種々の競合するモデルオプションを実装し定量的な比較を行うことの容易
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なものであることも必要である。さらに、モデルの妥当性の検証のためには、地層処分システ

ムの体系や時間スケールのみならず、種々のスケールの室内試験や原位置試験あるいはナチュ

ラルアナログにも適用可能なものであることが求められる。 
以上を勘案して、本研究では汎用のマルチフィジックスモデル開発環境である QPAC(17)を用

いて、汎用性のある THMC連成解析ツールを開発することとした。 
 

(1) マルチフィジックスモデル開発環境 QPAC 
QPAC(17)は、非線形プロセスを含む多様な物理・化学的現象の連成問題を連立された偏微分

方程式群や微分代数方程式群として定式化し、数値的に求解することの可能なモデル開発環境

である。既存の一般的な THMC連成解析ツールが、対象となる方程式群をモデル内に実装して
おり、方程式そのものを変更することは難しいのに対して、QPACでは、パラメータやオプシ
ョンの設定だけでなく、偏微分方程式群や微分代数方程式群も入力ファイルに読み込むことが

できるため、新規のプロセスに対して柔軟に対応することが可能であり、シミュレーション中

においても動的に変更することができる点が特徴である。 
QPACは、材質や特性の異なる複数のサブシステムから成る複合的なシステムにおけるマル
チフィジックス問題に適用することが可能である。各サブシステムには、それぞれ別の方程式

系を定義することができ、また、各サブシステムは複数のコンパートメント（コントロール・

ボリュームとも呼ばれる）に分割される。 
QPACの取り扱う微分方程式群と代数方程式群から成る連立方程式系は、極めて一般的な形
式のものであり、全ての変数を Uと書くと、次のように表現することができる。 

m ̇ , , = ( , ).              (4.3-1) 

ここで、mは質量関数と呼ばれる行列であり、代数的変数に対応する mの行は 0となり、f
の対応する要素によって表現される代数方程式となる（この形式は、特に、化学における質量

作用式や種々のパラメータの他の状態変数への依存性を記述する際に頻繁に用いられる）。よ

り具体的には、あるコンパートメント内のエネルギーや質量等の保存性の変数 ucについての方

程式は次のような形式で表現される。 

̇ = (±) ( , ) + ( , ). (4.3-2) 

ここで ( , )は、当該コンパートメント内のソースであり、 ( , )は、このコンパートメン
トの各インターフェイスを通過するフラックスである。インターフェイスのフラックスには符

号の規則があるため、Σ内の項はプラスかマイナスの符号を持つこととなる。以上のようなフ
レームワークを用いることによって、それぞれがコンパートメントに分割されるような複数の

サブシステムから成る複合的なシステムであれば、QPACはかなり一般的な連立微分方程式や
連立代数方程式を解くことが可能となっている。 

QPACでは、原則として、連立偏微分方程式を空間的に離散化する際に、有限体積（または
コントロール・ボリューム）法を用いる。有限体積法では、発散項を含む偏微分方程式の体積

積分を発散定理（体積で平均した変数を用いることで元の偏微分方程式を常微分方程式に書き

換える定理）を用いて、面積分に変換することができる。このアプローチの利点は、以下に挙

げる通りである。 
・ 構造グリッドが必要ではない 
・ 不均質なジオメトリに関する問題に対応可能 
・ あるボリュームに入るフラックスは隣のボリュームから出るフラックスと同一であるた
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め、局所物理量が保存される 
・ 境界条件の適用が容易 
 

(2) QPAC Player を用いた熱-水-応力-化学連成解析ツールの開発 
前節で述べたように、QPACは汎用性の高いマルチフィジックスモデル開発環境であるが、
モデル構築のためには、その都度 QPACシンタックスと呼ばれる言語を用いた新たなプログラ
ミングが必要となる。このため、THMC連成解析に従事する幅広いユーザーが利用可能な形態
とはなっていない。そこで、本研究では QPACによって作成した具体的なモデルの実行形であ
る QPAC Playerの機能を用いて様々な解析体系、プロセス、及び各プロセスについてのモデル
オプションをライブラリやケースファイルとして整備しておき、これらの中から必要なものを

選択して組み合わせることにより、一定の汎用性とユーザビリティを両立させることのできる

ツールの開発を行った。 
本研究では、後述するように、スウェーデンにおける原位置の連成試験である CRT（Canister 

Retrieval Test）及び処分システムの例として第２次取りまとめの人工バリアシステムの体系を 2
次元及び 3次元でモデル化しており、これら合計 4種類の解析ジオメトリのケースファイルの
中から選択できるようにしている。また、表 4.3-1に示すプロセスモデル（流体移動について
はモデルオプションを含む）及びパラメータ間の相関関係（相互依存性）についてのモデルを、

本研究でモデルライブラリーとして整備しており、これらを組み合わせて連成解析を行うこと

が可能である。各プロセスモデルについての概要を以下に示す。個々の具体的な内容について

は、添付資料Ⅲ-Cを参照されたい。 
 
表 4.3-1 本研究で整備した QPACのプロセスモデル及びパラメータ間の相関関係 

 
 
 

熱 水理（流体） 力学 化学

蒸発・凝固 熱膨張

粘性の温度異存性 粘性係数の温度依存性
反応速度定数温度依存性
平衡定数温度依存性
拡散係数温度依存性

対流による熱移動
蒸気による熱移動

ベントナイト膨潤 溶質の移流

ベントナイト熱伝導率の
水分飽和度依存性

ベントナイト力学特性の
水分飽和度依存性

熱伝導率の密度依存性
密度・空隙率変化と
透水係数変化の相関関係

密度・空隙率変化と
拡散係数の相関関係

溶質の拡散
液相化学種の反応
鉱物の溶解・沈殿
イオン交換

鉱物溶解・沈殿による
透水係数の変化

ベントナイト力学特性のイオン型
依存性

鉱物溶解・沈殿による
拡散係数の変化

プロセス及びモデル パラメータ間の相関関係

粘弾性変形モデル

化
学

熱
発熱

熱伝導（熱拡散モデル）

水
理

（
流
体

）

流体移動（多相流モデル
／Richardsモデル／
非ダルシーモデル）

蒸気の輸送

力
学



 
 

- 4-40 - 

(a) 熱に関するプロセス 
廃棄体発熱量（あるいは温度）を時間に依存した関数として与える必要があり、これが熱移

動に関する内部境界条件となる。また、熱移動プロセスとしては、熱伝導と対流を考慮してお

り、前者については拡散モデルとして表現している。なお、対流については、温度の異なる水

の密度差に起因する流動は考慮しておらず、後述する流体移動モデルによって算出される水や

水蒸気の移動に伴う熱の移動のみが考慮されている。 
温度変化に伴う相変化（蒸発と凝固）が考慮可能であり、また、流体と固体の熱膨張も合わ

せてモデルに含めることができる。なお、緩衝材熱伝導率の水分飽和度依存性は、パラメータ

間の相関関係を表現する代数方程式として定式化されている。 
 

(b) 水理（流体）に関するプロセス 
本研究で整備したモデルライブラリーには、水と蒸気の移動に関するモデルが含まれている。

これらの流体移動は、多相流モデルあるいは単相不飽和の Richardsモデルによって表現される。
また、後述するように、CRTの試験で観察された飽和過程の遅延効果を再現するために導入さ
れた非ダルシーモデルのオプションについても合わせてモデルライブラリーに含まれている。

現状では、水素ガス等の他の流体に特化したモデルはライブラリに含めていないが、多相流モ

デを一般的な形式で定式化しているため、将来、拡張を行うことは比較的容易である。 
ベントナイト空隙水については、ベントナイト層間に位置する固定された水と、流動するこ

との可能な外部空隙水とを区別して取り扱うことも可能である。 
他のプロセスに含まれるパラメータとの相関関係としては、多孔質媒体の圧縮による空隙率

の変化や化学的プロセスによって空隙率が変化した場合の透過特性の変化を考慮することが可

能である。 
 

(c) 力学に関するモデル 
ベントナイトの力学的変形については、弾性的応答とクリープを考慮した粘弾性モデルを用

いている。また、ベントナイトの膨潤については、ベントナイトの密度及び水分飽和度に応じ

て膨潤圧が規定される経験的なモデルを代数方程式として定式化している。 
 

(d) 化学に関するモデル 
化学に関しては、溶質の移流と拡散及び化学反応（液相化学種の分種化、鉱物の溶解・沈殿、

及びベントナイトのイオン交換）をモデル化している。ここで、液相化学種の分種化とベント

ナイトのイオン交換については、瞬時平衡を仮定して代数方程式（質量作用式）として定式化

しているのに対して、鉱物の溶解・沈殿は速度論モデルで表現しており、瞬時平衡を達成する

ような速い溶解・沈殿反応については速度定数を十分に大きく設定することによって近似的に

平衡を成立冴えることとしている。 
モデルライブラリーには、ベントナイト変質モデルとして、陽イオン交換のみを考慮したも

の、及びセメント影響によるモンモリロナイトの溶解や二次鉱物の沈殿を含めたものの二種類

が含まれている。ただし、現状では、後者の計算負荷が大きいものであるために、前述した熱

−水−応力モデルと連成させることのできる化学モデルは前者（陽イオン交換のみを考慮したも
の）に限られている。セメント影響によるモンモリロナイトの溶解や二次鉱物の沈殿を含めた

化学モデルは、現状では、水分飽和状態の１次元問題に限られている（ただし、温度分布の時

間変化をユーザーが規定して対応する化学的変遷をシミュレートすることは、関連する反応の

速度定数や平衡定数の温度依存性が設定可能であれば、実施可能である）。 
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二次鉱物の沈殿によるベントナイトの空隙閉塞のために、透過係数（透水係数）や実効拡散

係数が変化することは現状のモデルにおいても表現可能である。ただし、セメント影響による

モンモリロナイトの溶解や二次鉱物の沈殿を含めた化学モデルは１次元に限定されているため、

流体移動における透過係数変化の利用価値は限定的なものとならざるを得ない。 
本年度開発した THMC連成解析ツールでは、ジオメトリについてのメニュー（原位置試験体
系（CRT試験）か処分場体系（第２次取りまとめ）、及び 2次元モデルか 3次元モデル）を選
択し、さらに、上表に相当するどのプロセスを考慮して解析を行うかを選択することによって、

対応する QPAC playerファイルが選定され、その後、QPAC playerの GUI上で入力パラメータ
値等の詳細を設定することにより解析を実施することができる。また、出力も QPAC playerの
GUI上で表示される。本ツールの具体的内容についても、添付資料Ⅲ-Cを参照されたい。 

 
4.3.2 熱-水-応力-化学連成解析ツールを用いた解析の実施 
 前項で整備した連成解析ツールを用いて、既往の解析事例と同一のモデル・パラメータを用

いた再現による解析ツールの機能の検証に加え、現象理解等の不確実性に基づいた複数のモデ

ルオプションの提案と解析の実施によるモデルオプション間の比較検討を目的とした、既往研

究との比較解析を実施した。 
 はじめに、比較検討を行うための対象とする事例選定のために文献調査を行った。ここでは、

緩衝材の再冠水挙動に着目することとし、実験と実験結果に対する解析結果が提示されている

事例を選定した。さらに、前述したシナリオシミュレーションの結果から抽出されるシナリオ

分岐またはその可能性がある現象について本ツールを用いた連成解析を実施した。 
 

(1) 緩衝材の再冠水挙動に関する既往研究との比較解析 
(a) 既往の研究事例の文献調査 
調査対象とする事例選定のための文献調査は、以下の点に着目して実施した。 
 ・緩衝材の再冠水と均一化過程における挙動についての実験的知見の概要 
 ・各実験に付随して行われた THMC連成解析の再現性等についての情報 
 ・実験及び対応する解析を通じて得られた課題 
対象とした研究事例は、カナダ、スイス、スウェーデン、及び中国の 4つである。また、こ
れらの事例では、小規模の室内試験と実規模の原位置試験を組み合わせて実施しており、前者

では制御された条件下で個別現象についての実験を行い、後者ではこれらの現象を複合した場

合の全体的な挙動を観察するとともに、施工時に生ずる不均質性についての知見を得ることも

目的としている。 
 

i) カナダの URLにおける研究事例 
カナダの URLでは、緩衝材（ケイ砂・ベントナイト混合体）の性能に対する再冠水及び加
熱の影響を調査するために、2つの実規模原位置実験（すなわち Isothermal試験（ITT）と
Buffer/Container実験）が行われている。 

Isothermal試験は、温度勾配の影響がない場合の緩衝材（ナトリウム型ベントナイトとケイ
砂の混合物（混合比 50:50）、初期乾燥密度 1,720kg/m3、初期飽和度 84%、初期空隙率 0.359）と
岩盤の間の水理学的相互作用を調査することを目的として、AECLの地下研究施設（URL）の
240mレベルでカナダ楯状地の花崗岩（亀裂の無い難透水性岩盤）中に掘削された直径 1.24m×
深さ 5mの試錐孔で行われたものである。試錐孔の上部には、厚さ 1.25mの HPC（早強ポルト
ランドセメント）のプラグがかぶせられ、このシステムが 6年半にわたりモニターされた。周
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辺岩盤から緩衝材への水流入率は、緩衝材の設置前に水流入を測定し、周辺岩盤の動水勾配を

モニターすることによって評価された。試験後に緩衝材材料をサンプル採取し、含水率及び密

度の変化が測定されている。 
Buffer/Container実験（図 4.3-1）では、電熱器が緩衝材内に設置され、廃棄体からの熱出力を
シミュレートするために使用された。加熱が約 896日間（約 2年半）にわたり行われ、緩衝材
及び周辺岩盤系の熱的・水理学的・力学的応答をモニターした。 

 

 

図 4.3-1 Buffer/Container実験のジオメトリ(18) 

 
実験において測定された項目は、①緩衝材及び容器を定置する前の処分孔への水の流入量、

②処分孔周辺岩盤内の間隙水圧、③緩衝材内のサクション（含水率）、④岩盤に対して及び緩衝

材内で作用する圧力、⑤緩衝材と周辺岩盤における Buffer/Container実験での温度の分布及び変
遷、及び⑥Buffer/Container実験での容器の鉛直方向の変位、である。また、実験終了時に、緩
衝材の含水率と密度を測定するために、広範なサンプル採取が行われた(19)。 
実験結果で明らかになったところでは、数年間（ITTで 6年半）注水しても、緩衝材は、そ
の中心においても、また緩衝材と岩盤との界面の近くにおいても、依然として完全な飽和から

はほど遠かった(18) (20)。 
各試験における緩衝材の水分飽和過程及び力学的応答をモデル化するために、数値シミュレ

ーションが CODE_BRIGHTを用いて実施された。解析に用いる不飽和緩衝材の緩衝材含水率と
サクションの関係は、3つの異なるタイプの膨潤試験の結果から導き出されており(21)、この結

果に基づき、表 4.3-2に示す Van Genuchtenタイプの水分飽和特性曲線が得られている。 
 
 
 
 
 



 
 

- 4-43 - 

 

表 4.3-2 緩衝材及び花崗岩のモデル化に用いられた水理パラメータ(17)  

 
 

Buffer/Container実験の試験終了時緩衝材内の水分布の測定結果と、間隙水圧モデルによる計
算結果との比較を図 4.3-2に示す。 

 

図 4.3-2 Buffer/Container実験の試験終了時緩衝材内の水分布の測定結果（左：Graham et.al.(22)）

と同等の間隙水圧モデルによる計算結果（右：Guo(18)） 

 
Guo(18)によれば、Buffer/Container実験においてヒーター付近の乾燥した領域で緩衝材が収縮
する一方、含水した周辺部の膨張が生じている。また、適用された流体力学モデル、熱流体モ

デル及び熱流体力学モデルは、測定された温度データ及び水理学的データを適切に代表するこ

とができたとしている。 
 

ii) FEBEX I及び II実験 
実規模人工バリア実験（FEBEX = Full-Scale Engineering Barrier Experiment）は、結晶質母岩（ス
イスのグリムゼル地下研究施設：花崗岩と花崗閃緑岩。透水係数は約 1×10-11m/s）における「原
位置」実規模試験、及びスペイン（CIEMAT）の地上施設において縮尺 1/4で実施されたモッ
クアップ試験、及び一連の関連実験試験とモデリング作業から成る、スペインの放射性廃棄物

管理公社（Enresa）が主導した国際協力研究プロジェクトである。FEBEXプロジェクトは 1994
年に始まり、人工バリアシステムの取り扱いと建設の実現可能性の実証、並びにニアフィール

ドにおける THMCプロセスの研究を目的として 2つの主要段階に分けて実施された23）。FEBEX
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原位置試験の体系を図 4.3-3に示す。 

 

図 4.3-3 FEBEX原位置試験の詳細レイアウト(23) 

FEBEX試験で使用されたベントナイトは、スペインの天然ベントナイト鉱床から得たもので
あり、主な特性は以下のようなものである(23)。 

 ・モンモリロナイト含有率（%）：92±3 
 ・初期乾燥密度最大 1,700Kg/m3，初期含水率は最大 14.3%の圧縮成形ブロック 
 ・Na：Ca比＝約 1：1 
 ・平均膨潤圧：5MPa（乾燥密度 1,600kg/m3） 
 ・平均飽和透水係数：4×10-14m/s（乾燥密度 1,600kg/m3） 
FEBEXモックアップ試験は、スペインの人工バリアシステムの構成を 1/4スケールでシミュ
レートするために設計された。試験は地表で行われたため、天然の地下システムに関連する不

均質性を回避することができた。冠水過程は完全に制御されており、境界条件は原位置試験の

場合よりも適切に定義されていた。 
粘土バリア及び周辺岩盤で発生する各種 THMプロセスを監視するために、主要 FEBEX試験
のそれぞれで 500～650台のセンサーが設置された。測定された変数は温度、湿度、流体圧力、
全圧、閉じ込め構造の変形、及び水圧であった。 

FEBEX原位置試験の初期運用段階の後に、以下の観測が行われた(23)。加熱なしの場合、岩盤

近くのベントナイトの含水率は約 17%から約 30%に上昇したが、加熱が行われた場合、電熱器
近くのベントナイトの含水率はその初期値よりも低下している。このように、ヒーター付近で

緩衝材の乾燥が生じたにもかかわらず、ベントナイトの膨潤により、緩衝材ブロックの間及び

周囲に当初存在していた間隙が除去されたことがわかる。ベントナイトの含水率が上昇したと

ころでは、膨潤により密度の低下が生じ、岩盤近くでは乾燥密度が初期値の 1,700kg/m3から約

1,450kg/m3まで低下した。 
緩衝材の含水に伴って、ベントナイト中の微量の溶けやすい鉱物（硫酸塩、炭酸塩及び塩化

物）の溶解、さらに溶解塩のヒーター方向への移動が生じた。そのような化学反応-物質輸送の
影響は、加熱されていなかった領域よりも加熱されていた領域の方が急速であった。 

THM及び THCモデリングの 3つの段階が、CODE-BRIGHTを用いて 2000年までの期間に
実施された。図 4.3-4は、Enresa(23)におけるモデリング結果の例を示しており、ヒーター付近の
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緩衝材の乾燥と岩盤近くの緩衝材の飽和を示している。初年度に達成された飽和のレベルは、

その後の 4年間でほとんど変わらなかった。 

 
図 4.3-4 FEBEX原位置試験の緩衝材中ベントナイト飽和過程のモデリング(23) 

THMモデリングの第三段階では、モニターしたデータと最もよく適合し、かつ使用されたパ
ラメータの数値が実験室試験で得られた数値の範囲内にあることを証明することを目的として

いた。このモデリングは、特に、緩衝材再冠水の速度及び期間がベントナイトの水分保持曲線

に対して非常に敏感であることを示していた。Enresa(23)によれば、このことは、これらの変数

に関連して避けられない不確実性が常に存在する可能性があることを意味している。 
FEBEX原位置試験では、実験の初年度中に定常状態に達したように見えること、また、その
後に緩衝材の飽和状態に著しい変化がないことは注目に値する。緩衝材の外側部分は完全飽和

に達しており、その領域における関連膨張は緩衝材中のベントナイトブロック間の間隙を埋め

るのに十分であるが、緩衝材の内側部分の飽和度は最初に低下して、その後は低いままである。

このことは、ベントナイト系緩衝材の内側部分の再飽和が極めて遅いことを示唆している。 
 

iii) スウェーデンにおける CRT 
CRTは、スウェーデンのエスポ硬岩研究所（HRL）の深度 420mにおいて SKBにより 5年間
にわたって実施された実規模原位置試験であり、KBS-3概念に従って設計されている。実験の
概略図を図 4.3-5に示す。 

 
図 4.3-5 CRTの概略図24) 
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CRTの主な目的は、ベントナイト系緩衝材が完全に再冠水した後に、定置された廃棄物容器
を回収するための技術を実証することと、試験中にベントナイト内での THMプロセスをモニ
ターすることであった。 
緩衝材湿潤プロセスを制御し、緩衝材再飽和速度を高めるために、多孔質のプラスチックフ

ィルタ材料のストリップで構成されるフィルタが、隣接試錐孔から地下水に接続され、試錐孔

壁の一部に取り付けられた。フィルタストリップは、緩衝材への給水を空間的にほぼ均質にし

ており、これによって実験結果の解釈が容易になったが、試験の境界条件がやや現実的ではな

くなった。 
緩衝材は、圧密ワイオミング・ベントナイト（Volclay MX-80）であり、円筒状及びリング状
緩衝材ブロックが用いられている。また、緩衝材ブロックと試錐孔壁の間のスロットは、ベン

トナイトペレットで埋められていた。 
試験終了後の掘削時点における緩衝材の含水率、飽和度及び乾燥密度分布（図 4.3-6）による
と、緩衝材は、キャニスタの上方では飽和からほど遠かったが、キャニスタの両側では完全に

飽和されていたことがわかる。このデータによれば、緩衝材乾燥密度の初期のばらつきは再冠

水中に減少したが、完全にはなくならなかったこともわかる。 

 
図 4.3-6 最大 5年間の加熱・冠水の後に掘削したときの CRTでの緩衝材の状態 

乾燥密度（kg/m3）（左）と飽和度（右）(24) 

 
CRTの THM挙動については、SKBが CODE_BRIGHTを用いてモデル化しており、このモ
デルが緩衝材特性及び均質化に関して行われた仮定に対して非常に敏感である。特に、以下に

示すパラメータが飽和度の数値に依存しており有意な感度を示す。また、これらのパラメータ

の水分飽和度への依存に関するモデルはいずれも実験結果から経験的に求められたものであり、

異なる条件への適用性関しては不確実性が含まれると報告している。 
 ・ サクション 
 ・ 相対透過係数 
 ・ 熱伝導率 
実験結果の顕著な特徴は、水の流入が時間の経過とともに徐々に減少し、緩衝材の外側境界

の水圧を上昇させなくては流入を継続することができなかったという点である。流入量の測定
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結果は、境界で適用される水圧に対して明らかに敏感であるが、連成解析モデルはこのメカニ

ズムを表現しておらず、むしろ再冠水がベントナイト内のサクションによってのみもたらされ

ることを示している。 
この結果を踏まえ、SKB(6)は、処分場での完全な再冠水は数千年間起こらない可能性がある

と示唆している。特に、緩衝材が最も厚いまたは温度勾配の大きい場所では、緩衝材の外側部

分の再冠水が内側部分の再冠水を制限または阻止する可能性がある。 
同様に注目すべき点は、母岩中の水の動きが局所的であり、破砕中の流れによって支配され

ているような、より現実的な境界条件の場合、緩衝材再冠水挙動は、局所的な湿潤／膨潤及び

連動的な化学的－水理学的変化が原因となって空間的にさらに複雑化する可能性があることで

ある。 
これらの点については、後述する解析及びモデルオプション間の比較において取り上げ、詳

しく検討することとした。 
 

iv) 中国でのモックアップ試験 
中国では、ベントナイト系緩衝材材料に関して一連の室内試験のほか、さらに大規模な実験

が実施されている(25)(26)(27)。これらの実験は、中国の処分場向けの緩衝材及び埋戻し材の候補と

みなされている高廟子（Gaomiaozi、GMZ）ベントナイトに焦点を置き、初期段階における圧
密ベントナイト系緩衝材中の THMCプロセスの定量化を可能にし、数値モデリング及び詳細調
査のための信頼できるデータベースを提供することを目的としている。この GMZベントナイ
トは、ナトリウムに富んだスメクタイト粘土であり、モンモリロナイト含有量は、MX-80及び
FEBEXベントナイトのそれよりも少ないが、クニゲル V1（Kunigel-V1）ベントナイトよりも
多い。 
実験装置は高さ最大 2m、直径 0.9mで、圧密 GMZベントナイトのブロック、内部温度を 90℃
に高めるために使用されるヒーター、及び（圧力約 0.5MPa、流量約 400～600g／日で）Beishan
（北山）地下水を注入するためのシステムを含んでいる。この実験装置は 2010年に組み立てら
れており、少なくとも 4年間運用する見込みである。 
これまでのところ、わずかな予備的結果が発表されただけであるが、それらの実験データが

示唆するところでは、圧密ベントナイトブロックの再冠水は複雑であり、ヒーター近くの高温

によって誘発された乾燥のプロセスと外部境界での水供給によって生じた湿潤との間の競合に

よって強く影響を受けている。Wang et.al.(28)の報告によると、ヒーターに近い領域には他の試

験（例えば FEBEX原位置試験）で報告されたものと同様の乾燥現象の証拠がある。 
モデリングに関しては、Chen et.al.(26)とWang et.al.(28)が、ベントナイトの THM挙動を予測す
るために LAGAMINEコードを開発し、適用している。このモデリングは、上述の他の大規模
実験用に実行されたものと同様であり、CRTのような他の大規模試験で見られたタイプの挙動
を再現している。 
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図 4.3-7 中国におけるモックアップ・テストの構成(28) 

Cui et.al.(27)は、小規模実験室実験で圧密 GMZベントナイトの THM挙動を調査し、温度制御
されたセルの中に置かれたベントナイト資料のサクションについて、GMZベントナイトと他の
代表的ベントナイト（MX-80、FEBEX、FoCa及び Kunigel-V1）と比較している（図 4.3-8）。
GMZベントナイトとMX-80ベントナイトの膨潤能力が、FoCa、Kunigel-V1及び FEBEXの各
ベントナイトのものよりも高いことを示しており、Cui et.al.(27)によれば、その理由は、GMZ及
びMX-80ベントナイトのモンモリロナイト含有率の方が大きいこと、及びそれらがより多くの
ナトリウムを含有していることである。 

 

図 4.3-8 同一の初期サクションからの各種ベントナイトの膨潤挙動の比較(27) 
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Pusch and Weston(29)は、中国の GMZベントナイトを含めて、熱水処理した 3つの膨潤性粘土
の組成及び特性についての Xiaodong et.al.(30)による最近の研究を考察し、処分場条件下での化学

的変質にかかわるメカニズムを明らかにしたとしている（図 4.3-9）。この研究が示すところで
は、混合層状粘土は熱水影響によって著しく変質することはなかったものの、スメクタイト

GMZ及びMX-80ベントナイトは膨潤圧の相当部分を失い、透水係数と剛性の増大を示してい
る。観察された最も顕著な化学的・鉱物学的変化は、最も低温の部分でのケイ酸の増加と最も

熱せられた部分でのケイ酸塩鉱物、石膏及びカオリナイトの沈殿であり、後者が硬化の原因に

なったものと考えられる(30)。この観察結果は、前述したシナリオシミュレーションにおいて指

摘されたセメンテーションによる緩衝材安全機能低下の懸念に対応する知見の一つと考えられ

る。 

 
図 4.3-9 加熱による空隙の拡大に伴う透水係数の増大とケイ酸塩鉱物の沈殿に伴う剛性の

増大を引き起こすと考えられるメカニズム 
（挿入図は、水和とそれに関連する空隙中の粘土ゲルの成長による膨潤が生じる前の圧密粘土粒子を示す(30)） 

 
 

v) まとめ（現状のモデルの問題点） 
前項までに述べたように、ベントナイト系緩衝材についていくつかの大規模実験がこれまで

に行われている。これらの実験は、廃棄体容器近傍での初期段階の乾燥、特に緩衝材の内側領

域の水分飽和が遅延される可能性を明らかにしている。 
これらの実験に対して行われたモデル化は、温度や相対湿度などについては適切と考えられ

るが、緩衝材中の水分飽和過程に関するモデルは、実験において見られた、初期の比較的速や

かな冠水に引き続く緩衝材中の水分フロントの移動抑制については実験結果と整合的ではない。

これまでに得られた実験的証拠は、緩衝材外部の再飽和が内部の飽和の進展を妨げるような一

種の抑制効果を呈する可能性を指摘しているが、このような効果についてはこれまでのモデル

の取り組みは十分とは言えない。また、この点について、ベントナイトの種類によって挙動は

異なり、特にMX-80ベントナイトはと強いサクションと膨張能を示すため、モデル化の困難な
材質と考えられる。 
上記の「抑制効果」を考慮した場合、緩衝材周囲の吸水箇所が亀裂との交差部に限定される

等の境界条件の不均質性の影響、及び実際の処分場で対象とすべき時間スケールでの THM連
成効果を通じて生ずる影響等についての評価が今後の課題になるものと考えられる。 
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(b) CRT試験を対象とした比較解析 
前項で述べた 4つの研究事例の中から、以下の理由により比較解析の対象として、スウェー
デンの CRT試験を選定した。 
・多くの実験データが公開されている 
・SKBの許認可申請である SR-Siteプロジェクトについての規制側（SSM）のレビュー対象
となっており、解析に関する仮定や入力データ等の情報がある程度示されている 
・後述するようなモデリング上の問題点があり、次項で述べるモデルオプション間の比較の

ための格好の課題を含んでいる 
 CRT試験については、前述したように、SKBによって連成解析モデル CODE_BRIGHTを
用いた 1次元解析が行われている。これに対して、SSMによるレビュー(31)の一環として、本研

究において開発した連成解析ツールのベースである QPACを用いた同じく 1次元の解析が実施
されている。CRT試験に対応する 1次元モデル体系を下図に示す。 

 

図 4.3-10 CRT試験に対応する１次元モデル体系（CODE_BRIGHT及び QPAC共通） 

 
ボイド比とサクションについての CRT試験の実験結果と CODE_BRIGHT及び QPACの解析
結果の比較を図 4.3-11に示す。ここで、Case 3及び 4は、それぞれ、絶対透過係数の小さいケ
ースと大きいケースに対応しており、また、Case 6bは大きい絶対透過係数と想定される水分飽
和度曲線の範囲内の低いものを組み合わせたケースである。SKBはこれらのうち Case 6bが実
験結果に対する再現性が最も良いとしている。なお、下図に示す図中の QPACによる既往の解
析例は、この Case 6bと対応するものである。 これらのパラメータについては、実験結果及び
二つの解析結果ともに比較的良い一致を示していると言うことができる。また、緩衝材の再冠

水挙動について、モデル間の比較を行った結果が図 4.3-12である。緩衝材中の厚さ方向の中間
点における水分飽和度の時間変化については、QPACの解析結果（黒い実線）及び同じ条件の
CODE_BRIGHTの解析結果（THM連成ケース：緑色）とは良く一致していることがわかる。
これは、力学的プロセスを考慮したモデルにおいては、冠水途上の緩衝材中の乾燥密度分布の

変化（外側の膨潤による密度低下と内側の圧縮による密度上昇）が表現されており、密度に依

存するサクションの変化が再現されているためと考えられる。 
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ボイド比の空間分布 

 
緩衝材内側表面付近のサクション時間変化 

図 4.3-11 CRT試験結果及び CODE_BRIGHTと QPAC解析結果の比較 

 

 

図 4.3-12 緩衝材中間点水分飽和度についての CODE_BRIGHTと QPAC解析結果の比較 
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しかしながら、これらの解析結果と CRT 試験結果との間には顕著な不整合が見られる。  
図 4.3-13は、緩衝材への水の累積流入量に関する試験結果と QPAC解析結果を比較したもので
ある。試験結果は、初期の水の流入後、一旦流入が鈍化する傾向を示すのに対して、解析結果

では累積流入量が増大し続けている。また、試験においては、冠水を促進するために水圧を増

大させており、この結果、水の流入が再開している（図 4.3-14）が、解析においてこのような
水圧の履歴を反映したケース（黒い点線）における流入量の変化は微小である。試験結果に見

られる冠水の抑制は、初期の冠水によって膨潤した緩衝材外縁部の透水性が低下することによ

るものと考えられるが、このような効果が CODE_BRIGHT 及び QPAC のいずれにおいても適
切に表現されていないことがこのような顕著な不整合を生ずる原因になったものと考えられる。 

 
図 4.3-13 緩衝材への水の累積流入量についての試験結果（水色）と QPAC解析結果の比較 

 

図 4.3-14 CRT試験における外側境界条件（水圧）と累積流入量の関係 

 
本研究の例題解析では、まず、SSMレビューの一環として行われたこれらの１次元モデルの
解析を再現し、ベースとなった QPACのモデルが本研究で開発したツールによって完全に再現
できることを確認した。また、その後、同じモデルを用いて２次元及び３次元の解析を行うこ

とにより、モデル構築の柔軟性等の観点から適用性の確認を行った。（結果については、後述す

るモデルオプションとの比較において示す）。 
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(c) モデルオプション間の比較  
前項で述べたように、 CODE_BRIGHT及び QPACの解析結果は、いずれも、CRT試験にお
いて観察された緩衝材再冠水時の水の流入挙動（静水圧での流入の停滞及びその後の昇圧に伴

う流入の再開）を再現できていない。そこで、ここでは、この点に着目して新たなモデルオプ

ションを提案するとともに、対応する解析を実施した。 
前出の FEBEX 試験において、冠水したベントナイト中の水の流れが動水勾配に非線形に依
存していることに関する研究(32)が行われている。 

Sánchez et.al.(32)は、動水勾配が小さい条件でのベントナイト中の地下水流動が線形のダルシ

ー則に従わないことを水分飽和した試料についての透水試験を幅広い動水勾配の条件下で実施

することにより示しており、その理由として、粘土の結晶層と水分子間の強い結合を挙げてい

る。また、この非線形な効果を表現するモデルとして、Dixon et al.(33)による流動開始のための

動水勾配閾値を考慮したモデルを適用している（下図左）。このモデルでは、線形のダルシーモ

デル（下図左の細線）とは異なり、動水勾配が閾値（Jo）以下では流動は生じず、動水勾配が
Jc 以下の条件では流量が動水勾配に比例しない非ダルシー的挙動を示すことを仮定している
（動水勾配が Jc 以上の条件ではダルシー則が成立する）。このような概念に基づき、種々の乾
燥密度の FEBEX ベントナイトについて測定可能な最小の動水勾配を測定した結果が図 4.3-15
の右である。また、動水勾配 1000以下の条件で測定された透水係数のばらつきが大きいことか
ら、この数値がほぼ Jcに相当するものと考えられている(34)。 

 

 
 

図 4.3-15  Dixon et al.(33)による非線形流動モデルの概念（左）及び FEBEXベントナイトを
対象とした測定可能な流動開始の動水勾配についての試験結果（右）(32) 

 
上記の非線形モデル（動水勾配閾値モデル）を用いて、FEBEXにおける Thermo-hydraulic cell
試験における相対湿度の実験結果（シンボル）及び線形モデルによる解析結果（点線）と非線

形モデルによる解析結果（実線）を図 4.3-16に示す。非線形モデルを用いることにより、試験
結果の挙動（初期の冠水以降流動が停止する状況）を再現することが可能と考えられている 

（図 4.3-16：左）。なお、同研究では、もう一つの代替モデルの候補として、初期の動水勾配が
平坦化した後に thermo-osmosisの効果が顕在化することを仮定したモデルも検討しているが、
非線形モデルに比べると実験結果の再現性が良くないとしている（図 4.3-16：右）。 

 
 
 




